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特集：第18回厚生政策セミナー

「国際人口移動の新たな局面～『日本モデル』の構築に向けて」

人口減少下の国際人口移動の意味

―第18回厚生政策セミナーに寄せて―

金 子 隆 一

国立社会保障・人口問題研究所は2013年10月31日「国際人口移動の新たな局面～『日本

モデル』の構築に向けて」と題して，第18回厚生政策セミナーを開催した．厚生政策セミ

ナーは，社会保障と人口問題の主要なトピックスに関して研究者，専門家，市民の交流を

深めるべく，本研究所が発足した1996年度以来毎年開催されているものである．本稿では，

あらためて本セミナーの論点の流れを振り返るとともに，その意義について考えて見たい．

「国際人口移動」をテーマとする今回のセミナーでは，まず本研究所の西村周三所長よ

り開会挨拶があり，このテーマに関してはやや特異な国である日本における国際人口移動

研究の重要性が指摘された．続いて本セミナーの案内役として演壇に立った林玲子国際関

係部長は，多様な人口統計データにより国際人口移動の世界的動向とわが国における現状

について概観し，人口減少期に入った日本における外国人移入・社会統合の意味，特徴，

課題を指摘しつつ，地域社会での役割，国際結婚，出入国・移動管理の在り方など本テー

マの重要な要素についての紹介とそれらの統合体としての「日本モデル」の可能性につい

て問題提起を行った．人口減少，少子高齢化が急速に進展する中，日本は直面する数々の

課題を一国だけで解決して行くことは困難である．しかし，欧米における移民先進諸国と

は歴史的背景も異なり，言語の孤立性などを負ったわが国では，国際人口移動に独自の在

り方が問われている．

問題提起を受けた最初の基調講演は，本テーマの国際的権威であるオーストラリア・ア

デレード大学，グレアム・ヒューゴ教授によって「国際人口移動の主要動向と日本におけ

る関連性」と題して行われた．人口移動の世界的潮流をその多面性に即して体系的に提示

する解説は優れたものである．そこから伝わるのは，人の移動は地球規模の人口や経済，

そして人々の生活や生涯の活動そのものを映すということであり，スライドに提示された

「移動する惑星（AMobilePlanet）」という言葉に集約されている．国際人口移動は新た

な世界的レジームに移行している．経済の国際化，交通の発達などを前提に移動は拡大と

パターン変化が進んでおり，永住目的から短期移動主体へのパラダイム転換やディアスポ
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ラの役割の増大，女性の移動の増加，移民を後押しする移民産業の隆盛など，これまでに

ない状況が展開しているという．人口の年齢構造の変化，とりわけ人口ボーナスとオーナ

スの国際的な交錯や途上国のユースバルジが，人口移動のうねりを生み出しているという

点は重要である．講演の後半は「移民の国」オーストラリアの経験についての紹介がなさ

れた．ここでは日本が多くを学ぶべき，いわば「オーストラリアモデル」に関する貴重な

解説を得た．かつて白豪主義と呼ばれ，日本同様に移民に対して閉鎖的であったオースト

ラリアは，今や人口の26.1％が外国生まれで，そのうち国内に10,000人以上を擁する出生

国は67ヶ国に渡っており，むしろ人口の多様性を誇る国となっている（数値はいずれも20

11年）．そこで強調されたのは，多様性拡大が深刻な対立をもたらすことなく達成された

経済社会の発展に対する移民の大きな役割，貢献である．移民国へのパラダイム転換がな

ければ，現在のオーストラリアの発展はなかったとの認識であり，国民も概ねポジティブ

な評価であるという．いくつかの課題も指摘されたものの，オーストラリアの経験は日本

が学ぶべき模範や教訓を多く内包している．とりわけ地域による独自の政策スキーム導入

や，非大都市圏への定住の誘導策など，具体的に参考となる経験も多い．たいへん貴重な

知見の紹介であった．

第二の基調講演は，人口移動・分布研究に関するわが国の第一人者である石川義孝京都

大学教授による「日本の国際人口移動－人口減少問題の解決策となりうるか？」であった．

日本における国際人口移動の趨勢の解説では，入国ならびに登録外国人における90年以降

の増加基調や2008年秋以降の経済危機による落ち込みなどを紹介し，今後については経済

の回復にともなう外国人流入の再度活発化と，東アジア・東南アジアの諸国の経済発展に

よる制約の両方への要因が働いていることが示された．また日本では外国人は集住傾向が

強く，三大都市圏への集中が顕著でそれ以外では北関東から近畿にかけて外国人人口比率

の高い自治体が多い．1995～2000年では名古屋大都市圏や静岡・長野など製造業の強い県

への転入が多く，日本人の東京一極集中を緩和する効果が有った（その後は本特集の論文

において愛知県以外では吸引力が弱まり，地域格差是正効果は必ずしも働いていないとし

ている）．人口減少問題が深刻化するわが国，とりわけ地方の人口減に対する外国人移入

の有効性については，地方への政策的誘導の必要性，国際結婚の役割，高度人材の確保の

観点から博士号を取得した留学生者の永住誘導などが指摘されている．そのためには国に

よる真剣な社会的統合政策の推進が必要であるという．国際人口移動の日本型モデルにつ

いては，非英語国であるなどの特殊性を踏まえて政策形成しなければならないが，それは

状況の似た東アジアや東南アジアへも適用できるものになる可能性があるとしている．

この後は3人のパネリストによる講演と参加者全員によるパネル討論が行われた．最初

の講演，鬼頭宏上智大学教授による「21世紀の国際人口移動政策―歴史的視点からの提言」

では，文明システムの歴史的転換における外部文明の役割の重要性を指摘し，日本におけ

る縄文人の列島移住から，水稲農耕文明，大陸の技術・知識・宗教等による近世文明，さ

らに欧米からの産業文明による近代化に至るまで，すべての文明転換は外部文明の導入に

よって起きたとする見方を紹介した．移民の受入れは単なる労働力補充ではなく，文明転
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換に寄与する点が重要だとする．2番手となる井上孝青山学院大学教授による「人口移動

モデルと国際結婚移動」では，人口移動のモデルと目的等による様式を解説し，なかでも

近年演者が研究に取り組んでいる国際結婚と国際結婚移動のモデルの実証分析を紹介した．

ある外国籍の相手との国際結婚の中で妻が外国籍の件数と夫が外国籍の件数の比（BG比）

を取ると，これは両国の経済格差に依存するといい，実際に日韓データには良くあてはま

る．とすれば，国際結婚移動は労働力移動に関するモデルの枠組みで説明できる．また今

後を見るとブロック経済化や航空ネットワーク拡充による移動コスト低減などにより移動

量は増加傾向を持つが，日本と周辺国では経済格差縮小によって移動は双方向化する．全

体として日本の国際移動も国際標準に近づくため独自性が薄らぐが，適切な移民政策・出

入国管理政策を行うことによって移動の質の点でこれまでにない日本モデルに到達出来る

とする．3番目の明石純一筑波大学准教授による「国際人口移動に対する政策的管理の限

界と可能性」では越境に対する管理という政策課題を取り上げ，政府による制御は必ずし

も思惑通りには機能しないものであるという．それは実際の移動や定住が自国への「潜在

的移民」の規模や属性，定住の複雑な過程などによって決まるものであり，政策的管理の

実効性には限界があるということである．典型的な例は2012年に導入した日本の「高度人

材ポイント制」で，初年度は目標値（2,000人）の4分の1にも届かなかった．これは制

度面だけの問題ではなく，日本語の壁や年功序列・終身雇用などの雇用慣行にも原因があ

る．こうした限界を十分に把握した上での政策デザインの在り方，効果の検証などについ

て考えて行く必要があるということである．

引き続き行われた全員が参加したパネル討論においては，いくつかの中心的課題につい

て討議が行われた．紙幅の都合により網羅することはできないが，オーストラリアにおけ

る排他的政策，同化政策から移民国，多文化共生社会への移行が小さなステップの積み重

ねであったこと，現在では言語も含め文化の多様性が社会を豊かにしていると認識されて

いること（ヒューゴ教授）は，わが国にとって貴重な知見であろう（詳細は下記ウェブサ

イトの逐語録，または記録動画を参照されたい）．

以上の講演，パネル討論においては，国際人口移動というテーマが社会や経済あるいは

国家や文明の成立に深く関わると同時に，きわめて多岐にわたる側面を持ち，横への広が

りも遠大であることが理解された．各々の領域に関する詳細な知見が本特集の個別の論文

としてまとめられているが，それらの知の集積の中に現在の日本社会が強く希求する指針

が輪郭を見せているように思う．その全貌を削り出す作業は実は始まったばかりであり，

本研究所は本セミナーをひとつの契機として，今後国際人移動を中心的な研究テーマのひ

とつとして継続的に研究分析に当たって行きたいと考えている．本セミナーならびに本研

究所における研究活動が，今後の日本社会にとって重要なオプションである国際人口移動

の在り方に関する本格的な国民的議論に結びつくことを願うばかりである．

国立社会保障･人口問題研究所ホームページ 厚生政策セミナーページ

http://www.ipss.go.jp/site-ad/index_Japanese/koseiseisaku.htm
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「国際人口移動の新たな局面～『日本モデル』の構築に向けて」

国際人口移動の現代的展望

―日本モデルは可能か―

林 玲 子＊

Ⅰ．世界の国際人口移動の概況

国連は2012年にすべての国連加盟国における国際人口移動者１）数を送り出し国・受け

入れ国別に公表した．それ以前はOECD加盟国への移民に限られていた統計が，すべて

の国と国の間における移民数が明らかになったことになる．このデータによると，1990年

から2010年にかけて，世界における移民数は着実に増加し，1990年で1.5億人，2000年で

1.8億人，2010年で2.1億人，2013年では2.3億人を数え，世界人口の3.2％を占めるに至っ

ている（図1）．移民受け入れ国を地域別に見ると，ヨーロッパや北アメリカに多いが，

アジアもそれに匹敵する移民が存在する．アジアにおける7,200万人の移民の半分は，西

アジア，つまり中東に集中しており，これはサウジアラビアやアラブ首長国連邦など湾岸

アラブ諸国における移民が2,200万人と多いことによるが，パレスチナ難民が近隣諸国で

―192―

国際人口移動は人口減少が本格化した我が国においても，またグローバリゼーションが着実に進

行する世界においても重要なトピックであり，1990年に1.5億人であった世界の移民数は，2013年

には2.3億人にまで増加している．我が国は欧米先進諸国と比べ外国人割合は圧倒的に少ないが，

近年は少しずつ，しかし着実に外国人，特に永住外国人数が増加している．人口減少を補充するた

めの移民導入（「補充移民」）は国際人口移動のあるべき形とはいえないが，年齢構造の不均衡の是

正，外国人による社会の活性化，文明の創出ということを考えると，実現可能なレベルで外国人を

受け入れていくことは十分必要であると思われる．一方で世界の，また特にアジアの人口高齢化を

考慮すると，門戸を開ければ自動的に人材が飛び込んでくる時代は終わったとも考えられよう．来

てくれた人たちをいかに受け入れ，社会的統合を図っていくことが重要である．外国人の住民登録

制度，社会保障協定といった施策はもちろんのこと，短期の移動の活性化や二国間・多国間の協定

を通じた互いに責任のある人材交流施策を着実に実施していくことが望ましい．長期的に見た日本

人の共存性を如何に未来に発展させるかが問われている．

*本稿は，平成25年10月31日（木）に開催された，第18回厚生政策セミナーにおける，「問題提起」を基に，そ

の後の討議などを踏まえて執筆した．セミナーで発表された「問題提起」の作成には，セミナー幹事を務めた

国立社会保障・人口問題研究所の千年よしみ，中川雅貴，是川夕，佐々井司，清水昌人の参画を得た．

1）国際人口移動は，観光のような短期のものと，より長期にわたるものを含んでいる．長期にわたり滞在する

外国人は一般的には移民と呼ばれることが多い．日本は国として移民政策をとっていないため「移民」ではな

く「外国人」と呼ばれるが，本稿では，文脈に応じて「国際人口移動者」，「移民」という語も用いた．



移民としてカウントされていることも影響している．アジアにおける移民の残りの半分は，

中央アジア，東アジア，東南アジア，南アジア地域にいるが，近隣諸国からの移民が8割

近くを占めている．

近年の国際人口移動に関する国際社会における論点をいくつか挙げてみると，まず移民

の女性化が挙げられよう．これは世界全体の移民数データを男女別に把握できるようになっ

たのがようやく2002年になってからであったことが一番の原因である．それまでは国際人

口移動は労働力として論じられており男性が中心である，という半ば「思い込み」に基づ

いた認識があったが（Zlotnik2003），すでに1960年時点で世界の移民は46.6％が女性で

あり，2013年では48.0％で微増している．地域別に見ると，移民のうち女性が半数以上を

占める地域は欧州（51.9％），中南米（51.6％），北米（51.2％），オセアニア（50.2％）で

あり，アフリカ（45.9％），アジア（41.6％）はやや女性の割合が低い（2013年時点）．

次に，還流移動，日本語でいうところのUターン移動や短期移動が注目されるように

なってきたことがあげられよう．これは国内人口移動においては，都市-農村リンク（Ur-

banRuralLinkage）として，その開発における役割が重要視されているが，国際人口移

動でも同様である．このような還流移動や短期移動は，当然交通や通信技術の発達による

ところが大きいが，還流移動者による移民送り出し国の人材開発効果，経済活性化という

メリットが広く認識されてきたことも影響していると思われ，還流移動を振興する政策を

とっている国は，データのある174ヵ国中109ヵ国にのぼっている（UN 2013c）．

従来，移民は途上国から先進国へと動くもの，という通念があったが，これもデータが

整備されてくるにつれ，必ずしもそうでないことが明らかになってきている．2010年の移
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図１ 世界の国際人口移動者数の推移

出典：UN（2013a）２）より作図

2）第18回厚生政策セミナー開催後，新たな移民データが国連により公表され，本稿ではその最新版を用いてい

るため，セミナー時の資料とは違いがある．図2も同様．



民の流れを見ると，途上国から先進国へ動いた移民は7,400万人で移民総数の35％を占め

るが，途上国から別の途上国へ動いた移民はこれとほぼ同じ7,300万人（同34％）である．

先進国から別の先進国への移民数は5,300万人（25％），先進国から途上国へは1,300万人

（6％）となっている（UN 2012）．

さらに，経済開発という視点から見ると，2000年には移民による仕送り額は援助額を超

え（WorldBank2011），国際人口移動の開発への効果について議論が高まっている．し

かしこの点については，頭脳流出や頭脳浪費，つまり教育を受けた途上国の若者が国外に

行き，送り出し国の損失になると同時に，教育の成果を十分に発揮できない，といった負

の側面も多く指摘されており，国際人口移動と開発との関連はコンセンサスを得ている状

況には至っていない．

Ⅱ．国際人口移動率の国別比較

一般的に日本には外国人が少ないと言われているが，欧米以外の国も合わせ国際比較を

試みる．出移民割合，つまり外国に出た移民数を送り出し国の総人口で割った割合を横軸

に，入移民割合，つまり移民数を受け入れ国の総人口で割った割合を縦軸に，人口1,000

万人以上の国についてプロットしたものを図2に示す．

入移民割合に注目してみると，サウジアラビアで飛びぬけて高く，30.9％である．人口

が1,000万人以下であるので図2にはプロットされていないが，その他の湾岸アラブ諸国

の割合はさらに高く，移民が総人口に占める割合は，アラブ首長国連邦で86.7％，カター

ル83.2％，クウェート62.6％，バーレーン53.2％，オマーン36.3％である．サウジアラビ

ア，オマーン以外は，人口の過半は外国人，ということになる．これらの国の国際人口移

動のパターンは，「湾岸アラブ諸国型」と呼ぶことができよう．日本で移民問題が論じら

れる時に比較としてとりあげられるのは欧米諸国が多いが，それよりも「移民社会」であ

るのは湾岸アラブ諸国であり，「移民社会」特有の二重市場や人権問題など，少なからず

課題を抱えていることは，十分注視しておく必要があるだろう．

次に入移民割合が高い国々はカナダ，オーストラリア，米国でこれらをまとめて移民国

家型と呼ぶこともできよう．歴史的に移民で成り立った国であるので，移民を受け入れ，

また統合する制度が整備され，入移民の割合が多い，ともいえるが，オーストラリアは旧

来，白豪主義をとっており，ヨーロッパからの移民が中心であったが，ようやく1970年代

に入ってからアジアを含めて広く各国から移民を受け入れており，その政策展開は興味深

い．またこれら移民国家の出移民割合は大きくなく，米国では0.9％でしかない．これは

日本の1.8％と比べても半分であり，米国は移民を受け入れるが，米国人はあまり外に出

ない，ということになる．

さらに入移民割合が10％前後の国々がある．これらはフランス，ドイツ，オランダ，ベ

ルギーといったヨーロッパ諸国が多く，欧州型とでも名づけることが出来よう．移民国家

型と比べ，出移民割合は比較的高い．またコートジボアールといった，近隣諸国から多く
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図２ 各国の出・入移民割合（人口1,000万人以上の国について，2010年）

a. 35%

b. 10%

出典：UN（2013a）より作図．作図データは，ウェブページ上に掲載している．



の移民を受け入れている国も含まれており，必ずしも移民受け入れ国は先進諸国に集中し

ているわけではないことも示している．欧州の入移民割合が高いのは，植民地統治といっ

た歴史的背景，英語やフランス語などの言語やその他の文化的なつながりにより受け入れ

が促進された，ということもあるが，例えばドイツのように，そのような歴史・文化的な

つながりが弱くても多くの移民を受け入れている国もある．

日本は，移民国家型にも欧州型にも含まれず，入移民割合1.8％，出移民割合0.7％とい

ずれも低いが，東アジア，東南アジアの国々と比べると，入移民割合はマレーシア（8.3

％），タイ（4.9％）よりもかなり低いが，韓国（2.0％）と同程度であり，0.1％と非常に

低い中国やヴェトナムよりも水準は高い．中国，韓国，ヴェトナムとともに，入移民割合

が低いことは，歴史的に住民を戸籍により管理する文化があったことが関係しているので

はないだろうか．戸籍により人口移動の管理をすることがあたりまえであった社会では，

近代に至っても変わらず管理体制が生きており，結果として入国に関する規制が強くなっ

た，という解釈も可能であろう．

いずれにせよ，日本の低い外国人割合は，欧米先進諸国と比べると格段に低いものの，

必ずしもそれは世界全体から見ると特異であるわけではないことがわかる．

Ⅲ．世界の国際人口移動の今後の動向

1. 世界の人口高齢化と若年人口の停滞

世界の国際人口移動は，少なくとも1990年から増大しており，2008年の世界金融危機以

降，移民の帰還や減少が認められたが，今では回復し，基本的に右肩上がりの傾向は収ま

る気配はないようである．それでは，今後いつまでも国際人口移動は増え続けるのであろ

うか．

国際人口移動は，受け入れ国の牽引力（Pull）と，送り出し国の押出力（Push）によ

りもたらされ，牽引力は労働力不足，押出力は過剰労働人口である，というのが古典的な

解釈である．労働力不足で移民受け入れを推進した好例はドイツであり，出生数が死亡数

を下回る状態，つまり自然人口減少の状態が1970年代に生じた際に多くの移民を受け入れ

ている．さらに先進諸国全体でみると2020年より自然人口減少がはじまると推計されてお

り（UN 2013b），今後も先進諸国の牽引力は緩むことなく保たれることが予想される．

一方，押出力の方であるが，世界人口は今後まだ増えるとはいうものの，これからは世

界的にも人口高齢化が進行し，移動，特に労働力としての国際人口移動は若年人口に集中

することから15-29歳人口の今後の動向を見ると，もはや世界全体でも若者人口は増加せ

ず，特に東アジアでの低下は著しい（図3）．これは，中国の著しい人口構造変化による

ものであるが，日本・韓国でも若年人口が低下するのはもちろんのこと，東南アジアでも

すでに減少フェーズに入っている．一方，注目すべきはアフリカの若年人口の増加であり，

特に地理的にも近いヨーロッパでは，今後アフリカからの移民をどのように受け入れるか，

その手腕が問われることになるだろう．
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日本について考えると，伝統的な日本への労働力送り出し国である中国や東南アジアの

若年人口は今後減っていき，まだまだ余力のあるアフリカも地理的に遠いこともあり，そ

の受け入れは容易ではないことから，門戸を開放するだけで自動的に来てくれる，という

状態ではないことは想像される．

2.「単純労働者」という幻想

労働力不足に対して単純労働者を受け入れればよいという発想は，すでに20世紀の遺物

となっているようである．ドイツでは1960年代より多くのトルコ人をゲストワーカー

（Gastarbeiter）として受け入れたがその結果，「労働力を呼んだはずだが人間が来てしまっ

た」という冗談３）となるほど，働いた後に帰国するのではなく，家族も呼び寄せドイツ

に定住する，ということになった．結果，2013年のドイツにおけるトルコ国籍住民は154

万人，ドイツ総人口に占める割合は1.8％となり（UN 2013a），さらにドイツに帰化した

り，ドイツで生まれたトルコ系の人たちを合わせた，移民背景がある人（Bev�olkerung

nachMigrationshintergrund）の数は300万人で，ドイツ人口の3.7％にのぼっている

（2012,StatistischesBundesamt2013）．数々の批判を受けてこのドイツのゲストワーカー

制度はすでに1973年には中止されており，その後は「単純労働者」としての受け入れは行

われなくなっている．同様に，移民を多く受け入れている欧米諸国では，「単純労働者」
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図３ 世界地域別15-29歳人口（2010=100）

出典：UN（2013b）より作図．作図データは，ウェブページ上に掲載している．

3）実際には，スイス人であるMaxFrischによる表現である．



というカテゴリーでの入国許可はなく，実質的には家族呼び寄せによる移民や人道的観点

から受け入れた難民が単純労働を行うような状況になっている．日本の場合は研修生や留

学生が単純労働を行っていることが多々あるように，移民に関しては，「建前と本音」と

いう状態が，どの国でも起こっている，といっても過言ではない．

単純労働に外国人が多く従事する，という点については，二重労働市場仮説としてすで

に1970年代から批判的に研究されている（Piore1979）．短期間だけ外国人を呼び，自国

民が嫌がる単純労働に従事させる，という構図は，人道的・人権的に問題があるだけでは

なく，実質的にも失敗に終わる，ということが，すでに明らかになっており，その帰結を

避けようとするために，制度を曖昧化させることで何とかその場をしのいでいる，という

のが世界の現状であろう．世界の移民受け入れ国は，この曖昧性の中で，移民政策が宙吊

り状態になっており，今後国境を開放して移民を入れようとすることも，全く閉鎖してシャッ

トアウトすることもできなくなっている．

3. 国際人口移動と開発

国際人口移動は発展途上国の開発に資するかどうか，という議論は，いまだ決着を見て

いないと言ってもよい．仕送りによる送り出し国への直接的な経済効果，また経験を積ん

だ移民が帰国して，高いスキルを発揮できる，といった人材開発効果が指摘される一方，

自国で教育を受けた人材が流出し，さらに自国で受けた教育とは無関係の単純労働に従事

してしまうといった，BrainDrain（頭脳流出），BrainWaste（頭脳浪費）が送り出し

国の開発を阻害する，といった指摘もある（Docquier2013）．国際人口移動は両方の側

面を持つ，というのが一番正しいのであろうが，ここでも，国境を全く取り除いて国際人

口移動を自由化することがよい，というコンセンサスは見当たらない．

国別の出移民割合と経済水準の割合の相関を見ると，一人当たりGDPに対しては，相

関係数0.002となり相関は認められず，GDP成長率に対しては相関係数-0.308の有意な負

の相関が認められる（2010年．経済水準は世界銀行のデータによる４））．つまり，外に移

民として自国民を押し出している国は，経済成長率が低い，ということである．個別の国

を見ても，移民による出稼ぎを国策としているような国で経済成長率が停滞している例は

少なからず見受けられる．

日本の近代史を振り返れば，国境を越えた人の移動量と経済成長率は必ずしも一義的な

関係が見いだせない．日本における在留外国人数と，在外邦人数の推移をデータのある19

世紀末から，経済の実質成長率と比較すると（図4），在留外国人数，在外邦人数ともに，

1910～20年代より大きく増加していくが，それにともない経済成長率の高まりが認められ

る．しかし一方，それよりも高い経済成長率を示している1950～60年代は，在留外国人数・

在外邦人数が非常に少ない時代であった．つまり，日本の高度経済成長は，入移民も出移

民も少ない状態で成し遂げられており，頭脳流出を抑え，国内の労働力を十分に活用した

結果の経済発展であった，と解釈することも可能である．
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4）算出データは，ウェブページ上に掲載している．



出移民による仕送り額が援助額よりも多くなっていることについては前述したが，その

仕送りがうまく送り出し国の開発に生かされているか，という点にも触れるべきであろう．

世界銀行が行ったアフリカ5カ国の移民と仕送りに関する調査によれば，仕送りは家の新

築や食糧購入に多く使われているが，地元に残る家族の教育や医療にも使われており，送

り出し国の開発を促進すると考えてしかるべきである．一方，移民が国外に行ってしまう

損失，さらには，移民として出ることが社会の慣習となることについて，それが長期的に

どのような影響を与えるか，という点についても考慮する必要もあろう．

多少極端な例かもしれないが，たとえば，西アフリカの内陸国であるニジェールは，高

い出生率が近年さらに高くなっている国５）であるが，堀井（2014）による人類学的調査

ではその高くなっている出生率は，「よりよい暮らしを獲得するために，より多くの男子

を出稼ぎに送る必要がある」ことによりもたらされている可能性を指摘している．地元に
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図４ 在留外国人数と在外邦人数の推移と経済成長（日本）

出典）在留外国人数：1910年までは日本帝国統計年鑑，1920年～1940年は国勢調査，1947年より大臣
官房司法法制部司法法制課「出入国管理統計年報」，入国管理局「在留外国人統計」．在外邦人数：1938
年まで日本帝国統計年鑑，1955年より外務省「海外在留邦人数調査統計」各年版，ただし昭和30年，35
年，45年は外務省「在外邦人数等調査報告」各年版．実質成長率：1984年までは日本統計協会「日本
長期統計総覧」，実質国民総支出総額の対前年比．1985-2009年は内閣府「2009年度国民経済計算（2000
年基準・93SNA）」，国内総生産（支出側）対前年度増加率．2010-2012年は内閣府「2012年度国民経済
計算（2005年基準・93SNA）」，国内総生産（支出側）対前年度増加率．作図データは，ウェブページ
上に掲載している．

5）ニジェール人口保健調査（INS2012）によれば，2006年の合計出生率は7.1であったところ，2012年では7.6

に上昇している．



適切な雇用機会がなければ，より遠くにある雇用機会を求めることは当然であるし，子供

に高い教育を施すことにより一家の生活が向上するような環境がなければ，出稼ぎに行き

高い現金収入を得る能力がある子供を増やそうと，投機的な出産行動をとることは，家族

の戦略としては合理的なのかもしれないが，長期的な意味で開発に資しているとは到底考

えられない．

近くに働き口がないために出稼ぎをするのであれば，それはある意味で強制移住

（forcedmigration）に近い．出稼ぎ依存体質を是正するには，遠くの国外に移動しなく

ても豊かな生活が得られる環境を作るのが先であり，そのための施策がまず検討されるべ

きである．国際人口移動と開発を考える際には，正と負の面が混在しており，よい人口移

動と悪い人口移動をきちんと区別する必要があるだろう．

4. 地域統合・二国間協定と人の移動

わずか半世紀前，第二次世界大戦で戦った欧州の国々は，その後欧州連合を作り，1985

年にはシェンゲン協定を締結し，現在ではヨーロッパの26ヶ国の間で自由に人の行き来が

できるようになった．このような地域統合による人の移動の自由化は，すでにカリブ諸国

（CARICOM），アフリカにおいては，東，西，南部の地域共同体６）で実現されており

（片岡 2013），ASEAN（東南アジア諸国連合）では，2015年より人の移動を自由化する

方向で動いている．

さらに，自由貿易協定（FTA），経済連携協定（EPA）といった二国間７）の協定を通じ

ても人の移動の自由化が進んでいる．厳密に言えば，選択的に移動を促進する規則を新た

に設ける訳なので，「規則による自由化」，という，一見逆説的に見える状況が生まれてい

る．日本の場合では，近年，フィリピン・インドネシア・ヴェトナムとのEPAによる看

護師・介護福祉士の移動が注目されているが，それ以外にもタイやインドの「指導員」８）

やシンガポールの「投資家」など，さまざまな形の人の交流が制度化されている．世界全

体で見れば，2014年6月15日時点では合計379の協定が発効しており（WTO2014），複雑

かつ多様な人の移動に関する取り決めがなされ，実施されている．

そもそも国際的枠組みとして人の移動を自由化しようという動きは，ウルグアイ・ラウ

ンド協議をうけて1995年に発効した「サービスの貿易に関する一般協定（GATS）」の中

に「自然人の移動によるサービス提供」として盛り込まれたことから本格化した．しかし，

この中で意図された「市場経済原則による世界経済の発展に資する」人の移動は，必ずし

も各国の移民政策，特に長期的な社会統合政策に呼応せず，当初期待されたような成果を
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6）東アフリカ共同体（EAC），西アフリカ諸国経済共同体（ECOWAS），SADC（南部アフリカ開発共同体）

7）北米自由貿易協定のように，二国間以上に及ぶ協定もあるが，ここでは地理的な近接性のある地域統合と対

比させて二国間協定とした．なお，WTOでは，FTA，EPA，関税同盟，地域協定を包括する用語としてRe-

gionalTradeAgreements（RTA：地域貿易協定）という用語を使っている．

8）インドの「指導員」とは，ヨガ，インド料理，インド古典・伝統舞踊，英語を，タイの「指導員」とは，タ

イの古典・伝統舞踊，タイ音楽，タイ料理，タイ式ボクシング，タイ語，タイ・スパ・サービスを指導するも

のについてのカテゴリーである（経済産業省 2014）



あげることはできなかった（東條 2007）．それに対して地域統合や二国間協定では，加盟

国，もしくは送り出し国と受け入れ国が等しく責任を持つ枠組みであり，人の移動とその

他の分野がパッケージとなっていることも影響し，既存の移民政策・出入国管理制度を超

える人の移動を促進する制度が構築されるようになっている．今後もこのような「制度を

通した人の移動の自由化」はさらに進んでいくのではないかと思われる．

Ⅳ．日本モデルの可能性

日本における登録外国人の数の推移をみると（図5），1990年代から急増し，2008年の

世界金融危機，続いて2011年の東日本大震災により外国人総数は減少したが，2013年には

再び増加に転じた．これを永住者，非永住者別に見ると，2009年からの減少はもっぱら非

永住者の減少によるものであり，永住者は単調増加であることがわかる．2012年には，永

住者数が100万人を越えた．

登録外国人数が総人口に占める割合は，2013年では1.6％であり，前述したように世界

の先進国と比して低い．しかし現在のところ，他国に並ぶように外国人割合を劇的に増や

すのではなく，外国人の出入国，居住に関するガバナンスを強化する方向で各種施策の整

備が進行中である．それら施策として，外国人の住民登録，高度人材ポイント制，社会保

障協定の締結や，年金受給資格期間の短縮などを挙げることができよう．また日本に限っ

た話ではないが，指紋認証技術は現在アフリカを含む世界各国の出入国管理で導入されて

おり，新技術を活用した効果的な管理が，逆に移動を活性化させるだろう．
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図５ 在留外国人数（永住者・非永住者別）の推移（1947年以降）

出典：「登録外国人統計」法務省入国管理局より作図



日本の場合は登録外国人としての登録は滞在期間が3か月以上となるが，それ未満の短

期の国際人口移動も，社会の活性化という意味で重要である．政府は2003年より

「Yokoso!Japan（ビジット・ジャパン）」キャンペーンを開始し，2010年までに年間

1,000万人の観光客が来日することを目指したが，世界金融危機と東日本大震災の影響に

より，この目標は若干遅れ，ようやく2013年に達成された．また前述したようにEPA，

FTAの締結や，ビザ免除の範囲が広がっていることもあり，観光客を含めた短期の入国

者数は2013年に1,126万人となり，史上最高を記録している．とはいえ，世界で一番多く

観光客が訪れるのはフランスの年間8,302万人であり，中国，香港，韓国よりも日本は少

ない（UNWTO 2014）．今後日本への短期入国者数はさらに増大が可能なはずである．

短期で来てみて，興味を持ってより長期に滞在し，その後，語学も習得しながら永住も考

える，といった外国人受け入れの形が望ましいとすれば，短期の入国者を増やすことは長

期的な国際化につながることとなる．

一方，長期に日本に滞在する外国人に対する社会統合政策は欠乏している．ベルギーに

本拠を置く移民政策に関する国際的なシンクタンクである移民政策グループMPGが作成・

公表している移民の統合に関する指標（MIPEX）を国際比較すると，日本は37ヵ国中32

位とかなりの低位であり（2010年），その値は特に，教育分野と反差別分野において低く

なっている（KondoandYamawaki2014）．二重国籍や外国人の地方参政権などについ

ては，各国で十分に議論を尽くし決定されるべきで，国によって異なる選択がありうるが，

日本人に対しては普遍的な義務教育を達成している日本において，外国人の教育について

は穴だらけであることは，ゆゆしき状況である．また反差別についての施策は，名実とも

に無法状態であり，「日本人は単一民族であるがゆえに人種差別に関する法律は必要なかっ

た」という認識を捨て，日本人の本質を考え，また外国人が増えてきている現状に敏速に

対応せねばならないだろう．

人口が減少するとはいえ，日本人口が最大であった時点を基準に，それが最適である，

と考える必然性はない．数合わせのために大量の移民受け入れをする前に，短期訪問者の

増加を図りながら国際的な人の流動性を高め社会の活性化を図り，すでに日本社会に長く

いる外国人に対する適切な社会統合施策を実施しながら，自然な形で外国人を無理せず受

け入れる環境を整えていく，という形を「日本モデル」と呼ぶことができるだろうか．

Ⅴ．おわりに

日本はユーラシア大陸の東端に位置している．氷河時代に陸続きで歩いて来ようとも，

日本海という内海を渡って来ようとも，最後に日本に到着すれば，その後は広大な太平洋

であり，日本にそのまま留まるのが最善の策であっただろう．ミトコンドリアやY遺伝

子の DNA分析によれば，日本人の遺伝子の多様性は高く，新たに渡ってきた人々の

DNAは，それまでにいた人々のDNAと置き換わるのではなく，融合してきたことが分

かっている（宝来 1997，中堀 2005，篠田 2007）．つまり，土着民や新参者を排除するの
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ではなく，うまく共存をはかってきた民族であるようである．

しかしそれは，長い時間をかけて行われてきた営みであり，現代の国際人口移動のスピー

ドは，過去の人類の拡散のスピードと比べれば桁違いに速い．民族性を無視した移民統合

政策は，持続可能性があるものではないだろう．

したがって，今の人口減少分をそのまま移民で補う，というロジックには無理がある．

人口減少が，本来日本が持つべき国際性を喚起する口実になる，という点はあるにせよ，

人口減少は人口減少として受け入れ，それに対する適切な施策を講じるべきである．労働

力が足りないのであれば，機械化やロボット化を進める，人気がない職種は，就労希望者

が多くなるように職務内容を改善し賃金を増やす方向でイノベーションを図る，という努

力も，外国人受け入れと並行して必要となろう．

人間は動くものであるが，しかし動かない人もいる．日本においても，生まれた時から

居住地を変えたことのない人が13.2％もおり（2011年第7回人口移動調査，国立社会保障・

人口問題研究所 2013），また国境を越えて移動できるようになってもEU各国の国民性が

消えてなくなる方向にはなっていない．動きたい人が動き，動きたくない人はとどまって

いることのできる社会を実現できればいいわけである．

最後に，日本にとっての国際人口移動を長期的に考える場合は，日中韓という東アジア

地域をどうとらえるか，という点が重要であることを強調しておきたい．人口移動の頻度

は距離の二乗に反比例する，という重力モデルがかなりの説明力を持つように，距離が近

ければ近いほど人間が移動する頻度は高くなる．人類学的にも東アジア内のDNAのストッ

クは同様であることも，このことを裏付けている．しかし現実は，EUやASEANのよう

に東アジア共同体，というものはまだ本格的に俎上にあがっていないし，日中韓の間の意

識の壁は高い．この壁を壊さない限り，近隣諸国との真の友好関係が築かれない限り，そ

れぞれの国の本格的な国際人口移動の時代は訪れないであろう．
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APerspectiveonInternationalMigration
-IsthereanyJapanesemodel?-

ReikoHAYASHI

InternationalmigrationisimportantbothfortheglobalizedworldandforJapanwhichisexpe-

riencingsubstantialpopulationdecline.Thereisasteadyincreaseofthenumberoftheinternational

migrantsintheworldfrom154millionin1990to232millionin2013.Ifweclassifycountriesac-

cordingtotheproportionofinternationalmigrants,themostmigrantrichcountriesaretheArab

StatesoftheGulf,followedbythe"historicallymigrantcountries"suchasCanada,Australiaand

UnitedState.EuropeancountriesarealsorichinmigrantsinthesamelevelassomeAfricancoun-

triessuchasC・ted'IvoreorGabon.InAsia,apartfromMalaysiaorSingapore,theproportionof

migrantstendstobelower,inwhichJapan,ChinaandKoreaarenoexception.

Consideringthefactthatpeoplemigratewhiletheyareyoung,thestagnationofyoungpopula-

tionoftheworldinthefutureisarealityandmoreandmorecompetitionwouldbeanticipatedbe-

tweenthemigrantsreceivingcountries.TheonlyexceptionistheAfricancontinentwherethe

youngpopulationincreasecontinuesthroughoutthe21stcentury,howtomanagetheAfrican

"push"willbeachallengefortheglobalcommunityinthenearfuture.

Sincetheremittancesexceedinternationalaids,therelationbetweentheinternationalmigration

anddevelopmenthasbeenahotdebate,butsofarthereisnounanimousconsensus.Variousstudies

wereconductedandshoweddifferentresultstosupportthebraingain,drainorwaste.Simple

analysisshowsthattheout-migrationratehasnocorrelationwithGDPpercapitaandhasnegative

correlationwithGDPgrowthrate.Japanesehistoricaltrendshowsthatthebothin-migrationand

out-migrationhadnoapparenteffectontheeconomicgrowth.Ananthropologicalsurveysuggests

apossibleadverseeffectofinternationalmigrationtoraisefertilityinaveryhighfertilitysetting

inWesternAfrica.Internationalmigrationhasbothpositiveandnegativeeffectsforthedevelop-

ment,andwhilepromotinggoodmigration,effortsshouldbemadetocreatebetterdomesticenvi-

ronmentsothatpeoplearenotobligedtogoabroadtohavebetterlife.

ThefreemovementofpeoplehasbeenalreadyrealizedthroughregionalintegrationinEU,

CARICOM,East,WestandSouthernAfricaanditisalsoplannedinASEANfrom2015.Inaddi-

tion,thegrowingnumberofregionaltradeagreementsuchasEPAorFTAstimulatesconditioned

movementofpeople.These"controlledfreedom"ofinternationalmigrationmightbethefuture

trend,backedbythedevelopmentandpopularisationofrelatedtechnologysuchasbiometricsor

internetandmobilephonenetwork.

TheforeignersinJapancompriseonly1.6%oftotalpopulationsofar,buttherateisincreasing

steadilyespeciallyforthepermanentresidents.Variousmeasuresweretakentoimprovethegov-

ernance,suchthatforeignerswereincludedintheresidentregistrationsince2012ortheInterna-

tionalSocialSecurityAgreementhasbeenimplemented,signedorundernegotiationwith25

countries.The"Yokoso!Japan"campaigncoupledwiththeexpansionofvisaexemptionhadpro-

motedtheshort-termforeignvisitorsachievingthehistoricallyhighestnumberof11millionin

2013.EPAsarefacilitatingthecare-workermigrationfromthePhilippines,IndonesiaandVietnam.
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Howeverthesocialintegrationmeasuresaremuchtobeimproved.

TheaccumulationoftheresearchesontheDNAanalysishadprovedthattheJapaneseraceisa

mixtureofdifferentgroupsofpeople,notreplacingthenativesorexcludingnewcomers.Thecul-

tureofsymbiosishadbeenanorm,butoccurredinaslowerpace,comparedtotheactualspeedof

populationdeclineorinternationalmigration.Thusthereplacingcompletelythepopulationdecline

withinternationalmigrantswouldbeverydifficult,butitisneverthelessimportanttocallforthe

migrantsinviewoftheactivationofthesocietybymultiplecultures,creationofnewamalgamated

civilization,asmuchasthereceptioncapacityallows.
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「国際人口移動の新たな局面～『日本モデル』の構築に向けて」

SomeImplicationsofRecentGlobalInternationalMigration

forJapan:AnAustralianPerspective

GraemeHUGO＊

INTRODUCTION

OverthepostwarperiodJapanandAustraliahaverepresentedpolaroppositesintheirpolicies

towardinternationalmigration,althoughbothhaveexperiencedcontinuedeconomicgrowthanda

demographictransitiontolow fertilityandageingpopulations.Japanhaslargelyeschewed

internationalmigrationdespitedevelopingstronginternationaleconomicandpoliticallinkages,an

ageingandshrinkingpopulation,substantialshortagesoflowskilledworkersandapressingneed

tobenefitfromtheincreasingscaleandcomplexityofinternationalmigrationofskilledworkers.

Australia,ontheotherhand,hasbecomeaquintessentialimmigrationsociety.Halfofits

populationisafirstorgenerationmigrant.OpinionpollsshowthatAustralia(alongwithCanada)

isaloneamongOECDcountriesinconsistentlyhavingamajorityofthepopulationbeinginfavour

ofmigration.

Itisarguedinthispaperthatinternationalmigrationisincreasinganessentialstructuralelement

intheglobaleconomyandthateffectiveparticipationinthateconomyrequiressomeengagement

inmigration.WhileAustraliahasatotallydifferentculturalandhistoricalcontext,therearesome
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AustraliaunlikeJapanisaquintessentialimmigrationnationwithahalfofitspopulationbeinga

permanentortemporarymigrantortheirAustralia-bornchildren.Thereisstrongpublicsupportofthe

positivedimensionsofinternationalmigrationandAustraliahasbecomeamulticulturalsocietywithover60

birthplacegroupswithmorethan10,000residentsinAustralia.Yetatthebeginningofthepostwarperiod

AustraliawasinsomewayssimilartocontemporaryJapanwithrespecttomigration.Lessthanoneinten

Australianswereoverseasbornandover97percentwereofanglo-celticethnicity.Australiawas

monoculturalandstronglyopposedtoincreasingethnicdiversity.Yetoverthenextsixdecadesthiswas

transformed.WithpostwarmigrationAustralia'spopulationwouldcurrentlybe12millionalmost10million

lessthantheactualpopulationbutmoreimportantlyithasincreasedgreatlyindiversity.Thismassivechange

wasachievedlargelywithoutconflict,amaintenanceofsocialcohesionandhugeimprovementsin

prosperity.ThepaperdiscussessomeofthelessonsfromtheAustralianexperiencewhichcountrieswhoare

contemplatingincreasingmigrationlikeJapancouldconsider.

*TheAustralianPopulationandMigrationResearchCentre,TheUniversityofAdelaide



lessonswhichcanbedrawnfromtheAustralianexperiencewhichmaybeusefulforJapanasthey

faceafutureinwhichthesizeofthenationalpopulationwillcontinuetofallandtheworkforce

age.Attheoutset,however,itisnecessarytooutlinesomeofthekeyrecentdevelopmentsinglobal

internationalmigration,especiallyastheyimpingeontheAsianregion.

I.GLOBALTRENDSININTERNATIONALMIGRATION

In2013theUnitedNationsestimatedthat232millionpeople(3.2percentoftheglobal

population)livedoutsidetheircountryofbirth.Ofthese,13.9percentwereinAsiancountries

while29.8percenthadmovedoutofanAsiannation.ThiscomparestoAsiabeingcurrentlyhome

to55.7percentoftheglobalpopulation.TheUnitedNations'analysisfurtheridentifiedtheAsian

regionashavingsomeofthefastestgrowinginternationalmigrantpopulationsofanyworldregion

(Figure1).Between2000and2013thenumberofimmigrantsinASEANnations,forexample,

increasedbyalmost80percent!Anotherimportantfeatureisthatmuchofthemigrationisdrawn

fromwithintheregion.AWorldBankanalysis(Rathaetal.,2013,13)depictedinFigure2found

thatwhilethenumberofpeopleidentifiedasemigrantsfromEastAsiaandthePacificincreased

by60percentbetween2000and2013toreach35million,theproportionofthemmovingwithin

theregionincreasedfrom46to48percent.However,asFigure2indicates,theshareofthose

emigrantswhomovedtoEastAsiannationsdecreasedfrom41to37percent,suggestingthatEast

Asiancountriesarenottakingadvantageofimmigrationtoboosttheirhumancapitalasmuchas

ASEANnations.InpassingwenotethattheproportionmovingtoAustraliaincreasedfrom15.7
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Figure1:TheNumberofInternationalMigrants:AbsoluteChangeandPercentage

ChangeBetween2000and2013,byRegion
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percentto16.5percent.Thepointisclearthen;theAsianregionisbothanincreasinglyimportant

destinationandanoriginofinternationalmigrantsinthecontemporaryworldbutthatthis

dynamismisespeciallystrongonSoutheastAsia.

Table1showsthenumberofpersonsborninAsiancountrieslivingoutsidetheircountryofbirth

in2000and2013dividedbetweenthosethatmovedwithinAsiaandthosesettlingoutsideAsia.

ItisinterestinginTable1thatwhilethenumberofintra-Asiaimmigrantsincreasedbetween2000

and2013by25percent,thenumberofAsiansmovingtootherpartsoftheworldincreasedby77.8

percent.ThiswasdespitethisperiodbeingofrapideconomicdevelopmentinAsiaandreflects,to

someextent,thereluctanceofseveralAsiancountriestoembracemigrationasanimportant

structuralelementindevelopment(Castles,2003).

II.AUSTRALIANINTERNATIONALMIGRATIONFROMAJAPANPERSPECTIVE

Australia,locatedontheedgeofAsia,canbedescribedasaquintessentiallyimmigrationnation

andhencetheantithesesofseveralEastAsiannations.Table2showsmorethanhalfofthe
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Figure2:NumbersofPeopleMovingWithintheEastAsia-PacificRegion
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Table1:Asia:ImmigrantsbyOrigin,2000and2013

WithinAsia OutsideAsia

2000 23,087,762 22,643,777

2013 28,830,702 40,263,673

PercentChange 24.87 77.81

Source:UnitedNations,2013



Australianpopulationatanyonetimeareeitheranimmigrant,achildofanimmigrantora

temporaryresident.Immigrationcurrentlyaccountsfor59.5percentofnationalpopulationgrowth

andasFigure3showsthereisalonghistoryofnetmigrationgainscontributingtopopulation

growth.Moreover,likeJapan,Australiafacesageingofitspopulationsothatmigrationisseenas

playinganevenmoreimportantroleinthefutureasisenvisagedintheDepartmentofTreasury's

IntergenerationalReports(Costello,2002,2004;DepartmentofTreasury,2007;Swan,2010).
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Table2:Australia:ACountryofImmigration

● 27percentbornoverseasin2011

● 20percentAustralia-bornwithanoverseas-bornparent(s)in2011

● 1,142,560personstemporarilypresentat31March2014

● WithoutpostwarmigrationtheAustralianpopulationwouldbelessthan13million
comparedwith23.3millionin2013

Source:ABS2011Census;DIBP,2014

Figure3:Australia:NaturalIncreaseandNetMigration,1860-2013
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AnimportantimpactofimmigrationinAustraliahasbeenitsimpactontheculturaldiversityof

itspopulation.Table3showsthatatthe2011PopulationCensus,almostafifthofAustralian

householdsspokealanguageotherthanEnglishathome,while28.7percentindicatedthatthey

wereofnon-AngloCelticancestry.

Australiaisoneoftheworld'snationsmostinfluencedbymigrationandwithoneofthemost

diversepopulations.AsJapandiscussesthewholeissueofwhetheritembracesmigrationtoassist

innationaleconomicdevelopmentandoffsettingtheeffectsofageing,itisinterestingtolookat

thesituationinAustraliaagenerationago.In1947,attheendofWorldWarII,Australia's

migrationsituationwasnothinglikethatdescribedabove.Table4indicatesthatonly9.8percent

ofAustralianswereforeign-bornandofthose,7.9percentwereborninanEnglish-speakingnation.

Moreover,ofthe1.9percentborninmorediversecontexts,almostallwerefromSouthernand

EasternEuropeorwereEuropeansborntocontinentalparentsinAsiannations.HenceinAustralia

lessthanatenthofthepopulationweremigrantsandthesocietywasoverwhelmingly

monocultural,dominatedbypeopleofAngloCelticheritage.Themainelementofdiversitywasthe

51,048Aboriginalpopulation・0.67percentofthetotal.
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Table3:IndicatorsofAustralianDiversity,2011

Indicator Percent

Bornoverseas 26.1

BornoverseasinCALDcountry 16.6

Australia-bornwithanoverseas-bornparent 18.8

SpeakslanguageotherthanEnglishathome 19.2

Ancestry(multiresponse)inaCALDcountry 28.7

Ancestry(multiresponse)inanAsiancountry 9.9

Non-Christianreligion 22.3

Indigenouspopulation 2.6

No.ofbirthplacegroupswith10,000+ 67

No.ofbirthplacegroupswith1,000+ 133

No.ofindigenouspersons 548,369

Source:ABS2011Census

Table4:Australia'sPopulationin1947

Birthplace Number Percent

Australia 6,835,171 90.2

Overseas 744,187 9.8

BorninUK,Ireland,Canada,SouthAfrica,New
ZealandandUSA

601,036 7.9

OtherBirthplace 143,151 1.9

Total 7,579,358 100.0

Source:AustralianCensusof1947



AsJapandiscussesinternallythepotentialimpactsofincreasedimmigration,itcouldbeuseful

toexamineAustralia'spostwarinternationalmigrationhistory.Australia'simmigrationsituationin

1947wasnottoodifferenttothecontemporaryJapanesesituation,bothwithrespecttotherelative

significanceofmigrantsinthepopulationandintermsofthestrongculturalhomogeneity.The

latterissueappearstodominatemuchofthepolicyandpublicdiscussiononfutureinternational

migrationinJapananditisrelevantthatthisissuewasequallyprominentintheimmediatepostwar

yearsasAustraliaalsowascontemplatingasignificantincreaseininternationalmigration(Jupp,

2002;Borrie,1994;Price,1979).

ThesituationinAustraliain1947hassomeparallelswithcontemporaryJapan.Firstly,therewas

ahighlevelofconcernoftheneedforpopulationgrowth.Thesloganof'populateorperish'

dominatedthediscourseofpolicymakersandthecommunitymoregenerally(Jupp,2002,10).

Secondly,therewasanoverwhelmingconcernformaintenanceofa'BritishAustralia'.Itwasonly

afterextendedpublicdiscussionandanever-worseningshortageofworkerswhichthreatenedto

stallAustralia'srapidpostwareconomicgrowththattherewasanyrelentingonthisissueandthen

itwasextremelylimitedandhedgedwithconditions.TherestrictionofAustralianimmigrationto

peoplefromEnglish-speakingnations,especiallythosewhowereBritish,changedtentativelyin

1949.InthatyearAustralia,forthefirsttime,providedassistedpassagetonon-Britishmigrants.

Some170,000DisplacedPersonswhofledtheircountries(Poland,theBalticcountries,Hungary)

duringtheNaziorsubsequentRussianinvasionandwerehousedincampsinEuropeweresettled

inAustralia.However,theyhadtosignanagreementtoworkinajobandplacedesignatedbythe

Governmentforatleastthefirsttwoyears.Theexperienceofthe'DPs'wasclearlywatchedand

itwasfoundthatnotonlyweretherenoclashes,abreakdowninsocialcohesionorathreatofany

kindtoAustraliansocietybuttheymadeimportantandsignificanteconomiccontributions.

Infact,theDPsgavethegovernmentconfidencetoseekimmigrantsfromelsewhereinEurope

tohelpfillthecontinuinglabourmarketshortagesduringtheAustralian'longboom'ofthe1950s

and1960swhenmanufacturingurbanbasedemploymentexpandedrapidly.Figure4showshow,

witheachpostwardecade,thebackgroundofimmigrantstoAustraliabecamemorediverse.Inthe

1950stheNetherlands,Germany,Italy,Greece,MaltaandtheformerYugoslaviaallbecame

significantoriginsofimmigrants.However,the'WhiteAustralia'Policystillverylargelyprevailed,

althoughthe'BritishAustralia'restrictionshadbeenexpandedtobea'CaucasianorWhite

Australia'.TheWhiteAustraliaPolicy,infact,haditsoriginsintheveryearliestdaysofAustralian

federationin1901whentheImmigrationRestrictionActwasoneofthefirstactionsofthenew

nationalgovernment.Thisremainedintactuntil1958whenitwasreplacedbyanewMigrationAct

(Jupp,2002,8).

ThewideningofthespectrumofcountriesfromwhichAustraliadrewsettlerscontinuedinto

TurkeyandtheMiddleEastinthelate1960sandintheearly1970stheWhiteAustraliaPolicywas

finallydismantledaltogether.Infact,therehadbeengradualmodificationsmadethroughoutthe
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postwarperiodanditsfinalabolitiondidnotleadtoanimmediatechange.Infact,manyaspects

of'BritishAustralia'influencedmigrationwithassistedpassagebeingrestrictedtosettlersfromthe

UKandBritishcitizensbeingaccordedfullcitizenshiprightsuponarrival.However,Figure4

indicatesthattheUKremainedtheoriginofalmosthalfofimmigrantsuptothe1970s.However,

thediagramalsoshowsthestepbystep,gradualincreaseindiversityoftheintake.Substantial

immigrationfromAsiabeganwiththeinflowofrefugeesfromVietnamand,toalesserextent,

CambodiaandLaosinthelate1970sand1980s.TheywerejoinedbymigrantsfromSoutheast

Asia・Singapore,Malaysia,Thailand,IndonesiaandthePhilippines,andtheninthe1990sand

2000sChinaandIndiabecamemajororiginsofpermanentmigrants.Anotherimportantstepin

increaseddiversitywastheinfluxofmainlyrefugeesbutalsoincludingsomehighlyskilledgroups

likedoctorsfromSubSaharanAfrica.TherewasalonghistoryofAfricanmigrationbuthitherto

itwasalmosttotallywhiteSouthAfricans.By2001oneintenAustralianswereofAsianancestry,

whereasin1947itwouldhavebeenafractionofasinglepercent.

FromaJapanperspective,thereareanumberofinterestingfeaturesofthistransformationwithin

thelifetimeofthepresentwriter:
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Figure4:Australia:SettlerArrivalsbyRegionofLastResidence,1947-96andPermanent

AdditionsbyRegionofBirth,1997-2013
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● Itwasachievedbyandlargewithoutanyviolence.Therehavebeenisolatedincidentsandit

remainsacontestedarea,butthereisnoevidenceofawidespreadbreakdowninsocial

cohesion,andviolentincidentshavebeenlimited.

● Therewasno'destruction','swamping'or'crowdingout'ofAustralia'sBritishheritage.As

Jupp(2002,5)putsit:

'(AlthoughAustralia)iscertainlymuchmoremulticulturalthanitwasfiftyyearsago…

itisstillamuchmore"British"societythaneitherCanadaortheUnitedStates'.

● Thegovernmenthasmaintainedahighlevelofcontroloverthenumberandcompositionof

themigrantintakeusinganadministrativesystem,notdissimilartothatemployedinJapan.

Indeed,muchofthepositiveattitudesofAustraliansaboutthemigrationarebasedona

confidencethattheimmigrationiscontrolled.

● MigrationhasbeenandremainsoneofthemostcontestedareasofAustralianpublicpolicy

buttherehavealsobeenlongperiodswhentherehasbeentotalbipartisanshipbetweenthetwo

sidesofpoliticsinthenation.

III.SOMEPOTENTIALLESSONSFROMTHEAUSTRALIANEXPERIENCE

Everynationhasthesovereignrighttodevelopitsownpoliciesoninternationalmigrationwhich

bestmeettheirowneconomicneeds,culturalmaintenanceanddevelopmentandinternational

obligations.Moreovereachcountryhasitsownuniquesetofcultural,geographical,economicand

socialcircumstanceswhichmustshapemigrationpolicy.Nevertheless,thisisanareawhere

countriescanlearnfromeachother,notonlyintermsofadoptingbestpracticebutavoidingthe

manyandvariedpitfallsthatcanbeassociatedwithinternationalmigration.Thereis,however,a

fairlygeneralconsensusthat(Jupp,2002,2)'Australianimmigrationandmulticulturalpolicyhas

beenasuccess',despitethefactthatitremainsamuchcontestedareawithinAustralia.Moreover,

aswaspointedoutearlier,thereareatleasttwoparallelsinthecontemporaryinternational

migrationdiscourseinJapanandthatinAustraliaatthecloseofWorldWarII.Whataresomeof

thedimensionsofAustralianpostWorldWarIIinternationalmigrationwhichmayhavesome

resonanceshouldJapanchoosetoopenitselfmoretointernationalmigration?

ThefirstlessonrelatestothehighlycontrolledandplannednatureofAustralianmigration.This

hasbeengreatlyfacilitatedbyAustralia'sislandgeographyanditsgeographicalisolationwhichhas

madebordercontrolmorefeasible,especiallyduringthemoderneraofelectronicsurveillanceof

borders.YetJapantoohasanislandgeographyandinmanywaysalreadyexercisesahighlevel

ofcontrolofwhocomesintothenation.However,Australiahasclearlytiedthemigrationprogram

anditscontroltotheeconomicplanningneedsofthenationandintegratedmigrationintoits

economicplanning.Indeedoverthelasttwodecadestheprogramhasbecomeevenmoretightly

focusedinthisway.
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Sincethe1970sAustraliahasidentifiedfourchannelsunderwhichforeignerscanapplytosettle

inAustralia:

(a)Skilledworkers・groupswithtrainingorskillsinshortageintheAustralianlabourmarket.

(b)Familymigrantswhowererelatedtoearliergenerationsofmigrants.

(c)Refugee-humanitarianmigrantswhowererecognisedundertheUNHCR1952Convention.

(d)Others,mainlyNewZealanderswhohavemoreorlessfreeaccesstosettleinAustraliaunder

aspeciallynegotiatedTransTasmanAgreement.

Foreachgroup,exceptNewZealandersthegovernmentsetsaplanninglevelafterconsultation

withstakeholderssuchasstategovernments,employers,unionsandcommunityorganisations.As

Table5indicates,suchisthehighdegreeofclosemanagementofAustralianmigrationthereis

almostanexactcorrespondencebetweentheplanninglevelsandtheactualoutcomesofthe

numbersofsettlersineachcategory.

Themigrationprogramisincreasinglydominatedbythe'skill'partasmigrationhasbecome

morecloselyintegratedwitheconomicplanning.AcentralpartoftheskillprogramisaPoints

AssessmentTestwherebyintendingsettlersareassignedpointsassociatedwitheducation/training,

workexperience,age,Englishlanguageabilityandotherlabourmarketattributes.Amoving

cut-offlevelisrecognisedabovewhichsettlersareaccepted.Similarly,thefamilymigrationstream

hasvariedovertimeinthenatureoftherelationshiptotheAustralian-basedfamilymemberwhich

wouldenableentrancetoAustralia.Whiletherehavebeenmanymodificationsovertheyearsto

thewayinwhicheachofthefourstreamshasoperated,itstillformsthebasisoftheAustralian

permanentsettlementsystem.

Figure5showshowthemigrationhasbecomeincreasinglyfocusedonskillwiththepercentage

ofallsettlersinthiscategoryincreasingfrom29.1percentin1993-94to69.6percentin2005-06.

Increasingemployershavebeenbroughtintotheselectionprocesswithprioritybeinggivento

applicantswhoalreadyhaveajobinAustralia.

ArelatedaspectofthesuccessoftheAustralianmigrationprogramisthestrongtraditionof

evidence-drivenpolicy.Australia'sprogramsandpoliciesareconstantlybeingfine-tunedin
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Table5:Australia:PlannedLevelsandOutcomesofDifferentMigrationSettler

VisaCategories,2011-13

2011-12 2012-13

PlanningLevel Outcome PlanningLevel Outcome

Family 58,600 58,604 60,185 60,185

Skill 125,750 125,755 128,950 128,973

Special 650 639 845 842

Total 185,000 184,998 190,000 190,000

Humanitarian 13,750 13,759 20,000 20,019

Source:DIBP



responsetochangesintheglobal,regionalandnationaleconomybutalsoresearchfindings.One

exampleofthisisincreasedresearchintotheeconomicimpactofmigration.Table6,forexample,

presentstheresultsofmodellingdonefortheAustraliangovernmentofthefiscalimpactofvarious

categoriesofimmigrantsoveratwentyyearperiod.Thisshowsthatthefiscalcontributionof

immigrantsincreasesovertimeandthatitisgreaterforskilledmigrantsthanothercategories.

Anotherelementisthestronginstitutionalstructuresupportingthedevelopmentandmanage-

mentofthemigrationprogram.Formostofthepostwarperiodtherehasbeenaseparateministry

(andaplaceinthecabinet)andfederalgovernmentdepartmentdevotedtomigrationand

settlement.Inaddition,ithasdevelopedacadreofmigrationprofessionalswhoareresponsiblefor

thedevelopmentofmigrationpolicyanditsoperationalisationaswellastheinstrumentstosupport

them.Ithasarguablythemostcompletecollectionofstockandflowstatisticsonmigrationinto

andoutofthecountry(Hugo,2004a)andusesthistohaveastrongtraditionofevidence-driven

policy.Therehasalsobeenareadinessofgovernment,bothconservativeandmoreliberal,to

modifypolicyinresponsetoexternalandinternaldevelopments.

OneofthefeaturesofAustralianinternationalmigrationpolicyinthepostwarperiodwhich

undoubtedlyhascontributedtoitsrelativesuccessisthatwhilethereweredramaticshiftsthey

wereintroducedgradually.ThedoyenofimmigrationresearchinAustralia,ProfessorCharlesPrice
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Figure5:Australia:MigrationProgramOutcomebyStreamandNon-Program

Migration,1976-7to2012-13
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characterisedAustralianpostwarimmi-

grationasbeingsimilartoapython

feeding・eachnewgroupofmigrants

wereintroducedandthenallowedto

digestandadjustbeforeanewgroupwas

introduced.ThusFigure4demonstrated

howthepreviouslyalmosttotallyBritish

intakewasfirstextendedtoDisplaced

PersonsfromEasternEurope,thenother

WesternEuropeandSouthernEuropean

origins,thentotheMiddleEast,thento

AsiaandfinallySubSaharanAfrica.This

tookplaceoversixdecades.

Therehasbeenastrongpolicyof'tak-

ing thecommunity with'government

decisionsbyeachnewphasebeinggiven

timetogainacceptance.Accordingly,as

inCanada,therehasbeenagenerallyhighacceptanceoftheoverallpositiveimpactsofmigration

comparedwithotherEuropeannationsasisshowninTable7.Arecentstudyof6,088South

Australiansinmetropolitanandruralareasfound87.7percentbelievedculturaldiversitywasa
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Table6:Migrant'sNetImpactontheAustralianGovernmentBudgetbyVisa

Category,2010-11(A$million)

Visacategory
Visagrants
in2010-11

Netfiscalimpact(A$milliom)

PeriodofsettlementinAustralia(years)

1 2 3 10 20

FamilyStream

Parent 8499 -7.7 -5.6 -6.0 -7.7 -9.4

Partnerandother 46044 -16.8 76.9 48.2 244.1 242.3

FamilyStreamtotal 54543 212.3 60.0 43.0 200.9 146.4

SkillStream

SkilledIndependent 36167 163.0 223.3 283.7 384.2 439.5

SkilledAustralianSponsored 9117 5.4 12.2 13.0 17.3 21.1

State/TerritorySponsored 16175 68.3 80.2 86.6 104.7 138.1

BusinessSkills 7796 44.9 44.3 46.2 33.2 24.1

EmployerSponsored 44345 465.9 478.8 485.7 493.3 530.8

SkillStreamtotal 113725 747.4 838.7 915.1 1032.8 1153.6

HumanitarianStream 13799 -247.3 -69.4 -62.0 -12.3 48.4

Totalfiscalimpactofperma-
nentmigration

182067 712.4 829.2 896.1 1221.4 1348.5

BusinessLongStayvisa 90120 889.3 954.5 383.1 441.0 585.9

Source:DIAC,2012,110

Table7:SelectedNations:PercentofPopulationThat

BelievesImmigrationHasaNegativeImpact

onTheirCountry,2011

Country %

Belgium 72

SouthAfrica 70

Russia 69

GreatBritain 64

Turkey 57

UnitedStates 56

Italy 56

Spain 56

India 43

Canada 39

SaudiArabia 38

Sweden 37

Australia 31

Brazil 30

Indonesia 30

Source:IpsosMORIGlobalAdvisorSurvey,June2011



positiveinfluenceonthecommunity(GovernmentofSouthAustralia,2008).Clearlyakeyelement

inthetransformationfrom'WhiteAustralia'to'MulticulturalAustralia'wasthefactthatthe

changesweremadeinstepsratherthanmakingasudden180degreechangeinpolicy.The

transformationwasachievedinanumberofincrementalstepsratherthanasingleshift.Inmaking

thesechangesthegovernmenttendedtotakethecommunityalongwiththemsincecommunity

attitudeswerechangingalsoaseducationlevelsincreased,thebenefitsofmulticulturalmigration

becamemanifestinAustralia'ssocietyandeconomyandmoreAustralianshaddirectinteraction

withpeoplefromdifferentculturalbackgrounds.

AnotherfeatureofpostwarAustralianimmigrationpolicywhichhascontributedtoitssuccess

isitsflexibility.Thereareover200visaclassesandsubclassesbywhichapersonmayenter

Australiaandtheseareconstantlychanginginresponsetoglobalandnationalevents,processesand

forces.Agoodexampleofthisflexibilitywastheintroductionofanumberofavenuesfor

temporarymigration.WhereasinthefirstfivepostwardecadesAustralianimmigrationpolicywas

focusedalmostexclusivelyonattractingpermanentsettlersandtherewasstrongbipartisan

oppositiontotemporaryandcontractworkerprograms.However,increasinglysettlementmigration

wasperceivedbyemployersastooslowandinflexibleatooltocompeteeffectivelyinglobalhigh

skilllabourmarkets.Accordingly,in1997the457TemporaryBusinessEntryVisawasintroduced.

ItissimilartotheHIBvisaintheUnitedStates,isinitiatedbyemployersandisnotcappedand

isevenmorefocusedonskillthanthepermanentmigrationprogram.Researchhasshownithas

beengenerallyquitesuccessful(Khoo,Voight-Graf,McDonaldandHugo,2007).However,the

457programhascomeunderintensescrutinyinrecenttimeswithsomeemployersbeingaccused

ofmisusingtheschemetodisplaceAustralianworkers,especiallyinsomeregionalareas.The

unionmovement(AustralianManufacturingWorkersUnion,2006)hasraisedissuesofmigrant

workersbeingreadytosettleforlowerwagesaswellasoccupationalhealthandsafetyissues

coveredbylackofabilitytospeakEnglish.AParliamentaryInquiry(JointStandingCommitteeon

Migration,2007,2)madeanumberofrecommendationstoimproveproceduresassociatedwiththe

program.Nevertheless,Figure6showsthatthenumberofnew457scontinuedtoincreaserapidly

sothatin2007-08,61,390newapplicationswerelodgedandinmid2008therewere134,238457s

workinginAustralia.TheonsetoftheGlobalFinancialCrisissawthenumberofnewapplications

fallto54,810in2008-09buttheyhavesubsequentlyrecoveredtorealrecordnumbersin2013.

AnotherelementofsuccessintheAustralianimmigrationprogram relatestopolitical

engagement.Australiahasthreetiersofgovernment・national,state/territory(ofwhichthereare

8)andlocal(667).SinceFederationin1901Australianimmigrationandsettlementpolicyand

programshavebeenlargelytheresponsibilityofthenationalgovernment.UnderSection5.51

(xxvii)oftheAustralianConstitutionitisempoweredtolegislateforimmigration.Priorto

Federation,states(thenseparatecolonies)organisedimmigrationcontrol,assistedpassagesand

settlementservicesandcontinuedtodoso(incooperationwiththeCommonwealth)andtheend

―218―



ofWorldWar1whenthenationalgovernmenttookfullcontrolofimmigrationandsettlement

(Jupp,2002,67-68).

Thebroadoutlinesofpopulationpolicyaresetbytheelectednationalgovernment.Eachmajor

politicalpartyinAustraliahasapolicystatementrelatingtolevels,typesandcompositionof

internationalmigration.Thisformspartoftheplatformpresentedbythepartiesbeforeeach

nationalelection.Forthepartywhichwinsgovernmentthispolicystatementprovidesthebroad

objectivesoftheimmigrationprogram overthenextthreeyearsaswellaslongerterm

considerations.Infacttherehasbeenlittledifferenceinthepoliciesofthemajorpartiesformuch

ofthepost-warperiodalthoughinrecentyearsapproachestowardasylumseekershavesome

significantdifferences.Ingeneral,however,manyaspectsofpost-warimmigrationpolicyin

Australiahavehadbipartisanapproval.

Moreover,whilepoliticalpowerinimmigrationresideswiththenationalgovernment,itis

recognisedthattheothertiersofgovernmentalsohaveamajorstakeintheprocess,especiallythe

settlementdimensions.Accordinglythereareeffortstoengagewithstatesandterritories,andtoa

lesserextent,localgovernment.Thereareanumberofwaysinwhichthishasbeenachievedand

moststatesnowhavestategovernmentofficesofimmigrationandofmulticulturalism.Aparticular

development,however,hasbeentheStateSpecificandRegionalMigrationSchemes(SSRM)
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Figure6:Australia:TemporaryMigration,1986-87to2012-13
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whichnowaccountedforaroundafifthofallskilledmigrants.Thisprogramfacilitatesemployers,

stateandlocalgovernmentsandfamiliesindesignatedlaggingeconomicregionstosponsor

immigrantswithouttheimmigrantshavingtofullymeetthestringentrequirementsofthe

AustralianPointsAssessmentScheme.Thereareanarrayofvisacategoriesavailableunderthe

scheme(Hugo,2008).

TheimpactoftheprogramisevidentinFigure7whichshowsthedifferentmixesofSSRMand

otherimmigrantsineachstateandterritoryin2010-11.ThestateofSouthAustralia,forexample,

hasbeenlaggingeconomicallyfordecadesandhasbeenespeciallyactiveintheSSRMprogram

(Hugo,2008).OntheotherhandNewSouthWales,themajordestinationofinternationalmigrants,

hasveryfewSSRMmigrants.IndeedtheoverallproportionofmigrantssettlinginNewSouth

Waleshasdeclinedundertheimpactoftheprogram.
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Figure7:Australia:PermanentAdditionsbyStateAccordingtoWhethertheyareState

SpecificandRegionalMigrationSchemeMigrantsorOtherMigrants,2010-11
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AfinalelementtobeconsideredinthesuccessofpostwarmigrationinAustraliarelatestoissues

ofsocialcohesion.Debateaboutissuesofsocialcohesionandtheadjustmentofimmigrantshave

waxedandwanedinAustralia.Awatershedinsettlementpolicywasthereleasein1978ofthe

GalballyReportonMigrantServicesandPrograms'.Thisadvocatedashiftingovernment

settlementpolicyfromthe'meltingpot'assimilationemphasiswhichprevailedinthefirstthree

postwardecadestowardmulticulturalism.Theyadvocatedthedevelopmentofethnicspecific

welfareandethnicmediaservicesandculturalandlanguagemaintenanceamongimmigrant

groups.ThereportprovidedthefoundationforAustralia'ssettlementpolicyoverthesucceeding

decades.Itdevelopedasetofguidingprinciplesthatarestillrelevantalthoughgovernmentand

communitysupportofmulticulturalismasapolicyhasfluctuatedoverthesucceedingyears(Jupp,

2002,87).

● Allmembersofsocietymusthaveanequalopportunitytorealisetheirfullpotentialandmust

haveequalaccesstoprogramsandservices.

● Everypersonshouldbeabletomaintaintheirculturewithoutprejudiceordisadvantageand

shouldbeencouragedtounderstandandembraceothercultures.

● Needsofmigrantsshouldingeneralbemetbyprogramsandservicesavailabletothewhole

communitybutspecialservicesandprogramsarenecessaryatpresenttoensureequalityof

accessandprovision.

● Servicesandprogramsshouldbedesignedandoperatedinfullconsultationwithclientsand

self-helpshouldbeencouragedasmuchaspossiblewithaviewtohelpingmigrantstobecome

self-reliantquickly.

MulticulturalisminAustraliahastakenadistinctiveform(Jupp,2002;JuppandClyne,2011)

focusingmoreonserviceprovisionthansettlementandlanguagemaintenance.

Asinotherpartsoftheworld,multiculturalismcameunderattackinAustraliaduringthelast

twodecades,especiallyduringtheconservativegovernmentofPrimeMinisterJohnHoward

(1996-2007).JuppandClyne(2011,xvi-xvii)arguethatthecontestationofmulticulturalism

derivedfrom:

● ThecollisionbetweenliberaldemocracyandIslamicfundamentalism.

● Resistancetocontinuing,increasinglyandfrequentlyuncontrolledimmigrationfrompoorer

countries.

● EconomicandsocialproblemssuchastheGlobalFinancialCrisis.

● Povertyanddislocationinsomeareasofconcentrationofmigrants.

● PerceptionsthatthedistinctcivilisationsandculturesbuiltuponaEuropeanbasisarelosing

theirpre-eminence.

● Rapidlychangingsocialstructuresandbeliefsystemswhichcreatesanxiety.

Asaresulttherewasanincreasedfocusingovernmentpronouncementson'integration'which

reachedapeakintheintroductionofacompulsory'citizenshiptest'whichimmigrantsseeking
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Australiancitizenshipwererequiredtopass.

Australiahasbeenrelativelyfreeofethnic-basedviolence.Therehavebeenisolatedinstances

suchastheCronullariotsin2005whenagroupofpeoplewavingAustralianflagsattackedpeople

of'MiddleEasternAppearance'onaSydneybeach.In2009attacksonIndianstudentsin

Melbournewereinterpretedbysomeashavinganethnicdimension.ThecurrentAustralian

governmenthasrestateditscommitmenttoapolicyofmulticulturalismandeachofthestatesand

territorieshavegovernmentmulticulturalism agenciesandMigrantResourceCentres.Hence

multiculturalism remainsthebasisofgovernmentsettlementpolicyinAustraliadespitethe

challengesithasfaced.

CONCLUSION

ItisdifficulttoexaggeratethesignificanceofinternationalmigrationinAustralia'scontempo-

raryeconomy,society,demographyandculture.Fewcountrieshavebeenmoreinfluencedby

migrationbutfewalsohavesuchahighlymanagedimmigrationintake.Australiahasacomplex

immigrationsysteminvolvinganexperiencedcadreofmigrationprofessionals,asophisticateduse

oftechnologyandacomprehensive,timelyandfocuseddatacollectionsystem.Likeothernations,

Australiahasanti-migrationelementsinthepoliticalsystemandthesocietymorewidely.Yet

withinagenerationtherehasbeenatransformationfromasocietyinwhichover95percentofthe

populationwereofAngloCelticorigintoonewheretheymakeuplessthanthreequarters.The

Australianpopulationwouldbemorethan10millionlessthanatpresentifpostwarimmigration

hadnotoccurredanditwouldlackculturaldiversity.Currently,2.3percentofthepopulationare

ofindigenousoriginandafurther27.5percenthaveanon-AngloCelticorigin.Atthe2011census

therewere67birthplacegroupswithmorethan10,000personsinAustraliaand19.2percentofthe

populationspokealanguageotherthanEnglishathome.Plannedimmigrationhastransformed

Australiaduringthepostwarperiod.

WhileAustraliahashadisolatedethnicbasedviolence,racistelementsremaininthepopulation,

discriminationremainsintheworkplaceandinsocietymoregenerallyitisdifficulttoargueagainst

thepropositionthatabalancedAustralianpostwarmigrationhasbeenmassivelysuccessful.What

canbedistilledfromthisexperiencethatcouldbeusedbyothercountriessuchasJapan?This

paperhasattemptedtoraiseanumberofthesedimensionswhichmayormaynothaveresonance

inJapan.However,perhapsthemostimportantmessageisonewhichisencapsulatedinthepresent

writer'slivedlifeexperience.HewasbornintothewesternsuburbsofAdelaideinanAustralia

withsmallnumbersofmigrantsandfiercelymonoculturallyBritishwhocouldaccountformore

than95percentofthepopulation.Hischildren,however,aregrowingupinaverydifferentcontext

withhalfofthepopulationamigrantorthechildofanimmigrantandwithmanyoftheirfriends

beingfromotherpartsoftheworld.Theirfoodisinfluencedbyarangeofcultures,theyhave

―222―



relativesborninAsia,theyhavelearnedtospeakanAsianlanguage.Yetthesocietyretainsmuch

ofitsfoundationsandsocialcohesionremainsstrong.Therehasbeennoviolenceordestructionof

culture.
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特集：第18回厚生政策セミナー

「国際人口移動の新たな局面～『日本モデル』の構築に向けて」

近年の世界の国際人口移動から見た日本への含意

―オーストラリアからの視座―

グレアム・ヒューゴ＊

中川雅貴・林玲子 訳

はじめに

日本とオーストラリアは，第二次世界大戦終結以降の経済成長，今日の低出生率に至る

人口転換ならびに人口高齢化に関する経験を共有する一方で，国際人口移動に関する政策

においては対極の状況にある．深化する国際経済および政治上の結びつき，高齢化かつ縮

小する人口，非熟練・非専門職労働力の歴然とした不足，熟練・専門職労働者の国際移動

の拡大と複雑性から得られる利益への高まる需要にもかかわらず，日本は国際人口移動に

ついて極めて消極的な態度をとってきた．一方で，オーストラリアは，典型的な移民社会

となり，今や，その人口の半数は移民あるいは移民の子である．OECD加盟国のなかで，

国民の過半数が移民に関して肯定的な態度をもっているのはオーストラリアとカナダだけ
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オーストラリア人口の半分は永住・短期移民，あるいはこうした移民の親をもつオーストラリア

生まれの子どもであり，日本と異なる典型的な移民国家である．オーストラリアでは移民受け入れ

の優れた面について社会の支持は根強く，10,000人以上の人口がある出生国・地域の数は60を超え

る．しなしながら，戦後間もない時代の移民に関する状況は，今日の日本とそれほど異なるわけで

はなかった．当時，外国生まれ人口の割合は10分の1以下であり，総人口の97％がイギリスおよび

アイルランド系を祖先にもつ人々で占められていた．単一の文化が優勢であったオーストラリアで

は，民族的多様化への抵抗が強かったが，その状況は60年を経てすっかり変容した．第二次世界大

戦後の移民がなければ，オーストラリアの人口は現在の規模よりもほぼ1,000万人少ない1,200万人

程度であったであろう．しかし，より重要なのは，移民によって人口の多様性が拡大したことであ

る．この大きな変化は，深刻な対立をもたらすことなく達成されたばかりか，社会的一体性の維持

およびさらなる社会の繁栄をもたらした．本稿は，日本のように移民受け入れの拡大を検討する国

にとって，考慮すべき教訓となるようなオーストラリアの経験について論じる．

*GraemeHugo,TheAustralianPopulationandMigrationResearchCentre,TheUniversityofAdelaide

（オーストラリア・アデレード大学人口・移民研究センター）



であるとする世論調査結果もある．

本稿は，国際人口移動がグローバル経済の構造的な要素の一つであり，グローバル経済

へ効果的に参画するためには，国際人口移動に関わることが必要であることを論じる．オー

ストラリアと日本の文化的・歴史的背景は大きく異なるものの，ともに人口が持続的に減

少するという将来に直面していることから，オーストラリアの経験から導き出される教訓

の中には，日本にとって有益なものもあると考えられる．しかしながら，まず必要な作業

は，近年の国際人口移動，とりわけアジア地域に影響を及ぼす動向についての外観を整理

することである．

Ⅰ.国際人口移動の動向

国連の推計によると，生まれた国と異なる国に住む人の数は，2013年時点で全世界人口

の3.2％にあたる2億3,200万人にのぼる．このうち13.9％が現在アジアに住んでおり，

29.8％がアジアのいずれかの国の出身者であるとされている．これはアジア地域は，現在，

世界の人口の55.7％を擁していることと対比的である．さらに国連の分析によると，アジ

アのいくつかの国々が世界的にみても最も急速な国際人口移動の拡大を経験していること

が示されている（図1）．たとえば，ASEAN加盟国における国際移民の規模は，2000年

から2013年の間に80％も増加した．
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図１ 地域別国際人口移動数の推移：2000年から2013年の変化



もう一つの重要な点は，その移動の大部分が，アジア「域内」で起こっているというこ

とである．世銀の研究者による分析では，東アジア太平洋地域（訳注：世銀による，東ア

ジア，東南アジア，太平洋地域を含む地域分類．西アジアや南アジアは含まれない）から

の移動者数は2000年から2013年の間に60％増加して3,500万人に達し，そのうち地域内で

の移動者数は46％から48％に上昇した（Rathaetal.2013,p.13）．しかしながら，図2

に示されるとおり，この地域内における国際移動のうち，東アジア諸国に向かった割合は

41％から37％に減少しており，国内人的資本の補充および成長という点において，東アジ

ア諸国がASEAN諸国ほどには国際人口移動の恩恵を享受できていないことが示唆され

る．ちなみに，この地域内における国際人口移動のうち，オーストラリアに向かった割合

は15.7％から16.5％にやや上昇している．ここで明らかになった点は，以下のとおりであ

る．アジア地域は，今日の国際人口移動において，受け入れおよび送り出しのいずれにお

いても重要な役割を担っているが，とりわけ顕著なダイナミズムがみられるのが東南アジ

ア地域である．

表1は，2000年と2013年について，アジア生まれの人口のうち出生国以外に住んでいる

人口を，現住地がアジア域内かアジア域外かで分類して示したものである．興味深いこと

に，2000年から2013年におけるアジアの域内移動の増加率が25％だったのにたいし，地域

外へ移動したアジア生まれ人口の規模の増加率は77.8％であった．この時期のアジア経済

の急速な成長にもかかわらず，こうした域外への移動が拡大している事実は注目に値する

が，一方で，アジアにおいては，国際人口移動や外国人労働力を，その経済発展の重要な

構造的要因として取り込むことを敬遠する国々も存在しているという状況をある程度反映

しているとも考えられる（Castles2003）．
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図２ 東アジア太平洋地域内における目的地別国際人口移動者数：2000年および2013年



Ⅱ.オーストラリアにおける国際人口移動：日本との対比

アジア地域の端に位置するオーストラリアは，代表的な移民国家であり，いくつかの東

アジア諸国とは対極の状況にある．表2に示されるとおり，オーストラリアに住む2人に

1人以上が，移民かその子ども，あるいは短期滞在者である．現在，オーストラリアの人

口増加の59.5％は国際人口移動によるものであり，図3に示されるとおり，長年にわたっ

て国際人口移動における流入超過が人口成長に貢献してきたという歴史をもつ．さらに，

日本と同様に人口高齢化に直面しているオーストラリアでは，国際人口移動の役割が今後

ますます重要になるであろうという予測が，財務省報告書でも指摘されている（Costello

2002;2004;DepartmentofTreasury2007;Swan2010）.
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表２ 移民の国，オーストラリア

● 外国生まれ：27％（2011）

● 外国生まれの親を持つオーストラリア生まれ：20％（2011）

● 短期滞在者：1,142,560人（2014年3月31日）

● 戦後移民がなかった場合のオーストラリア人口は1,300万人以下（現状2013年の人

口は2,330万人）

表１ アジア出身国際人口移動者数（目的地域別）：2000年および2013年

アジア内 アジア外

2000年 23,087,762 22,643,777

2013年 28,830,702 40,263,673

変化率（%） 24.87 77.81

出所：UnitedNations(2013)



オーストラリアにおける国際人口移動の重要なインパクトとして，その文化的多様性へ

の影響が挙げられる．表3に示されるとおり，2011年のセンサスでは，約5分の1の家庭

で英語以外の言語が話され，全人口の28.7％がイギリスおよびアイルランド系以外に先祖

をもつと答えている．

オーストラリアは，世界で最も国際人口移動の影響を受けた国の一つであり，人口の多

様性という点においては世界でも有数である．現在日本においては，移民を取り込むこと

によって国内の経済成長を維持・促進し，人口高齢化の影響を緩和することについての議

論が展開されているが，一世代昔のオーストラリアの状況を振り返ってみると非常に興味

深い．第二次世界大戦直後の1947年，オーストラリアの移民に関する状況は，上述した今

日のそれとはまったく異なっていた．当時，全人口のうち外国生まれの割合は9.8％に過

ぎず，7.9％が英語圏の出身であった（表4）．さらに，全人口の1.9％に該当する非英語

圏出身者のほとんどが，南欧あるいは東欧生まれ，もしくはヨーロッパ人を親にもつアジ

―228―

図３ オーストラリアにおける人口の自然増加と流入超過数：1860年～2013年
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ア生まれであった．したがって，オーストラリアでも，当時，移民人口は10％以下であり，

イギリス・アイルランド系の文化が支配的な単一文化社会であったといえる．唯一多様性

を提供したといえる人口集団があるとすると，それは，51,048人の先住民族であり，全人

口の0.67％を占めるにすぎなかった．

日本国内で移民受け入れ拡大の影響の有無が議論されていることからも，戦後のオース

トラリアにおける国際人口移動の歴史を検証することは有益な作業であると考えられる．

人口に占める移民の規模ならびに文化的な同質性の強さのいずれにおいても，1947年当時

のオーストラリアの状況は，今日の日本のそれと顕著に異なるものではない．とくに，文

化的な同質性については，日本における国際人口移動の将来に関する政策および世論のあ

り方にとって非常に重要な影響を与えると考えられるが，第二次世界大戦直後にオースト

ラリアにおいて移民受け入れの拡大が検討されていた時期においても，同様に重要な問題
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表３ オーストラリアの多様性の指標：2011年

指標 ％

外国生まれ 26.1

「文化言語多様国（CALD）」生まれ 16.6

外国生まれの親を持つオーストラリア生まれ 18.8

家で英語以外を話す 19.2

先祖がCALD国である（複数選択） 28.7

先祖がアジア諸国である（複数選択） 9.9

非キリスト教徒 22.3

現地住民 2.6

人口10,000人以上の出生地グループ数 67

人口1,000人以上の出生地グループ数 133

先住民族人口 548,369

出所：2011年センサス

表４ 1947年のオーストラリアの人口

出生地 人口 ％

オーストラリア 6,835,171 90.2

海外 744,187 9.8

イギリス，アイルランド，カナダ，南アフリカ，
ニュージーランド，アメリカ合衆国生まれ

601,036 7.9

その他 143,151 1.9

合計 7,579,358 100.0

出所：1947年センサス



であった（Jupp2002;Borrie1994;Price1979）．

1947年当時のオーストラリアと今日の日本の状況には，いくつかの共通点を見いだせる．

まず，人口増加の必要性が懸念されるなかで，「人口増加か消滅か（"PopulateorPerish"）」

というスローガンが，政策レベルだけではなく，人々の日々の生活の隅々に行き渡ってい

た（Jupp2002,p.10）．また，いわゆる“ブリティッシュ・オーストラリア”の維持も重

要な関心事であった．世論を巻き込んだ大きな論争に加えて，空前の労働力不足が戦後オー

ストラリアの経済成長の足かせとなりつつあることが明らかになって初めて，この問題を

取り巻く状況はいくらか落ち着きを見せたが，それも極めて限定的で，種々の条件がつい

ていた．オーストラリアへの移民を英語圏出身者 ― とりわけイギリス人 ― に限定する

規定は，1949年に一時的に変更された．この年，オーストラリアはその歴史上初めてイギ

リス人以外に「移住補助金」（assistedpassage）を与え，ナチスの迫害やソビエトの侵

攻により祖国を逃れヨーロッパの難民キャンプに収容されていた約17万人のポーランド人，

バルカン半島出身者，ハンガリー人が，オーストラリアに移住した．しかしながら，この

ような「避難民」（DisplacedPersons）と呼ばれた人々は，最初の1～2年は政府によっ

て定められた場所で，定められた仕事に就くことに同意せねばならなかった．「避難民」

の受け入れに関する経験は慎重に検証されたが，国内社会にいかなる軋轢や脅威ももたら

さないばかりか，国内経済に多大な貢献をしていることが明らかになった．

事実，「避難民」の受け入れに関する経験によって，オーストラリア政府はヨーロッパ

のどこからでも移民を受け入れて国内の労働力不足を緩和するということに自信を深め，

これによって1950年代から60年代にかけてのオーストラリアは，都市部における製造業の

拡大に牽引された長期の経済成長を維持させたのであった．図4は，オーストラリアへの

移民の出身国が，戦後いかにして多様化してきたのかを示している．1950年代には，オラ

ンダ，ドイツ，イタリア，ギリシア，マルタ，旧ユーゴスラビアといった国々の出身者が

有力なグループとなり，「イギリス出身者」に限定された移民の条件（'BritishAustralia'

restrictions）も「コーカソイド・白人」（'CaucasianorWhiteAustralia'）へと拡大さ

れたが，いわゆる「白豪主義」（'WhiteAustralia'Policy）はいまだに健在であった．白

豪主義の起源は，1901年にオーストラリア連邦が設立した直後にさかのぼり，実際，「移

民制限法」（ImmigrationRestrictionAct）は連邦政府によって制定された最初の法律

の一つであった．この「移民制限法」は「新・移民法」（MigrationAct）が制定された

1958年まで原型のまま維持されていたのである．
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1960年代後半になると，オーストラリアへの移民送り出し国にトルコや中東諸国が含ま

れるようになり，1970年代初頭ついに白豪主義は撤廃されるに至った．実際には，第二次

世界大戦後の時代を通じてオーストラリアの移民政策は継続的に変更されており，白豪主

義の撤廃が大きな変化に結び付いたというわけではなかった．「移住補助金」の対象がイ

ギリスからの移住者に限定されていたこともあり，また，イギリス国籍保有者にはオース

トラリアへの移住後すぐにオーストラリア市民権が与えられることになっていたこともあ

り，“ブリティッシュ・オーストラリア”の多くの側面が，その後の移民受け入れにも影

響を与えた．図4に示される通り，1970年代までイギリス出身者はオーストラリアへの移

民の約半数を占めたが，徐々に，送り出し国の構成は多様化していることがわかる．アジ

アからの移民の増加の口火を切ったのは1970年代後半から80年代にかけてのインドシナ難

民の受け入れ，そして規模は小さくなるものの，カンボジアおよびラオスからの難民受け

入れであった．そして，シンガポール，マレーシア，タイ，インドネシア，フィリピンと

いった東南アジア諸国からの移民が加わり，1990年から2000年代にかけては中国とインド

がオーストラリアへの永住移民の最大の送り出し国となった．出身国の多様化に関連して

言及すべき点として，難民の受け入れに加えてサブサハラ・アフリカ諸国からの医師など

の高度専門職従事者の移住が挙げられる．アフリカからオーストラリアへの移民は以前か

らみられたが，そのほとんどが南アフリカ出身の白人であった．1947年当時にはほんの数
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図４ オーストラリアにおける前住地域別移住者数（1947年～96年）および

出生地域別新規永住者数（1997年～2013年）
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パーセントであったであろうアジア系を先祖とするオーストラリア人の割合は，2001年ま

でに10人に1人となった．

これらはすべて，筆者自らがその人生において見てきた期間に起こった変化であるが，

その中には現在の日本にとって示唆に富む点が多くあると思われる：

● 全体的には，こうした変化にはいかなる暴力も伴わなかったと言える．確かに，こ

れまでにもいくつかの例外的な事件や出来事があり，こうした問題はいまだに論争

の対象であるが，移民の増加や人口の多様化によって社会の秩序が脅かされたり，

暴力が社会全体に拡大したりしたということはない．

● オーストラリアにおける「イギリスの遺産」が絶滅したり，埋没したり，追い出さ

れたりしたというわけではない．この点について，Jupp（2002）は以下のように

述べている：

「50年前に比べて，確かに（オーストラリアは）多様化したけれども，カナダや

アメリカと比べて，はるかに『イギリス的』であると言える．」

● 受け入れる移民の規模や構成に関して，政府は高い管理能力を維持しているが，そ

こで採用されている政策的手段は，現在の日本のそれと比較しても大差はない．実

際，オーストラリア国民の移民受け入れに関する肯定的な態度は，こうした移民管

理に関する自信・信頼に依拠している．

● オーストラリアの公共政策において移民問題は常に最大の論争のテーマであったし，

現在でもそれに変わりはないが，二大政党制における両派が移民政策に関しては常

に合意点を見出してきた長い歴史が蓄積されている．

Ⅲ.オーストラリアの経験から引き出される有用な教訓

いかなる国も，経済的必要性，文化の保護と発展，国際的責務といった目的のために国

際人口移動に関する政策を展開する主権を有している．さらに，各国の移民政策は，独自

の文化的，地理的，経済的，社会的状況により形づけられる．それにもかかわらず，移民

問題は，各国が他国の経験から学ぶことのできる政策的領域であり，最良と思われる経験

を参考にするだけではなく，多岐にわたる「落とし穴」を教訓にもとづいて回避すること

ができるのである．オーストラリアにおいては，移民の受け入れと多文化政策が大きな論

争の対象であることに変わりはないが，それでも，その経験は「成功」であったと一般的

には認識されている（Jupp2002）．また，前述のとおり，国際人口移動をめぐる今日の

日本と第二次世界大戦直後のオーストラリアには，少なくとも2つの共通点がある．日本

が移民受け入れに門戸を開くとしたら，第二次世界大戦後のオーストラリアの経験から得

られる教訓としていかなるものがあるのであろうか？

一つ目の教訓は，オーストラリアの移民政策における高い管理能力と計画性に関してで

ある．これは，周囲を海に囲まれたオーストラリアの地理的な条件によって維持・促進さ
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れたものであるが，国境監視システムの技術的発展が目覚ましい現代においては，とりわ

け，その「地理的孤立性」によって国境管理能力が高まっているといえる．この地理的環

境・条件に関しては，日本についても同様であり，すでに高水準の入国管理が行われてい

る．しかしながら，オーストラリアについて強調すべきは，その移民政策や入国管理が，

国内の経済運営と密接に結びついており，移民政策が経済政策に統合されているという点

であり，この結びつきは，過去20年間により一層強化された．

1970年代以降，オーストラリアにおける移民受け入れのチャンネルは，大きく分けて以

下の4つに分類されてきた：

（a）オーストラリアの国内労働市場において不足している技能や知識をもった高度技

術者・専門職労働者（Skilledworkers）

（b）すでにオーストラリアに居住している移民の家族（Familymigrants）

（c）「難民の地位に関する条約」（UNHCR 1952Convention）に基づいて認定された

難民および人道移民（Refugee-humanitarianmigrants）

（d）その他，おもに，オーストラリアとニュージーランドの二国間協定（Trans

TasmanAgreement）により，その入国および滞在に関する制限がほとんどない

ニュージーランド国籍保有者

このうち，最後のカテゴリーのニュージーランド国籍保有者を除くすべてのグループに

関して，オーストラリア政府は，州政府や雇用主，労働組合，地域コミュニティの組織と

いった利害関係者と協議のうえ，受け入れの目標水準を設定することになっている．表5

に示される通り，実際に受け入れられた移民の規模は，それぞれのカテゴリーの目標水準

に極めて近いレベルとなっている．

国際人口移動と経済政策の関わりが深くなるにつれて，移民政策における「高度技術者・

専門職労働者」カテゴリーの重要性が増している．高度技術者・専門職技術者の受け入れ
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表５ オーストラリアにおける在留資格カテゴリー別受け入れ目標数と

受け入れ実績数：2011年～2013年

2011-12年 2012-13年

計画（人） 実績（人） 計画（人） 実績（人）

移民の家族 58,600 58,604 60,185 60,185

高度技術者・専門職労働者 125,750 125,755 128,950 128,973

特別 650 639 845 842

合計 185,000 184,998 190,000 190,000

人道移民 13,750 13,759 20,000 20,019

出所：DepartmentofImmigrationandBorderProtection



は，いわゆる「ポイント制度」に基づいており，移住申請の審査に際しては，個人の教育・

訓練水準，職業経験，年齢，英語力といった労働市場において求められる能力が数値化

（ポイント化）され，その適性が評価される．移住が認められる基準点は，その時々で変

化するが，同様に，「家族移民」の適用範囲も変遷している．それぞれのカテゴリーを通

じた移民受け入れプログラムの運用には多くの変更あるいは修正が加えられてきたが，こ

の4つのチャンネルがオーストラリアにおける永住移民受け入れ制度の基底を成すことに

変わりはない．

図5は，オーストラリアへの移民受け入れ数の推移をカテゴリー別に示したものである

が，「高度技術者・専門職労働者」カテゴリーの割合が1993-94年の29.1％から2005-6年の

69.6％へと上昇していることがわかる．この「高度技術者・専門職労働者」永住プログラ

ムでは，すでにオーストラリア国内で職を得ている移住申請者が優遇されるということも

あり，制度を活用する雇用主も増加している．

オーストラリアの移民受け入れプログラムが成功している要因の一つとして，根拠に基

づいた政策（"evidence-drivenpolicy"）の伝統が挙げられる．オーストラリアにおける受

け入れプログラムや政策には，グローバル経済，地域経済，国内経済の変化のみならず，
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図５ オーストラリアにおけるカテゴリー別移民受け入れ数の推移：
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調査研究による知見に応じて常に調整が加えられているが，その一つの例が，移民の経済

的影響に関する分析の蓄積である．表6は，移民の受け入れが20年間の長期的スパンで政

府の財政に対して与える経済的影響を，異なる移民のカテゴリーごとにモデル化した研究

の要約である．この研究結果から明らかなことは，移民の受け入れが財政に与えるプラス

の影響が長期的に拡大し，この拡大幅は高度技術者・専門職労働者の受け入れにおいて最

も大きくなるということである．

別の要因として挙げられるのは，受け入れプログラムの展開と管理を支える堅固な制度

の存在である．第二次世界大戦後のほとんどの時期を通じて，移民の受け入れと定住に関

わる独立した役所（および内閣ポスト）と連邦政府部局が存在した．さらにその中で，移

民政策形成やその実施運用に責任を持つ移民問題の専門家グループが養成され配置されて

きた．かくしてオーストラリア政府は，国際人口移動のストックならびにフローの把握に

関して最も包括的と言われる統計システムを確立し（Hugo2004a），その根拠にもとづ

いた政策（"evidence-drivenpolicy"）に活用してきたという伝統がある．また，保守政

権であってもよりリベラルな政権であっても，その時々の内外の情勢に対応して移民受け

入れ政策を調整することに前向きであった．

戦後のオーストラリアの移民政策の展開においては，劇的な変化が漸進的に導入された
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表６ 在留資格カテゴリー別にみた移民による政府の財政への影響（100万豪ドル）：

2010-11年

在留資格カテゴリー
ビザ発給数
2010-11

財政インパクト（100万豪ドル）

オーストラリア滞在年数

1 2 3 10 20

家族

親 8499 -7.7 -5.6 -6.0 -7.7 -9.4

配偶者等 46044 -16.8 76.9 48.2 244.1 242.3

家族 計 54543 212.3 60.0 43.0 200.9 146.4

高度技術者・専門職労働者

独立 36167 163.0 223.3 283.7 384.2 439.5

オーストラリア補助 9117 5.4 12.2 13.0 17.3 21.1

州・特別地域補助 16175 68.3 80.2 86.6 104.7 138.1

ビジネス技能 7796 44.9 44.3 46.2 33.2 24.1

雇用者補助 44345 465.9 478.8 485.7 493.3 530.8

高度技術者・専門職労働者 計 113725 747.4 838.7 915.1 1032.8 1153.6

人道移民 13799 -247.3 -69.4 -62.0 -12.3 48.4

永住移民の財政インパクト 計 182067 712.4 829.2 896.1 1221.4 1348.5

ビジネス長期滞在ビザ 90120 889.3 954.5 383.1 441.0 585.9

出所：DIAC（2012）



ことも，その成功の一つの要因として挙げられる．オーストラリアにおける移民研究の先

駆者となったチャールズ・プライス（CharlesPrice）教授は，戦後オーストラリアへの

移民流入を「ニシキヘビの餌付け」に例えて次のように描写した ― すなわち，新しい集

団が入ってくるたびに飲み込み，そして適応し，その後に新しいグループが入ってくる．

前述の図4に示されたとおり，かつてほぼイギリス系のみによって占められていたオース

トラリアへの移民は，まず東欧からの「避難民」（DisplacedPersons）へと拡大し，西欧

および南欧出身者がそれに加わり，中東そしてアジア，さらにはサブサハラ・アフリカ出

身者へと次第に拡大していった．ここまで変化するのに60年以上を要している．

政策の決定および変更に際しては，その都度，政府が時間をかけてコミュニティと対話

する，というやり方がとられてきた．このため，欧州諸国と比較して，移民受け入れの影

響に関する国民の意識がオーストラリアでは肯定的であり，カナダと同水準であるという

調査結果も出ている（表7）．また，南オーストラリア州の都市部および農村部に居住す

る6,088人を対象にした調査では，87.7％の住民が「文化的多様性は地元のコミュニティ

に好ましい影響をもたらす」と受け止めていることが示されている（Governmentof

SouthAustralia2008）．白豪主義から「多文化政策」（'MulticulturalAustralia'）への

転換において最も重要な要因として明らかなのは，この変化が段階を踏んで進められてき

たという事実であり，決して，突然180度の政策転換が行われたということではない．ま

た，この変革は多くの漸新的な変化を通じて達成されたものであり，決して，一回でまと

めて起こったものではない．こうした一つ一つの変化を実施していく際に，政府はコミュ

ニティとの対話を重視してきたが，それは，国民の教育水準が上昇し，多文化政策がもた

らす利益がオーストラリア社会や経済において明白なものとなり，より多くのオーストラ
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表７ 「移民の受け入れが国にとってマイナスの影響をもたらす」

と考えている人の割合：2011年

国 ％

ベルギー 72

南アフリカ 70

ロシア 69

イギリス 64

トルコ 57

アメリカ合衆国 56

イタリア 56

スペイン 56

インド 43

カナダ 39

サウジアラビア 38

スウェーデン 37

オーストラリア 31

ブラジル 30

インドネシア 30

出所：IpsosMORIGlobalAdvisorSurvey,June2011



リア人が多様な文化的背景をもつ人々と直接に交流するようになるにつれて，コミュニティ

の態度も変化してきたためである．

オーストラリアの移民政策が成功した別の要因として，その「柔軟性」が指摘できる．

オーストラリアへの入国および滞在に必要なビザは小分類も含めて200種類以上になるが，

このビザの種類は内外の情勢および諸要因により常に変更が加えられてきた．この「柔軟

性」を顕著に示すのが，多岐にわたる短期滞在ビザの導入である．第二次世帯大戦後の約

50年間にわたって，オーストラリアの移民政策の関心は，「永住」移民の獲得のみに焦点

があてられており，海外から短期滞在労働者あるいは契約労働者を受け入れるプログラム

の導入に根強く反対する政治勢力が存在していた．しかしながら，高度専門職労働者の国

際的な獲得競争においては，「永住」移民にほぼ限定されていた受け入れ政策のもとでは

迅速に対応することができず，この制度があまりにも硬直的であるというオーストラリア

国内の雇用主の不満が高まっていった．こうした背景から，1997年にいわゆる「457就労

ビザ」（457TemporaryBusinessEntryVisa）が導入されたのである．この「457就労

ビザ」は米国の「H-1Bビザ」に類似するものであるが，申請に際しては雇用主が主体と

なり，発給数にも上限が定められておらず，その審査に際しては永住プログラムよりも技

能に焦点が置かれているのが特徴である．これまでの研究によると，この「457就労ビザ」

の導入が大きな成功を収めたことが示されている（Khoo,Voight-Graf,McDonaldand

Hugo2007）．しかしながら，近年，とりわけ地方において雇用主が「457就労ビザ」に

よる外国人労働者の受け入れ制度を悪用して，オーストラリア人労働者を故意に排除して

いるのではないかという訴訟もあり，制度の運用実態が厳格に監督されるようになったの

も事実である．また，この制度によって入国し，雇用された労働者は，その英語能力の不

十分さゆえに，低賃金のみならず，健康上および安全上も好ましくない環境での就労を受

け入れやすい傾向にあるという問題が，オーストラリア国内の労働組合によって指摘され

ている（AustralianManufacturingWorkersUnion2006）．実際，「457就労ビザ」の

運用をめぐっては，その改善のための勧告が国会の調査報告書によって出されている

（JointStandingCommitteeonMigration2007）．こうした課題にもかかわらず，「457

就労ビザ」の発給数は増加し続け，2007年-8年の新規申請数は61,390件，2008年中旬には

134,238人の外国人が「457就労ビザ」によってオーストラリア国内で就労していた（図6）．

世界金融危機の影響で，2008年-9年の新規申請数は54,810に減少したが，2013年には危機

以前の水準を上回った．
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政治の関わり方もまた，オーストラリアの移民政策の成功に貢献してきた．オーストラ

リアの政府機構は，連邦，8つの州および特別地域，667の基礎自治体からなる三層構造

であり，1901年の連邦成立以来，移民の受け入れおよび定住に関連する政策やプログラム

については，その大部分が連邦政府の所管となっている．オーストラリア連邦憲法第51条

第27項により，移民に関する法令を制定する権限は連邦議会に与えられている．連邦政府

が成立する以前は，各州（当時はそれぞれが独立した植民地）はそれぞれ移民管理を行い，

（イギリス連邦との協力のもと）独自の移住補助や定住支援を実施していたが，第一次世

界大戦終結後は，連邦政府が移住・定住の権限を持つこととなった（Jupp2002,67-68）．

人口政策の概要は，選挙で選ばれた連邦政府によって定められる．オーストラリア国内

の主要政党は，いずれも，移民の規模・種類・構成に関する指針（ステートメント）を策

定しており，国政選挙に際して発表される公約に反映される．選挙で勝利した政党にとっ

ては，この公約の内容が，政権によるその後3年間の移民政策ならびに中・長期的に検討

すべき内容の基底を成すことになる．近年，難民申請者の受け入れに関しては若干の相違

があるものの，戦後の期間の大部分を通じて，基本的な移民政策に関しては主要政党間で

顕著な違いはみられず，実際に，移民受け入れに関わる政策や法令の多くが，二大政党間

の合意によって成立してきた．

加えて，移民の受け入れに関する政治的権限は連邦政府にあるものの，特に移民の定住

に関連する政策決定過程においては，州・特別地域レベルの政府や，より少ない程度では

あるが基礎自治体による一定の関与が認められている．こうした地方政府の取り組みは多
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図６ オーストラリアにおける短期移住者数の推移：1986-87年～2012-13年
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岐にわたるが，現在ではほとんどの州・特別地域の政府内に，移民や多文化主義に関する

部局が設置されている．こうした地方政府との連携における顕著な成果の一つが，「州・

特別地域移住制度」（StateSpecificandRegionalMigrationSchemes:SSRM）である

が，今やオーストラリアへの高度技術者・専門職移民の5分の1がこの制度によって受け

入れられている．この制度では，経済的に停滞していると認定された特定の地域における

雇用主，地方政府，そして家族が保証人となることにより，いわゆる「ポイント制」にお

いて要求される基準点の適用が緩和されることになっており，対象となるビザのカテゴリー

も多岐にわたる（Hugo2008）．

図7は，2010年から11年時点での州・特別地域ごとの移民の構成をSSRMの適用によ

る移民とそれ以外のグループに分類したものであるが，この制度の影響がはっきりと見て

取れる．たとえば，過去数十年間におよぶ経済的低迷が続いている南オーストラリア州は，

このSSRMの活用に非常に積極的であることがわかる（Hugo2008）．一方で，オース

トラリアにおける海外からの移住者の最大の目的地であるニューサウスウェールズ州にお

いては，この制度を通じて受け入れられた移民がほとんどみられない．実際，この制度が
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図７ 「州・地域特定移住制度（SSRM）」適用による新規永住者の地域的分布：2010-11年
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導入された影響で，オーストラリアにおける総移民受け入れ数における，ニューサウスウェー

ルズ州の割合は低下してきているのである．

オーストラリアの移民政策に成功をもたらした要素として忘れてはならないのが，社会

的な一体性（socialcohesion）である．オーストラリアにおいては社会的一体性と移民の

適応に関する議論が繰り返し起こってきた．移民の定住に関する政策上の分岐点となった

のは，1978年に発表された「ガルバリー・レポート」（GalballyReportonMigrantServ-

icesandPrograms）である．これは，政府による定住政策を，戦後の約30年間に渡って

支配的であった「るつぼ」（meltingpot）型の同化志向から，多文化主義へと転換するこ

とを提言したものであった．そこには，民族的差異を考慮した福祉やメディア・サービス

の拡充および移住者による文化・言語の保護に関する提言が含まれたが，この報告書の内

容は，それ以降のオーストラリアにおける定住施策の基礎となった．多文化主義にたいす

る政府およびコミュニティの態度については，それ以降も時々の変化がみられたが，この

報告書の内容は，今日でも有効な以下のような指針を示すものであった（Jupp2002,p.87）．

● 社会の構成員は，すべて平等に自らの潜在能力を発揮するとともに，種々の制度や

サービスに等しくアクセスできなければならない．

● 何人も，いかなる偏見や不利を被ることなく自らの文化を保持することができると

ともに，他の文化の理解と包摂が奨励されるべきである．

● 移住者のニーズは，一般的にはコミュニティ全体に開かれたプログラムとサービス

によって対応されるべきであるが，現時点においては，アクセスと供与を平等に行

き渡らせるために，特定のサービスやプログラムも求められている．

● サービスとプログラムは，その対象者のニーズをくまなく反映することを目的とし

て設計・運用されるべきであるが，移住者の自立の早期達成を促進するという視点

からは，自助努力も最大限に奨励されるべきである．

このように，オーストラリアにおける多文化主義は，定住や言語的保護よりも，支援サー

ビスの供与に重点が置かれているという点において，特徴的な形態を採ってきたといえる

（Jupp2002;JuppandClyne2011）．

他の国や地域でもみられるように，過去20年間，オーストラリアの多文化主義は試練を

経験しているが，とりわけ1996年～2007年のジョン・ハワード首相率いる保守政権時代に，

それは顕著であった．JuppandClyne（2011）は，多文化主義に対して異議が唱えられ

るようになった背景として，以下のような状況を指摘している：

● 自由民主主義とイスラム原理主義の対立

● 貧しい国や地域からの移民が一貫して増え続けており，しばしばその流入が制御さ

れているとは言えない状況
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● 世界金融危機といった経済的・社会的問題の発生

● 移民の集住地区における貧困と混乱

● 「ヨーロッパ的」文明や文化がその優位性を失いつつあるという認識

● 急速に変化する社会構造と意識がもたらす不安感

結果として，「統合」（integration）というフレーズが政府によって強調されるように

なったが，その到達点は，オーストラリアの市民権を申請した移住者に課せられる「市民

権テスト」（citizenshiptest）の導入であった．

オーストラリアは，民族的差異を背景とした暴力とは比較的無縁の社会であるといえる

が，近年では，次のような事件も経験している．2005年に，シドニー郊外のクロヌラ・ビー

チで，オーストラリア国旗を振った若者の集団が，外見から「中東出身者とみられる」人々

を襲撃するという「クロナラ暴動」が発生した．また，2009年にメルボルンで発生した一

連のインド人学生暴行事件の背景には，民族的要因が存在していると言われている．現政

権においては，多文化主義政策へのコミットメントが再確認されており，各州・特別地域

の政府は多文化主義に関する専門機関および「移住者情報センター」（MigrantResource

Centres）が設置されている．したがって，その試練にもかかわらず，多文化主義は，オー

ストラリア政府による定住政策の根底にあり続けているといえる．

まとめ

今日のオーストラリアの経済，社会，人口，文化における移民の影響については，いく

ら強調しても強調し過ぎるということはない．オーストラリア以上に移民による影響を受

けている国は限られている一方で，この国ほど移民の受け入れを高度に管理している国は

他にほとんどないといえる．経験豊かな専門家，進歩する科学技術の活用，包括的かつ目

的に合致したデータを迅速に収集するシステムといった複合的な移民受け入れに関する諸

制度を備えている．他の国と同様に，移民排斥的な要素が国内の政治システムおよび社会

の一部に存在するのも事実であるが，かつて総人口の95％以上を占めたイギリスおよびア

イルランド系の割合が，一世代の間に4分の3以下に低下するという転換を経験した社会

なのである．戦後の移民受け入れが無く，文化的多様性を欠いていたと想定すると，オー

ストラリアの人口は現在の規模よりも1,000万人以上少なかったであろう．現在，総人口

の2.3％が先住民族を祖先にもち，イギリスおよびアイルランド系以外の割合は27.5％で

ある．2011年のセンサスでは，10,000人以上が該当する出生国・地域は67にのぼり，家庭

内で英語以外の言語を話す人口は全体の19.2％となった．第二次世界大戦後の計画的な移

民受け入れ政策が，オーストラリア社会を変容させたといえる．

民族的差異に起因する暴力事件が例外的にではあるが発生し，職場や社会における人種

差別主義的な風潮が残存しているのも事実であるが，バランスのとれた戦後オーストラリ

アの移民受け入れが大きな成功を収めたということについては議論の余地はない．日本の
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ような他国が，オーストラリアの経験から抽出できる教訓とはいかなるものであろうか？

本稿では，日本に関連すると思われる，あるいは関連しないと思われる様々な教訓につい

て多面的に提示してきたが，最も重要なメッセージは，筆者自身の人生における経験に要

約できる．筆者は，南オーストラリア州アデレードの西部郊外に生まれたが，当時その町

に住んでいた移住者はごくわずかで，住民の95％以上がイギリス系によって占められる極

めて単一文化的な土地であった．しかしながら，筆者の子どもたちが成長する頃になると

その環境は大きく変化し，住民の半分以上が移民か，いずれかの親が移民であるという状

況であり，外国生まれの友人も多かった．子供たちの食生活は多様な文化の影響を受け，

アジア生まれの親戚も加わり，アジアの言語を学んだりもした．それでも，オーストラリ

ア社会は，その成立以来の基礎の大部分を保持しており，社会的な一体性も強固なままで

ある．ここに，暴力や文化の破壊はみられない．
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「国際人口移動の新たな局面～『日本モデル』の構築に向けて」

日本の国際人口移動

―人口減少問題の解決策となりうるか？―

石 川 義 孝*

Ⅰ はじめに

多くのOECD諸国では，少子高齢化やそれに起因する人口減少の問題，あるいはその

可能性を抱えており，出生率の回復や国際人口移動に大きな関心が向けられてきた

（CoulmasandL�utzeler2011;OECD2013;Barriga2013）．日本も例外ではなく，1970

年代中期からの出生率の長期的な低下により，少子高齢化が進んだ結果，総人口が2008年

にピークに達し，人口減少が始まった．国立社会保障・人口問題研究所（2012）による長

期推計によれば，今後，減少幅が年ごとに大きくなっていく．こうした中，人口減の解決

策としての国際人口移動に寄せる期待が大きくなっている（毛受 2011;北脇 2011;坂中

2012）．

少子高齢化による人口減少の解決策として，UnitedNations（2001）が提起した補充

移民の考えがある．が，この報告が出た直後の反応は，この報告が，数合わせを中心とし

た短絡的な議論をしている，具体的に示された移民数が巨大で非現実的である，出生率の

回復が困難との前提にたった「第2の人口転換」論や新古典派経済学的視点で国際人口移

動をとらえている，などといった意見が多く，評価は概して冷ややかで批判的であった

（例えば，柳下 2001;河内 2002）．とはいえ，この報告書が刊行された当時，日本の総人

口は依然増加を記録しており，それがこの補充移民論に対し距離をおいた，否定的な反応
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本稿では，わが国の国際人口移動，とりわけ外国人の流入が，人口減少国となった日本にとって

果たす役割を念頭に置き，国際人口移動の推移を概観し，国内における人口減少の地域差に言及し

た後，具体的に，国際結婚による流入，高度人材の優遇制度，国際人口移動の地方圏への誘導政策，

の3つのテーマを取り上げ，人口減少問題の緩和にどのように貢献するのかを検討した．全国レベ

ルでみると，日本人の減少分の一部を国際人口移動が補完しているが，地域レベルでみると，東京

圏への外国人の集中が目立つ．その一方，地方圏に位置し，1980年代以降人口減が深刻化している

諸県での補完はほとんど見られず，地域格差の拡大が懸念される．人口減少をいかにして国際人口

移動によって補完するかは，21世紀の日本にとって最大級の政策課題であるが，外国人の円滑な定

住や永住のためには，国による包括的な社会的統合政策の推進が不可欠である．

*京都大学大学院文学研究科



の一因となったように思われる．

しかし，2008年に日本の総人口がピークに達して，その後減少が始まり，この問題の厳

しさが次第に広く認識されつつある．これまで出生率の回復に多大な政策的努力が払われ

てきているにもかかわらず，近年の合計特殊出生率はわずかな上昇を示しているにすぎず，

この点に大きな期待を寄せることは難しく思える．既に始まった人口減少を止めることは

きわめて難しいが，その減少幅を緩やかにすることは可能であり，その方策としては，国

際人口移動以外に有力な選択肢が見つからないという現状にある．本稿の副題を，「人口

減少問題の解決策となりうるか？」としているのは，こうした問題意識に基づいている．

さらに，この問題を考える場合，人口減少が日本国内で顕著な地域差を伴って進行してお

り，特に国土の周辺部で，人口減関連の諸問題が深刻化していることを斟酌しつつ，わが

国の国際人口移動を考察する必要がある．

以上を踏まえ，本稿では，わが国の国際人口移動，とりわけ外国人の流入が，人口減少

国となった日本にとって果たす役割を念頭に置き，国際人口移動の推移を概観し，国内に

おける人口減少の地域差に言及した後，具体的に，国際結婚による流入，高度人材の優遇

制度，国際人口移動の地方圏への誘導政策，の3つのテーマを取り上げて，人口減少問題

の緩和にどのように貢献するのかを検討する．これらの3つは，それぞれ，既に実績のあ

る流入，政策変更によって流入促進をめざそうとしている流入，従来全く試みられていな

いが今後導入を検討する必要のある誘導政策による流入，にあたっている．以下，まず，

ストックベースの日本の国際人口移動を概観し，人口減少の地域差の現状について述べた

後，これらの3テーマについて順次論じる．なお，本稿では主に，都道府県間における，

特に人口減少の程度の差異に言及するさいに「地域差」，人口のみならず社会経済的な様々

な面での差異を念頭に置く場合に「地域格差」という語句を用いている．

Ⅱ 日本の国際人口移動の推移

国際人口移動は，国境を越える人の移動と定義される．が，その実態は多様であるうえ

（Barriga2013），そうした実態を正確に把握できる統計資料が揃っているとは言い難い

ため，国際人口移動の正確な把握は容易とは言えない．国内人口移動と比較すると，国際

人口移動の研究には，次のような難しさがある．

国際人口移動にはしばしば，密航者や不法滞在者などが含まれるが，彼らは公式の統計

には現れないか，あるいは現れにくい．さらに，人の国際移動の場合には，移動先の国に

おける住所や滞在先が一時的・暫定的であることが珍しくないので，それが居住地の明確

な変更を伴っているかどうかの判断が簡単ではない．このため，国際移動の研究では，移

動先の国における滞在期間について一定の条件をつけることはあまりないし，居住地の変

更がないと思われるような，短期間の空間的な流れも含めて議論することが少なくない．

そのため，国際人口移動には，居住地変更を特に問題にしない人の流れと，変更があると

想定しうる流れの二つのケースを考え得る．ここでは，前者をフローベースの移動，後者
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をストックベースの移動と呼んでおきたい．ちなみに，日本の公的統計では，国内ないし

は海外の移動先での滞在期間が3ヶ月未満の人を短期的な移動者とみなし，それ以上の滞

在期間のある人のデータが詳しく掲載される．この基準を踏まえると，移動先の国で3ヶ

月以上滞在する場合に，居住地変更があったとみなしていいことになる．なお，日本やい

くつかの海外の国や地域における国際人口移動の現状と課題については，吉田・河野

（2006）を参照いただくと，有り難い．

フローベースの国際人口移動については，『出入国管理統計年報』を用い，日本の出入

国者数の変化を把握できる．しかし，これに該当する移動者の大半は国際観光客と考えら

れるので，フローベースの国際移動についての記述は，紙幅の制約から割愛したい．

図1は，ストックベースの国際人口移動のデータとして，1975年以降を対象に，『在留

外国人統計』に記載された日本在住の外国人と，『海外在留邦人数調査統計』に記載され

た海外在住の日本人の数を示したものである．海外在留日本人は，日本企業の海外展開が

見られ始めた1970年代以降，徐々に数が増え，2010年において114万人に達している．そ

れに対し，在留外国人は1975年から1985年までは75万人から85万人へと，ゆるやかに増加

していた．しかし，日本経済が好景気に沸いた1980年代後半に労働力不足が生じ，それを

埋めるために外国人労働力が大量に流入することになった．1980年代前半以前に外国人の

流入が少なかったのは，国内の農村部に余剰労働力が大量に滞留しており，これが，外国

人労働力に代わる役割を担ったからと考えられる．1990年代以降は不況になったが，外国

人の流入はやむことなく続いた．外国人の出身国と日本との間に大きな賃金格差があるた

め，日本で就労するメリットが広く知られるとともに，いったん流入した外国人の間で社

会的ネットワークができあがったからである．2010年における在留外国人は，213万人で

ある．

ストックベースからみた以上の日本の国際人口移動に関連し重要なのは，わが国の総人

口が2008年の1億2,808万人をピークとして，以降減少が始まり，今後減少幅が次第に大
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図１ 国際人口移動（ストックベース）の推移（1975～2010年）

資料：『在留外国人統計』，『海外在留邦人数調査統計』



きくなっていくこと（国立社会保障・人口問題研究所 2012），および，これはあくまで全

国レベルのことであり，国内には，人口減少に関し大きな地域差があることである（国立

社会保障・人口問題研究所 2013）．特定の国を対象とした国際人口移動は，様々な観点か

ら論じることができようが，日本に視点を限定すると，このような減少が日本在留外国人

の増加によってどの程度補完されるか，を論じることが重要であろう．

なお，日本を舞台とした国際人口移動に関する今後の見通しを描くのは，必ずしも容易

でない．日本における在留外国人の数が2007年までは増加を続けてきたが，2008年に発生

した世界経済危機と2011年に発生した東日本大震災の影響が，依然残っているからである．

とはいえ，2009～2012年に減少を続けていた在留外国人の数は，2012～2013年に約3.3万

人の増加を記録した．直近のこの変化や，現代世界におけるグローバリゼーションの進展

を念頭に置くと，わが国を舞台とした国際人口移動も今後増え，外国人流入が再度活発化

する可能性が大きいように思われる．

Ⅲ 人口減少の地域差と外国人の流入

次ぎに，国内における人口減の地域差に目を向けたい．この点で注目されるのは，1980

年代に東京が世界都市化の動きを示し，国内移動に対する東京の吸引力が高まり，地方圏

では転出が加速したことである（IshikawaandFielding1998）．この結果，東京圏と大

阪圏・名古屋圏の間に格差が生じることになった．

表1は，1975年以降の国勢調査実施年における全国および都道府県の人口を，ピーク時

の人口を100.00とする指数で示したものである（100.00には網かけをしている）．三大都

市圏に含まれる埼玉，千葉，東京，神奈川，岐阜，愛知，三重，京都，大阪，兵庫，奈良

の11都府県のうち，埼玉・千葉・東京・神奈川の東京圏と愛知・滋賀・大阪では，ピーク

が2010年となっているが，それ以外の府県のピークは，2000年あるいは2005年となってい

ることから，東京圏の人口増の傾向が明らかである．地方圏に目を向けると，とりわけ東

北，中国，四国，九州に位置する諸県では，東京の国内移動に対する吸引力が強化される

直前の1985年に人口がピークとなり，その後減少が始まった県が少なくない．

つまり，全国の人口は，2009年から減少し始めたが，一部の県では人口減はずっと早く

始まっている．地方圏では，人口再生産に必要な後継者が充足されず，死亡が出生を上回

る自然減少が進行しており（丸山・大江 2008），人口減関連の諸問題は，限界集落が多数

見られることをはじめ，かなり深刻な状態に至っている（作野 2011）．地方圏における若

年（20歳代～30歳代）の女子人口の流出が現状のまま進むと，消滅の可能性のある自治体

が多数にのぼる，という予測もある（増田・人口減少問題研究会 2013）．これは，地方圏

の衰退が国立社会保障・人口問題研究所による将来推計よりずっと早くなることを意味し

ている．こうした厳しい状況を念頭に置くと，日本全体にとってのみならず，地方圏に位

置する県にとって，その人口減を国際人口移動が補完できるのかどうかを，検討する必要

がある（鈴木 2011）．
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表１ 全国および都道府県別の人口の推移（1975～2010年）

1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010

全国 87.41 91.41 94.53 96.53 98.06 99.12 99.77 100.00

北海道 93.78 97.96 99.77 99.14 100.00 99.84 98.87 96.73

青森 96.34 99.96 100.00 97.27 97.19 96.80 94.24 90.09

岩手 96.65 99.18 100.00 98.84 99.02 98.78 96.61 92.78

宮城 82.66 88.04 92.01 95.06 98.45 100.00 99.78 99.27

秋田 98.07 100.00 99.78 97.67 96.57 94.63 91.15 86.41

山形 96.72 99.23 100.00 99.74 99.63 98.61 96.40 92.65

福島 92.36 95.39 97.50 98.62 100.00 99.69 98.02 95.10

茨城 78.45 85.68 91.27 95.30 98.99 100.00 99.65 99.47

栃木 84.20 88.87 92.53 95.96 98.40 99.41 100.00 99.56

群馬 86.75 91.29 94.88 97.11 98.95 100.00 99.96 99.17

埼玉 67.01 75.34 81.50 89.03 93.95 96.43 98.05 100.00

千葉 66.75 76.18 82.82 89.37 93.27 95.33 97.43 100.00

東京 88.71 88.29 89.89 90.09 89.47 91.68 95.57 100.00

神奈川 70.71 76.53 82.14 88.20 91.13 93.83 97.16 100.00

新潟 96.12 98.51 99.60 99.45 100.00 99.49 97.71 95.42

富山 95.34 98.25 99.58 99.74 100.00 99.80 98.99 97.34

石川 90.59 94.78 97.57 98.62 99.92 100.00 99.41 99.05

福井 93.32 95.83 98.64 99.35 99.77 100.00 99.11 97.27

山梨 88.16 90.55 93.77 96.04 99.30 100.00 99.59 97.17

長野 91.08 94.08 96.47 97.36 99.04 100.00 99.14 97.17

岐阜 88.63 93.00 96.24 98.05 99.65 100.00 99.98 98.72

静岡 87.25 90.89 94.26 96.80 98.56 99.34 100.00 99.28

愛知 79.93 83.95 87.11 90.28 92.68 95.04 97.89 100.00

三重 87.09 90.36 93.59 96.01 98.63 99.48 100.00 99.34

滋賀 69.86 76.55 81.93 86.65 91.23 95.18 97.84 100.00

京都 91.58 95.46 97.69 98.29 99.32 99.88 100.00 99.56

大阪 93.39 95.58 97.78 98.53 99.23 99.32 99.46 100.00

兵庫 89.30 92.03 94.41 96.68 96.62 99.28 100.00 99.96

奈良 74.68 83.82 90.44 95.33 99.17 100.00 98.51 97.08

和歌山 98.61 99.98 100.00 98.82 99.38 98.41 95.29 92.18

鳥取 94.36 98.08 100.00 99.95 99.82 99.56 98.54 95.56

島根 96.76 98.76 100.00 98.29 97.08 95.83 93.40 90.28

岡山 92.70 95.59 97.94 98.40 99.67 99.67 100.00 99.39

広島 91.83 95.05 97.83 98.89 100.00 99.90 99.82 99.27

山口 97.10 99.09 100.00 98.19 97.12 95.40 93.19 90.62

徳島 96.44 98.85 100.00 99.61 99.71 98.71 97.01 94.08

香川 93.60 97.36 99.57 99.65 100.00 99.60 98.58 96.97

愛媛 95.77 98.47 100.00 99.02 98.48 97.59 95.94 93.56

高知 96.26 98.99 100.00 98.24 97.25 96.92 94.82 91.03

福岡 84.64 89.78 93.05 94.86 97.27 98.89 99.57 100.00

佐賀 94.73 97.88 99.51 99.27 100.00 99.13 97.97 96.10

長崎 98.62 99.79 100.00 98.05 96.92 95.14 92.76 89.51

熊本 92.23 96.26 98.81 98.95 100.00 99.98 99.06 97.72

大分 95.21 98.30 100.00 98.94 98.49 97.67 96.75 95.71

宮崎 92.28 97.94 99.98 99.41 100.00 99.51 98.06 96.55

鹿児島 94.76 98.10 100.00 98.82 98.62 98.18 96.37 93.79

沖縄 74.85 79.45 84.66 87.76 91.43 94.64 97.76 100.00

ピーク時の人口を100.00とする指数で示している．資料：『国勢調査』



1980年後半以降，ヒトのみならず，モノ，カネ，情報の東京圏への一極集中が強まって

いる．日本では，三大都市圏とそれ以外という2大区分がよく使われるが，前者を中心部，

後者を周辺部と呼ぶことも可能である（本稿では，周辺部＝地方圏としている）．人口減

少時代を迎えた日本においては，中心部vs周辺部あるいは東京圏vs非東京圏の格差の拡

大が懸念されるが，国際人口移動がこうした問題の是正にどの程度貢献するのか，が問わ

れねばならない．日本の人口減少が間近となった世紀の代わり目の頃から，それまでの国

土政策の重要なスローガンであった「国土の均衡ある発展」は影を潜め，「地域の自律的

発展」が唱えられるようになった（近藤 2011）．こうしたスローガンの転換はやむを得な

い面があるが，拡大しつつある地域格差の是正に対して，外国人が貢献しうるのか否かが，

重要な検討課題となる．

この意味で，外国人の分布や移動が重要な関心事となる．一般的に，移民は特定の国の

主要大都市に集中することが知られており（山下 2008），日本でも同様の傾向がある．す

なわち，2013年の時点で，登録外国人総数206.6万人のうち，19.7％が東京都に，38.9％が

南関東の1都3県に集中している．しかし，興味深いことに，一部のOECD諸国におい

て近年，国土の周辺部や農村部へ移民の分散が進行しているとの報告がある（Hugoand

Mor�en-Alegret2008;ParradoandKandel2008）．

近年の日本における日本人と外国人の分布変化や移動は，上述した格差拡大と表現でき

る状況の是正に貢献しているのであろうか？ この点を確認するために，2005～2010年に

おける日本人と外国人の全国および都道府県別の増減数を図2にまとめた．
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図２ 日本人と外国人の増減数（2005～2010年）

資料：『国勢調査』



この期間において，全国で，日本人は37.1万人の減少を示したが，外国人は9.3万人の

増加を示した．単純な言い方をすれば，全国レベルでは，外国人の増加は日本人の減少分

のほぼ4分の1を補完したことになる．都道府県別にみると，日本人は8都府県（南関東

の1都3県と愛知は，いずれも6万人以上）で増加しているに過ぎず，それ以外の39道府

県では減少を記録している．それに対し，外国人は29都道県で増加しているが，多くは

1,000人以下の微増にとどまっている．5,000人以上増加したのは，東京，神奈川，愛知，

埼玉，千葉の1都4県にすぎない．外国人の東京圏集中が顕著であり，人口減少を記録し

ている諸県での補完は，ほとんど観察されない．つまり，外国人の増加は人口減少の目立

つ地方圏の諸県においてこそ必要であるが，こうした補完はほとんど見られない．

また，外国人の移動の動向についても，確認しておきたい．1995～2000年および2005～

2010年の2つの期間における外国人の新規流入移動や国内移動のさいの目的地選択では，

東京圏指向が顕著であった（リャウ・石川 2007;石川・リャウ 2007;石川ほか 2014）．

とはいえ，1995～2000年には，愛知，静岡，岐阜，三重，長野など，名古屋大都市圏やそ

こに隣接した製造業の活発な地域も，外国人の重要な吸引地であったが，2005～2010年に

は，愛知を除き，それ以外の県では吸引力が弱まった．2008年からの世界経済危機による

不況が，日系ブラジル人を直撃し，2010年までにその影響から回復していないからである．

その結果，東京圏が目的地として選択される傾向が強まることになった．要するに，残念

ながら，外国人の目的地選択が国内の地域格差を是正する方向に展開してきたとは言えな

い．

Ⅳ 国際結婚による流入

現代の日本では，国際結婚によって外国人が流入し，日本人の配偶者という在留資格で

定住する事例が多数見られる．その意味で，国際結婚は，わが国の国際人口移動の重要な

一角を占めている．国際結婚による外国人の流入は，人口減少時代を迎えた日本にとって，

貴重で歓迎すべきことである．

周知のように，外国人の流入が顕著になり始めた1980年代から，国際結婚（配偶者の一

方が日本人で，もう一方が外国人）による外国人の流入も増加するようになった．図3は，

『人口動態統計』から作成したものであり，1976年以降の国際結婚件数の推移を示してい

るが，とりわけ1980年代後半から増加傾向が顕著になった．特に，夫が日本人で妻が外国

人というカップルが，その逆のカップルよりずっと多い．ちなみに，2012年における国際

結婚件数23,657件のうち，前者が72.1％を占めている．

国際結婚の発生件数は三大都市圏（11都府県）で全国の69.8％を占め，地方圏で少ない．

特に東京圏での件数が目立っており，全国の42.8％を占めている．しかし，地方圏（特に

中山間地域）の自治体における国際結婚は，数の点では少なくとも，当該自治体の人口が

少ないため，比率という点では高く現れがちな点が注目される．地方圏における外国人の

性比は一般的に低く，25以下（男性1名に対し女性4名以上）の数値を示す自治体さえ少
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なくない（神谷 2011:9）．これは，外国人の女性が男性よりずっと多い状態を意味して

いるが，その具体的な理由としては，日本人男性との国際結婚による外国人女性の流入を

想定するのが妥当であろう．地方圏の多くの自治体では，全国の総人口が減少に転じるずっ

と前から人口減少が始まっているケースが多く，国際結婚は外国人の流入と子供の誕生と

いう形で，人口の急減に対する歯止めの役割を果たしてきた．ここに，現代日本（とりわ

け地方圏）に対して持つ国際結婚の重要な意義がある．国際結婚がなければ，地方圏の人

口減は現状以上に進展し，これに関連する問題が一層深刻化していたはずである．

以上のような重要な意義にもかかわらず，国際結婚には問題もある．第一に，新郎・新

婦のエスニックな背景が大きく異なる場合が珍しくなく，それに起因するストレスや不和

から離婚率が高くなりがちなことが指摘されている（落合ほか 2007:311-313）．第二に，

国際結婚は，一定期間の恋愛関係の結果としてではなく，仲介業者の斡旋によって実現す

ることが多い．ちなみに，夫日本人，妻外国人という国際結婚の少なくとも3分の1が業

者婚であるという推定もある（Ishikawa2010）．しかし，悪質な業者も見られ，それが

国際結婚の全般的評価を悪くすることにつながっている．

さらに，図3に明らかなように，2007年からは国際結婚件数が減少傾向にある．国際結

婚の件数は，1980年代から2006年（44,701件）までほぼ一貫して増加してきた．しかし，

2007年からは減少に転じ，2012年には，ピーク時の52.9％にあたる23,657件にまで減少し

ている．この減少に関し，Takeshita（forthcoming）は，法務省が2006年から歌手やダ

ンサーなどに対する在留資格「興行」の発給を厳格化したこと，警察庁が2007年から偽装

結婚を斡旋する悪質な国際結婚仲介業者の摘発を強化したこと，近年におけるアジア諸国

の経済成長や日本における2008年以降の不況，の3つを原因として挙げている．これらの

うち，警察庁による摘発の強化は，上述した業者を利用した国際結婚の悪評を取り除く有

効な措置と考えられる．
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図３ 国際結婚件数の推移（1976～2012年）

資料：『人口動態統計』



国際結婚は，基本的に，日本人の男女人口の不均衡から生じている（竹下 2000:122-

124）．もしこの不均衡が緩和されつつあるならば，族内婚としての日本人同士の結婚が生

じやすくなり，少子化動向の顕著な日本にとって明るい材料となる．こうした観点から，

男女人口の不均衡に基づいた結婚難の地域的パターンに関する既往研究が，参考になる．

例えば，鈴木（1989）と同様の方法を用いて，石川（2003）が1985～2000年を対象に，全

国および都道府県別に初婚・再婚を念頭に置いた結婚難の程度の変化を分析しているが，

それによると，全国および34県で男子の結婚難が深刻化している．東西で比較すると，東

日本で事態が厳しく西日本で緩い．この東西差は，鈴木が対象とした1980・85年と同様で，

変化していない．また，特定の県の内部では，県庁所在都市の都市圏を中心に，女子人口

が比較的多く，男子の結婚難はさほど厳しくならない．男子は都道府県間移動をする割合

が高いが，女子は県内移動をする割合が高いからである（Liaw 2003）．一方，県庁所在

都市やその周辺から遠い中山間地域では，男子人口の滞留が多く，彼らの結婚難が著しい．

つまり，東西日本の差のみならず，県という空間的スケールでのこのような地域差も注目

される（石川 2007）．

問題は，こうした異なる空間的スケールにおける重層的な結婚難の地域差が，固定的で

解消される見込みがないように思えることである．その結果，日本人同士の結婚が増える

ことはなく，族外婚としての国際結婚が今後も継続していくと考えざるを得ないように思

われる．つまり，こうした結婚難の地域的パターンが存在する限り，国際結婚の需要が弱

まることはなく，今後も一定数が発生し続けると考えるべきであろう．しかも，かつては

東北の農村部などに多かった国際結婚は，いまや大都市圏を含む全国に拡散しつつある

（Kamiyaforthcoming）．以上を念頭に置くと，国際結婚件数の減少はいずれ下げ止まる

と予想される．

なお，既往研究では，新規流入外国人（特に女性）が国際結婚を有力な入国戦略として

いるという見方の妥当性や，特に東北地方への女性流入者の移動に関連する一要因として，

直系家族制度による外国人花嫁需要の重要性について，確認されている．ただし，日本を

舞台とした国際結婚に関しては，かつては，こうした文脈での理解もあり，国際結婚によっ

て東北などの農村部に流入するアジアから移住する外国人花嫁を，「犠牲者」とみるステ

レオタイプ的な見解が支配的であった．しかし，過去10年間に，結婚移住女性からの詳細

な聞き取りを踏まえ，彼女たちを潜在的能力が豊かで多様性に満ちた主体的な行為者とみ

る研究が増え，上述のような見方は否定されつつある（Takeshitaforthcoming）．

本稿との関連では，地方圏に結婚移住した外国人女性たちの満足度や，定住あるいは大

都市圏への転出の希望などが重要な関心事となるが，カップルごとにあるいは彼らを含む

世帯ごとに事情は多様であり，単純な要約が難しい．ただし，円滑な定住や永住を促すた

めの支援策は，一部の地方自治体では既に開始されているが，必ずしも充分とはいえず，

一層の支援や，さらに，国としての社会統合策が必要であることについては，至る所で指

摘されている（例えば，武田 2011:83-86；賽漢卓娜 2011:185-192；Hanaokaand

Takeshitaforthcoming;Kamiyaforthcoming）．
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Ⅴ 高度人材導入の優遇制度

周知のように，日本政府の公式のスタンスは，熟練労働力は受け入れるが，未熟練労働

力は受け入れない，というものである．未熟練労働力の受け入れに関しては，「定住者」

や「研修」といった在留資格を通じ，実質的に受け入れが進んでいる，など，問題が指摘

されている．一方，熟練労働力に関しては，受け入れは表明されているにもかかわらず，

現実にはなかなか進んでいなかった．

こうした実態を踏まえ，ポイント制度に基づいた外国人高度人材の新しい優遇制度が，

2012年5月7日に導入された．その後11ヶ月が経過し，この制度の評価や見直しの結果が，

第6次出入国管理政策懇談会・外国人受入れ制度検討分科会（2013）の報告にまとめられ

ている．この制度の導入前の取り扱いでは，就労を目的とする在留資格を有する者が永住

許可を受けるためには，原則として引き続き10年以上わが国に在留していることが必要で

あったが，この優遇措置では，在留歴に係る永住許可要件を緩和し，高度人材としての活

動を引き続き概ね5年行っている場合には，永住許可の対象とする，とされた．

これは，高度人材の認定条件の緩和によって，従来の基準を一歩進めた政策として，評

価できる．この新しい制度による高度人材の登録者数として，開始1年で2,000人という

目標が掲げられていた．しかし，導入から11ヶ月経過した2013年4月6日時点のまとめに

よると，高度人材外国人として認定を受けたのはわずか434人であった．さらに，2014年

1月までの約20ヶ月間でも，認定数は約900人であり，政府が見込んだ認定ペースの3分

の1以下にとどまっている（日本経済新聞の2013年7月1日と2014年5月12日の記事＜電

子版＞による）．これは目標値をかなり下回った数字であり，新しい制度の効果は，残念

ながら顕著とは言えない．熟練労働力の受け入れを謳っている国の実績値としては，かな

り低調と言わざるを得ない．このポイント制度では，高度学術研究分野，高度専門・技術

分野，高度経営・管理分野の3つの活動分野を想定している．ちなみに，各分野ごとの11

ヶ月間における認定数は，高度学術研究分野65人（全体の15.0％），高度専門・技術分野

345人（79.5％），高度経営・管理分野24人（5.5％）であった．

認定者が少ない数にとどまっている理由として，上記の報告は，ポイント計算において

年収の比重が高いことや，潜在的利用者や企業等の関係者への周知が不十分なこと，など

を挙げている．ちなみに，三浦（2013）は，この制度の課題として，政府による周知不足，

ポイント制度の運用改善の必要性，関係省庁の縦割りの影響，日本での就業を促す魅力の

欠落，の4点を挙げている．しかし，高度人材は世界中で需要が大きく，日本より条件の

いい国が少なくないと思われ，彼らの受け入れをめぐって日本は海外諸国との競合を強い

られることを根本的な原因と考えるべきであろう．そのため，日本の高度人材の数を増や

すためには，海外にいる人を呼ぶよりは，日本に既に在住している外国人の応募が増える

ようにするのが望ましいように思われる．こうした観点から，ここでは，日本の大学にき

ている留学生を主要なターゲットとすることの意義を述べてみたい．
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現行の制度では，70ポイントが高度人材申請の合格点となっており，高度学術研究分野，

高度専門・技術分野，高度経営・管理分野の3分野とも，学歴のポイントのウェイトが高

い．具体的に述べると，高度学術研究分野では，博士号取得者30ポイント，修士号取得者

が20ポイント，高度専門・技術分野では，博士号取得者30ポイント，修士号取得者が20ポ

イント，大学を卒業し又はこれと同等以上の教育を受けた者10ポイント，高度経営・管理

分野では，博士号又は修士号取得者が20ポイント，大学を卒業し又はこれと同等以上の教

育を受けた者10ポイント，となっている．さらに，「本邦の高等教育機関において学位を

取得」には10ポイント，また，「日本語能力試験N1取得者若しくはこれと同等以上の能

力があることを試験により認められている者又は外国の大学において日本語を専攻して卒

業した者」には15ポイントが，ボーナスポイントとして加算される．以上は，日本の大学

で学位を取得する留学生が，合格点を取得するのに，かなり有利な条件となっている．

こうした有利な条件を生かすには，留学生にこの制度を周知させることに加え，永住ま

での在留歴を現行の5年間から，さらに短縮する必要があろう．例えば，申請に最も有利

な博士課程に在学している多くの留学生の場合，博士の学位取得が当面の目標と思われる．

が，在学中は，取得後の進路についてゆっくり考える余裕はおそらくあまりないはずで，

懸命に努力して学位を取得したら，間もなく，あるいは，ただちに日本永住できる道が開

かれているならば，その道を選択する人が多くなるように思われる．そのためには，学位

取得後あまり長い時間をおかずに，あるいは，あえて大胆に述べれば，学位取得時点で認

定を受けられるよう，この制度を修正することが望ましいように思える．ちなみに，2013

年6月14日の閣議決定により，永住までの在留歴が現行の5年から3年に短縮される予定

のようである（法務省入国管理局 2013）．高度人材の予備軍としての留学生の重要性を念

頭に置くと，こうした短縮はおおいに効果的と思われる．

留学生を高度人材の重要なターゲットとして想定するメリットして，高度人材の確保に

よる日本の競争力の向上の他に，次のような点を考えうる．第一に，永住につながる高度

人材応募のハードルが低くなることは，留学生の増加につながり，さらにそれが，この制

度を利用した認定者の増加につながるという好循環を生む，と期待される．第二に，大学

が人口減少問題の深刻化している地方圏に位置する場合，佐藤・橋本（2011）や佐藤

（2012）に具体例が示されているように，地元の活性化につながる，留学生の様々な貢献

を期待できる．

ちなみに，この新しい制度が当初の目標とした2,000人という数に対し，高学歴を持つ

留学生が，数のうえでどれほどの寄与をする可能性があるのかも，確認しておきたい．図

4は，日本学生支援機構の調査に基づいた留学生による博士号の学位取得者数をまとめた

ものである（これは，課程博士・論文博士の合計数であるが，大部分は博士課程による取

得者である）．これによると，留学生による博士学位取得者は2,500人前後で推移していた

が，2011年からは増加傾向にあり，2012年にはほぼ3,000人となっている．この数は，新

たな制度の導入時に想定された数の約1.5倍にあたっている．

要するに，認定数が停滞している高度人材を増やすには，日本の大学に在籍している留
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学生を主なターゲットとして重視し，積極的な周知を試みるとともに，永住までの在留歴

をできるだけ短縮する必要があろう．なお，孫・阿部（2013）は，中国人元留学生の受け

入れの多い福岡県における彼らの就業状況と継続意志について，興味深い報告を行ってい

る．それによると，彼らは日中に生活の場を築くことを目標とした，トランスナショナル

な意識を持っており，日本での永住権取得は，中国に帰国した後，満足できる仕事が見つ

からなかった場合に再度来日して働くための「保険」という意味合いも強い，という．熟

練労働力としての高度人材の一部の人は，このように，必ずしも日本で定着せず，循環移

動をする可能性も考えられよう．とはいえ，高度人材としての博士学位取得者の日本での

定住や永住は，留学生の送り出し国の側からみれば，頭脳流出という問題でもあるので，

こうした循環移動のほうがむしろ，送り出し国と日本の双方にとって望ましいかもしれな

い．

Ⅵ 外国人の地方圏への政策的誘導

前掲の図2に基づいて，人口減少が顕著になっている地方圏においては，国際人口移動

による補完がほとんど見られないことを述べた．かかる現状を念頭に置いた場合，具体的

にどのような政策を考えうるであろうか．本章では，こうした状況において取りうる政策

について目を向けたい．

一般的に，移民は特定の国の代表的な大都市に集中する傾向が強い．そのため，スウェー

デン，イギリス，米国，カナダ，オーストラリアなどでは，国土の均衡ある発展をめざし，

移民（難民を含む）を主要大都市から分散させ，国土の周辺部に誘導する政策が実行され

ている（CitizenshipandImmigrationCanada2001）．前掲の図2によれば，日本人と

外国人の双方とも東京圏での増加が目立っており，この現状が放置されれば，東京一極集
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図４ 留学生による博士号の学位取得者数（2005～2012年）

資料：日本学生支援機構『外国人留学生進路状況・学位授与状況調査結果』



中が一層進行することになる．この問題を是正あるいは緩和するために，外国人の分散を

めざす政策の採用が，日本でも積極的に検討されるべき時期にきているように思われる．

本章では，紙幅の制約から，オーストラリアとカナダの事例のみを紹介したい．両国では，

少子高齢化や人口減少が深刻で，経済的な停滞の見られる国土の周辺部に，国際移動者を

誘導する，興味深い地域主導型の政策が実施され，高く評価されているからである．一般

的に，入国管理により選別し制御されうる項目としては，国籍，規模，期間，分野，地域

の5項目があるが，本章で扱うのは，地域の項目に関わる入国管理の事例である（明石

2013）．

1990年代の中期以来，オーストラリアの移民プログラムは同国の地方圏（regional

Australia）に熟練移動者が定住するのを促す，パラダイム転換が見られた．なお，以下

の記述は，特に断らない限り，Hugo（2008a,b）に基づいている．同国では，1996年以

来，州や準州が国の移民プログラムに地域的な変更を加えた政策によって，熟練労働力と

しての移民の流入に大きな役割を果たしている．これは，シドニー，メルボルンなどの主

要都市への移民の集中を抑制し，地方圏への誘導を意図する政策である．同国の近年の移

民政策は，彼らを定住者として受け入れることに焦点を置いており，移民の5分の1を国

土の後進的な周辺部での定住あるいは永住に誘導することを想定した，いくつかの異なる

ビザの種類がある．

特に，州特定地域移動（State-SpecificandRegionalMigration,SSRM）計画が注目

される．この計画による移民は，1997～98年の開始以来，同年の1,733人（全流入者数の

2.3％）から徐々に増え，特に今世紀に入ってからの増加は顕著で，2005～2006年には

27,480人（同20.9％）となっている．また，2001～2006年におけるSSRMによる入国者

の職業をみると，専門職52.8％，商人18.6％，管理職・行政職14.0％，などとなっている．

また，同じ期間におけるSSRMによる移民受け入れの目立つ州や準州を挙げると，南オー

ストラリア州7,276人（同州受入総数の78.0％），タスマニア州879人（51.2％），オースト

ラリア首都圏654人（47.7％），北部準州252人（32.3％），ビクトリア州9,540人（29.5％）

であった．

数および比率のいずれでも，南オーストラリア州が，この計画による重要な受け入れ先

となっている．この背景として，同州の経済成長率や所得水準が長らくオーストラリアの

平均以下であり，失業率は全国平均以上であったこと，および1990年代初頭の州立南オー

ストラリア銀行の倒産による経済的苦境にも直面していた．さらに，人口は停滞傾向にあ

り，高齢化が他州よりずっと進んでいたし，国内移動という点では転出超過を記録してい

た．これを受け，南オーストラリア州では，経済開発戦略の一部として，移民受け入れを

3倍以上にするために，SSRMが使われた．

このSSRMは，オーストラリアの主要都市以外の中小都市や地域に，絶対数ではそれ

ほど多くはないが，かなりの割合の移民を誘導してきたという意味で，一定の成功を収め

た．こうした試みが成功したのは，新規移民を引きつけうる雇用機会を提供できたからで

ある．この点の保障がないと，SSRMのような政策の成功はおぼつかない．これとは別
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に，国および各州での移民の定住を容易にするような，国としての移民政策による支援も

不可欠であった．

SSRMの評価は，いったん地方圏に流入した移民がそこに長期的に定着するかどうか

にも，かかっている．この点に関し，WulffandDharmalingam（2008）は，様々なコミュ

ニティ活動への定期的な参加度で示される「社会的結びつき」（socialconnectedness）の

重要性に言及している．そして，小さな子どものいる家族，オーストラリア在住の長い家

族，小都市居住の家族，米国，カナダ，南アフリカ，ジンバブエ生まれの家族が，それ以

外の家族より，社会的結びつきがずっと強いことを指摘している．他に，到着時に雇用主

から受けた援助を有益と感じた家族は，強い社会的結びつきを有する傾向にある，という．

とはいえ，SSRMに該当する各人のビザのカテゴリーに関する居住義務がいったん満た

されると，地方圏から主要大都市やその近郊に流出する傾向もある（Tayloretal.2014）．

ともあれ，オーストラリアにおける移民の地方誘導策は万全ではなく，限界を抱えている

ことにも留意する必要があろう．

一方，カナダにおいても，少子高齢化により人口増加率が下がってきており，移民が人

口や労働力の増加に対する主な対応策として注目されている．しかし，同国では，移民の

大多数がトロント，モントリオール，バンクーバーの3都市に集中しており，これをいか

にして国内に分散させるのかが，重要な政策的課題であった．こうした背景を受けて，州

指名プログラム（ProvincialNominationProgram,PNP）が作られることになった．

これは，各州が，カナダへの移民を希望し，特定の州への定住に関心のある個人を指名で

きる制度である．カナダの州と準州は，独自の指名プログラムを持っているが，ケベック

州の制度はやや異なっている．各プログラムは，地元のコミュニティに効果的に貢献する

移動者を選択するために，特定の州や準州の必要に合致するように調整されており，それ

ぞれの州や準州は，こうした必要を満たす移民を直接選択することを可能にする協定を，

カナダ市民権・移民局（CitizenshipandImmigrationCanada）と結んでいる．

同国ではかつては，移民受け入れを連邦政府が推進する政策が主で，州や準州ごとの受

け入れは基本的に難しかった．カナダの地域主導型の受け入れ政策は，上述したPNPに

よって推進され，移民の選択において州が大きな役割を担えるようになり，これまで量的

拡大や多様化を遂げてきた．カナダでPNPが最初に実行されたのはマニトバ州であり，

1998年のことであった．これまでの同州の事例は，カナダのPNPの中での成功例と考え

られており，とりわけ州内の小都市や農村部への移民誘導が高く評価されている（Carter

etal.2008）．

以下，主に Baglay（2012）に依りつつ，マニトバ州の PNP（ManitobaProvincial

NominationProgram,MPNP）の内容を簡単に紹介したい．このプログラムに対する

同州の関心は，連邦政府の移民プログラムでは対応しきれない労働市場の問題や熟練労働

力の不足，人口流出，ウィニペグへの新規流入者の集中，といった様々な問題に起因して

いた．こうした状況は，1980年代半ば以来悪化していたし，新規流入者が大きく減少した

1991～1996年に特に顕著になった．こうした一連の問題への対応策として，マニトバ州は
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自州に焦点を置いた移民選択プログラムの導入に積極的になった．

MPNPの導入前の1996年には，3,940人の新規流入があったにすぎなかった．しかし，

その後このプログラムによる流入が増え，2009年には13,520人（カナダへの全流入者の5.4

％）にまで増加した．同州への新規流入者のうち，75％以上がMPNPに基づいており，

連邦政府による代表的なプログラムである連邦熟練労働者プログラム（FederalSkilled

WorkerProgram）による流入は，わずか4.4％を占めるにすぎない．なお，他州と異な

り，マニトバ州ではPNP申請の選考料は徴収していない．MPNPの主眼は，雇用者の

必要に対応するのみならず，州の長期的な人口学的・経済的成長への貢献にある．MPN

Pの特色は，多数の未熟練・半熟練分野の労働者を必要とする，州内の食品加工業や輸送

業のような産業部門の比重の大きさに関係している．例えば，2009年に，同州への経済

移民の3分1以上が，商業・輸送業・機器操作業や加工業・製造業における職業に就いて

いる．また，上位の10職業には，食肉加工作業員，トラック運転手，溶接工，会計事務職，

その他の事務職，が含まれている．つまり，MPNPは，未熟練・半熟練労働者も視野に

入れた移民受け入れ政策であることが，注目される．

同州の事後評価によると，MPNPによる流入者の大部分は，到着後5年以内に他州へ

の移動を計画していないだけでなく，居住地のコミュニティや定住支援に高い満足度を示

している．こうした高い残留希望は，MPNPが成功と評価される有力な証左と考えられ

ている一方，この評価は，同州が連邦政府との交渉によって，定住や統合に向けた諸サー

ビスの提供のための権限委譲を獲得した結果でもある．

MPNP導入後10年以上が経過したが，この計画に対する評価としては，Carteretal.

（2008）やLewis（2010）の整理が参考になる．それによれば，同州への移民が増え，州

内での移民の分散が進んだことについては，一定の評価が与えられている．その一方，移

民への住宅提供が十分でないこと，とりわけ小都市では，移民数が少なく，言語のトレー

ニングや雇用に関する研修などの施策の提供が難しいうえ，家族や友人なども少ないため

に残留が難しく，一部の移民の流出を止めようがないこと，移民に対する地元コミュニティ

の役割が弱いこと，が指摘されている．さらに，定住に向けた州内のサービスに差が生ま

れていること，移民自身やコミュニティの負担が重くなっていること，MPNPの実施の

さい，特定の雇用主，コンサルタント，民族文化組織などへの依存が，特定の集団のみが

州に誘導され，しばしば特定の職業に就くことになり，他の集団はその職業を避けざるを

得ない事態が多く，民族文化的な不均衡が生じている，という．

以上，オーストラリアとカナダにおいて実施されている，移民の周辺部への誘導政策に

ついて紹介した．Hugo（2008a）が述べるように，一般的に，今日のグローバル化の時

代には，世界都市と評価されるような大都市は，国際移動者の吸引の重要な中心であり続

けることになろう．しかし，第2の人口転換後の社会では，国土の周辺部に位置する諸地

域では，若年層の国内他地域への流出超過によって，人口動態が悪化していることが多く，

少子高齢化のインパクトが強く懸念されている．こうした地域における経済発展は，多く

の場合，国外から労働者（とくに熟練労働者）をどれほど引きつけうるかにかかっており，
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国際移動がこうした文脈においてきわめて重要な役割を果たすことが期待される．わが国

の東京は，バブル経済期より世界の都市システムにおける順位を下げたとはいえ，世界都

市の一つであることは間違いない．その意味では，外国人の東京圏への集中は当然と言え

るであろう．しかし，その一方で，地方圏の多くの県で1980年代後半から顕著になった人

口流出による疲弊が目立ち，国内の地域格差拡大が懸念される．こうした現状を念頭に置

くと，本章で紹介したオーストラリアとカナダのような国際移動者の誘導政策が，日本に

おいても積極的に試みられる必要があろう．

Ⅶ 結び

本稿では，わが国の国際人口移動，とりわけ外国人の流入が，人口減少国となった日本

にとって果たす役割を念頭に置き，国際人口移動の推移を概観し，国内における人口減少

の地域差に言及した後，具体的に，国際結婚による流入，高度人材の優遇制度，国際人口

移動の地方圏への誘導政策，の3つのテーマを取り上げて，人口減少問題の緩和にどのよ

うに貢献するのかを検討した．

日本への国際人口移動を全国レベルでみると，日本人の減少分の一部を補う外国人の流

入が見られ，その意味では，国際移動が人口減少国日本に一定の寄与をしているかに見え

る．しかし，地域的レベルでみると，その主な目的地は三大都市圏（とりわけ東京圏）で

あり，1980年代以降人口減が深刻化し，国際移動による補完がなされるべき地方圏への流

入は概して少ないため，国内の地域格差の拡大が懸念される．

日本への国際人口移動のうち，国際結婚による外国人女性の流入が地方圏に相対的に多

いことは，貴重で重要な貢献と考えられる．また，日本政府が熟練労働力の受け入れを認

めているにもかかわらず，2012年5月から始まった高度人材の優遇政策は，当初予定され

ていた認定数を達成しておらず，本稿ではその打開策として，留学生（特に博士の学位取

得者）を有力なターゲットとすべきことを提案した．さらに，人口減少による疲弊が著し

い地方圏に対しては，オーストラリアやカナダで実施されているような国際移動者の政策

的誘導が有効と思われ，早い機会にその実施が検討される必要があろう．

人口減少時代を迎えた日本にとって，今後，国際人口移動者としての外国人の貢献を積

極的に検討していく必要がある．ただし，そのための前提条件として，あるいは，そうし

た方向を確実にするためには，彼らの円滑な定住や永住を促す社会的統合政策の推進が不

可欠である．外国人住民の多い一部の地方自治体では，こうした施策が試行錯誤的に実施

されているが，国としての包括的な社会的統合政策は欠落したままである．人口減少をい

かにして国際人口移動によって補完するかは，21世紀の日本にとって最大級の政策課題で

あるが，この政策の成否の重要な鍵は，この点にあろう．
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InternationalMigrationtoJapan:
CanItBeaSolutiontoPopulationDecline?

YoshitakaISHIKAWA

Thepurposeofthispaperistoinvestigatethepossiblecontributionofinternationalmigrationto

Japan,whosetotalpopulationreacheditspeakin2008andhasbeenindeclinesincethen.After

outliningthecountry'sinternationalmigrationandexaminingregionaldifferencesinthecountry's

populationdecline,threetopicsarediscussed:theinfluxofforeignwomenresultingfromcross-

bordermarriage,thenewpointsystemforattractinghighlyskilledpeople・withafocusonover-

seasstudents・andpoliciesdirectinginternationalmigrantstoperipheralregions,similartothose

implementedinAustraliaandCanada.Onthenationalscale,immigrationofforeignnationalshas

certainlycompensatedforapartofthedeclineinJapanesenationals.Onaregionalscale,however,

thetrendsindicateagrowingregionaldisparityininternationalin-migration;sincetheirmaindes-

tinationistheTokyometropolitanarea,theimmigrationofforeignerstotheperipheralregions,

whichhavesufferedvariousproblemsarisingfromseriousdepopulation,ismuchlesssignificant.

Accordingly,understandingtheroleinternationalmigrationcanplayinalleviatingpopulationde-

clineinJapan'speripheralareashasbecomeparticularlyimportant.Furthermore,Japan'sabilityto

successfullyfosterreplacementmigrationwillbeavitalpolicyissueinthe21stcentury,sothena-

tionalgovernmentshoulddevisecomprehensivesocialintegrationpoliciesforthesmoothsettle-

mentandpermanentresidenceofimmigrants.

Keywords:internationalmigration,populationdecline,replacementmigration,regionaldisparity,

peripheralareas
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「国際人口移動の新たな局面～『日本モデル』の構築に向けて」

人口移動モデルと国際結婚移動

井 上 孝*

Ⅰ．はじめに

本稿は，日本を取り巻く国際人口移動を人口移動モデルという視点から論じる．人口移

動という語は，社会階層間の移動である社会的移動を含む場合もあるが，通常は地域間の

移動である地理的移動を指す．本稿では，こうした地理的移動のうち常住地の変更を伴う

移動を人口移動として扱い，そのうち国境を超える移動を国際人口移動として捉える．し

たがって，旅行やビジネス等による，常住地とは異なる国への一時的滞在は議論の対象と

しない．一方，本稿では人口移動モデルを「明確な方向性を持った大きな移動流がどのよ

うな要因によって生じるかを，その量や方向の側面に注目して数式もしくはそれに代わる

何らかの数的表現を用いて説明したもの」とする．一般に人口移動は，国境を超える移動

であるか否かによってその要因に大きな違いが生じることはない．すなわち，国際人口移

動の基本的要因は国内人口移動と共通しており，同一の移動モデルで説明できる．

人口移動の量や方向にみられる法則性に言及したのは，ラベンスタインが1885年と89年

に提示した，いわゆるラベンスタインの法則が最初とされる（岸本 1980）．この法則は，

人口移動に関する経験則の集まりであるが，今日における日本の人口移動の量や方向をも

十分に説明できる内容を含んでおり，最も古典的な移動モデルの一つといえよう．後述す

るように，ラベンスタイン以降さまざまな移動モデルが提示されてきたが，それらのモデ
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本稿は，日本を取り巻く国際人口移動を人口移動モデルという視点から論じる．議論にあたって

は，まず移動モデルに関する従来の議論を整理するとともに，国際人口移動がこのモデルにおいて

どのように位置づけられるかを考察する．つづいて，筆者が提示した国際結婚あるいは国際結婚移

動に関するモデルを紹介し，日韓間の国際結婚に関するデータを用いてそのモデルの検証を行う．

このモデルは，国際結婚における上方婚と下方婚に着目し，二国間における経済格差の変化が上方

婚・下方婚とそれに伴う国際人口移動にどのように作用するかについて，その法則性を記述したも

のである．この検証の結果から得られた知見は次のように要約できる．すなわち，国際結婚移動は，

経済格差に基づく修正重力モデルのアナロジーでおおむね説明できるが，上方婚・下方婚の視点か

らみたとき他の移動にないユニークな一面を有しているといえる．この知見は，モデルの検証に日

韓間のデータを用いたことを考えれば，当然ながら日本を取り巻く国際人口移動の特徴の一つとみ

なすことができる．

*青山学院大学経済学部



ルの多くは職業移動またはこの移動を含む人口移動全体を対象としており，いずれにして

も職業移動に大きな関心を寄せてきた．職業移動は，人口移動をその移動理由によって分

類したときの一類型であり，就職，転勤，転職等に伴う移動を意味する．職業移動以外の

類型としては，就学移動，婚姻移動，引退移動が主であり（岸本 1978），これに住宅の住

み替えに伴う比較的近距離の，いわゆる住宅移動１）が加わる．なお，労働力人口の地域

間移動を意味する労働力移動は，文脈によっては職業移動とほぼ同義語として用いられる

が，労働者に随伴する家族の移動を含む場合もある（たとえば，山本 1995）．また，婚姻

移動や住宅移動のほとんどは労働力人口の地域間移動でもあるので，労働力移動は職業移

動ほどは厳密に対象を限定しない，いわば職業移動の拡張概念とみなすことができる．本

稿では，こうした広義の労働力移動に関する移動モデルを議論の対象とし，職業移動や婚

姻移動に関するモデルをその部分集合として扱う．

日本の国内人口移動において職業移動の占める割合をみると，住宅移動に次いで高いこ

とがわかる２）．さらに，国際人口移動では住宅移動があまり発生せず，また就学移動や婚

姻移動も国内人口移動に比べて格段に少ないので，職業移動の割合がきわめて高くなる

（人口問題審議会・厚生省人口問題研究所 1993）．こうした理由により，明確な方向性を

持った大きな移動流は職業移動によってもたらされる場合が多く，それゆえに，多くの移

動モデルが職業移動または労働力移動を対象としてきたといえる．

移動モデルが職業移動に着目するのは，Rogers（1984）によって提示された人口移動

スケジュールモデルからも妥当であると判断できる．このモデルは，年齢別移動率のカー

ブを前労働力成分・労働力成分・後労働力成分・定数成分の4つに分解して説明を試みた

ものであり，このうち，15歳前後から60歳前後の移動を表す労働力成分がそのカーブの全

体の形状を決めるといってよい．労働力成分は婚姻移動や住宅移動も表しているともいえ

るが，Rogers（1984）はこの成分が主として職業移動を表すものとの説明をしており，

この点からみても職業移動が人口移動の主流とみなせるのである．

これに対して，職業移動以外の移動を対象とした移動モデルはあまり多くなく，とくに

国際結婚移動については，管見では筆者が2010年に提示したモデル以外にほとんどない

（Inoue2010）．このモデルは，日韓間の国際結婚における上方婚（hypergamy）と下方

婚（hypogamy）に着目し，二国間の経済格差が国際結婚にどのような影響を与えるかに

ついて法則性を見出したものである．したがって，日本を取り巻く国際人口移動の一端を

把握する上でこのモデルの意義は十分にあると考える．

かくして，本稿では第Ⅱ章において，職業移動あるいは労働力移動を対象とした移動モ

デルのうち代表的なものを紹介する．つづく第Ⅲ章では，Inoue（2010）による移動モデ

―265―

1）こうした移動を人口移動migrationの範疇に加えず，局地的移動localmovementと呼称すべきとの立場も

ある（岸本 1978）．住宅移動は，移動に伴って世帯主の身分・所属等に変更が生じない点において他の移動と

決定的に異なるので，区別する相応の理由はある．

2）国立社会保障・人口問題研究所の近年の移動調査によれば，2001，06，11年における職業移動とそれに伴う

家族の移動とみられる随伴移動の合計の割合は25％前後であり，住宅移動は35％前後となっている（国立社会

保障・人口問題研究所 2013）．



ルを取り上げ，日本における国際人口移動の一側面としての国際結婚移動について議論す

る．最後の第Ⅳ章では，それまでの議論を踏まえ日本を取り巻く国際人口移動の今後の見

通しを述べ，むすびに代える．

Ⅱ．人口移動モデル

本章では，まず第1節にて，前述したラベンスタインの法則を再整理する形で労働力移

動の主要な3要因を提示したあと，これらの要因に基づく重力モデルならびに修正重力モ

デルについて，第2節と第3節にてそれぞれ議論する．

1． 労働力移動の要因

ラベンスタインの法則は人口移動全般にみられる法則性を経験則としてまとめたもので

あるが，その主要な関心は労働力移動にあるといってよい．本稿では，ラベンスタインの

法則において直接的あるいは間接的に言及された，そうした知見を再整理して議論の出発

点とする．具体的には，労働力移動としての人口移動を規定する主な要因を次の3つ，す

なわち，①距離摩擦要因，②人口規模要因，③経済格差要因，に整理して考察することと

する．

まず，①距離摩擦要因は地理学の普遍的な概念の一つである．この概念は，一般には，

2つの地域間の距離が増大するほどそれらの地域間の相互作用を縮減させ，人口移動の場

合は発地着地間の距離が増加するほど移動量を減少させることを意味する．この現象は人

口移動に関する経験則としてよく知られ，またラベンスタインが最も重視した移動法則の

一つであり，あらゆるスケールの人口移動に適用可能である．次の②人口規模要因は，発

地と着地の人口規模が大きいほどその間の移動量が増加するという，ほぼ自明ともいうべ

き知見を意味する．ラベンスタインは，人口移動が大きな商工業の中心に向かって流れる

ことを見出しており（岸本 1978），これはいわば着地の人口規模に応じて人口移動が発生

することを指摘したものとみなせる．したがって，この要因についてはラベンスタインの

法則に間接的に含まれると解釈できよう．最後の③経済格差要因は，人口移動が経済水準

のより高い地域に流れるとの知見を表している．ラベンスタインによれば，人々はよりよ

い経済的生活を求めて移動し，それによる移動量は他の要因すなわち政治的・社会的・自

然的要因よりもきわめて多いと主張しており（岸本 1978），経済格差要因の重要性を認識

していたといえよう．この要因は移動量とともに移動の方向も規定するとみなすことがで

きる．

上述した3つの要因のうち，①と②から以下に論じる重力モデルが導かれ，③から経済

格差に基づく修正重力モデルが導かれる．すなわち，ラベンスタインの法則はその後に提

示される移動モデルの基本概念にすでに言及していたことになる．
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2． 重力モデル

2地域間に生じる移動量が，それぞれの人口規模の積に比例し2地域間の距離の何乗か

に反比例することを表し，物理学における重力モデルのアナロジーから導かれるモデルで

ある．人口移動に関する重力モデルは，地域iと地域jの間に生じる人口移動量Mijとす

ると，

Mij・k・
p
a
ip

b
j

d
c
ij

（1）

で表される（石川 1988）．ただし，piは地域iの人口，pjは地域jの人口，dijは地域ij

間の距離，kとa，b，cは定数である．また，dijには物理的距離以外に，時間距離，費

用距離などが当てはまる．

このモデルは，空間的相互作用モデルの基本形として，人口移動量だけでなく広く一般

に地理的事象に当てはまることが知られている（杉浦編 2003）．すなわち，ヒトの流動だ

けでなくモノ，カネ，情報などの流動量（たとえば，2地域間の貨物流動量，郵便流通量，

電話使用量など）が重力モデルで説明できることが知られている．このモデルの応用すな

わち修正モデルは，式（1）の両辺に対数をとって線形化したあと，適当な説明変数を付加

していく形が多い３）．すなわち，

lnMij・alnpi・blnpj・clndij・・
n

・nln・in・・
n

・nln・jn・・ （2）

ここで，・in，・jnはそれぞれ地域i，jに関する何らかの経済的変数，・n，・n，・は定数で

ある．

3． 経済格差に基づく修正重力モデル

地域iと地域jの間に生じる人口移動量Mijのうち，地域iから地域jへの移動量mijと，

その逆方向の移動量mjiとの差（あるいは比）を経済格差要因で説明するモデルである

（ただし，Mij・mij・mjiとする）．その基本形は式（2）の左辺をmij・mjiもしくはmij・mji

に置き換えたものになるので，修正重力モデルの一種とみなせる４）．ただし，通常，右辺

には地域 ijの経済格差に関する変数が含まれる．また，左辺を地域 jの流入超過率

・mij・mji・・pjとする場合もあり，この場合は流入超過率モデルとも呼称される（伊藤

2003）．このモデルで説明される典型的な移動は都市農村間移動であるが，途上国からよ

り賃金水準の高い先進国への労働力移動もその対象になりうる．

修正重力モデルにおいて経済格差を表す変数としては，一般に賃金格差や有効求人倍率

格差などが用いられる．しかし，Todaro（1969）は，途上国の都市農村間移動において

は実際の賃金格差ではなく期待賃金格差に基づいて移動が生じるとのモデルを示した．途
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3）こうした重力モデルあるいは修正重力モデルの適用例としては，たとえば，伊藤（2003）などがある．

4）こうしたモデルの適用例としては，たとえば田淵（1986）などがある．



上国では，農村出身者がフォーマルセクターに就業することを想定しその賃金を期待して

都市に移動するが，実際にフォーマルセクターに就くのは希であり，結果的に都市におい

て低賃金労働に従事することになる．つまり，トダロモデルは，途上国の都市農村間にお

いて実際の賃金格差以上に人口移動が生じる理由の説明を試みたモデルといえよう．

Ⅲ．国際結婚移動に関する新しいモデル

本章は，職業移動以外の国際人口移動を対象とするモデルとして，Inoue（2010）が提

示した国際結婚移動に関する新しいモデルを紹介する．ちなみに，職業移動の範疇に入ら

ない特徴的な国際人口移動としては国際結婚移動のほかに連鎖移動が知られる．連鎖移動

は縁故移動とも呼ばれ（国際人口学会編 1994），情報や援助の提供を期待できる親戚や友

人が居住する場所への移動を意味し，外国に居住する親戚や友人を頼って移動する場合が

少なくない．こうした国際的な連鎖移動と国際結婚移動は，国境を超えた家族関係に基づ

いている点で共通している．

本章では，まず第1節において，国際結婚における上方婚と下方婚について議論したあ

と，続く第2節において国際結婚に関する移動モデルを構築するための仮説を提示し，第

3節においてその仮説の検証を行う．

1． 国際結婚における上方婚と下方婚

国際結婚とは異なる国籍を有する者同士の結婚を意味する．国際結婚はさまざまな事情

により国際人口移動を伴わない場合もあるが５），通常は当事国間の国際人口移動を伴うの

で，本稿では国際結婚が認知された時点で国際人口移動が発生したとみなす．なお，国際

結婚は，国内結婚と異なり人口学的事象としての結婚と婚姻移動との間に相当のタイムラ

グが存在すると考えられる．通常，国内結婚は婚姻移動とほぼ同時に発生するが，国際結

婚はそのような場合はむしろ希であり，何らかの理由で他国に移動したあとにその国の人

と出会い結婚に至ると考えられるのである．

一方，一般に，社会的地位，収入，学歴等がより高い者と結婚することを上方婚，その

逆を下方婚という．先進国，途上国を問わず，また国際結婚と国内結婚のいずれの場合も，

女子のほうが上方婚を志向する傾向がより強いとされる６）．本稿では，国際結婚において，

「経済水準のより高い国に居住しその国の国籍をもつ者」との結婚を上方婚，その逆を下

方婚と定義する．

表1は，このように定義した上方婚，下方婚の視点から国際結婚を類型化したものであ

る．表1の類型には，当事国以外の国籍を有する者同士の国際結婚（たとえば，日本人が
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5）日本に居住する韓国籍の特別永住者と日本人との結婚は，統計上国際結婚として認知されるが，この場合は

国際人口移動を伴わない．こうした国際結婚と，通常の日韓間の国際結婚は統計上区別できないので，本稿で

はいずれも国際人口移動が生じたとみなす．

6）国際結婚においてこのような傾向が見られる点については，たとえばBlossfeldandTimm（2003），竹下

（2000，2004），嘉本（2001）らが指摘している．



アメリカ合衆国において韓国人と結婚する場合など）が含まれていないが，このような事

例は本稿での上方婚・下方婚の定義に当てはめにくいので，議論から除外する．この表に

おいて，類型1と類型4が上方婚，類型2と類型3が下方婚に相当するので，類型1，4

のほうが類型2，3よりも発生件数が多いと見込まれる．また，前章で言及したラベンス

タインの法則に鑑みれば人口移動はより経済水準の高いほうに流れるので，類型1，2の

ほうが類型3，4よりも発生件数が多くなると見込まれる．以上の考察により，4類型の

発生件数は類型1が最多となり類型3が最少となることが期待される．

2． 国際結婚に関する移動モデルの提示

ここでは，国際結婚に関する移動モデルを構築するための仮説を提示する．仮説の提示

に当たり，まずInoue（2010）が提示したBG比について説明する．BG比とは，ある国

において，妻（Bride）が外国籍である国際結婚件数と夫（Groom）が外国籍である国際

結婚件数の比をいう．ただし，それぞれの配偶者は当事国の国籍を有しているものとする．

表1における類型1と類型2の件数の比，および，類型3と類型4の件数の比はいずれも

BG比となる．

Inoue（2010）は，このBG比に関して2つの仮説（仮説1，2とする）を設けた７）．

ある2か国（i国とj国とする）の間の国際結婚を想定したとき，まず，仮説1は「i国の

対j国に関するBG比は，j国の対i国に関するBG比の逆数と一致する」と記述できる．

ここで，i国の経済水準がj国を上回ると仮定すると，i国の対j国に関するBG比は表1

における類型1と類型2の結婚件数の比，j国の対i国に関するBG比は同じく類型3と

類型4の結婚件数の比となる．すなわち，前者のBG比は1を上回り後者のBG比は1を

下回ることになる．さらに，前者のBG比が1を上回る程度，および後者のBG比が1を

下回る程度は，i国とj国の経済格差によって決まると考えてよい．仮説1はこうした推

論に基づいて設けられたものである．
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表１ 任意の二国間における国際結婚の４類型

国際結婚の類型
妻からの
視点

結婚件数

類型1：経済発展水準が上位の国における，その国の
夫と外国人の妻との結婚

上方婚 最多

類型2：経済発展水準が上位の国における，その国の
妻と外国人の夫との結婚

下方婚
類型1より
少ない

類型3：経済発展水準が下位の国における，その国の
夫と外国人の妻との結婚

下方婚 最少

類型4：経済発展水準が下位の国における，その国の
妻と外国人の夫との結婚

上方婚
類型3より
多い

出典：Inoue(2010)

7）Inoue（2010）は国際結婚に関してさらに別の仮説を設けたが，本稿ではそれには言及しない．



次に仮説2は，「i国の対j国に関するBG比，および，j国の対i国に関するBG比は，

いずれもij国間の経済格差に関する変量に連動して変化する．すなわち，ij国間の経済

格差が縮小するにつれて，いずれのBG比も1に近づき，経済格差が完全になくなったと

き，i国の対j国に関するBG比 =j国の対i国に関するBG比 =1となる」と記述でき

る．仮説2の前半部は仮説1を導く推論そのものであり，後半部は前半部から容易に導出

できる．仮説2は，2つの変量の比を経済格差に関する変量で説明する形になっており，

この点においては前章で紹介した経済格差に基づく修正重力モデルと同型となる．

かくして，国際結婚に関する2つの仮説が提示されたことになる．前述したように本稿

では国際結婚に伴って国際人口移動が生じることを仮定しているので，これらの仮説は同

時に国際結婚に関する移動モデルとして位置づけることができる．

3． 国際結婚に関する移動モデルの検証

ここでは，前節で示した国際結婚に関

する移動モデルを，近年の日韓間の国際

結婚のデータを用いて検証する．まず仮

説1については表2に基づき検証を行う．

表2は，2000～11年における国際結婚件

数の推移を示したものである．この表に

よれば，この間，日韓ともにそれぞれを

相手とする国際結婚は大きく減少してい

る．一方，この表における日本のBG比

と韓国の 1/（BG比）の関係を示した

ものが図1である．これら2つの変数の

相関係数は0.881と極めて高く，図1か

らもよく連動していることがわかる．こ
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表２ 日韓間における国際結婚件数の推移（2000～11年）

年次 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

日本

韓国人の妻
（人）

6214 6188 5353 5318 5730 6066 6041 5606 4558 4113 3664 3098

韓国人の夫
（人）

2509 2477 2379 2235 2293 2087 2335 2209 2107 1879 1982 1837

合計（人） 8723 8665 7732 7553 8023 8153 8376 7815 6665 5992 5646 4935

BG比 2.48 2.5 2.25 2.38 2.5 2.91 2.59 2.54 2.16 2.19 1.85 1.69

韓国

日本人の妻
（人）

1131 976 959 1242 1224 1255 1484 1206 1162 1140 1193 1124

日本人の夫
（人）

2941 3011 2377 2613 3378 3672 3756 3349 2743 2422 2090 1709

合計（人） 4072 3987 3336 3855 4602 4927 5240 4555 3905 3562 3283 2833

1/（BG比） 2.6 3.09 2.48 2.1 2.76 2.93 2.53 2.78 2.36 2.12 1.75 1.52

出典：「人口動態統計」（日本），「人口・社会統計局HP」（韓国）

図１ 日本の対韓BG比と韓国の対日BG比の比較

r

注：表2より作成



の結果は上述の仮説1を強く支持する形となっている．

つづいて仮説2の検証を行いたい．表3は，1993～2011年における日韓の1人当たり名

目GDPとその比の推移を示したものである．この表によれば，1人当たりGDPの比は，

1993年時点で4.0を超えていたが，2011年時点でほぼ2となり半減している．すなわち，

この間，日韓の経済格差は大きく縮小したことがわかる．しかし，1997年の通貨危機や

2008年のリーマンショックがとくに韓国経済に深刻な影響を与えたことにより，その年や

その翌年にかけて1人当たりGDPの比が急上昇しており，この比は必ずしも単調に低下

してはいないことがわかる．図2は，日韓の1人当たりGDP比の変化とBG比の変化を

重ね合わせたものである．この図によれば，BG比はおおむね1.0に近づく傾向が認めら

れるものの，一人当たりGDP比との直接的関係は認められない．そこで，日本のBG比

と韓国の1/（BG比）を7年分左方向にシフトさせた値をダミー値とし，1人当たりGDP

比との関係を示すこととした（図3）．このようなダミー値を設定する理由は，前述した

ように，国際結婚においては人口学的イベントとしての婚姻移動と結婚との間に相当のタ

イムラグが生じると予想されるからである．図3によれば，日本のBG比と韓国の1/

（BG比）のダミー値は，1人当たりGDP比とよく連動していることがわかる．この事実

は，実際にはダミー値で表される程度の国際人口移動が生じたあと，その7年後にその移

動量と同規模の国際結婚が生じたこととの推論を導く．この推論が正しいか否かを判断す

るにはより多くの事例について検証していく必要があるが，少なくとも図3が上述の仮説

2を強く支持していることは否定できない．
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表３ 日韓における１人当たり名目GDPとその比の推移（1993～2011年）

年次 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11

1人当たりGDP
（千ドル）

日本 35.438.842.537.434.331.035.037.332.731.233.736.435.834.134.138.039.543.045.9

韓国 8.4 9.811.812.611.6 7.7 9.911.310.712.113.515.017.619.721.719.217.120.822.8

日本と韓国の比 4.203.973.612.972.964.013.533.293.072.582.512.432.041.731.571.982.312.072.02

出典：IMF,WorldEconomicOutlookDatabase2012

図２ 日韓における１人当たりGDP比と

BG比の推移

注：表2，3より作成

図３ 日韓における１人当たりGDP比と

BG比（ダミー値）の推移

注：表2，3より作成



以上の考察により，前節で示された2つの仮説が支持され，国際結婚に関する新しい移

動モデルが検証された．この結果は，経済格差に基づく修正重力モデルのアナロジーで，

国際結婚移動をおおむね説明できることを意味する．ただし，修正重力モデルにおける目

的変数は2地域間における逆方向の移動の量的差異であるのに対して，国際結婚に関する

モデルの目的変数は上方婚と下方婚に伴う，同一方向の移動の量的差異である点が大きく

異なる．すなわち，国際結婚移動には単なる職業移動とは異なる，きわめて特徴的なメカ

ニズムがはたらいていると判断できる．

Ⅳ．日本における国際人口移動の今後の見通し―むすびに代えて―

本稿は，日本を取り巻く国際人口移動を人口移動モデルという視点から論じた．その際，

Inoue（2010）が提示した国際結婚あるいは国際結婚移動に関するモデルを紹介し，日韓

間の国際結婚に関するデータを用いてそのモデルの検証を行った．その結果，国際結婚移

動は上方婚・下方婚の視点からみたとき他の移動にないユニークな一面を有しているが，

その基本的な部分は国際間の労働力移動のアナロジーで説明できることがわかった．この

知見は，モデルの検証に日韓間のデータを用いたことを考えれば，当然ながら日本を取り

巻く国際人口移動の特徴の一つとみなすことができよう．

以下では，こうした労働力移動の要因だけでなく，労働力移動のモデルに盛り込まれて

いない要因を考察することによって，日本における国際人口移動の今後の見通しについて

私見を述べ，むすびに代えることとする．これまで議論してきた移動モデルに盛り込まれ

ていない要因は，政策的，歴史的，社会・文化的要因など，主に定量化しにくいものであ

る．これらは，国際人口移動に対してより強く作用すると考えられる．たとえば，今日，

国内人口移動は多くの先進国で政策的に制限されることはないが，国際人口移動について

は過去から今日に至るまで移民政策，出入国管理政策の影響を強く受けてきた．すなわち，

政策的要因は国際人口移動を強く規定するといってよいのである．

しかし，今後，経済のグローバル化とブロック経済化が進行する中で８），上述したよう

な政策的，歴史的，社会・文化的バリアは小さくなっていくことが見込まれる．その結果，

日本を発着地とする国際人口移動は，第Ⅱ章で述べた，労働力移動の三大要因の変化でか

なりの部分が説明できるのではないかと考える．まず距離摩擦要因については，国際航空

ネットワークの拡充，LCCの台頭などにより，時間距離や費用距離の低減が予想される

ので，移動量を増大させる方向に作用すると考えられる．つづいて人口規模要因について

は，相手国の人口が増加しても日本の人口は減少していくので，移動量への影響は中立的

である．最後の経済格差要因については，とくにアジア諸国との格差の縮小に伴って，そ

れらの国との移動を双方向化させるよう作用することが見込まれる．
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8）経済のグローバル化とブロック経済化は対照的な経済現象ともいえるが，外国とのヒト，モノ，カネ，情報

等がより流動しやすくなる点では共通している（流動しやすくなる範囲が前者は全世界であり，後者は地域ブ

ロック内という違いは当然ながらある）．



これまで日本は，その人口規模や経済規模に比して国際人口移動の規模がきわめて小さ

かったことは間違いない．しかし，上述した経済のグローバル化とブロック経済化，およ

び，国内の労働力人口の急減は，中長期的には，日本を発着地とする国際人口移動の量と

方向を日本の人口規模と経済規模に見合った水準に移行させていくものと思われる．
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MigrationModelsandInternationalMarriageMigration

TakashiINOUE

ThispaperconsidersinternationalmigrationinJapanfromtheviewpointofmigrationmodels.

First,wediscussthefollowingthreemainfactorsoflaborforcemigration:distancefrictionfactor,

populationsizefactorandeconomicdifferencefactor,andintroducetwonotablemigrationmodels,

i.e.gravitymodelandmodifiedgravitymodel,whicharederivedfromtheabovethreefactors.The

gravitymodelshowsthattheamountofmigrationbetweentwoareasisproportionaltotheproduct

ofpopulationsofthetwoareasininverseproportionton-thpowerofdistancebetweenthetwoar-

eas.Meanwhile,themodifiedgravitymodelexplainsthequantitativedifferencebetweenmain

streamandcounterstreambytheeconomicdifferencebetweenthetwoareas.

Secondly,weintroduceaninternationalmarriagemodeldevelopedbytheauthorasoneofmi-

grationmodels.Theauthorderivedthemodelfromthegeneralprinciplethatwomenaremuch

likelytohopehypergamy,namelymarriagetomenofmoredevelopedcountries,afterdefiningB-

Gratioasaratioofthenumberofmarriageswithforeignbridestothenumberofmarriageswith

foreigngrooms.ThemodelconsistsofthefollowingtwohypothesesusingtheB-Gratio:theB-G

ratioofcountryiforcountryjconformstothereciprocaloftheB-Gratioofcountryjforcountry

i;thebothB-Gratiosofcountryiforcountryjandofcountryjforcountryichangeaccordingthe

economicdifferencebetweenthetwocountriesandtheratiosbecome1.0whentheeconomicdif-

ferencecompletelydisappears.Thelatterhypothesistakesaformthataratioisexplainedbythe

economicdifference,andtheformisbasicallythesameasthatofthemodifiedgravitymodel.

Thirdly,weexaminethemodelusingrecentdataofinternationalmarriagebetweenJapaneseand

Korean.Theresultsoftheexaminationaresummarizedasfollows:theB-GratioofJapanforKo-

reaapproximatesthereciprocaloftheB-GratioofKoreaforJapan;thebothratioslinktotheeco-

nomicdifferencebetweenJapanandKorea,i.e.,theratiooftheGDPpercapitaofJapantothatof

Korea,withaseven-yeartimelag.TheseresultssuggestthatinternationalmarriagemigrationinJa-

pancanlargelybeexplainedontheanalogyofmodifiedgravitymodelbasedontheeconomicdif-

ference,althoughincludinguniquemigrationoccurringwithhypergamyandhypogamy.
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「国際人口移動の新たな局面～『日本モデル』の構築に向けて」

国際人口移動に対する政策的管理の実効性と限界

明 石 純 一＊

Ⅰ はじめに

国家は，外国人の入国と滞在，そして就労を含む様々な活動の許否に関して，独自の基

準を定めている．永住資格や国籍を希望するものに対しても，特定の要件を設けている．

上記で挙げたような政策判断は，現在のところ受入国側の政府に専ら委ねられており，ボー

ダーレス化と称される現代にあって，領域主権国家体制が今もなお維持されていることを

裏付けている．

受入国政府は，人の越境や移住先でのメンバーシップを制限しているだけではない．政

府は，自国にとって「有益」とみなす人間を，その国籍や民族，人種にかかわらず誘致し，

厚遇し，社会構成員として組み入れようとすることがある．当該人物のホスト社会での活

動が，その国の為政者により想定される国益に資すると考えているからである．

とはいえ，活発化する国際人口移動の恩恵を享受しようとする国家のその試みは，必ず

しも常に達成されるわけではない．同様に，望まない人口の流入と定着を規制できるとも

限らない．むしろ，一般に「移民政策」と呼ばれるものは，多くの国で日頃からその効果

や実績が疑問視され，恒常的に見直しを迫られている．すなわち移民政策には，そのパフォー

マンスの存分な発揮を妨げる何らかの制約が課されていると思料できる．
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本稿では，近年さらに活発な様相を呈す人の越境に対する管理という政策課題を取り上げ，その

実効性と限界について論じている．多くの国において，政府は，自国への人の流入と定着を国益に

適うかたちで制御しようと試みている．しかしその試みは，為政者や政策立案者の期待に沿った成

果を必ずしも生み出してはいない．人の越境に関わる様々なステークホルダーの思惑や振る舞いが，

政策の目的達成に親和的であるとは限らないほか，自国への「潜在的移民」の規模や属性が，政策

の効果を左右するからである．昨今の日本でも，国際人口移動に対する政策的管理の実効性が問わ

れる機会が増えている．一見すると，日本の実績は優れているとは言いにくい．その政策手段に内

在する欠陥や，自国への潜在的移民の規模と属性が，政策の実効性を制約している．ただし，当該

政策の意図の曖昧性や多義性がその効果の計測と評価を難しくしている，という点も併せて考慮す

べきであろう．

*筑波大学人文社会系



この制約は何に由来するのだろうか．国家は，人の越境のどのような側面を政策的に管

理できるのか．その制御能力はいかに測られるべきか．本稿は，上の問題意識を出発点と

し，国際人口移動に対する政策的管理の実効性と限界についての予備的な考察を試みるも

のである．

移民政策の実効性に向けられた高い関心は，先進諸国を中心に共有されているものだが，

日本においても例外ではない．日本は，外国人に対して「閉鎖的」と長年に渡り形容され

てきた事例である．少子高齢化を伴う人口減少が，その日本に，海外から人を積極的に招

き入れるという選択肢を採用させようとしている．少なくとも，そのような気配が見て取

れる．こうした時事性の高さを鑑み，本稿では，近年の日本における政策動向を検討材料

として取り上げてみたい．

以下第Ⅱ節では，国際人口移動に対する政策的管理が重要視されている近年の状況を概

観する．第Ⅲ節では，上の政策的管理の範囲や対象について述べる．第Ⅳ節では，移民政

策の実効性を左右する諸要因を整理する．第Ⅴ節では，ここ数年の間に導入された政策ス

キームを材料として，日本における政策的管理の実効性と限界について論じる．なお，本

稿で論じる政策的管理は，人の越境に作用する数ある政策的アプローチのなかでも（明石

2013b），受入国政府が立案し実施する政策に限定している．

Ⅱ 国際人口移動に対する政策的管理への関心

国際人口移動に対する政策的管理の重要性は，現在，広く認識されているところである．

通常は移民政策と呼ばれる上記の政策・法執行領域は，もとより軽んじられるものではな

かったはずであるが，海外からの人口流入圧力を常態的に受けている先進国においては特

に，その政策課題としての優先順位がかつてよりも上がっているとの見方ができるかもし

れない．

国際人口移動に関する政策研究や政治学関連分野における近年の学術的進展は，以上に

述べた事情と呼応している．違う見方をすれば，比較的最近まで，この分野の研究蓄積は

乏しいままであったと考えられている（Brochmann1999,Lahav2000）．例えばFree-

man（2005）は，人の移住を研究する者はその政治的側面を軽視し，政治学者は移住と

いう現象を長らく無視しがちであったと述べる．同氏によれば，こうした状況に多少なり

とも変化が現れたのは，「国家の関心事～移民政策の理論化」（Zolberg1999a）や「移民

政策の政治～外在的な視点」（Zolberg1999b），「国際移民の政治～いかに国家を呼び戻

すことができるのか」（Hollifield2000）などの研究成果が相次いで示された2000年前後

である．ただしここでは，1990年代の前半から中頃にかけて，後述する「乖離仮説」を含

め，後年の研究の発展に寄与する議論が進んでいたことも付け加えておきたい

（Hollifield1992,Corneliusetal.1994,Weiner1995）．

学術的な営みにも反映されている国際人口移動に対する政策的管理への関心の向上には，

いくつかの背景がある．そのひとつには，人の流入圧力が今後とも高い水準で持続するで
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あろうという予想が，主要先進諸国において近年確信へと固まってきたことを挙げること

ができる．世界の人口が開発途上国を中心に今も増え続けている一方で，先進国では概し

て高齢化が進行している．高齢化が進む先進国では，海外出身者の労働力に依存しやすい

状況が生まれている．

OECD（2013）の報告書によれば，2001年から2010年におけるOECD諸国の人口増加

の40％が，海外からの人の移住によるものであった．また，市場調査会社の IPSOS

（2011）が2011年に23か国で総計17,601名を対象として実施した世論調査では，回答者全

体のおよそ80％が，過去5年間に移民が増えていると答えている．統計上確認できる移民

の増加は，ホスト社会の実感を伴っていることがわかる．

移民人口のプレゼンスの拡大が，労働市場や社会保障制度への影響を増幅させるであろ

うという認識も，人の越境に対する国家の制御能力への関心を高めている理由であろう．

受入国は，海外からの移住人口の流入によって，自国では充足できない産業分野や職種で

の働き手を確保し，さらに税収を伸ばすことさえも見込む．もちろん，その種の公算が外

れることは多々ある．移民やその第二世代は，公用語習得，教育到達度，雇用機会といっ

た面でハンディキャップを背負いやすいことはよく知られている（OECD2012）．増え続

ける移住者が自国の労働市場に悪影響を及ぼし，社会保障財政に負荷をかけているのでは

ないかという危惧が広がれば，当該政府の移民政策は批判的に評価され，政治的失点へと

つながる．

先述のIPSOSの調査には，移民が自国に及ぼした影響に関する問いも設けられている．

全体に占める回答の割合をみると，その影響を肯定的とするものが21％，否定的とするも

のがその倍以上の45％である．前者の割合が後者のそれと同等か，あるいは凌ぐという結

果がみられた先進国は少なく，スウェーデン（37％と37％），カナダ（39％と35％），韓国

（27％と20％）に限られている．同調査には，「自国に移民が多すぎる」，「移民による自国

の公共サービスへの負荷が大きすぎる」，「移民のために自国で仕事を得ることが難しくなっ

ている」といった状況認識への賛否を問うものも含まれている．いずれも賛成派が反対派

の倍近く，あるいは倍以上の回答数を占めており，この結果は，直接的には移民に対する

風当たりの強さを，間接的には移民政策に対する不信と不満を物語っている．

アメリカ合衆国とヨーロッパの主要国（フランス，ドイツ，イギリス，イタリア，スペ

イン）において2011年に行われた別の調査によれば，移民は「好機（opportunity）」よ

りもむしろ「問題（problem）」として一般的に考えられている（GermanMarshallFund

oftheUnitedStates2011）．小幅ではあるが，「問題」とした回答の割合は2008年よりも

増えている．2011年の割合が2008年と同じ数値を示した唯一の国スペインでも，58％と過

半数を超える．もとより移民の流入は，ホスト社会に異なる宗教や言語，生活習慣等を混

在させ，ひいては文化的軋轢をもたらす厄介事の種として語られやすい．加えて，治安悪

化やテロの脅威にも結び付けられがちである．移民問題の安全保障化が，反移民を掲げる

排外主義的なポピュリズム政党を台頭させる土壌を作り出し，ことあるたびに政局の不安

定化を招いてきたことは周知の通りであろう．
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時局的な性質を有するとはいえ，欧州において，反移民の姿勢を鮮明に示す政治勢力へ

の支持は現在強まっている．例えば2014年5月に実施された欧州議会選挙においては，フ

ランスの国民戦線，オーストリアの自由党，イギリス独立党，デンマーク国民党など，反

EUとともに反移民の姿勢を掲げる右翼政党が多くの得票を得て，勢力を伸ばしている．

移民に対する否定的感情の広がりは，人の越境に対する「管理への探求」を国家に強いる

であろう（CastlesandMiller2009）．

本稿の冒頭に述べたように，人の越境の管理は，国家の専権性が極めて色濃く現れる政

策事項である．国際人口移動に対する政策的管理への注目の高まりは，にもかかわらず受

入国政府が，自国への人の移住はこの先も止みそうにないという不可避性と同時に，この

現象を政策の意図に適うかたちで制御することの困難さを強く自覚しているからに他なら

ない．

このような自覚は，本節で述べてきた移民への拒否感や移民規制の難しさとは若干異な

る文脈のなかで，現在の日本にも看取できる．「異なる文脈」としたのは，昨今の日本に

おいてはむしろ，この社会への移住者の流入と定着の抑制よりも，その促進に判定の目を

向けるべき状況が局所的ながら現れているためである．本稿の第Ⅴ節で取り上げるが，近

年では，外国人看護師や介護福祉士の受入れ制度の実施（2008年），第三国定住難民プロ

グラムの始動（2010年），高度人材ポイント制の導入（2012年）などが挙げられる．2014

年に限定すると，在留資格「高度専門職」の新設ほか，技能実習制度の拡大運用や家事労

働者受入れのための制度整備などが決定されている．海外から日本へと人を呼び寄せるた

めの政策スキームが拡充されつつある現状は疑いえない．

内閣府が，これまでタブー視されてきた「移民」という言葉を用い，出生率の回復とと

もに，年間20万人の受入れにより日本の人口減少を一定程度留めることができるとの推計

を示したのも，2014年のことであった．現時点において日本政府は，減少する人口を補填

するという観点から，永住を前提とする移民を受入れるという決断には踏み切っていない．

ただし50年後も人口を1億人規模で維持することを政策目標として掲げ，その方策の一部

として，高度に専門的な技術，技能，知識を有する外国人，すなわち「有能」な外国人を

招き入れることを公言している．外国人を受入れることの戦略的重要性がかつてよりも明

確に意識されている状況を，今日の政府の言動から読み取ることができよう．

上述の政策動向や政府の言論は，移民や外国人労働者の受入れの是非をめぐる議論を広

く喚起している．有識者・評論家は様々な賛成・反対意見を各種紙面で表明し，その例に

は枚挙に暇がない．しかし本稿の問題意識に立ち返るならば，検討すべきは，特定の政策

を採用すべきか否の妥当性についてではなく，その是非はともかくとして，採用された政

策の実効性についてである．すなわち，国際人口移動に対する政策的管理にはどこに限界

があり，いかなる条件であれば実効性をもちうるのか．次節では，上の問いを念頭に置き

ながら，当該政策の範囲や対象について整理をしておきたい．
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Ⅲ 国際人口移動に対する政策的管理の範囲と対象

国際人口移動に対する政策的管理，特に受入国が講じる移民政策の作用は，外国人の入

国および滞在の許否基準や，移住者がホスト社会で享受する法的地位についての規定を通

じて顕著に表れる．移民政策の定義にもよるが，その影響は広範囲に及ぶ．

移民政策についての概念的な整理は以前からも取り組まれており（Hammer1985），

若干の蓄積がある．政策の種類や性質に着目すれば，入国管理などに代表される外部管理

（externalcontrol）と入国後に実施される内部管理（internalcontrol）に分けることが

できる（Brochmann1999）．そのそれぞれに，直接的・明示的（direct/explicit）およ

び間接的・黙示的（indirect/implicit）な手法がある．政策を段階論的に捉えれば，政策

への要請（input），立案された政策・法制度（output），政策の実施・遂行（implemen-

tation）， 政策の効果 （outcome） を異なる概念や変数として扱うことができる

（Hollifield1986,Money1999,Bjerreetal.2014）．

移民政策に対するこうした分類学的なアプローチは，当該政策を分析するための共通土

台を準備するうえで欠かせない．政策の実効性を主題としている本稿においても，考察に

有用と考えられる限りにおいて，国際人口移動を管理する仕組みについて説明を加えてい

る．以下，簡単にまとめておきたい．

現在の国際社会では，受入国の在外公館を通じた入国前の査証発給審査が，ほぼ万国共

通で実施されている．入国するために本来必要であるはずの査証が免除される活動の種類

や対象国も政策的に判断される．順を追えば，査証審査の後に入国審査があり，入国後に

は在留審査がある．在留審査では，滞在期間の更新や滞在中の活動内容の変更の可否が決

定される．当局による管理は，出国審査や強制退去に至るまで続く．

滞在期間が長引けば，移住者のなかには，ホスト社会でより安定した地位を求めるもの

も増える．端的にいえば，移住先での永住資格や国籍を取得しようとする．永住資格や国

籍を求めるものに対して，受入国政府は，滞在年数，言語能力，生計能力，素行，現国籍

離脱等の様々な要件を課す．何をどこまで要求するのかという判断も政策的管理の一部で

あり，外国出身者の定住過程を中長期的に左右する．

受入国政府は，このように連続するいくつかの局面において，海外からの人の流入と定

着を制御しようと試みる．そして同一局面においても，異なる複数の条件を設けている．

この条件とは，受入国政府が許容する，あるいは望ましいと判断する移住者を選び取るた

めに定める基準である．この基準を便宜的に抽出するならば，海外からの移住者の国籍，

規模，滞在する期間，地域，そして雇用ベースの受入れの場合であれば産業・職種といっ

た政策的管理の対象が想定されよう（明石 2013a）．

一つ目の国籍の管理とは，直接的には受入れる外国人の国籍を，間接的には当該人物の

人種や民族的出自などの属性を規定しようとするものである．一般に受入国政府は，送出

国との歴史的関係や地理的関係，または外交上の思慮にもとづき，特定の国籍保有者の入
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国，滞在，活動を優遇，あるいは冷遇することがある．数例のみを挙げれば，地理的に近

接し，言語やエスニック的な共通性を多く持つオーストラリアとニュージーランド，シン

ガポールとマレーシア，地域統合が進んでいるEUや一部の中米諸国，ロシアと旧ソ連邦

を構成していた中央アジア諸国の一部などでは，入国，滞在，就労のために通常は求めら

れる査証の免除措置を含め，国籍別の例外的措置がなされている．

二つ目の規模の管理とは，文字通り，自国における外国籍人口の数を制御しようとする

ものである．受入国は，対象が移民か非移民かにかかわらず，受入数の上限等を定めるこ

とがある．労働市場テストを実施することで，労働需要に応じて受入数を調整することも

できる．海外から労働者を受入れる企業・事業主といったスポンサーに対して労働市場テ

ストを義務づけている国は多い．

三つ目の期間の管理とは，自国において外国人が滞在できる年月を規制するものである．

上述の規模の管理と同じく，移住者のプレゼンスに影響する．資格の更新や変更，滞在期

間の延長や永住資格の付与についての判断基準が，外国人の定着度に作用する．規模を規

制しない国でも，期間についての管理は例外なく行われている．

四つ目の地域の管理とは，外国出身者の滞在や活動を認める場所についての規定である．

例えば欧米諸国の一部で活用されている季節労働者プログラムは，国籍，規模，期間に加

えて，外国人の就労先となる地域があらかじめ限定される．カナダやオーストラリアは，

それぞれに「州指名プログラム（ProvincialNomineesProgram）」と「地域雇用主引き

受け移住スキーム（RegionalSponsoredMigrationScheme）」により，定められた期間，

特定の地域において指定職種にフルタイムで勤めれば，当該移住者に対して永住資格を付

与するというインセンティブを提供している．

五つ目の産業・職種の管理とは，外国人が働ける就労分野についての制限である．専門

的な知識や技術が求められ相対的に給与水準が高い分野か，逆に，単純作業，低賃金，有

期雇用であることを理由に自国労働者が忌避しがちな分野において，外国人の就労は認め

られやすい．移住者側の希望による雇用主の選択や職業変更の自由度を定めるルールも，

この項目に含めてよいだろう．

このように移民政策は，移住希望者がある国に移動し定住へと至る一連の過程に作用す

る．あるいは，そのような状況には至らせない方向で広範囲かつ長期間に渡り人の越境を

規制する．むろん，海外からの人の移住に対する管理の局面をさらに細分化することもで

きるだろう．例えば本節では，移民のメンバーシップ管理や社会統合過程に関係する政策

領域の大部分を省いている．ただしここであらためて確認したいのは，人の流入と定着を

制御する仕組みをホスト国側が幾重に設けたところで，その目的が容易に達成されること

はないという実情である．もしくは，ホスト社会のマジョリティを構成する人々からの賛

同を得ていない，という移民政策の帰結である．前節で紹介した二つの国際調査の結果は，

自国に流入する移民が増えていると感じる人々，そしてそれを問題視する人々が増えてい

るという，ホスト社会が抱くある種の脅威認識の強まりを示すものであった．政策が期待

通りの実績を生み出し，肯定的に評価されることはむしろ珍しい．
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Ⅳ 国際人口移動に対する政策的管理の実効性

人の越境を自国に利するかたちで制御しようとする政策はなぜ意図通りの影響力を発揮

しえないのか．移民政策の目的と社会的現実の間にはなぜ差異が生じるのか．この問いに

応じるために，Corneliusら（1994,2004）が「乖離仮説（GapHypothesis）」を示し，

同仮説のもとで複数の事例の考察を試みたのは，今から20年前である．この乖離は，多く

の先進国で一般的にみられる「観察事実」に過ぎないという指摘もあるが（小井土 2003），

その点は同仮説の提示者も自認しているところである．

政策の目的と現実の乖離が生じる理由として，Corneliusらが挙げる理由は，政策手段

に内在する欠陥である．例としては，一時的滞在を条件として他国から労働力を受入れた

ゲストワーカープログラムが，定住を妨げる強制力を十分に持ち得なかったという欧州の

戦後の経験に言及されている．また，不法就労者を雇用した使用者への処罰が期待通りの

抑制効果を生まなかったこと，国境管理の厳格化がすでに国内に滞在している外国人の超

過滞在を助長したことなどにも触れられている．

別の理由としては，ホスト社会における労働需要の存在が指摘されている．職務上の専

門性が高くはなく，ゆえに賃金も低水準に留まっている特定の産業や職種では，一定の労

働需要が恒常的に発生している．一方，多くの先進国に顕著にみられる出生率の低下と高

齢化による年齢構成の変化，そして失業者への手厚い社会保障は，こうした分野への国内

労働者の参入を抑制している．結果として移住労働者への依存は高まり，その依存状態は

維持される．

「乖離仮説」の説明は，政策形成の過程にも及んでいる．例えば，ホスト社会の様々な

利益集団が政府に圧力をかけ，移民政策の方向性を民意に反して左右することはおおいに

ある（Freeman1995）．また，いったん政策が策定されても，自国の行政機関の裁量や

司法機関の介入，また，国際機関や市民社会組織の働きかけにより，立案者の当初のねら

いに沿わない状況が事後的に生まれる場合もある．人の越境に関わる様々なステークホル

ダーの思惑や関与が，受入国の政策の目的達成に親和的に作用するとは限らない．

先に述べた「政策手段に内在する欠陥」の範疇に属する要因ともいえるが，受入国政府

がその裁量を相対的に発揮しにくい移民政策の対象というものがある．該当するのは家族

ベースの移民である．主に先進国社会において，配偶者や実子の呼び寄せを過度に厳しく

制限することはできない．人道ベースの難民に対しても，家族ベースの移民と同じく，国

家の裁量は制約されやすい．難民条約を中核とする国際的な難民保護レジームに参加して

いるという事実は，西側先進諸国に一定数の難民の受入れを不可避としている．

確かに難民の受入国は，庇護申請に対する審査を厳格化することができるし，現にその

ように振舞うことがある．それは他方で，人道や人権を基本的価値として掲げ推奨する

「国際社会」から道徳的非難を招くリスクを高め，国家の自律性を制限しうる．人の国際

移動の管理をめぐる国際制度と国家主権のこうしたせめぎあいは，Sassen（1996）ほか
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移民に関する多数の研究のなかで扱われてきた論点としてよく知られている．なお，雇用

ベースの移民や短期的な滞在を前提とする外国人労働者に対してであれば，受入国政府は

大きな裁量を発揮できる．しかしこれも先に述べたように，政策の効果があらかじめ保障

されているわけではない．

以上は概ね，国境の内側にあって移民政策の実効性を損なう内在的な要因である．厳密

には切り分けて考えることは難しいが，他方で，政策の内身の如何によらず存在し，政策

の実効性に作用している外在的な要因もあるだろう．

前述の「乖離仮説」のなかでも言及されているが（Corneliusetal.2004），移民が構

築する越境的なエスニックネットワークは，外在的な要因のひとつとして数えられる．国

境を越える人的な紐帯は，受入国が定める入国・滞在基準を満たさない外国人にとっても，

移住の機会を広げる．また，移民産業の発展と人の越境の活発化には見逃せない関係があ

る（Gammeltoft-HansenandS・rensen2013）．今日ではより多くの人材派遣業者が，

越境手段というサービスを提供するビジネスに従事していると考えられており，こうした

現象も，政策に対する「錯乱要因」のひとつであろう（梶田 2005）．

上に例示した要因の多くが想起させるのは，巨大な人口移動圧力の存在である．調査会

社のギャラップは，2007年から2010年の間に，148か国において約35万人の成人を対象に

調査を実施した．その報告書『世界の潜在的移民（TheWorld'sPotentialMigrants）』

によれば，世界における移住希望者は，国連が推計する現在の移民総数の3倍近くに上る

という（Esipovaetal.2011a,2011b）．チャンスさえあれば他国に移り住みたいという

願望を持つ人間は少なくない．

なお「乖離仮説」では，政策の意図に反して移住者の数が増えるという一般的傾向に主

眼が置かれており，それと対称的な状況は想定されていない．すなわち，政策の意図に反

して移住者の数が増えない，という事態である．上述の報告書の題目に用いられている

「潜在的移民」という概念は，受入国が歓迎しない外国人の流入と定着を抑制することの

難しさに加えて，受入国が歓迎する外国人を海外から招き入れることの難しさを考えるう

えでも，多分に示唆に富むと考えられる．極めて常識的な見方を確認しているに過ぎない

が，ある国への移住を希望する人口規模が大きく，その人口の属性が当該国の望む外国人

の条件に合致している場合，政府の期待に応じた人物の誘致は容易い．こうした供給源の

有無と大小は，政策の実効性にとって重要な与件のひとつである．

とはいえ，自国にベクトルが向く潜在的移民の規模や属性がどのように決まるのかを正

確に割り出すことはできそうもない．地理的・言語的条件や歴史的関係，雇用機会や所得

水準の違いなどが，ある国から別の国への移住動機に作用している．景気動向を含む経済

社会情勢の変化は，より短期的な影響をもたらすであろう．例えば，2008年のリーマンショッ

クとそれ以降に続いた世界的経済危機は，当然ながら国際人口移動のパターンに変化をも

たらした．そしてその影響が国や地域ごとに異なるかたちで現れたという事実は（明石

2011），人の越境圧力を一様には捉えきれないことを示している．国際人口移動という現

象を説明するグランドセオリーが打ち立てられていないことは（Massey1998），その試
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みが今も重ねられていることからも，うかがい知ることができる（BrettellandHollifield

2008,KimandCohen2010）．

政策それ自体の基本的な方向性が，自国への人口移動圧力を促進あるいは抑制しうる点

にも触れておきたい．もとより，入国前や入国時での永住権取得を制度的に可能としてい

る移民国は，国の成り立ちや国是からしても，国境が「開放」されているイメージが抱か

れやすい．移民国への移住希望者が恒常的に多いことは事実であり，例えばアメリカでは，

特定の就労査証を得ようとする申請数が，受付開始からわずか数日のあいだに年間発行数

の上限に達することが通常化している．

片や非移民国は，入国前や入国時はもちろん，入国後においても永住資格や国籍の付与

を保証しない．そのために非移民国は，あくまでも一般論として述べれば，優先的な移住

先候補としては選ばれにくく，同様の理由で，「優秀」な移住希望者にも選ばれにくい．

むろんここでいう「移民国」と「非移民国」という区分は，あくまでも相対的な形式分類

に過ぎない．移民国への移住者にも「非移民」が多くいる一方で，非移民国にも，社会的

実態としては多くの「移民」が暮らしている．とはいえ後者では，キャリア形成，資産保

持，社会保障・福祉の受給条件といった面で移住者が感じるリスクは大きい．このリスク

の程度が，ある国への人の越境圧力に影響を及ぼし，ひいてはその国の移民政策の実効性

を担保する，もしくは損なわせることは大いに考えられるだろう．

前節で述べたように，受入国政府は，様々な規制や基準を設けることにより，自国の経

済と社会に利するかたちで人の流入と定着を管理しようと試行錯誤を重ねている．しかし

その試みの成否は，自国への潜在的移民の規模や属性ほか，多岐に渡る要因に依拠してい

る．そしてこの諸要因の存在は，同時に，人の越境に対する国家の制御能力を計測，評価

することを困難な作業にしている．次節では，上の困難さを考慮しながら，近年の日本に

おいて導入された政策スキームを複数取り上げ，考察を加えてみたい．

Ⅴ 日本の事例

人の越境を管理しようとする政策の実効性が意識されている現状は，本稿の第Ⅱ節にお

いて論じたところである．この状況は，日本でも同様にみられる．日本は，総人口に占め

る外国籍住民の割合が他の先進国と比して突出して低い国であるとはいえ，現在その数は

四半世紀前の倍，すなわち200万人台に届いている．

前節で扱った「乖離仮説」は，日本の事例も分析対象とし，同事例にも大きな乖離があ

ると述べている（TsudaandCornelius2004）．ただしその考証は，日本における外国人

の受入れの制度概要と課題についての叙述に留まっており，分析上の限界を有している．

むしろ同研究において興味深いのは，一般論として，政策の「意図せざる結果」といわれ

る状況のなかには実は「さほど意図から外れたものではなかった（notsounintended）」

場合がありうる，という可能性に言及している点である．日本の事例に指摘されている政

策の目的と現実の乖離は，政策アクター間の妥協による政策アイデアの折衷が生み出した
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産物でもあり（明石 2010a），後者の解釈がより当てはまると思われる．

あらためて確認するならば，日本においても，自国への人の移動に対する政策的管理の

実効性は重要視されている．さらに第Ⅱ節に述べた通り，「移住者の流入と定着の抑制よ

りも，その促進に判定の目を向けるべき状況」のなかで，政策の実績が問われ始めている

という点に留意したい．実際にも，高齢化を伴う人口減少への懸念の高まりを反映してか，

昨今，移民や外国人労働者受入れの是非についての政策論議が活発化し，目新しい政策展

開も観察される．本稿の冒頭に触れたように，経済連携協定（EconomicPartnership

Agreement，以下EPA）にもとづく看護師・介護福祉士の受入れ制度の実施，第三国定

住難民プログラムの始動，高度人材ポイント制の導入，また，技能実習制度の拡大運用や

家事労働者の受入れ方針の決定などであり，以下，本節でも横断的に取り上げていく．

日本は，EPAにもとづき，2008年以降はインドネシア，翌年からはフィリピン，2014

年からはベトナムより，看護師および介護福祉士の候補生を受入れている．2010年から始

まった第三国定住難民の受入れは，当初は3年間のパイロットケースとして実施されたが，

その後5年間に延長され，2014年3月の閣議決定により恒常的に実施することが決まった．

高度人材ポイント制は，2012年に導入されている．このポイント制において滞在が認めら

れた外国人は，一定の条件のもとで親や家事使用人の帯同が認められるほか，永住資格の

取得に要する日本での在留期間が5年に短縮されるなどの優遇措置を享受できる．なお

2014年6月には改正入管法が成立し，「高度専門職」という在留資格の新設が決まった．

取得3年後には期限なく滞在が認められる資格である．

同じく2014年，日本政府は，技能実習制度の拡大運用により，受入れる実習生の業種を

広げ，かつ就労期間を延ばす方針を示した．「国家戦略特区」を利用し外国人家事労働者

を受入れる構想も，同年に発表している．内閣府が，出生率の回復とともに年間20万人の

移民の受入れにより日本の人口減少を一定程度留めることができるとの推計を示したのも

2014年のことであった．日本の為政者や政策立案者がタブー視してきた「移民」という用

語が使われたこともあり，報道各紙が大きく取り上げたことは記憶に新しい．

外国から日本社会へと人を呼び入れるルートが，局所的であるとはいえ開拓，拡充，あ

るいは新たに構想されている現状がある．以上に言及した政策スキームを，第Ⅲ節で述べ

た国際人口移動に対する政策的管理の項目に準じて整理しているのが，表1である．個々

のスキームに備わる管理機能と言い換えてもよいだろう（明石 2013a）．表中の○，△，

×の印は，受入国の管理当局が，それぞれのスキームにより政策対象者に課そうとする規

制の程度を示している．同表には，2014年7月時点では詳細な運用ルールが明らかではな

いものや，構想レベルでの「移民の受入れ」も記載しており，それらの規制の程度につい

ては解釈が分かれるだろう．以下では，この表に沿って若干の補足説明を加えながら，日

本の事例における政策の実効性について考察してみたい．

表の①にある，看護師・介護福祉士の候補生の受入れについては，EPAを締結した政

府間の協定のなかで，就労先の産業・職種が規定されている．年間の受入れ上限と滞在年

限も設けられている．ただし期間内に国家試験に合格し資格を取得すれば，引き続き就労
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も認められるというのが，この制度の特徴である．

受入れ数は，この制度の運用が始まった2008年以降の5年間において，両職種合わせて

2,000人に満たない．受からなければ帰国を余儀なくされる国家試験の合格者は，2014年

度の試験までを含め400人に届いてない．日本側のハードルが高すぎるという批判を送出

国政府から招いているような規模感でしかない．外交的配慮から当初定められていた滞在

期間が延長されたほか，試験問題の形式等について優遇措置がはかられたことは周知の通

りである．同じく知られていることであるが，外国人看護師や介護福祉士の受入れは，

EPA交渉に用いられた経済外交上のバーターであり，同分野における人手不足の解消策

として始まったわけではない．ゆえにその政策実績への評価は立場によって異なるであろ

うが，海外からの人材の誘致という観点からは失策という評を免れていない．

表の②にある第三国定住難民プログラムでは，受入国による事前スクリーニングの実施

が前提とされている．つまり政府は，民族的出自を含む様々な属性を政策的に判断したう

えで，受入れる難民を選別する．年間30名の上限が設けられているが，「定住」の名が示

すように，日本に滞在できる期間は無制限である．このプログラムは，運用上，受入れた

難民を特定の地域の特定の就労分野に誘導することを可能としている．ただし，難民を当

初の受入先に留め置く規制はなく，そのためのインセンティブを難民側に提供しているわ

けではない．第三国定住難民には，国内移動はもちろんのこと，職業選択の自由もある．

日本政府は，第三国定住難民の受入れを通じて国際的な難民保護体制への関与を強めたと

いう点で国際社会から肯定的な評価を受けたが，十分な実績が伴っているとはいえない．
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表１ 国際人口移動に関する政策スキームと管理対象項目

政策スキームの名称 国籍 規模 期間 産業･職種 地域

①
EPAにもとづく看護師・介護
福祉士受入れ制度

〇 〇 △（注1） 〇 △

② 第三国定住難民プログラム 〇 〇 × △ △

③
高度人材ポイント制／
新規在留資格「高度専門職」

× × △（注2） △ ×

④ 技能実習制度 △ △（注3） 〇 〇 △

⑤
「国家戦略特区」による家事
労働者受入れ制度

〇（注4） ×（注5） 〇 〇 〇（注6）

⑥ 移民の受入れ × △（注7） × × ×

（注1）試験合格後は継続的に就労可能
（注2）条件はあるが「高度専門職」は取得3年後に無期限で在留可能
（注3）既存の制度では事業所ごとの上限のみが定められ，全体数に制限はない
（注4）東南アジア諸国が中心となる見通し
（注5）上限は示されておらず市場で調整される
（注6）当初は地域を限定した試験的な試みであるが，のちに全国展開される可能性がある
（注7）移民の年間受入数には上限を設けることはできる



来日する難民が皆無であった年があることに加え，受入れ上限の年間30人という数も，現

在までのところ満たすことがない．

受入数が伸びないという点では，第三国定住難民の受入れと同年の5月に始まった，表

の③にある「高度人材ポイント制」も同様である．第三国定住難民とは対照的に，国籍上

の制限や受入れ人数の上限はない．学術研究，専門・技術，経営・管理に関係する職種が

対象となるが，居住地域の限定はない．滞在期間は定まっているが，期間更新が認められ，

在留資格「永住者」を取得するための要件でも優遇されている．新しく導入されたこの制

度の効果は芳しいものとはいえず，高度人材の誘致に成功しているとはいえない．最初の

1年で2,000人の受入れが政府により見込まれていたが（法務省 2011）， 4分の1程度に

しか届かなかった．上に述べた三つの政策スキームは，総じて，優れた成果を残している

とはいいがたい．看護・介護福祉士，第三国定住難民については，決して高くはない上限

に達すことなく，高度人材については当初の見込み数に届かない．どのような阻害要因を

そこに見出せるだろうか．

内在的な要因としては，前節に述べた「政策手段に内在する欠陥」が挙げられるだろう．

EPAにもとづく看護師・介護福祉士の受入れについては，その受益者のひとつでもある

医療機関が，負担の大きさから，候補生を受入れる動機を高い水準で保っていないという

事情がある．第三国定住難民プログラムについていえば，自治体への補助金といった財政

面を含む支援の乏しさが，地域社会の協力的な参加を躊躇させている側面が否めない．高

度人材ポイント制に関しては，その受入れ実績の低さの背景として，必ずしも政策目的と

は合致しない日本企業の意識やニーズがあると考えられる（明石 2010b）．意識やニーズ

といった側面に着目すれば，第三国定住難民プログラムを実質的に担う自治体についても

同じことがいえる．難民に限らず，海外からの移住者を永住ベースで受入れたいと積極的

に表明する自治体を日本のなかで探し当てることは容易ではない（三菱UFJリサーチ＆

コンサルティング 2013）．

外在的な要因は，端的にいえば，日本への潜在的移民の規模である．自国の言語が世界

的に普及しているとはいえず，既存の移民コミュニティのプレゼンスが大きいわけでもな

く，永住の権利が制度的に保障されているわけではない非移民国の日本は，優先的な移住

候補先としては選ばれにくい．

招き入れたい人材を誘致することの難しさは，日本の場合，労働市場の特性に帰すとこ

ろも大きい．外部労働市場に比して内部労働市場が発達している日本では，労働市場の国

際化が進みにくい．別の角度から述べれば，日本への移住者の多くは，終身雇用や年功序

列に代表される日本の雇用制度や人事慣習のメリットを享受できない立場にある．日本が

認定する高度人材が「普遍的」な意味でグローバルに競争力を持つ人材であればあるほど，

その人物にとっては，居住し働く国の選択肢は数多あるのであり，就労先としての日本の

魅力は減じるのである．こうした雇用・人事制度上の問題に加えて，日本における子供の

教育環境や年金制度などが，高度人材の定住を抑制する要因として指摘される（大石 2014）．

いずれにしても，本節で取り上げた外国人看護師・介護福祉士受入れのための枠組み，
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第三国定住難民プログラム，外国人高度人材ポイント制は，日本の労働市場や人口構造に

実質的な影響を与えてはいない．ここで目を向けたいのは，外国人の定住を一定の条件下

で認めるという，上の政策スキームに共通する制度的な特性である．仮説的に述べれば，

外国人の定住化を阻まないかたちでの受入れは，自ずと，受入れた外国出身者に対する政

府の裁量の範囲を長期的に狭めていく．それゆえに上に述べた政策スキームは，受入れ規

模を容易に増やさない仕組みとしてのみ導入されることが可能であった，という解釈も後

付けながら成立するであろう．とはいえそのような観点から昨今の日本の政策の実効性を

理解しようとするならば，高い評価を得ようもない日本の受入れ実績は実際のところ政策

の意図に反した結果なのか否かという問いに，断定的な回答を示すことができなくなる．

日本の事例ならずとも，政策の意図が明確ではないとき，もしくは一枚岩ではないとき，

政策の実績というものを簡単に評価することはできない（GuiraudonandJoppke2001,

Corneliusetal.2004）．

上に述べたところの「制度的な特性」や「裁量の範囲」という面で対比させるならば，

表の④にある技能実習制度は，国籍，規模，期間，地域，産業・職種のすべての項目を制

御対象としている．「技能実習生」を代名詞とするいわゆる「単純労働者」に対して，政

策的管理の及ぶ範囲は広く，統制力も強い．政府が2014年6月にその方針を示した，表の

⑤にある国家戦略特区での外国人家事労働者の受入れの場合も同様である．今現在示され

ている条件によれば，単身のみの受入れが認められ，定住は禁じられる．

ここであらためて外在的要因の目を向ければ，前節で触れたギャラップの調査『世界の

潜在的移民』は，日本への潜在的移民の規模を1,700万人と推計し，その属性として「若

い」そして「教育水準が高くない」ことを挙げている（Esipovaetal.2011a）．その規模

と属性については別に精査する必要はあるものの，少なくとも同調査にもとづけば，多く

の来日希望者の属性は「単純労働者」のイメージに合致している．良かれ悪しかれ，アベ

ノミクス下で進められている今日の外国人労働者の受入れ拡大路線には沿っている．上の

論点を敷衍するならば，表の⑥にある移民の受入れについては，今後とも論争が続くとし

ても，近い将来に積極派が優位に立つ可能性は低い．高齢化を伴う人口減少への危惧より

も，将来的には管理が及ばなくなる移民人口のプレゼンスが増えることへの躊躇が，今の

ところ勝っているからである．

本節では，比較的最近の動向に限り，外国人の受入れに関して日本政府が講じている政

策スキームとその成果について述べてきた．日本の事例からは，一見，国際人口移動に対

する政策的管理の実効性よりもむしろ限界が多く看取できる．ただし先述の通り，他国か

らの人の流入と定着を制御しようとする政策の意図の曖昧性や多義性は，当該政策の効果

をいかに計測し判定すべきなのかという難問をほぼ必然的に惹起させる．つまり，政策へ

の一般的評価を額面通りには受け取れない局面が少なからず生じるということを考慮しな

ければならない．

別のかたちで公平さを期せば，すべての面で政策の効果が生じなかったわけではない．

ひとつの政策対象を例示するならば，30万人規模に増えた1993年をピークとする外国人の
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不法滞在者の数が，政府の公式発表によれば，2014年1月時点で6万人を切るまでに減っ

ている（法務省 2014）．この減少は政策が意図した帰結に他ならない．20年にも渡り不法

滞在者数が一貫して減り続けている日本では，結果として，それに起因する社会不安が軽

減されている可能性もなくはない．外国人が「不法滞在者」とラベリングされやすい状況

を免れているように思える．一方で，外国人への監視や管理が強まっていることに対する

強い懸念が，有識者や市民社会組織から多く示されていることも事実である（鈴木 2013）．

これは，政策の実績に対する評価が両義的になされうることを示す一例でもある．

Ⅵ 小括

国境を越える人の移動がいっそう拡大，加速化することが見込まれる今後も，国家は，

その現象に対して一定の強制力を発揮する中心的な存在であり続けるであろう．受入国政

府が有する裁量は決して小さくない．第Ⅲ節で整理したように，政府は，多種多様な規制

をもって，目的的かつ選別的に，人の越境のベクトルや規模，そしてその定住の形態を律

しようと試みている．ただし，とある国の政府が，特定の属性を有する人物の受入れを国

益上の観点から是と判断することと，その方針に準じて政策が立案そして遂行されること，

さらにはその当初の意図が実現することは，別の次元に属する事柄である．

国際人口移動に対する政策的管理の実効性と限界は，どのように規定されるのであろう

か．第Ⅳ節で述べたように，様々な要因が，移民政策の効果を不確実なものとしている．

例えば，人の越境に関わるステークホルダーにとって，諸外国から人を招き入れるための

政策・法制度が活用に十分に値するものでなければ，政府の目的は達成されにくい．その

ステークホルダーとは，移住者本人，移住を促進する人材派遣業者，スポンサーでもある

企業・事業主，そして自治体を含め多岐に渡るが，それらがおのおのの判断で合理的に振

る舞う結果，政策の実効性が損なわれもする．

上述の「移住者本人」に関係するが，自国への人口移動圧力は，政策の意図が実現する

かどうかにとって無視できない外在的な要因である．第Ⅴ節で取り上げた日本の事例から

も，この点は明らかであろう．潜在的移民の規模と属性は，受入国政府がそれらを読み違

えることも含めて，政策の実績を左右する．

ただしその実績の評価の仕方については，本論でも述べたとおり，なおも難題が残る．

例えば日本政府は，特定の外国人の定住を可能とする政策スキームを導入しながらも，そ

の制度を活用しようとする移住者を含む当事者に対して容易に満たしえない条件を課して

いる．海外から人を呼び入れるために門戸を開きながら，幾重にもハードルを設けるので

あれば，受入数が増加しないことに不思議さはなかろう．実施されたとしても社会的影響

が限定的であるからこそ，立案が現実的に可能であったというべきかもしれない．このよ

うな経緯は，当該政策に対する一義的な評定を難しくさせる．

国境を越える人の移動がこの先さらに活発化し，そのパターンを複雑化させていくこと

は十分に予見できる．他方で，人の越境を制御しようとする政策の実効性については，そ
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の効果の計測の仕方も含め，理論研究と実証分析の両面から体系的に検証する余地が大い

に残されている．したがって今後は，詳細な事例分析と複数の事例間の比較考察を積み上

げることにより，国際人口移動に対する政策的管理の実効性と限界についての理解を深め

ていくことが，いっそう求められるであろう．本稿の論考は，そのための論点整理に過ぎ

ない．筆者もまた，上の要請に応答していくことを，この先の課題として据えておきたい．
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PolicyControloverInternationalPopulationMovements:
ItsEffectivenessandLimitations

Jun-ichiAKASHI

Thesovereignstateisamajorplayerevenintimesofgrowingcross-bordermigration.Withits

exclusiveandcoercivepower,thestateseeksaneffectiveimmigrationpolicyasameanstobring

inmigrantsbeneficialtothehostsocietyandtostemtheinflowsofthosewhoareunwanted.Im-

migrationpolicydirectlyshapesthedirectionsandscalesofinternationalpopulationmovements.

Italsoinfluencesandmotivatespeoplewhoarewillingtotranscendnationalboundariesandlive

outsidetheircountriesoforigin.

However,thestate'sattempttocontrolimmigrationoftenfailstoyieldtheintendedoutcomes.

Today,thecitizensofmajorreceivingsocietiesarerarelycontentwiththesocialconsequencesof

theimmigrationpolicyformulatedandimplementedbytheirgovernments.Anti-immigration

groupshaveincreasinglygainedpopularsupport.Thegrowingpublicresentmentagainstimmi-

grantsisevidentandcommonlyseenindevelopedcountries,particularlyinEurope.Thus,immi-

grationpolicyisfrequentlyunderpressuretoreform.

Thisessayexaminesthefactorsthatinfluencetheeffectivenessandineffectivenessofimmigra-

tionpolicy.Inotherwords,itinvestigatestheconditionsforimmigrationpolicytofunctionasin-

tendedbythepolicymakers.Theessaydealsconceptuallywithimmigrationpolicyperformance

andthendiscussestheissueinamoreorlessexperimentalmanner,focusingonthecaseofJapan.

Japanhasbeenlongdescribedasa"zero-immigrationcountry"withtheproofthatthecountry's

foreignresidentsaccountsforbelowtwopercentofthetotalpopulation.Notably,Japan,whose

populationsizeisrapidlyshrinking,hasrecentlyimplementedseveralpolicyinitiatives,including

theEPAschemeforforeignnursesandcare-givers,third-countryrefugeesprogram,andpointssys-

temforforeigntalents.However,theseinitiativeshavereportedlyfallenfarshortofexpectations

intermsoftheireffectiveness.ThelowperformanceofJapan'simmigrationpolicycanbepartially

attributedtothedeficienciesembeddedinitsownpolicyframeworksandtotheinsufficientscale

ofpotentialmigrantsinterestedinmovingtoJapan.

Thedeterminantsofimmigrationpolicyeffectivenesstendtovaryacrossnations.Forthisrea-

son,scholarsneedtoestablishasystematicanalyticalmethodologywithaviewtoexplorethe

mechanismofhowimmigrationpolicyfailstoachieveitsobjectivesdespitethemonopolistic

powerexertedbythestateoverimmigration.Therefore,thepursuitofeffectiveimmigrationpolicy

withaclearerunderstandingofitslimitationsis,andwillcontinuetobe,akeyissueinthefaceof

theexpectedexpansionofcross-bordermigration.
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2010 2010 2015 2020 2025 2030

2035 2015 2020 2025 2030 2035
51 842 52 904 53 053 52 439 51 231 49 555 -4.4 2.0 0.3 -1.2 -2.3 -3.3
2 418 2 428 2 392 2 321 2 225 2 103 -13.0 0.4 -1.5 -2.9 -4.2 -5.5

 511  505  492  472  449 423 -17.3 -1.2 -2.7 -4.0 -4.9 -5.8
 483  475  463  446  426 405 -16.1 -1.6 -2.5 -3.7 -4.4 -5.0
 900  911  916  907  891 868 -3.6 1.2 0.5 -0.9 -1.8 -2.6
 389  380  365  346  327 306 -21.4 -2.4 -3.9 -5.1 -5.7 -6.3
 388  383  374  362  348  334 -14.0 -1.2 -2.4 -3.3 -3.8 -4.1
 719  708  711  687  660 630 -12.4 -1.7 0.5 -3.3 -3.9 -4.6

1 087 1 103 1 102 1 087 1 061 1 028 -5.4 1.5 -0.1 -1.4 -2.4 -3.1
 744  755  754  745  728 707 -5.0 1.5 -0.1 -1.3 -2.2 -2.9
 754  763  760  748  729 704 -6.7 1.2 -0.4 -1.6 -2.6 -3.4

2 837 2 938 2 983 2 977 2 926 2 843 0.2 3.6 1.5 -0.2 -1.7 -2.8
2 512 2 580 2 604 2 585 2 528 2 444 -2.7 2.7 1.0 -0.7 -2.2 -3.3
6 382 6 663 6 789 6 814 6 752 6 614 3.6 4.4 1.9 0.4 -0.9 -2.0
3 830 3 997 4 086 4 106 4 060 3 966 3.5 4.4 2.2 0.5 -1.1 -2.3

 837  839  828  808  783 755 -9.9 0.2 -1.3 -2.4 -3.0 -3.7
 382  384  380  371  360  346 -9.4 0.4 -1.1 -2.2 -3.0 -3.8
 440  446  445  440  431 417 -5.3 1.2 -0.1 -1.2 -2.2 -3.1
 275  276  273  268  261 252 -8.2 0.4 -1.0 -2.0 -2.6 -3.3
 327  328  325  318  308 295 -9.8 0.4 -1.0 -2.2 -3.2 -4.1
 793  792  780  761  736 706 -11.0 -0.2 -1.5 -2.4 -3.3 -4.1
 736  738  730  716  695  672 -8.7 0.3 -1.0 -2.0 -2.8 -3.4

1 397 1 412 1 405 1 381 1 345 1 300 -7.0 1.1 -0.5 -1.7 -2.6 -3.4
2 930 3 032 3 081 3 088 3 059 3 006 2.6 3.5 1.6 0.2 -0.9 -1.8

 703  709  705  692  674 652 -7.3 0.9 -0.7 -1.7 -2.6 -3.4
 517  534  542  545  542 535 3.5 3.2 1.6 0.5 -0.5 -1.2

1 120 1 145 1 150 1 138 1 110 1 071 -4.4 2.2 0.4 -1.1 -2.4 -3.5
3 823 3 935 3 968 3 928 3 823 3 679 -3.8 2.9 0.8 -1.0 -2.7 -3.8
2 252 2 303 2 310 2 283 2 229 2 153 -4.4 2.2 0.3 -1.2 -2.4 -3.4

 523  527  522  510  492 470 -10.1 0.8 -0.9 -2.3 -3.5 -4.4
 393  389  380  366  350 332 -15.6 -0.9 -2.4 -3.6 -4.5 -5.3
 211  210  205  199  192  183 -13.2 -0.7 -2.1 -3.1 -3.7 -4.3
 261  257  250  240  229 218 -16.5 -1.4 -2.9 -3.8 -4.4 -5.0
 753  759  754  741  722 698 -7.3 0.8 -0.6 -1.8 -2.6 -3.3

1 183 1 202 1 200 1 181 1 148 1 103 -6.7 1.6 -0.2 -1.6 -2.8 -3.8
 596  591  576  555  528 498 -16.4 -0.9 -2.5 -3.8 -4.8 -5.6
 302  299  292  282  270  257 -14.9 -0.8 -2.3 -3.4 -4.3 -5.0
 390  391  386  377  364 348 -10.7 0.3 -1.3 -2.4 -3.4 -4.3
 590  586  574  555  532 505 -14.4 -0.6 -2.1 -3.3 -4.2 -5.1
 321  317  309  296  281 265 -17.5 -1.1 -2.8 -4.0 -4.9 -5.9

2 107 2 160 2 171 2 152 2 111 2 047 -2.8 2.5 0.5 -0.9 -1.9 -3.0
 294  295  292  286  279  270 -8.2 0.3 -1.0 -2.0 -2.6 -3.2
 557  553  542  523  501 475 -14.7 -0.7 -2.1 -3.3 -4.2 -5.2
 686  689  681  667  648 626 -8.8 0.4 -1.1 -2.1 -2.8 -3.5
 480  482  475  463  449 431 -10.4 0.3 -1.4 -2.4 -3.2 -4.0
 459  461  454  442  427 408 -11.1 0.3 -1.5 -2.7 -3.4 -4.3
 727  724  707  683  655  622 -14.5 -0.4 -2.4 -3.5 -4.1 -5.0
 519  549  569  581  587 587 13.1 5.8 3.6 2.0 1.0 0.1

2010 2010 2015 2020 2025 2030

2035 2015 2020 2025 2030 2035
51 842 52 904 53 053 52 439 51 231 49 555 -4.4 2.0 0.3 -1.2 -2.3 -3.3

2 418 2 428 2 392 2 321 2 225 2 103 -13.0 0.4 -1.5 -2.9 -4.2 -5.5
3 391 3 362 3 320 3 221 3 101 2 965 -12.6 -0.9 -1.2 -3.0 -3.7 -4.4

18 147 18 799 19 078 19 061 18 784 18 306 0.9 3.6 1.5 -0.1 -1.5 -2.5
2 585 2 621 2 616 2 579 2 518 2 439 -5.7 1.4 -0.2 -1.4 -2.4 -3.1

15 562 16 178 16 462 16 482 16 266 15 867 2.0 4.0 1.8 0.1 -1.3 -2.4

8 821 8 956 8 953 8 844 8 653 8 400 -4.8 1.5 -0.0 -1.2 -2.2 -2.9
8 629 8 833 8 872 8 769 8 546 8 240 -4.5 2.4 0.4 -1.2 -2.5 -3.6
3 005 3 019 2 986 2 916 2 819 2 701 -10.1 0.5 -1.1 -2.4 -3.3 -4.2
1 602 1 594 1 561 1 510 1 448 1 374 -14.2 -0.5 -2.1 -3.2 -4.2 -5.1
5 830 5 913 5 891 5 797 5 656 5 466 -6.2 1.4 -0.4 -1.6 -2.4 -3.4

2010 2015 2020 2025

2025 2030 2035

2030 2035
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2010 2015 2020

1,000
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2010 2010 2015 2020 2025 2030

2035 2015 2020 2025 2030 2035
16 785 17 637 18 270 18 648 18 718 18 457 10.0 5.1 3.6 2.1 0.4 -1.4

 843  871  886  887  871  838 -0.6 3.3 1.7 0.1 -1.7 -3.9
 141 146  150 150 147 142 0.3 3.7 2.2 0.1 -1.9 -3.6
 132 137  139 139 138 134 0.9 3.1 1.8 0.3 -1.3 -2.9
 281 291  299 305 307 305 8.3 3.5 2.6 1.9 0.7 -0.7

 96 99  100 100 98 95 -0.6 3.1 1.6 -0.3 -1.6 -3.4
 90  94  97  99  99  98 9.2 4.5 3.2 1.7 0.4 -0.8

 189 193  203 205 205 202 6.9 2.3 5.0 1.3 -0.0 -1.8
 280 297  312 322 327 325 16.2 6.1 5.0 3.4 1.4 -0.4
 203 214  223 231 234 233 14.7 5.3 4.3 3.2 1.4 -0.3
 198 210  219 226 229 227 14.9 6.0 4.7 3.1 1.1 -0.7
 807  869  920  958  975  972 20.5 7.7 6.0 4.1 1.8 -0.3
 761 805  845 872 881 872 14.5 5.8 4.9 3.2 1.0 -1.0

2 922 3 033 3 077 3 096 3 089 3 042 4.1 3.8 1.5 0.6 -0.2 -1.5
1 294 1 373 1 438 1 484 1 503 1 495 15.5 6.1 4.7 3.2 1.3 -0.6

 215 226  234 238 240 238 10.8 5.0 3.6 2.0 0.7 -0.9
 92  98  103  106  107  105 13.9 5.6 5.1 3.4 0.8 -1.6

 130 136  142 145 146 144 10.5 4.6 4.1 2.5 0.5 -1.4
 67 71  75 77 78 77 14.8 5.8 4.7 2.9 1.4 -0.7
 90 95  98 100 99 98 8.5 5.1 3.6 1.5 -0.1 -1.8

 204 213  222 227 228 224 9.8 4.6 3.9 2.5 0.3 -1.6
 174  185  195  202  205  204 17.4 6.4 5.4 3.7 1.3 -0.4
 374 394  411 423 427 424 13.4 5.3 4.3 3.0 1.1 -0.8
 923 981 1 030 1 069 1 088 1 088 17.8 6.2 5.1 3.7 1.8 0.0
 189 201  210 216 219 216 14.4 6.0 4.6 3.1 1.1 -1.0
 141 151  161 169 175 177 25.8 7.3 6.4 5.2 3.4 1.3
 401  417  430  436  436  427 6.5 4.1 3.0 1.5 -0.1 -2.1

1 368 1 450 1 512 1 543 1 537 1 502 9.8 6.0 4.3 2.1 -0.4 -2.3
 681 729  766 790 797 789 15.9 7.0 5.1 3.1 1.0 -1.0
 124 134  143 148 150 148 19.8 8.3 6.4 3.9 1.2 -1.1
 108 114  118 119 118 115 6.9 5.7 3.5 1.2 -0.8 -2.6

 57  59  61  61  61  60 5.3 3.6 2.4 1.3 -0.1 -1.8
 72 74  75 75 74 72 0.2 2.9 1.5 0.2 -1.2 -3.0

 226 236  244 249 250 246 8.8 4.4 3.5 1.9 0.3 -1.5
 388 406  420 428 428 419 8.2 4.7 3.4 1.9 0.0 -2.0
 183 189  193 193 189 182 -0.4 3.3 2.0 0.2 -2.0 -3.8

 87  90  92  93  92  90 2.4 3.3 2.2 0.7 -1.0 -2.8
 112 117  121 124 124 121 7.8 4.4 3.5 2.1 -0.1 -2.1
 183 189  193 194 192 186 2.1 3.5 2.3 0.6 -1.1 -3.1
 108 111  112 111 108 103 -4.6 2.5 0.7 -1.0 -2.5 -4.2
 736 771  795 809 813 801 8.8 4.7 3.1 1.7 0.5 -1.4

 73  77  80  82  84  83 14.4 5.6 4.4 2.8 1.4 -0.4
 164 170  174 175 173 168 2.6 3.9 2.4 0.5 -1.0 -3.0
 197 207  213 217 218 216 9.5 4.7 3.1 1.8 0.7 -1.1
 148 154  158 160 160 156 5.4 4.1 2.5 1.1 -0.2 -2.1
 137 144  148 150 150 148 8.2 5.1 3.2 1.4 0.2 -1.8
 243  251  254  253  250  244 0.3 3.2 1.1 -0.2 -1.1 -2.6
 153 168  181 191 199 204 34.0 9.9 7.7 5.9 4.2 2.5

2010 2010 2015 2020 2025 2030

2035 2015 2020 2025 2030 2035
16 785 17 637 18 270 18 648 18 718 18 457 10.0 5.1 3.6 2.1 0.4 -1.4

 843  871  886  887  871  838 -0.6 3.3 1.7 0.1 -1.7 -3.9
 929 960  987 998 994 974 4.9 3.3 2.9 1.0 -0.4 -2.0

6 465 6 801 7 035 7 189 7 238 7 167 10.8 5.2 3.4 2.2 0.7 -1.0
 681  721  755  779  789  786 15.4 5.8 4.7 3.3 1.3 -0.5

5 784 6 080 6 281 6 410 6 448 6 381 10.3 5.1 3.3 2.1 0.6 -1.0
2 459 2 598 2 718 2 803 2 836 2 818 14.6 5.7 4.6 3.1 1.2 -0.6
2 822 2 995 3 129 3 206 3 213 3 159 11.9 6.1 4.5 2.4 0.2 -1.7

 925 964  992 1 006 1 002 979 5.9 4.2 3.0 1.4 -0.4 -2.3
 491 508  519 522 516 501 2.0 3.4 2.2 0.6 -1.1 -3.0

1 851 1 941 2 003 2 038 2 048 2 021 9.2 4.9 3.2 1.7 0.5 -1.3
1 2

2030 2035

2030 2035

1,000

1,000

2010 2015 2020 2025

2010 2015 2020 2025
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2010 2010 2015 2020 2025 2030

2035 2015 2020 2025 2030 2035
10 269 10 861 11 037 10 973 10 782 10 500 2.3 5.8 1.6 -0.6 -1.7 -2.6

 579  592  582  560  533  498 -14.0 2.2 -1.7 -3.7 -5.0 -6.5
 95 99  99 98 94 90 -5.6 3.7 0.4 -1.6 -3.2 -5.0
 88 91  92 91 89 86 -2.8 3.5 1.2 -0.9 -2.4 -4.1

 157 168  175 179 179 178 13.9 7.1 4.6 1.7 0.5 -0.6
 78 80  80 78 74 70 -10.3 2.5 -0.6 -2.6 -4.1 -5.8
 66  71  73  74  74  72 9.2 6.7 3.5 1.3 -0.4 -2.0

 129 136  143 143 141 136 6.1 5.6 5.4 0.1 -1.5 -3.3
 212 227  234 235 232 228 7.8 7.2 2.9 0.4 -0.9 -1.8
 137 147  153 155 154 152 11.3 7.6 3.5 1.3 -0.1 -1.2
 153 161  164 164 161 157 2.7 5.4 2.0 -0.1 -1.6 -2.8
 570  613  629  630  624  615 7.7 7.5 2.7 0.1 -1.0 -1.5
 522 558  570 568 559 546 4.6 7.0 2.2 -0.4 -1.6 -2.3

1 088 1 179 1 217 1 230 1 234 1 237 13.7 8.3 3.3 1.0 0.4 0.2
 768 830  857 865 864 856 11.4 8.1 3.2 1.0 -0.1 -0.9
 152 162  166 167 166 162 6.6 6.2 2.7 0.6 -0.8 -2.1

 72  76  78  78  76  74 3.0 5.7 2.1 -0.1 -1.7 -2.8
 85 90  92 92 91 89 4.9 6.0 2.3 0.4 -1.2 -2.4
 50 53  55 55 55 54 7.6 6.5 3.0 0.9 -0.7 -2.1
 66 69  70 70 69 67 1.3 5.1 1.9 -0.1 -1.9 -3.5

 167 173  174 173 169 163 -2.2 3.8 0.9 -0.8 -2.3 -3.6
 148  155  157  156  154  150 1.2 4.8 1.2 -0.7 -1.6 -2.4
 274 291  297 298 295 289 5.5 6.1 2.2 0.2 -1.0 -2.0
 558 599  615 620 621 620 11.1 7.3 2.7 0.8 0.2 -0.1
 152 158  159 157 154 149 -1.9 4.1 0.5 -1.2 -2.2 -2.9

 97 105  109 111 112 112 16.1 8.6 4.0 1.8 0.7 0.2
 217  230  234  232  226  219 0.9 6.4 1.5 -1.0 -2.5 -3.2
 740 783  789 777 757 733 -1.0 5.8 0.8 -1.5 -2.6 -3.2
 475 499  503 497 484 467 -1.7 5.1 0.9 -1.3 -2.5 -3.5
 117 122  122 119 114 108 -7.3 4.6 -0.1 -2.8 -4.1 -4.8

 90 91  89 86 81 76 -14.9 1.4 -1.8 -3.7 -5.2 -6.4
 38  40  41  40  39  38 -0.5 4.9 1.5 -0.7 -2.4 -3.6
 54 55  55 53 51 48 -9.5 2.5 -0.5 -2.3 -4.1 -5.4

 155 161  162 159 155 150 -3.1 4.1 0.4 -1.4 -2.6 -3.4
 256 267  268 263 254 242 -5.6 4.2 0.4 -1.9 -3.5 -4.7
 144 144  139 133 124 115 -20.2 0.2 -3.1 -5.0 -6.5 -7.5

 63  65  65  63  60  57 -9.0 3.3 -0.3 -2.5 -4.2 -5.4
 86 89  89 88 85 80 -6.2 3.7 0.2 -1.7 -3.5 -4.9

 135 137  135 130 123 115 -14.5 1.5 -1.6 -3.4 -5.1 -6.6
 68 69  68 65 62 57 -15.8 1.2 -1.7 -3.6 -5.4 -7.2

 395 422  431 431 424 412 4.3 6.7 2.2 -0.1 -1.6 -2.7
 53  56  58  58  57  55 4.1 6.0 2.3 0.1 -1.4 -2.7

 121 124  123 120 114 107 -11.1 2.6 -0.6 -2.7 -4.5 -6.2
 136 142  143 141 138 132 -2.7 4.4 0.8 -1.2 -2.6 -3.9
 108 111  110 107 102 97 -9.8 2.7 -0.7 -2.6 -4.1 -5.2
 108 111  109 105 100 94 -13.1 2.3 -1.4 -3.3 -4.8 -6.4
 174  176  172  164  155  144 -17.4 1.2 -2.4 -4.2 -5.7 -7.4

 75 84  91 96 99 101 34.2 12.4 7.6 5.2 3.8 1.7

2010 2010 2015 2020 2025 2030

2035 2015 2020 2025 2030 2035
10 269 10 861 11 037 10 973 10 782 10 500 2.3 5.8 1.6 -0.6 -1.7 -2.6

 579  592  582  560  533  498 -14.0 2.2 -1.7 -3.7 -5.0 -6.5
 613 644  663 662 652 633 3.2 5.1 2.9 -0.0 -1.5 -3.0

3 450 3 716 3 824 3 846 3 829 3 791 9.9 7.7 2.9 0.6 -0.4 -1.0
 502  535  550  553  548  538 7.2 6.8 2.8 0.5 -0.9 -1.9

2 949 3 180 3 274 3 293 3 281 3 253 10.3 7.9 2.9 0.6 -0.4 -0.8

1 724 1 827 1 864 1 867 1 850 1 818 5.4 5.9 2.1 0.2 -0.9 -1.7
1 735 1 830 1 847 1 821 1 774 1 715 -1.1 5.5 0.9 -1.4 -2.6 -3.3

 646 667  665 649 624 593 -8.3 3.2 -0.4 -2.4 -3.9 -4.9
 351 359  356 346 330 310 -11.8 2.3 -0.9 -2.9 -4.6 -6.1

1 170 1 226 1 237 1 222 1 190 1 143 -2.3 4.8 0.9 -1.2 -2.6 -4.0
1 2

2030 2035

1,000

1,000

2010 2015 2020 2025 2030 2035

2010 2015 2020 2025

―307―



2010 2010 2015 2020 2025 2030

2035 2015 2020 2025 2030 2035
14 474 14 274 13 814 13 132 12 340 11 532 -20.3 -1.4 -3.2 -4.9 -6.0 -6.5

 587  566  537  502  465  428 -27.2 -3.6 -5.2 -6.5 -7.4 -8.0
 122 117  110 102 94 86 -29.8 -4.5 -6.3 -7.4 -7.8 -8.2
 111 108  103 97 91 85 -23.9 -3.1 -4.3 -5.8 -6.4 -6.8
 235 233  228 218 206 194 -17.5 -0.8 -2.0 -4.4 -5.5 -6.1

 87 83  78 72 66 60 -30.7 -4.3 -6.4 -7.9 -8.2 -8.5
 88  86  82  78  73  69 -21.3 -1.9 -4.0 -5.6 -5.9 -5.9

 180 174  170 159 148 137 -24.0 -3.7 -2.2 -6.4 -7.1 -7.2
 320 315  303 288 271 254 -20.7 -1.6 -3.6 -5.2 -5.9 -6.3
 212 210  202 191 179 167 -21.5 -1.4 -3.7 -5.6 -6.3 -6.6
 229 223  213 200 187 175 -23.8 -2.6 -4.6 -6.0 -6.6 -6.7
 949  937  907  861  805  747 -21.3 -1.2 -3.2 -5.1 -6.5 -7.3
 780 767  739 698 650 602 -22.8 -1.7 -3.6 -5.5 -6.9 -7.3

1 525 1 574 1 584 1 550 1 478 1 388 -9.0 3.2 0.6 -2.1 -4.7 -6.1
1 194 1 199 1 178 1 131 1 066 996 -16.6 0.4 -1.8 -3.9 -5.8 -6.6

 210 206  198 187 175 164 -22.1 -1.9 -4.2 -5.6 -6.1 -6.5
 102  100  96  90  85  80 -21.3 -1.8 -4.3 -5.7 -5.8 -5.6
 119 117  113 108 103 98 -17.6 -1.3 -3.1 -4.4 -4.9 -5.2

 71 70  68 64 61 58 -18.7 -1.9 -3.7 -4.7 -5.0 -5.0
 93 90  85 80 75 70 -25.1 -3.4 -5.0 -6.1 -6.6 -7.0

 216 210  199 186 174 163 -24.7 -2.9 -5.1 -6.4 -6.6 -6.4
 215  209  199  188  176  166 -23.1 -3.1 -4.6 -5.7 -6.0 -6.1
 395 387  370 348 325 304 -23.2 -2.1 -4.4 -6.0 -6.5 -6.6
 898 898  881 848 807 764 -14.8 0.1 -1.9 -3.8 -4.8 -5.3
 204 199  191 181 170 160 -21.5 -2.3 -4.1 -5.3 -5.9 -6.0
 163 162  159 154 147 141 -13.5 -0.1 -2.0 -3.5 -4.2 -4.5
 308  303  294  280  263  245 -20.4 -1.4 -3.1 -4.8 -6.1 -6.7

1 093 1 071 1 029 972 906 841 -23.1 -2.1 -3.9 -5.6 -6.8 -7.2
 687 669  640 604 565 527 -23.2 -2.6 -4.3 -5.7 -6.4 -6.7
 170 162  153 143 133 123 -27.7 -4.5 -5.6 -6.7 -7.2 -7.4
 109 103  97 90 83 76 -30.1 -5.4 -6.5 -7.3 -7.6 -7.7

 51  50  48  45  42  39 -23.1 -2.4 -4.5 -6.0 -6.4 -6.3
 58 57  55 51 48 46 -21.9 -2.2 -4.5 -5.7 -5.8 -5.9

 207 203  195 186 176 167 -19.4 -1.9 -3.6 -4.8 -5.3 -5.5
 330 322  310 293 274 257 -22.1 -2.2 -3.9 -5.5 -6.3 -6.5
 153 147  138 129 120 111 -27.2 -4.3 -5.6 -6.7 -7.0 -7.2

 77  74  70  66  61  57 -26.4 -3.6 -5.4 -6.5 -6.9 -7.3
 105 102  97 91 85 80 -24.6 -2.9 -5.0 -6.4 -6.5 -6.5
 154 148  139 130 120 111 -27.8 -4.3 -5.8 -6.9 -7.3 -7.3

 78 74  69 64 59 54 -30.1 -4.9 -6.4 -7.4 -7.8 -8.0
 569 561  543 517 488 457 -19.7 -1.4 -3.3 -4.7 -5.7 -6.3

 80  78  75  71  67  64 -20.6 -2.5 -4.2 -5.1 -5.2 -5.4
 146 139  130 121 112 104 -28.8 -5.0 -6.3 -6.9 -7.1 -7.5
 181 176  169 161 152 143 -20.7 -2.5 -4.1 -5.0 -5.4 -5.7
 123 120  116 110 104 98 -20.5 -2.2 -3.8 -4.9 -5.6 -5.8
 123 118  112 105 99 92 -25.0 -4.0 -5.3 -6.0 -6.2 -6.4
 194  183  170  158  146  135 -30.5 -5.7 -6.9 -7.4 -7.5 -7.6
 172 173  171 166 160 153 -11.4 0.6 -1.5 -3.0 -3.7 -4.3

2010 2010 2015 2020 2025 2030

2035 2015 2020 2025 2030 2035
14 474 14 274 13 814 13 132 12 340 11 532 -20.3 -1.4 -3.2 -4.9 -6.0 -6.5

 587  566  537  502  465  428 -27.2 -3.6 -5.2 -6.5 -7.4 -8.0
 824 801  772 726 678 631 -23.4 -2.8 -3.6 -5.9 -6.6 -6.9

5 209 5 224 5 126 4 920 4 636 4 328 -16.9 0.3 -1.9 -4.0 -5.8 -6.6
 761  747  718  679  636  595 -21.9 -1.8 -3.9 -5.5 -6.2 -6.5

4 448 4 477 4 408 4 241 4 000 3 733 -16.1 0.7 -1.5 -3.8 -5.7 -6.7

2 523 2 486 2 400 2 280 2 151 2 026 -19.7 -1.5 -3.5 -5.0 -5.6 -5.8
2 530 2 471 2 372 2 242 2 097 1 953 -22.8 -2.3 -4.0 -5.5 -6.5 -6.9

 799 779  746 704 661 619 -22.5 -2.5 -4.2 -5.6 -6.2 -6.3
 414 398  376 350 325 302 -27.2 -3.9 -5.6 -6.8 -7.1 -7.2

1 588 1 549 1 485 1 408 1 327 1 246 -21.6 -2.5 -4.1 -5.2 -5.8 -6.1
1 2

2010 2015

2010 2015 2020 2025 2030 2035
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2010 2010 2015 2020 2025 2030

2035 2015 2020 2025 2030 2035
4 535 4 982 5 338 5 558 5 648 5 645 24.5 9.9 7.2 4.1 1.6 -0.0

 224  240  250  253  250  244 8.8 7.1 4.1 1.1 -1.1 -2.5
 57 60  61 60 59 57 -0.2 4.6 1.8 -0.7 -2.4 -3.2
 47 50  52 52 51 50 5.7 5.2 3.2 0.2 -1.3 -1.6
 80 88  95 98 100 101 25.7 9.4 7.6 4.1 1.9 0.7
 38 39  39 39 38 37 -1.9 3.7 1.2 -1.3 -2.6 -2.8
 33  36  37  37  37  37 11.0 6.3 3.6 1.1 -0.2 -0.2
 69 73  77 78 77 76 10.4 5.3 6.6 0.4 -0.9 -1.1
 97 106  112 116 118 118 22.4 9.3 6.2 3.6 1.6 0.1
 65 71  76 79 80 80 23.1 9.6 6.4 3.4 1.6 0.4
 67 73  77 80 81 81 21.0 8.9 6.0 3.3 1.4 0.0

 247  277  303  321  330  332 34.2 12.3 9.3 5.9 2.8 0.4
 206 230  251 265 271 271 31.3 11.5 8.9 5.6 2.4 -0.0
 484 552  615 665 692 703 45.2 13.9 11.5 8.1 4.2 1.6
 312 355  393 422 436 440 41.2 13.9 10.8 7.2 3.4 1.0

 75 80  84 87 88 88 17.3 7.6 5.1 2.7 0.9 0.1
 32  35  37  38  39  39 19.9 8.1 5.6 3.1 1.6 0.2
 35 39  41 43 44 44 23.6 9.1 6.5 3.7 2.0 0.5
 22 24  25 26 26 26 18.1 7.9 5.3 2.5 1.1 0.3
 30 32  34 34 35 34 14.7 7.5 5.0 2.4 0.3 -1.1
 67 72  76 78 79 78 16.9 7.9 5.3 2.7 0.7 -0.6
 59  64  68  70  71  71 20.9 8.7 6.1 3.4 1.3 0.1

 120 130  139 143 145 145 21.0 9.1 6.4 3.5 1.2 -0.4
 229 258  283 300 309 313 36.5 12.6 9.4 6.1 3.2 1.3

 57 62  65 67 68 68 19.9 8.6 5.9 3.1 1.2 -0.0
 39 44  48 51 53 54 37.7 12.3 9.1 6.0 3.8 2.2
 96  106  114  119  121  121 25.4 9.9 7.3 4.3 2.0 0.1

 366 404  433 450 454 447 22.2 10.3 7.3 4.0 0.8 -1.4
 204 224  238 247 250 248 21.4 9.4 6.6 3.6 1.1 -0.6

 48 52  54 56 56 55 13.5 7.7 5.0 2.2 -0.1 -1.6
 38 40  41 41 40 39 4.3 5.2 2.6 0.2 -1.2 -2.3
 21  22  23  23  23  23 9.1 6.0 3.4 0.8 -0.5 -0.8
 23 24  25 25 25 25 10.2 5.8 3.4 1.0 0.1 -0.4
 63 69  73 75 77 77 21.4 8.4 5.9 3.3 1.8 0.5
 99 108  114 118 119 119 20.4 9.2 6.1 3.0 1.2 -0.2
 54 57  59 59 59 58 6.5 5.7 3.0 0.5 -0.8 -1.9
 28  29  30  30  30  29 6.7 5.9 3.0 0.4 -1.0 -1.5
 34 37  38 39 38 38 11.2 6.9 3.9 1.2 -0.2 -0.9
 57 60  62 62 62 61 7.3 5.9 3.3 0.5 -0.8 -1.6
 34 35  36 35 35 34 1.4 4.4 1.7 -0.7 -1.6 -2.3

 202 221  236 245 248 248 23.0 9.7 6.6 3.7 1.4 0.0
 29  32  33  34  34  34 14.5 7.2 4.5 1.9 0.4 -0.1
 58 61  62 63 62 61 5.4 5.6 2.8 0.3 -1.2 -1.9
 66 70  74 75 75 75 14.5 7.3 4.5 1.9 0.3 -0.1
 42 45  47 48 48 48 13.8 6.7 4.2 1.9 0.6 -0.1
 45 48  50 50 50 50 11.2 6.7 3.7 1.2 -0.1 -0.6
 69  74  76  77  76  75 8.6 6.4 3.4 0.6 -0.8 -1.1
 67 75  82 86 90 92 37.2 12.5 8.6 5.5 3.5 2.8

2010 2010 2015 2020 2025 2030

2035 2015 2020 2025 2030 2035
4 535 4 982 5 338 5 558 5 648 5 645 24.5 9.9 7.2 4.1 1.6 -0.0

 224  240  250  253  250  244 8.8 7.1 4.1 1.1 -1.1 -2.5
 325 345  361 364 362 358 10.3 6.1 4.6 1.0 -0.6 -1.1

1 478 1 664 1 828 1 947 2 009 2 026 37.0 12.6 9.8 6.5 3.2 0.8
 229  250  266  275  279  280 22.2 9.3 6.2 3.5 1.6 0.2

1 249 1 414 1 562 1 672 1 730 1 746 39.7 13.2 10.5 7.0 3.4 0.9

 726 797  852 887 903 906 24.8 9.7 7.0 4.1 1.8 0.3
 792 869  928 963 973 964 21.8 9.7 6.8 3.7 1.0 -0.9
 260 280  294 301 303 302 16.0 7.7 5.0 2.2 0.7 -0.4
 152 161  166 166 165 162 6.8 5.8 3.0 0.4 -0.9 -1.6
 578  627  660  677  683  683 18.2 8.4 5.3 2.6 0.9 -0.0

1 2

2030 2035
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2010 2010 2015 2020 2025 2030

2035 2015 2020 2025 2030 2035
5 779 5 150 4 594 4 127 3 743 3 421 -40.8 -10.9 -10.8 -10.2 -9.3 -8.6

 185  160  137  119  106  96 -48.5 -13.9 -14.0 -13.0 -11.3 -9.9
 96 84  72 63 55 49 -49.2 -12.8 -13.2 -13.1 -12.6 -11.6

 103 89  77 66 58 51 -51.0 -13.6 -13.6 -14.0 -13.3 -11.8
 147 131  118 107 98 90 -39.0 -11.0 -9.6 -9.4 -8.8 -8.2

 91 79  68 58 50 44 -51.9 -13.2 -14.3 -14.2 -13.7 -12.8
 111  97  85  74  65  57 -48.4 -12.2 -12.9 -12.8 -12.4 -11.7
 153 132  118 102 89 79 -48.4 -13.4 -11.1 -13.4 -12.6 -11.5
 179 159  141 126 113 103 -42.6 -11.2 -11.1 -10.7 -10.2 -9.4
 126 112  100 90 81 74 -41.2 -10.9 -10.7 -10.2 -9.6 -9.0
 108 96  86 78 70 64 -40.5 -10.7 -10.7 -9.9 -9.2 -8.9
 264  242  223  206  191  177 -33.0 -8.5 -8.0 -7.5 -7.1 -7.4
 243 219  199 182 167 153 -37.0 -9.8 -9.1 -8.6 -8.3 -8.3
 362 325  295 274 258 245 -32.4 -10.2 -9.2 -7.3 -5.8 -5.2
 262 240  220 204 191 180 -31.5 -8.6 -8.2 -7.2 -6.3 -6.1
 185 165  146 129 115 103 -44.4 -11.0 -11.5 -11.5 -11.1 -10.3

 84  75  67  59  53  48 -42.9 -10.4 -11.3 -11.0 -10.5 -10.0
 71 64  57 52 47 43 -40.0 -10.2 -10.6 -9.9 -9.3 -8.6
 64 58  51 46 41 37 -42.1 -10.0 -10.9 -10.8 -10.4 -9.7
 48 43  37 33 30 27 -44.3 -11.7 -12.0 -11.5 -10.6 -9.5

 140 124  109 97 87 78 -44.0 -11.4 -11.8 -11.3 -10.5 -9.8
 140  125  111  99  89  81 -42.0 -10.7 -10.8 -10.5 -10.1 -9.5
 234 211  189 169 153 139 -40.9 -10.1 -10.5 -10.2 -9.8 -9.3
 321 296  272 252 235 220 -31.7 -8.0 -7.9 -7.4 -6.9 -6.5
 101 89  79 70 63 58 -43.0 -11.6 -11.6 -11.0 -10.0 -9.0

 78 71  65 59 55 51 -34.0 -8.7 -8.8 -8.0 -7.4 -7.0
 99  88  79  71  65  60 -39.5 -10.7 -10.7 -9.7 -8.7 -8.1

 256 228  205 186 170 156 -39.1 -10.9 -10.3 -9.3 -8.6 -8.1
 205 183  162 146 132 121 -41.1 -11.1 -11.1 -10.2 -9.2 -8.5

 64 56  50 44 40 36 -44.1 -12.1 -11.7 -10.7 -10.3 -10.1
 49 42  36 31 27 24 -49.7 -14.1 -14.2 -13.3 -12.0 -10.6
 44  39  34  29  26  23 -47.4 -12.4 -12.8 -12.5 -11.7 -10.7
 54 47  41 35 30 27 -50.6 -13.3 -14.0 -13.9 -13.0 -11.6

 102 90  80 71 64 59 -42.4 -11.4 -11.6 -10.7 -9.8 -8.7
 111 99  88 79 72 66 -40.1 -10.6 -11.1 -10.1 -8.8 -8.1

 63 54  47 41 36 33 -47.8 -13.1 -13.8 -13.0 -11.2 -9.9
 47  41  35  31  27  24 -48.6 -13.0 -13.6 -12.9 -11.8 -10.9
 52 46  40 35 32 29 -44.4 -11.7 -12.3 -11.3 -10.3 -9.7
 62 53  45 39 35 31 -49.6 -13.9 -14.4 -13.7 -11.8 -10.1
 33 29  24 21 18 16 -52.2 -14.3 -15.1 -14.8 -13.2 -11.3

 204 184  166 151 138 128 -37.4 -9.9 -10.0 -9.1 -8.1 -7.5
 59  52  47  42  38  34 -42.1 -10.9 -10.9 -10.6 -10.1 -9.4
 69 60  52 45 40 35 -48.7 -13.2 -13.4 -13.0 -12.1 -10.9

 106 94  82 73 65 59 -44.9 -11.9 -12.0 -11.7 -10.8 -9.6
 59 51  44 39 34 31 -47.2 -13.4 -13.6 -12.7 -11.0 -9.3
 46 40  35 30 27 24 -48.0 -12.9 -13.6 -13.3 -11.7 -9.8
 47  41  35  31  27  24 -47.8 -12.8 -13.3 -13.1 -11.8 -9.7
 52 49  45 42 39 37 -28.4 -6.9 -7.1 -7.1 -6.2 -5.0

2010 2010 2015 2020 2025 2030

2035 2015 2020 2025 2030 2035
5 779 5 150 4 594 4 127 3 743 3 421 -40.8 -10.9 -10.8 -10.2 -9.3 -8.6

 185  160  137  119  106  96 -48.5 -13.9 -14.0 -13.0 -11.3 -9.9
 701 612  538 470 414 369 -47.4 -12.6 -12.1 -12.6 -11.9 -11.0

1 544 1 393 1 264 1 160 1 072 995 -35.5 -9.8 -9.3 -8.3 -7.5 -7.2
 413  368  328  294  265  241 -41.6 -11.0 -10.9 -10.3 -9.7 -9.1

1 131 1 026  937  866  807  754 -33.3 -9.3 -8.7 -7.6 -6.8 -6.6

1 389 1 249 1 119 1 007 913 832 -40.1 -10.1 -10.4 -10.0 -9.4 -8.8
 751 668  596 537 489 448 -40.3 -11.0 -10.8 -9.8 -9.0 -8.4
 374 330  289 256 229 208 -44.4 -11.8 -12.3 -11.6 -10.4 -9.3
 193 168  145 126 111 100 -48.4 -13.2 -13.8 -13.0 -11.6 -10.4
 643  571  506  452  408  373 -42.0 -11.2 -11.3 -10.8 -9.7 -8.6

1 2

2030 2035

1,000

1,000

2010 2015 2020 2025 2030 2035

2010 2015 2020 2025
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1 2 3 4 5 1 2 3 4 5
1 28 19 0 0 0 1 37 10 0 0 0
3 0 0 36 11 0 3 0 1 43 3 0
2 18 27 2 0 0 2 9 36 2 0 0
5 0 0 0 7 40 4 0 0 0 17 30
4 1 1 9 29 7 5 1 0 2 27 17

1 2 3 4 5 1 2 3 4 5
1 45 2 0 0 0 1 47 0 0 0 0
3 0 5 41 1 0 3 0 8 39 0 0
2 2 39 6 0 0 2 0 39 8 0 0
4 0 0 0 21 26 4 0 0 0 26 21
5 0 1 0 25 21 5 0 0 0 21 26

1 2 3 4 5 1 2 3 4 5
1 47 0 0 0 0 1 47 0 0 0 0
3 0 11 36 0 0 3 0 15 32 0 0
2 0 36 11 0 0 2 0 32 15 0 0
4 0 0 0 31 16 4 0 0 0 35 12
5 0 0 0 16 31 5 0 0 0 12 35

2030 2035

2020 2025

2010 2015

0 250 500125 km

0 250 500125 km
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32.4 19.8 27.9 8.7 11.1 33.3 20.5 27.0 9.4 9.7
34.8 23.9 24.3 9.3 7.7 35.9 24.4 23.3 9.9 6.6
27.6 18.6 23.9 11.2 18.7 29.0 19.5 23.1 11.8 16.5
27.4 18.2 23.1 9.8 21.4 28.7 19.2 22.7 10.5 18.8
31.2 17.4 26.1 8.9 16.3 32.0 18.4 25.6 9.7 14.4
24.6 20.1 22.4 9.6 23.3 26.0 21.1 21.9 10.3 20.8
23.2 17.1 22.6 8.6 28.5 24.5 18.4 22.4 9.3 25.4
26.2 17.9 25.1 9.6 21.3 27.3 19.2 24.5 10.3 18.7
25.7 19.5 29.4 8.9 16.5 26.9 20.6 28.5 9.6 14.4
27.3 18.4 28.5 8.8 16.9 28.4 19.5 27.8 9.5 14.9
26.2 20.2 30.4 8.9 14.3 27.5 21.1 29.3 9.5 12.6
28.4 20.1 33.4 8.7 9.3 29.6 20.9 31.9 9.4 8.2
30.3 20.8 31.1 8.2 9.7 31.2 21.6 29.7 8.9 8.5
45.8 17.1 23.9 7.6 5.7 45.5 17.7 23.6 8.3 4.9
33.8 20.1 31.2 8.1 6.8 34.4 20.8 30.0 8.9 6.0
25.7 18.2 25.1 8.9 22.1 26.9 19.3 24.6 9.6 19.7
24.2 18.9 26.6 8.5 21.9 25.4 19.9 26.0 9.1 19.6
29.6 19.3 26.9 8.0 16.2 30.5 20.2 26.3 8.7 14.4
24.5 18.1 26.0 8.0 23.3 25.8 19.2 25.4 8.6 20.9
27.5 20.1 28.5 9.1 14.7 28.8 21.1 27.4 9.8 13.0
25.7 21.0 27.2 8.4 17.6 26.9 21.9 26.5 9.1 15.6
23.6 20.1 29.2 8.0 19.0 25.1 21.1 28.3 8.7 16.9
26.8 19.6 28.3 8.6 16.8 27.9 20.6 27.4 9.2 14.9
31.5 19.0 30.6 7.8 11.0 32.3 19.7 29.6 8.5 9.8
26.9 21.7 29.0 8.1 14.4 28.3 22.3 28.1 8.7 12.6
27.2 18.7 31.5 7.6 15.0 28.3 19.7 30.4 8.3 13.3
35.8 19.3 27.5 8.6 8.8 36.4 20.1 26.5 9.3 7.7
35.8 19.4 28.6 9.6 6.7 36.8 19.9 27.2 10.3 5.8
30.2 21.1 30.5 9.1 9.1 31.7 21.7 29.0 9.7 7.9
23.7 22.4 32.5 9.2 12.2 25.5 23.2 30.8 9.9 10.7
27.4 22.8 27.8 9.6 12.4 29.2 23.3 26.6 10.2 10.7
27.0 18.0 24.2 9.9 20.8 28.2 19.1 23.8 10.6 18.4
27.6 20.5 22.4 8.7 20.9 28.8 21.4 22.2 9.3 18.4
30.0 20.5 27.5 8.4 13.6 31.1 21.2 26.7 9.1 11.9
32.8 21.7 27.9 8.4 9.4 33.8 22.2 26.8 9.0 8.2
30.6 24.1 25.7 9.1 10.5 31.9 24.3 24.8 9.7 9.2
29.0 20.8 25.6 9.1 15.5 30.2 21.6 24.9 9.8 13.5
28.8 22.0 27.1 8.8 13.3 30.0 22.8 26.2 9.4 11.7
31.0 22.9 26.2 9.6 10.4 32.2 23.3 25.2 10.2 9.0
33.8 21.2 24.2 10.5 10.4 35.0 21.7 23.2 11.1 9.0
35.0 18.8 27.0 9.6 9.7 35.7 19.5 26.0 10.3 8.5
24.7 18.1 27.2 10.0 20.0 26.0 19.1 26.4 10.7 17.7
29.4 21.7 26.2 10.3 12.4 30.8 22.4 25.0 11.0 10.8
28.8 19.8 26.3 9.6 15.5 30.0 20.6 25.6 10.2 13.6
30.9 22.4 25.6 8.8 12.3 32.1 22.9 25.0 9.4 10.6
29.8 23.6 26.8 9.8 10.1 31.2 24.0 25.7 10.4 8.8
33.4 23.9 26.7 9.5 6.4 34.6 24.3 25.3 10.2 5.6
29.4 14.5 33.2 12.9 10.0 30.5 15.4 31.5 13.7 8.8

32.4 19.8 27.9 8.7 11.1 33.3 20.5 27.0 9.4 9.7
34.8 23.9 24.3 9.3 7.7 35.9 24.4 23.3 9.9 6.6
27.4 18.1 24.3 9.6 20.7 28.5 19.2 23.8 10.3 18.2
35.6 19.0 28.7 8.1 8.5 36.2 19.8 27.8 8.9 7.4

26.3 19.4 29.4 8.9 16.0 27.5 20.4 28.5 9.5 14.0
37.2 18.9 28.6 8.0 7.3 37.6 19.7 27.7 8.7 6.3

27.9 19.5 28.6 8.2 15.7 29.0 20.4 27.8 8.9 13.9
32.7 20.1 29.3 9.2 8.7 33.9 20.7 28.0 9.8 7.6
30.8 21.5 26.6 8.7 12.4 31.9 22.1 25.8 9.3 10.9
30.6 21.9 25.9 9.5 12.1 31.9 22.6 25.0 10.1 10.5
31.7 20.1 27.2 9.9 11.0 32.8 20.7 26.2 10.6 9.7
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34.4 20.8 26.0 10.1 8.7 35.6 20.9 25.0 10.6 7.9
37.0 24.3 22.4 10.4 5.7 38.2 24.1 21.6 10.9 5.1
30.4 20.2 22.3 12.4 14.7 31.7 20.7 21.5 12.8 13.3
30.0 19.9 22.3 11.1 16.7 31.2 20.5 21.8 11.6 14.9
32.6 19.2 25.0 10.3 12.9 33.6 19.7 24.1 10.9 11.8
27.5 21.8 21.4 10.8 18.5 28.9 22.4 20.7 11.2 16.8
25.9 19.5 22.0 9.9 22.6 27.3 20.5 21.5 10.3 20.4
28.5 20.1 23.9 10.9 16.6 29.9 20.8 23.1 11.3 14.8
28.3 21.2 27.5 10.2 12.8 29.6 21.6 26.5 10.7 11.6
29.6 20.2 26.8 10.1 13.3 31.0 20.8 25.6 10.6 12.1
28.9 21.6 28.0 10.2 11.3 30.3 21.9 26.8 10.7 10.4
30.9 21.1 30.4 10.2 7.5 32.2 21.2 28.9 10.8 6.9
32.5 21.9 28.4 9.6 7.6 33.7 22.0 27.0 10.2 7.0
45.3 17.9 23.3 9.1 4.3 45.4 18.0 22.8 9.8 4.0
35.2 21.0 28.8 9.6 5.4 36.1 21.1 27.6 10.3 5.0
28.2 20.0 23.9 10.2 17.6 29.5 20.7 23.1 10.7 16.0
27.0 20.5 25.2 9.8 17.5 28.6 20.9 24.2 10.3 16.0
31.8 20.7 25.5 9.2 12.9 33.0 21.0 24.6 9.7 11.7
27.3 20.0 24.7 9.2 18.8 28.6 20.6 24.0 9.6 17.1
30.2 21.7 26.3 10.3 11.5 31.3 22.1 25.3 10.8 10.4
28.4 22.4 25.5 9.7 14.0 29.8 22.7 24.4 10.2 12.7
26.7 21.5 27.2 9.3 15.2 28.2 21.8 26.2 9.8 13.9
29.2 21.2 26.3 9.9 13.4 30.6 21.6 25.2 10.4 12.3
33.4 19.9 28.6 9.2 8.8 34.6 20.1 27.5 9.7 8.2
29.8 22.6 27.1 9.3 11.2 31.2 22.7 26.2 9.7 10.2
29.6 20.2 29.4 8.9 11.9 31.0 20.4 28.2 9.4 10.9
37.4 20.3 25.6 9.9 6.9 38.4 20.4 24.6 10.4 6.3
38.1 19.9 25.9 10.9 5.2 39.3 19.8 24.7 11.5 4.7
33.2 21.8 27.7 10.3 7.0 34.6 21.8 26.4 10.8 6.4
27.3 23.4 29.3 10.4 9.5 29.1 23.3 28.0 10.9 8.7
31.0 23.5 25.4 10.7 9.4 32.5 23.4 24.5 11.1 8.5
29.5 19.8 23.3 11.2 16.3 30.8 20.3 22.6 11.6 14.8
30.1 21.9 21.8 9.9 16.3 31.3 22.2 21.4 10.4 14.6
32.4 21.4 25.9 9.7 10.6 33.6 21.5 25.1 10.2 9.6
35.0 22.3 25.8 9.5 7.3 36.2 22.3 24.8 10.0 6.7
33.4 24.2 24.0 10.3 8.1 34.8 23.9 23.3 10.7 7.4
31.6 22.1 24.1 10.3 12.0 32.9 22.3 23.3 10.7 10.8
31.5 23.1 25.2 9.9 10.4 32.9 23.3 24.2 10.2 9.4
33.7 23.4 24.2 10.8 7.9 35.0 23.4 23.3 11.2 7.0
36.2 21.9 22.4 11.6 7.9 37.4 22.0 21.6 12.0 7.0
36.6 19.9 25.0 10.9 7.6 37.6 20.0 24.0 11.4 7.0
27.5 19.7 25.5 11.3 16.0 28.8 20.2 24.7 11.7 14.6
32.2 22.7 24.0 11.5 9.6 33.5 22.9 23.1 12.0 8.6
31.3 21.0 24.8 10.8 12.1 32.5 21.2 24.1 11.3 10.9
33.3 23.1 24.4 9.9 9.3 34.5 23.1 23.7 10.3 8.3
32.6 24.1 24.7 11.0 7.7 34.0 23.9 23.8 11.4 6.8
35.9 24.3 24.1 10.8 5.0 37.1 24.1 23.1 11.3 4.5
31.7 16.0 30.0 14.4 7.9 32.9 16.4 28.5 14.9 7.2

34.4 20.8 26.0 10.1 8.7 35.6 20.9 25.0 10.6 7.9
37.0 24.3 22.4 10.4 5.7 38.2 24.1 21.6 10.9 5.1
29.7 20.0 23.2 10.9 16.2 31.0 20.6 22.5 11.3 14.6
36.9 20.0 26.9 9.6 6.6 37.7 20.2 25.8 10.2 6.1

28.8 21.0 27.5 10.2 12.5 30.2 21.4 26.3 10.7 11.4
38.2 19.9 26.8 9.5 5.7 38.9 20.0 25.7 10.1 5.3

30.4 20.8 26.8 9.5 12.5 31.7 21.1 25.8 10.0 11.4
35.3 20.8 26.7 10.5 6.7 36.6 20.8 25.6 11.0 6.1
33.2 22.3 25.0 9.9 9.7 34.5 22.3 24.2 10.3 8.8
33.2 22.8 24.1 10.6 9.3 34.6 22.9 23.2 11.0 8.3
34.0 21.0 25.2 11.2 8.6 35.2 21.1 24.3 11.7 7.8

1 2

―313―



36.5 21.0 24.1 11.0 7.3 37.2 21.2 23.3 11.4 6.9
39.2 23.9 20.9 11.2 4.8 39.8 23.7 20.3 11.6 4.5
32.7 21.1 20.9 13.1 12.3 33.5 21.2 20.3 13.5 11.5
32.3 20.9 21.3 12.0 13.5 33.0 21.1 20.9 12.4 12.5
34.5 20.1 23.2 11.3 11.0 35.1 20.6 22.3 11.6 10.3
30.1 22.8 20.2 11.6 15.3 31.0 22.9 19.7 12.0 14.3
28.4 21.2 21.1 10.7 18.6 29.4 21.7 20.7 11.1 17.1
31.1 21.4 22.4 11.7 13.5 32.0 21.7 21.7 12.1 12.5
30.8 21.9 25.5 11.1 10.7 31.6 22.2 24.7 11.5 10.0
32.1 21.2 24.5 11.0 11.2 33.0 21.6 23.6 11.4 10.5
31.4 22.2 25.7 11.1 9.7 32.3 22.3 24.8 11.5 9.1
33.3 21.3 27.5 11.3 6.5 34.2 21.6 26.3 11.7 6.2
34.9 22.1 25.7 10.7 6.6 35.7 22.3 24.6 11.1 6.3
45.8 18.3 21.9 10.3 3.8 46.0 18.7 21.0 10.6 3.7
37.0 21.3 26.3 10.7 4.7 37.7 21.6 25.1 11.1 4.5
30.7 21.1 22.4 11.2 14.7 31.5 21.5 21.7 11.6 13.7
29.7 21.2 23.6 10.8 14.7 30.4 21.5 23.1 11.2 13.8
33.9 21.2 23.9 10.1 10.9 34.5 21.3 23.4 10.5 10.3
29.8 21.0 23.4 10.0 15.8 30.6 21.3 23.0 10.3 14.7
32.3 22.5 24.4 11.2 9.6 33.1 22.6 23.6 11.6 9.1
30.9 23.0 23.6 10.7 11.8 31.7 23.1 23.0 11.1 11.1
29.4 22.1 25.4 10.3 12.9 30.4 22.3 24.6 10.6 12.0
31.8 21.9 24.2 10.8 11.4 32.6 22.3 23.4 11.1 10.7
35.5 20.3 26.4 10.1 7.7 36.2 20.6 25.4 10.4 7.3
32.4 22.8 25.3 10.1 9.4 33.2 22.9 24.6 10.4 8.8
32.2 20.7 27.2 9.8 10.2 33.1 21.0 26.3 10.1 9.6
39.2 20.3 23.7 10.9 5.9 39.8 20.4 22.9 11.3 5.6
40.2 19.8 23.7 11.9 4.4 40.8 19.9 22.9 12.2 4.2
35.8 21.7 25.4 11.2 5.9 36.7 21.7 24.5 11.5 5.6
30.5 23.1 27.0 11.3 8.1 31.6 23.0 26.1 11.6 7.6
33.8 23.3 23.7 11.5 7.8 34.7 23.0 23.1 11.9 7.4
31.9 20.6 22.0 12.0 13.5 32.8 20.7 21.5 12.4 12.6
32.4 22.3 21.1 10.9 13.3 33.1 22.2 20.9 11.4 12.4
34.6 21.5 24.4 10.6 8.9 35.2 21.5 23.9 11.0 8.4
37.3 22.1 23.9 10.4 6.3 38.0 21.9 23.3 10.8 6.0
35.8 23.5 22.7 11.2 6.9 36.5 23.0 22.4 11.6 6.6
34.1 22.3 22.7 11.1 9.9 34.9 22.2 22.1 11.5 9.3
34.1 23.2 23.4 10.6 8.7 34.8 23.1 22.8 11.0 8.3
36.2 23.2 22.6 11.6 6.5 36.9 22.8 22.1 12.0 6.1
38.3 21.9 20.9 12.4 6.4 39.0 21.6 20.5 12.9 6.0
38.5 20.1 23.1 11.8 6.6 39.1 20.1 22.3 12.1 6.2
30.0 20.4 24.1 12.1 13.4 30.9 20.5 23.5 12.5 12.6
34.6 22.8 22.4 12.3 7.9 35.4 22.6 21.9 12.8 7.4
33.7 21.3 23.5 11.6 10.0 34.5 21.2 22.9 12.0 9.4
35.6 22.8 23.2 10.7 7.7 36.3 22.6 22.7 11.2 7.3
35.3 23.5 23.1 11.8 6.3 36.2 23.0 22.6 12.2 5.9
38.2 23.7 22.3 11.6 4.1 39.2 23.1 21.7 12.1 3.9
34.0 16.9 27.2 15.3 6.7 34.8 17.2 26.0 15.7 6.4

36.5 21.0 24.1 11.0 7.3 37.2 21.2 23.3 11.4 6.9
39.2 23.9 20.9 11.2 4.8 39.8 23.7 20.3 11.6 4.5
32.1 21.0 21.9 11.7 13.4 32.9 21.3 21.3 12.1 12.4
38.5 20.4 24.7 10.7 5.7 39.1 20.7 23.6 11.1 5.4

31.3 21.8 25.3 11.1 10.5 32.2 22.0 24.4 11.5 9.9
39.6 20.2 24.6 10.6 5.0 40.2 20.5 23.5 11.0 4.8

32.8 21.4 24.9 10.4 10.5 33.6 21.6 24.1 10.8 9.9
37.6 20.8 24.5 11.4 5.7 38.3 20.8 23.7 11.7 5.4
35.5 22.1 23.5 10.7 8.1 36.3 22.0 22.9 11.2 7.7
35.7 22.8 22.5 11.4 7.7 36.4 22.6 22.0 11.8 7.3
36.2 21.0 23.5 12.1 7.2 37.0 20.9 22.8 12.5 6.8
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32.4 33.3 34.4 35.6 36.5 37.2 19.8 20.5 20.8 20.9 21.0 21.2
34.8 35.9 37.0 38.2 39.2 39.8 23.9 24.4 24.3 24.1 23.9 23.7
27.6 29.0 30.4 31.7 32.7 33.5 18.6 19.5 20.2 20.7 21.1 21.2
27.4 28.7 30.0 31.2 32.3 33.0 18.2 19.2 19.9 20.5 20.9 21.1
31.2 32.0 32.6 33.6 34.5 35.1 17.4 18.4 19.2 19.7 20.1 20.6
24.6 26.0 27.5 28.9 30.1 31.0 20.1 21.1 21.8 22.4 22.8 22.9
23.2 24.5 25.9 27.3 28.4 29.4 17.1 18.4 19.5 20.5 21.2 21.7
26.2 27.3 28.5 29.9 31.1 32.0 17.9 19.2 20.1 20.8 21.4 21.7
25.7 26.9 28.3 29.6 30.8 31.6 19.5 20.6 21.2 21.6 21.9 22.2
27.3 28.4 29.6 31.0 32.1 33.0 18.4 19.5 20.2 20.8 21.2 21.6
26.2 27.5 28.9 30.3 31.4 32.3 20.2 21.1 21.6 21.9 22.2 22.3
28.4 29.6 30.9 32.2 33.3 34.2 20.1 20.9 21.1 21.2 21.3 21.6
30.3 31.2 32.5 33.7 34.9 35.7 20.8 21.6 21.9 22.0 22.1 22.3
45.8 45.5 45.3 45.4 45.8 46.0 17.1 17.7 17.9 18.0 18.3 18.7
33.8 34.4 35.2 36.1 37.0 37.7 20.1 20.8 21.0 21.1 21.3 21.6
25.7 26.9 28.2 29.5 30.7 31.5 18.2 19.3 20.0 20.7 21.1 21.5
24.2 25.4 27.0 28.6 29.7 30.4 18.9 19.9 20.5 20.9 21.2 21.5
29.6 30.5 31.8 33.0 33.9 34.5 19.3 20.2 20.7 21.0 21.2 21.3
24.5 25.8 27.3 28.6 29.8 30.6 18.1 19.2 20.0 20.6 21.0 21.3
27.5 28.8 30.2 31.3 32.3 33.1 20.1 21.1 21.7 22.1 22.5 22.6
25.7 26.9 28.4 29.8 30.9 31.7 21.0 21.9 22.4 22.7 23.0 23.1
23.6 25.1 26.7 28.2 29.4 30.4 20.1 21.1 21.5 21.8 22.1 22.3
26.8 27.9 29.2 30.6 31.8 32.6 19.6 20.6 21.2 21.6 21.9 22.3
31.5 32.3 33.4 34.6 35.5 36.2 19.0 19.7 19.9 20.1 20.3 20.6
26.9 28.3 29.8 31.2 32.4 33.2 21.7 22.3 22.6 22.7 22.8 22.9
27.2 28.3 29.6 31.0 32.2 33.1 18.7 19.7 20.2 20.4 20.7 21.0
35.8 36.4 37.4 38.4 39.2 39.8 19.3 20.1 20.3 20.4 20.3 20.4
35.8 36.8 38.1 39.3 40.2 40.8 19.4 19.9 19.9 19.8 19.8 19.9
30.2 31.7 33.2 34.6 35.8 36.7 21.1 21.7 21.8 21.8 21.7 21.7
23.7 25.5 27.3 29.1 30.5 31.6 22.4 23.2 23.4 23.3 23.1 23.0
27.4 29.2 31.0 32.5 33.8 34.7 22.8 23.3 23.5 23.4 23.3 23.0
27.0 28.2 29.5 30.8 31.9 32.8 18.0 19.1 19.8 20.3 20.6 20.7
27.6 28.8 30.1 31.3 32.4 33.1 20.5 21.4 21.9 22.2 22.3 22.2
30.0 31.1 32.4 33.6 34.6 35.2 20.5 21.2 21.4 21.5 21.5 21.5
32.8 33.8 35.0 36.2 37.3 38.0 21.7 22.2 22.3 22.3 22.1 21.9
30.6 31.9 33.4 34.8 35.8 36.5 24.1 24.3 24.2 23.9 23.5 23.0
29.0 30.2 31.6 32.9 34.1 34.9 20.8 21.6 22.1 22.3 22.3 22.2
28.8 30.0 31.5 32.9 34.1 34.8 22.0 22.8 23.1 23.3 23.2 23.1
31.0 32.2 33.7 35.0 36.2 36.9 22.9 23.3 23.4 23.4 23.2 22.8
33.8 35.0 36.2 37.4 38.3 39.0 21.2 21.7 21.9 22.0 21.9 21.6
35.0 35.7 36.6 37.6 38.5 39.1 18.8 19.5 19.9 20.0 20.1 20.1
24.7 26.0 27.5 28.8 30.0 30.9 18.1 19.1 19.7 20.2 20.4 20.5
29.4 30.8 32.2 33.5 34.6 35.4 21.7 22.4 22.7 22.9 22.8 22.6
28.8 30.0 31.3 32.5 33.7 34.5 19.8 20.6 21.0 21.2 21.3 21.2
30.9 32.1 33.3 34.5 35.6 36.3 22.4 22.9 23.1 23.1 22.8 22.6
29.8 31.2 32.6 34.0 35.3 36.2 23.6 24.0 24.1 23.9 23.5 23.0
33.4 34.6 35.9 37.1 38.2 39.2 23.9 24.3 24.3 24.1 23.7 23.1
29.4 30.5 31.7 32.9 34.0 34.8 14.5 15.4 16.0 16.4 16.9 17.2

32.4 33.3 34.4 35.6 36.5 37.2 19.8 20.5 20.8 20.9 21.0 21.2
34.8 35.9 37.0 38.2 39.2 39.8 23.9 24.4 24.3 24.1 23.9 23.7
27.4 28.5 29.7 31.0 32.1 32.9 18.1 19.2 20.0 20.6 21.0 21.3
35.6 36.2 36.9 37.7 38.5 39.1 19.0 19.8 20.0 20.2 20.4 20.7

26.3 27.5 28.8 30.2 31.3 32.2 19.4 20.4 21.0 21.4 21.8 22.0
37.2 37.6 38.2 38.9 39.6 40.2 18.9 19.7 19.9 20.0 20.2 20.5

27.9 29.0 30.4 31.7 32.8 33.6 19.5 20.4 20.8 21.1 21.4 21.6
32.7 33.9 35.3 36.6 37.6 38.3 20.1 20.7 20.8 20.8 20.8 20.8
30.8 31.9 33.2 34.5 35.5 36.3 21.5 22.1 22.3 22.3 22.1 22.0
30.6 31.9 33.2 34.6 35.7 36.4 21.9 22.6 22.8 22.9 22.8 22.6
31.7 32.8 34.0 35.2 36.2 37.0 20.1 20.7 21.0 21.1 21.0 20.9

1 2

2010 2015 2020 2025 2030 20352010 2015 2020 2025 2030 2035

2010 2015 2020 2025 2030 2035 2010 2015 2020 2025 2030 2035

―315―



27.9 27.0 26.0 25.0 24.1 23.3 8.7 9.4 10.1 10.6 11.0 11.4
24.3 23.3 22.4 21.6 20.9 20.3 9.3 9.9 10.4 10.9 11.2 11.6
23.9 23.1 22.3 21.5 20.9 20.3 11.2 11.8 12.4 12.8 13.1 13.5
23.1 22.7 22.3 21.8 21.3 20.9 9.8 10.5 11.1 11.6 12.0 12.4
26.1 25.6 25.0 24.1 23.2 22.3 8.9 9.7 10.3 10.9 11.3 11.6
22.4 21.9 21.4 20.7 20.2 19.7 9.6 10.3 10.8 11.2 11.6 12.0
22.6 22.4 22.0 21.5 21.1 20.7 8.6 9.3 9.9 10.3 10.7 11.1
25.1 24.5 23.9 23.1 22.4 21.7 9.6 10.3 10.9 11.3 11.7 12.1
29.4 28.5 27.5 26.5 25.5 24.7 8.9 9.6 10.2 10.7 11.1 11.5
28.5 27.8 26.8 25.6 24.5 23.6 8.8 9.5 10.1 10.6 11.0 11.4
30.4 29.3 28.0 26.8 25.7 24.8 8.9 9.5 10.2 10.7 11.1 11.5
33.4 31.9 30.4 28.9 27.5 26.3 8.7 9.4 10.2 10.8 11.3 11.7
31.1 29.7 28.4 27.0 25.7 24.6 8.2 8.9 9.6 10.2 10.7 11.1
23.9 23.6 23.3 22.8 21.9 21.0 7.6 8.3 9.1 9.8 10.3 10.6
31.2 30.0 28.8 27.6 26.3 25.1 8.1 8.9 9.6 10.3 10.7 11.1
25.1 24.6 23.9 23.1 22.4 21.7 8.9 9.6 10.2 10.7 11.2 11.6
26.6 26.0 25.2 24.2 23.6 23.1 8.5 9.1 9.8 10.3 10.8 11.2
26.9 26.3 25.5 24.6 23.9 23.4 8.0 8.7 9.2 9.7 10.1 10.5
26.0 25.4 24.7 24.0 23.4 23.0 8.0 8.6 9.2 9.6 10.0 10.3
28.5 27.4 26.3 25.3 24.4 23.6 9.1 9.8 10.3 10.8 11.2 11.6
27.2 26.5 25.5 24.4 23.6 23.0 8.4 9.1 9.7 10.2 10.7 11.1
29.2 28.3 27.2 26.2 25.4 24.6 8.0 8.7 9.3 9.8 10.3 10.6
28.3 27.4 26.3 25.2 24.2 23.4 8.6 9.2 9.9 10.4 10.8 11.1
30.6 29.6 28.6 27.5 26.4 25.4 7.8 8.5 9.2 9.7 10.1 10.4
29.0 28.1 27.1 26.2 25.3 24.6 8.1 8.7 9.3 9.7 10.1 10.4
31.5 30.4 29.4 28.2 27.2 26.3 7.6 8.3 8.9 9.4 9.8 10.1
27.5 26.5 25.6 24.6 23.7 22.9 8.6 9.3 9.9 10.4 10.9 11.3
28.6 27.2 25.9 24.7 23.7 22.9 9.6 10.3 10.9 11.5 11.9 12.2
30.5 29.0 27.7 26.4 25.4 24.5 9.1 9.7 10.3 10.8 11.2 11.5
32.5 30.8 29.3 28.0 27.0 26.1 9.2 9.9 10.4 10.9 11.3 11.6
27.8 26.6 25.4 24.5 23.7 23.1 9.6 10.2 10.7 11.1 11.5 11.9
24.2 23.8 23.3 22.6 22.0 21.5 9.9 10.6 11.2 11.6 12.0 12.4
22.4 22.2 21.8 21.4 21.1 20.9 8.7 9.3 9.9 10.4 10.9 11.4
27.5 26.7 25.9 25.1 24.4 23.9 8.4 9.1 9.7 10.2 10.6 11.0
27.9 26.8 25.8 24.8 23.9 23.3 8.4 9.0 9.5 10.0 10.4 10.8
25.7 24.8 24.0 23.3 22.7 22.4 9.1 9.7 10.3 10.7 11.2 11.6
25.6 24.9 24.1 23.3 22.7 22.1 9.1 9.8 10.3 10.7 11.1 11.5
27.1 26.2 25.2 24.2 23.4 22.8 8.8 9.4 9.9 10.2 10.6 11.0
26.2 25.2 24.2 23.3 22.6 22.1 9.6 10.2 10.8 11.2 11.6 12.0
24.2 23.2 22.4 21.6 20.9 20.5 10.5 11.1 11.6 12.0 12.4 12.9
27.0 26.0 25.0 24.0 23.1 22.3 9.6 10.3 10.9 11.4 11.8 12.1
27.2 26.4 25.5 24.7 24.1 23.5 10.0 10.7 11.3 11.7 12.1 12.5
26.2 25.0 24.0 23.1 22.4 21.9 10.3 11.0 11.5 12.0 12.3 12.8
26.3 25.6 24.8 24.1 23.5 22.9 9.6 10.2 10.8 11.3 11.6 12.0
25.6 25.0 24.4 23.7 23.2 22.7 8.8 9.4 9.9 10.3 10.7 11.2
26.8 25.7 24.7 23.8 23.1 22.6 9.8 10.4 11.0 11.4 11.8 12.2
26.7 25.3 24.1 23.1 22.3 21.7 9.5 10.2 10.8 11.3 11.6 12.1
33.2 31.5 30.0 28.5 27.2 26.0 12.9 13.7 14.4 14.9 15.3 15.7

27.9 27.0 26.0 25.0 24.1 23.3 8.7 9.4 10.1 10.6 11.0 11.4
24.3 23.3 22.4 21.6 20.9 20.3 9.3 9.9 10.4 10.9 11.2 11.6
24.3 23.8 23.2 22.5 21.9 21.3 9.6 10.3 10.9 11.3 11.7 12.1
28.7 27.8 26.9 25.8 24.7 23.6 8.1 8.9 9.6 10.2 10.7 11.1

29.4 28.5 27.5 26.3 25.3 24.4 8.9 9.5 10.2 10.7 11.1 11.5
28.6 27.7 26.8 25.7 24.6 23.5 8.0 8.7 9.5 10.1 10.6 11.0

28.6 27.8 26.8 25.8 24.9 24.1 8.2 8.9 9.5 10.0 10.4 10.8
29.3 28.0 26.7 25.6 24.5 23.7 9.2 9.8 10.5 11.0 11.4 11.7
26.6 25.8 25.0 24.2 23.5 22.9 8.7 9.3 9.9 10.3 10.7 11.2
25.9 25.0 24.1 23.2 22.5 22.0 9.5 10.1 10.6 11.0 11.4 11.8
27.2 26.2 25.2 24.3 23.5 22.8 9.9 10.6 11.2 11.7 12.1 12.5
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11.1 9.7 8.7 7.9 7.3 6.9
7.7 6.6 5.7 5.1 4.8 4.5

18.7 16.5 14.7 13.3 12.3 11.5
21.4 18.8 16.7 14.9 13.5 12.5
16.3 14.4 12.9 11.8 11.0 10.3
23.3 20.8 18.5 16.8 15.3 14.3
28.5 25.4 22.6 20.4 18.6 17.1
21.3 18.7 16.6 14.8 13.5 12.5
16.5 14.4 12.8 11.6 10.7 10.0
16.9 14.9 13.3 12.1 11.2 10.5
14.3 12.6 11.3 10.4 9.7 9.1

9.3 8.2 7.5 6.9 6.5 6.2
9.7 8.5 7.6 7.0 6.6 6.3
5.7 4.9 4.3 4.0 3.8 3.7
6.8 6.0 5.4 5.0 4.7 4.5

22.1 19.7 17.6 16.0 14.7 13.7
21.9 19.6 17.5 16.0 14.7 13.8
16.2 14.4 12.9 11.7 10.9 10.3
23.3 20.9 18.8 17.1 15.8 14.7
14.7 13.0 11.5 10.4 9.6 9.1
17.6 15.6 14.0 12.7 11.8 11.1
19.0 16.9 15.2 13.9 12.9 12.0
16.8 14.9 13.4 12.3 11.4 10.7
11.0 9.8 8.8 8.2 7.7 7.3
14.4 12.6 11.2 10.2 9.4 8.8
15.0 13.3 11.9 10.9 10.2 9.6

8.8 7.7 6.9 6.3 5.9 5.6
6.7 5.8 5.2 4.7 4.4 4.2
9.1 7.9 7.0 6.4 5.9 5.6

12.2 10.7 9.5 8.7 8.1 7.6
12.4 10.7 9.4 8.5 7.8 7.4
20.8 18.4 16.3 14.8 13.5 12.6
20.9 18.4 16.3 14.6 13.3 12.4
13.6 11.9 10.6 9.6 8.9 8.4

9.4 8.2 7.3 6.7 6.3 6.0
10.5 9.2 8.1 7.4 6.9 6.6
15.5 13.5 12.0 10.8 9.9 9.3
13.3 11.7 10.4 9.4 8.7 8.3
10.4 9.0 7.9 7.0 6.5 6.1
10.4 9.0 7.9 7.0 6.4 6.0

9.7 8.5 7.6 7.0 6.6 6.2
20.0 17.7 16.0 14.6 13.4 12.6
12.4 10.8 9.6 8.6 7.9 7.4
15.5 13.6 12.1 10.9 10.0 9.4
12.3 10.6 9.3 8.3 7.7 7.3
10.1 8.8 7.7 6.8 6.3 5.9

6.4 5.6 5.0 4.5 4.1 3.9
10.0 8.8 7.9 7.2 6.7 6.4

11.1 9.7 8.7 7.9 7.3 6.9
7.7 6.6 5.7 5.1 4.8 4.5

20.7 18.2 16.2 14.6 13.4 12.4
8.5 7.4 6.6 6.1 5.7 5.4
16.0 14.0 12.5 11.4 10.5 9.9

7.3 6.3 5.7 5.3 5.0 4.8

15.7 13.9 12.5 11.4 10.5 9.9
8.7 7.6 6.7 6.1 5.7 5.4

12.4 10.9 9.7 8.8 8.1 7.7
12.1 10.5 9.3 8.3 7.7 7.3
11.0 9.7 8.6 7.8 7.2 6.8
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2010 2010 2015 2020 2025 2030

2035 2015 2020 2025 2030 2035
16 200 18 887 20 060 20 154 20 111 20 215 24.8 16.6 6.2 0.5 -0.2 0.5

 765  886  945  946  933  911 19.0 15.7 6.7 0.1 -1.3 -2.4
 183 205  216 216 211 203 10.9 12.0 5.4 -0.2 -2.3 -3.6
 173 189  199 198 193 185 7.2 9.2 5.5 -0.4 -2.6 -4.1
 263 303  335 347 351 353 34.3 15.2 10.8 3.5 1.1 0.6
 158 172  179 177 170 159 1.2 9.1 4.1 -1.2 -4.1 -6.1
 148  163  173  173  169  162 9.6 10.3 5.8 0.4 -2.5 -4.1
 239 268  299 304 299 289 20.8 12.2 11.4 1.7 -1.5 -3.4
 332 392  425 429 424 422 27.2 18.0 8.5 1.0 -1.3 -0.4
 222 263  289 295 295 295 32.9 18.7 9.6 2.3 -0.3 0.1
 248 289  307 307 303 302 21.6 16.4 6.3 -0.0 -1.3 -0.4
 817  992 1 069 1 077 1 081 1 109 35.7 21.5 7.7 0.8 0.4 2.6
 742 901  972 978 978 994 34.1 21.5 7.9 0.6 -0.0 1.7

1 673 1 957 2 076 2 124 2 222 2 371 41.7 17.0 6.1 2.3 4.6 6.7
1 058 1 282 1 381 1 411 1 461 1 539 45.4 21.1 7.7 2.2 3.5 5.3

 302 342  363 364 357 349 15.5 13.4 6.2 0.2 -2.0 -2.3
 140  162  168  164  159  154 10.2 15.8 3.5 -2.0 -3.4 -2.8
 139 165  173 174 171 169 21.7 18.4 5.2 0.2 -1.4 -1.1

 99 113  119 119 118 115 16.5 14.1 5.3 0.5 -1.0 -2.5
 110 125  132 133 133 132 20.2 13.1 5.6 0.7 0.0 -0.1
 289 321  332 328 322 317 9.8 11.3 3.2 -1.1 -1.9 -1.6
 253  291  303  299  294  289 14.2 14.9 4.1 -1.2 -1.9 -1.5
 458 533  566 569 565 565 23.4 16.4 6.2 0.5 -0.7 -0.1
 822 980 1 037 1 044 1 058 1 094 33.2 19.2 5.8 0.7 1.4 3.4
 235 266  275 273 270 268 14.2 13.3 3.7 -1.0 -1.0 -0.8
 146 174  188 192 194 197 34.9 19.2 7.8 2.0 1.2 1.7
 354  422  443  440  435  435 23.0 19.5 4.8 -0.7 -1.0 -0.1

1 198 1 424 1 491 1 467 1 453 1 472 22.9 18.9 4.7 -1.6 -1.0 1.3
 735 861  906 903 898 901 22.6 17.2 5.2 -0.3 -0.6 0.3
 180 210  220 217 211 206 14.5 16.4 4.8 -1.5 -2.5 -2.3
 154 170  173 169 163 156 1.6 10.5 1.9 -2.4 -3.6 -4.1

 76  85  90  90  87  83 9.5 12.1 5.6 -0.2 -3.1 -4.4
 101 112  115 113 107 101 -0.3 10.3 3.0 -2.1 -4.9 -5.8
 259 294  304 300 290 282 9.0 13.5 3.4 -1.3 -3.2 -2.8
 388 453  477 476 466 458 18.0 16.8 5.4 -0.3 -2.1 -1.8
 230 257  263 254 240 226 -1.7 11.5 2.5 -3.2 -5.7 -5.8
 109  124  130  128  124  118 8.4 13.4 4.9 -1.0 -3.7 -4.4
 137 158  165 164 158 153 11.4 15.6 4.3 -0.9 -3.3 -3.5
 211 237  246 242 234 223 6.1 12.5 3.7 -1.5 -3.4 -4.4
 124 138  141 138 132 124 0.0 11.4 2.4 -2.5 -4.4 -5.9
 641 761  825 839 834 830 29.4 18.6 8.4 1.7 -0.6 -0.5
 107  119  128  129  126  122 13.9 11.9 7.1 0.8 -2.1 -3.6
 201 225  239 240 234 224 11.6 11.6 6.4 0.5 -2.4 -4.2
 242 271  288 291 286 276 14.3 11.9 6.4 1.1 -1.7 -3.4
 169 190  199 198 191 183 8.0 12.5 4.8 -0.7 -3.6 -4.4
 163 184  195 197 192 183 12.3 12.8 6.3 0.7 -2.5 -4.6
 271  296  311  312  304  290 6.7 8.9 5.3 0.3 -2.7 -4.7
 139 164  191 206 216 224 61.7 18.0 16.5 8.2 4.8 3.8

2010 2010 2015 2020 2025 2030

2035 2015 2020 2025 2030 2035
16 200 18 887 20 060 20 154 20 111 20 215 24.8 16.6 6.2 0.5 -0.2 0.5

 765  886  945  946  933  911 19.0 15.7 6.7 0.1 -1.3 -2.4
1 163 1 300 1 401 1 415 1 393 1 352 16.2 11.7 7.8 1.0 -1.6 -2.9
5 092 6 077 6 518 6 622 6 764 7 032 38.1 19.4 7.3 1.6 2.1 4.0

 802  944 1 021 1 032 1 022 1 019 27.1 17.7 8.1 1.1 -1.0 -0.3
4 290 5 133 5 497 5 591 5 742 6 013 40.2 19.7 7.1 1.7 2.7 4.7

2 846 3 297 3 468 3 467 3 446 3 453 21.3 15.9 5.2 -0.0 -0.6 0.2
2 766 3 262 3 421 3 388 3 354 3 367 21.7 17.9 4.9 -1.0 -1.0 0.4
1 054 1 200 1 249 1 232 1 190 1 150 9.1 13.9 4.1 -1.3 -3.4 -3.4

 580 657  682 672 647 618 6.5 13.2 3.8 -1.5 -3.7 -4.5
1 933 2 209 2 376 2 412 2 383 2 332 20.6 14.3 7.6 1.5 -1.2 -2.2
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31.2 35.7 37.8 38.4 39.3 40.8
31.7 36.5 39.5 40.7 42.0 43.3
35.8 40.6 44.0 45.7 47.0 48.0
35.8 39.7 43.0 44.4 45.3 45.8
29.2 33.2 36.6 38.2 39.3 40.6
40.5 45.3 49.1 51.1 52.0 52.1
38.2 42.6 46.1 47.9 48.6 48.6
33.2 37.9 42.0 44.2 45.3 45.9
30.5 35.5 38.6 39.5 39.9 41.1
29.8 34.9 38.3 39.7 40.4 41.7
32.9 37.9 40.4 41.1 41.6 42.9
28.8 33.8 35.8 36.2 36.9 39.0
29.5 34.9 37.3 37.8 38.7 40.7
26.2 29.4 30.6 31.2 32.9 35.8
27.6 32.1 33.8 34.4 36.0 38.8
36.1 40.8 43.9 45.1 45.6 46.2
36.6 42.2 44.2 44.3 44.1 44.5
31.6 36.9 38.9 39.4 39.8 40.6
36.0 40.9 43.5 44.6 45.3 45.7
33.7 37.9 40.5 41.7 43.1 44.9
36.4 40.6 42.5 43.1 43.8 44.9
34.4 39.5 41.5 41.8 42.2 43.0
32.8 37.7 40.3 41.2 42.0 43.4
28.0 32.3 33.6 33.8 34.6 36.4
33.3 37.5 39.1 39.4 40.0 41.1
28.3 32.7 34.7 35.2 35.7 36.8
31.6 36.9 38.5 38.7 39.2 40.6
31.3 36.2 37.6 37.4 38.0 40.0
32.6 37.4 39.2 39.6 40.3 41.8
34.5 39.9 42.1 42.5 43.0 43.9
39.2 43.7 45.6 46.2 46.6 47.2
35.9 40.5 43.7 45.1 45.4 45.3
38.7 43.4 46.0 46.9 46.6 46.2
34.4 38.7 40.3 40.5 40.2 40.4
32.8 37.7 39.8 40.3 40.6 41.5
38.6 43.4 45.6 45.9 45.4 45.4
36.2 41.3 44.3 45.5 45.7 46.1
35.2 40.5 42.8 43.4 43.5 43.9
35.7 40.4 42.8 43.6 43.9 44.3
38.6 43.5 45.8 46.5 46.8 46.8
30.4 35.2 38.0 39.0 39.5 40.5
36.3 40.4 43.8 45.0 45.2 45.0
36.1 40.6 44.1 45.9 46.7 47.2
35.2 39.3 42.3 43.7 44.1 44.2
35.2 39.5 42.0 42.7 42.6 42.4
35.4 39.9 43.0 44.5 44.9 44.8
37.3 40.8 44.0 45.7 46.4 46.6
26.7 29.8 33.5 35.5 36.9 38.2

31.2 35.7 37.8 38.4 39.3 40.8
31.7 36.5 39.5 40.7 42.0 43.3
34.3 38.7 42.2 43.9 44.9 45.6
28.1 32.3 34.2 34.7 36.0 38.4
31.0 36.0 39.0 40.0 40.6 41.8 2010 2025 2035
27.6 31.7 33.4 33.9 35.3 37.9 65

32.3 36.8 38.7 39.2 39.8 41.1
32.1 36.9 38.6 38.6 39.2 40.9
35.1 39.7 41.8 42.3 42.2 42.6
36.2 41.2 43.7 44.5 44.7 45.0
33.2 37.4 40.3 41.6 42.1 42.7
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2010 2010 2015 2020 2025 2030

2035 2015 2020 2025 2030 2035
4 980 6 008 6 679 7 007 7 298 7 622 53.1 20.7 11.2 4.9 4.2 4.4
 264  316  352  367  377  380 44.2 19.8 11.3 4.2 2.7 1.0

 52  60  66 68 70 70 35.7 15.4 9.6 3.8 2.3 1.0
 45  51  56 58 60 61 35.4 13.8 9.7 4.0 2.9 1.4
 67  80  94 102 109 116 74.7 20.6 16.5 8.8 7.2 6.5
 40  45  49 51 51 51 27.9 12.8 8.5 3.5 1.6 -0.6
 31  35  40  42  44  46 49.9 16.0 11.8 6.6 4.9 3.3
 63  72  84 89 92 94 49.2 14.9 15.7 5.7 3.8 2.3
 78  97  112 121 127 133 70.8 24.0 15.7 7.6 5.2 5.1
 57  70  81 87 92 97 69.9 22.9 15.3 7.7 5.4 5.6
 65  79  88 93 97 101 54.0 20.7 11.9 5.1 4.0 4.3

 208  270  313  336  356  380 82.7 29.6 15.9 7.4 5.9 6.9
 202 259  298 317 333 352 74.4 28.2 15.1 6.5 5.0 5.7
 647 777  849 890 954 1 043 61.0 20.0 9.3 4.8 7.1 9.3
 316 403  458 491 528 574 81.4 27.2 13.8 7.1 7.6 8.7

 68  80  90 96 101 105 55.1 18.9 12.4 6.3 4.8 4.1
 33  39  43  45  46  47 43.8 19.8 10.1 4.4 2.4 1.9
 38  46  51 54 56 58 52.8 20.9 11.0 5.8 4.0 3.4
 23  28  30 32 34 35 49.2 17.9 10.6 5.8 5.0 3.0
 30  36  39 41 43 45 49.1 17.1 10.4 5.2 4.9 4.5
 70  81  88 92 96 99 41.5 15.9 8.9 4.4 3.7 3.6
 59  72  80  84  88  91 53.6 20.6 11.5 5.5 4.2 3.8

 111 136  153 163 172 181 63.3 22.5 13.0 6.5 5.2 5.3
 231 289  325 346 366 393 70.1 25.1 12.6 6.2 6.0 7.1

 66  77  85 88 92 95 44.2 17.5 9.6 4.6 3.9 3.1
 37  45  52 56 61 65 78.0 24.0 14.7 8.7 7.5 7.1

 120  148  163  170  175  180 49.8 23.1 10.3 4.1 3.1 2.9
 446 548  601 613 623 645 44.8 23.0 9.6 2.1 1.7 3.5
 245 297  328 343 355 368 50.1 21.2 10.6 4.4 3.5 3.6

 49  60  67 71 73 75 52.7 22.1 12.4 5.5 3.2 2.1
 53  60  64 65 65 64 21.4 13.5 6.2 1.2 0.2 -0.7
 21  24  26  27  28  28 32.9 14.1 9.0 4.0 2.2 0.5
 28  32  34 34 34 33 18.4 11.8 6.0 1.5 -0.1 -1.5
 76  89  96 100 102 103 34.6 16.8 8.3 3.6 1.6 1.1

 129 154  169 176 179 182 41.1 19.3 9.9 4.1 2.0 1.5
 77  87  93 94 92 89 16.5 13.6 6.4 0.8 -1.9 -2.6
 35  40  43  44  45  45 28.8 14.6 8.3 3.0 1.0 -0.2
 42  49  53 55 56 56 34.1 17.2 8.4 3.5 1.5 0.5
 72  83  89 90 91 90 25.0 14.2 7.4 2.2 0.6 -0.8
 47  53  55 55 54 53 12.8 12.5 4.7 -0.2 -1.4 -2.8

 218 263  294 309 318 327 50.2 20.7 11.9 5.0 3.0 2.8
 27  31  34  36  37  38 40.4 14.5 10.8 5.3 3.2 1.8
 65  74  81 83 85 85 29.8 13.4 8.9 3.6 1.6 -0.1
 72  83  91 95 98 99 37.0 14.4 9.6 4.6 3.0 1.3
 55  63  68 70 71 71 27.9 14.5 8.1 3.1 0.8 -0.6
 55  63  69 72 73 73 32.9 15.0 9.4 4.1 1.8 -0.4

 105  115  123  125  126  125 18.8 9.9 6.4 2.1 0.4 -1.0
 42  51  62 69 75 81 92.3 21.3 20.7 11.5 8.7 8.4

2010 2010 2015 2020 2025 2030

2035 2015 2020 2025 2030 2035
4 980 6 008 6 679 7 007 7 298 7 622 53.1 20.7 11.2 4.9 4.2 4.4
 264  316  352  367  377  380 44.2 19.8 11.3 4.2 2.7 1.0
 297 344  388 410 427 438 47.7 15.9 12.6 5.7 4.1 2.8

1 574 1 954 2 199 2 335 2 486 2 680 70.2 24.1 12.6 6.2 6.5 7.8
 201 246  281 301 315 331 65.1 22.6 14.4 6.9 4.9 5.0

1 374 1 708 1 918 2 034 2 171 2 349 71.0 24.3 12.3 6.1 6.7 8.2
 729 884  986 1 043 1 094 1 149 57.6 21.2 11.6 5.7 4.9 5.0
 949 1 158 1 275 1 318 1 352 1 397 47.2 22.0 10.1 3.3 2.6 3.3
 331 386  418 431 434 435 31.5 16.4 8.3 3.0 0.9 0.2
 196 224  240 245 246 244 24.7 14.5 7.1 2.1 0.4 -0.8
 639  743  821  859  882  898 40.4 16.2 10.5 4.7 2.7 1.7

1 2

2030 2035

1,000

1,000

2010 2015 2020 2025 2030 2035

2010 2015 2020 2025
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2010 2010 2015 2020 2025 2030

2035 2015 2020 2025 2030 2035
2 693 3 265 3 820 4 473 4 726 4 660 73.1 21.2 17.0 17.1 5.7 -1.4

 147  178  203  237  254  249 69.8 21.2 14.4 16.5 7.2 -1.9
 28 32  35 40 43 43 56.3 16.2 9.0 13.6 7.8 0.7
 26 30  32 36 38 39 52.4 16.0 8.1 10.9 7.9 1.5
 36 43  50 60 68 71 99.3 20.0 15.9 19.5 13.7 5.5
 23 27  28 31 33 34 44.4 13.6 5.2 10.9 7.9 1.0
 18  21  22  26  28  30 63.4 14.7 8.0 13.4 10.9 4.9
 36 40  45 51 56 59 63.0 11.8 12.7 12.6 10.5 4.0
 41 49  58 71 79 80 96.6 20.1 19.7 21.9 11.0 1.1
 30 35  41 50 56 58 93.0 17.3 16.3 22.1 12.3 3.2
 36 42  48 57 62 61 71.2 16.7 15.8 19.0 7.7 -1.1
 95  129  169  211  227  223 135.1 35.7 31.2 24.9 7.5 -1.7
 95 126  162 200 214 209 119.4 32.3 28.6 23.3 7.0 -2.3

 336 415  490 565 584 577 71.8 23.6 18.0 15.4 3.2 -1.1
 161 213  267 322 341 337 110.0 32.7 25.5 20.3 5.9 -1.0

 39 45  51 59 65 67 70.9 16.7 11.4 16.7 10.3 2.1
 19  21  25  29  31  30 60.2 15.5 14.6 19.6 4.9 -3.5
 22 25  29 35 37 37 71.1 15.0 16.0 22.0 6.4 -1.2
 14 15  17 20 22 22 62.8 14.4 11.8 16.6 8.2 0.9
 18 20  23 26 27 28 56.8 14.4 12.1 14.1 6.7 0.4
 42 48  53 60 63 63 48.8 13.2 11.5 13.1 5.1 -0.8
 33  39  46  54  57  56 72.2 19.7 16.5 18.1 5.9 -1.2
 57 70  83 100 108 109 91.1 22.4 19.6 19.8 8.1 0.8

 116 149  184 222 234 231 98.7 28.4 23.4 20.6 5.3 -1.2
 38 45  51 58 61 60 57.7 16.8 13.8 14.9 4.9 -1.5
 20 24  29 35 38 39 93.6 19.2 19.0 22.2 9.7 1.9
 67  82  98  116  120  116 73.7 22.9 19.2 18.9 3.7 -3.9

 218 283  347 406 410 384 75.7 29.6 22.7 16.9 0.8 -6.3
 134 162  192 225 235 229 71.7 21.6 18.2 17.4 4.5 -2.5

 27 33  40 48 50 49 82.6 22.3 21.1 20.0 5.8 -2.8
 31 35  39 43 43 42 32.8 12.2 9.7 10.8 1.5 -4.2
 13  14  15  17  18  18 43.6 10.2 6.8 12.8 7.5 0.6
 18 20  20 22 23 23 24.4 8.3 3.7 9.5 3.6 -2.4
 45 51  58 66 69 67 48.4 13.7 12.6 14.8 3.7 -2.6
 76 88  102 119 124 120 58.5 16.8 15.3 16.4 4.3 -3.0
 47 52  57 64 65 61 31.4 11.6 9.0 12.1 1.8 -5.4
 21  23  24  28  30  29 40.9 10.6 6.8 14.0 6.3 -1.5
 25 28  31 36 38 37 46.9 11.6 9.5 16.9 5.3 -2.3
 44 49  53 59 62 60 36.7 11.7 8.0 12.1 4.0 -2.8
 29 31  33 36 37 35 23.4 8.2 6.0 10.3 1.9 -4.2

 117 140  161 190 205 203 72.6 19.4 14.5 18.3 7.8 -0.9
 16  18  19  22  24  24 51.5 11.7 7.3 13.1 9.6 1.9
 39 44  47 52 56 56 43.0 12.3 6.4 11.3 7.4 0.2
 44 50  53 59 64 65 48.3 13.3 7.1 11.5 7.8 1.6
 33 38  41 46 48 48 42.5 12.5 8.5 12.5 5.4 -1.6
 34 39  42 46 50 50 47.1 13.8 7.0 11.7 7.3 0.8
 70  76  77  81  86  86 23.2 8.9 1.8 5.2 5.1 0.5
 22 27  31 36 42 46 108.5 24.4 11.7 16.1 17.7 9.7

2010 2010 2015 2020 2025 2030

2035 2015 2020 2025 2030 2035
2 693 3 265 3 820 4 473 4 726 4 660 73.1 21.2 17.0 17.1 5.7 -1.4

 147  178  203  237  254  249 69.8 21.2 14.4 16.5 7.2 -1.9
 167 193  213 243 267 276 65.5 15.5 10.6 14.0 10.2 3.2
 793 1 009 1 236 1 477 1 562 1 546 94.9 27.2 22.5 19.5 5.8 -1.1
 106 126  147 178 197 199 87.0 18.1 17.4 21.0 10.3 1.0
 687 883 1 089 1 299 1 366 1 347 96.1 28.6 23.2 19.3 5.2 -1.4
 396 478  561 664 706 702 77.0 20.5 17.4 18.3 6.3 -0.6
 497 620  744 873 898 859 72.8 24.6 20.1 17.4 2.8 -4.3
 198 225  252 288 298 289 45.8 13.7 11.7 14.3 3.7 -3.2
 118 131  141 159 166 161 36.4 10.6 7.6 13.1 4.2 -2.8
 376  432  470  532  574  578 53.7 14.9 8.9 13.2 7.8 0.7

1 2

2010 2015

2010 2015 2020 2025 2030 2035

2020 2025

1,000

2030 2035

1,000
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9.6 11.4 12.6 13.4 14.2 15.4
10.9 13.0 14.7 15.8 16.9 18.1
10.1 11.8 13.3 14.4 15.5 16.6

9.3 10.7 12.1 13.1 14.0 15.0
7.4 8.8 10.2 11.2 12.3 13.4

10.3 11.9 13.4 14.6 15.8 16.7
7.9 9.3 10.6 11.7 12.8 13.8
8.8 10.2 11.8 12.9 13.9 14.9
7.2 8.8 10.2 11.1 12.0 13.0
7.7 9.3 10.7 11.7 12.6 13.7
8.7 10.4 11.6 12.4 13.3 14.3
7.3 9.2 10.5 11.3 12.2 13.4
8.0 10.0 11.4 12.3 13.2 14.4

10.1 11.7 12.5 13.1 14.1 15.8
8.3 10.1 11.2 12.0 13.0 14.5
8.1 9.6 10.9 11.9 12.8 13.9
8.5 10.2 11.3 12.1 12.7 13.5
8.7 10.4 11.5 12.3 13.1 14.0
8.5 10.0 11.1 12.0 13.0 13.8
9.3 10.9 12.1 13.0 14.1 15.4
8.8 10.3 11.3 12.1 13.0 14.0
8.1 9.7 10.9 11.8 12.6 13.6
7.9 9.6 10.9 11.8 12.8 13.9
7.9 9.5 10.6 11.2 12.0 13.1
9.3 10.9 12.0 12.8 13.6 14.6
7.1 8.5 9.6 10.4 11.2 12.2

10.7 12.9 14.2 14.9 15.8 16.8
11.7 13.9 15.1 15.6 16.3 17.5
10.9 12.9 14.2 15.0 15.9 17.1

9.4 11.4 12.9 14.0 14.9 16.0
13.5 15.5 16.8 17.7 18.5 19.4

9.9 11.3 12.6 13.6 14.4 15.1
10.8 12.3 13.4 14.2 14.8 15.4
10.1 11.7 12.8 13.5 14.1 14.7
10.9 12.8 14.1 14.9 15.6 16.5
12.9 14.8 16.1 16.9 17.4 17.9
11.5 13.3 14.7 15.7 16.5 17.4
10.8 12.6 13.8 14.7 15.4 16.2
12.2 14.1 15.4 16.3 17.1 17.9
14.6 16.6 17.9 18.6 19.3 20.0
10.3 12.2 13.5 14.3 15.1 16.0

9.1 10.4 11.7 12.5 13.3 14.0
11.7 13.4 14.9 15.9 16.9 17.8
10.5 12.0 13.3 14.2 15.1 15.8
11.5 13.1 14.4 15.2 15.8 16.4
12.0 13.7 15.2 16.3 17.2 17.9
14.4 15.9 17.4 18.4 19.2 20.1

8.1 9.3 10.9 11.9 12.8 13.8

9.6 11.4 12.6 13.4 14.2 15.4
10.9 13.0 14.7 15.8 16.9 18.1

8.8 10.2 11.7 12.7 13.8 14.8
8.7 10.4 11.5 12.2 13.2 14.6
7.8 9.4 10.7 11.7 12.5 13.6
8.8 10.6 11.6 12.3 13.3 14.8 2010 2025 2035

8.3 9.9 11.0 11.8 12.6 13.7 65
11.0 13.1 14.4 15.0 15.8 17.0
11.0 12.8 14.0 14.8 15.4 16.1
12.2 14.1 15.4 16.2 17.0 17.8
11.0 12.6 13.9 14.8 15.6 16.4

1 2

2010 2015 2020 2025 2030 2035

2010 2015 2020 2025 2030 2035

0 250 500125 km

0 250 500125 km

0 250 500125 km
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30.7 31.8 33.3 34.8 36.3 37.7
34.5 35.7 37.2 38.8 40.3 41.8
28.3 29.1 30.3 31.5 33.0 34.6
25.9 27.0 28.1 29.4 31.0 32.8
25.4 26.6 27.9 29.4 31.2 33.0
25.4 26.2 27.3 28.6 30.3 32.1
20.7 21.8 23.0 24.4 26.2 28.3
26.4 27.0 28.1 29.2 30.7 32.6
23.5 24.7 26.3 28.1 29.9 31.6
25.7 26.6 28.0 29.5 31.2 32.9
26.3 27.3 28.8 30.2 31.9 33.4
25.5 27.2 29.2 31.2 32.9 34.3
27.2 28.7 30.7 32.4 34.1 35.4
38.7 39.7 40.9 41.9 42.9 44.0
29.9 31.4 33.2 34.8 36.1 37.3
22.4 23.5 24.9 26.4 28.2 30.0
23.2 24.1 25.6 27.3 28.9 30.3
27.5 28.1 29.6 31.3 33.0 34.5
23.6 24.4 25.6 27.0 28.6 30.2
27.6 28.6 29.9 31.3 32.8 34.3
24.3 25.3 26.6 28.1 29.7 31.3
23.4 24.6 26.4 28.2 29.9 31.5
24.2 25.5 27.1 28.7 30.4 32.1
28.1 29.5 31.4 33.1 34.6 35.9
28.0 29.1 30.7 32.4 34.1 35.4
25.0 26.0 27.7 29.5 31.4 33.0
34.0 35.0 36.8 38.6 40.2 41.4
37.2 38.5 40.3 41.8 42.9 43.8
33.3 34.4 36.2 37.9 39.5 40.8
27.3 28.6 30.7 32.9 34.8 36.4
34.5 35.4 36.9 38.3 39.8 41.2
27.5 28.0 28.9 30.1 31.8 33.4
28.0 28.4 29.2 30.3 31.8 33.2
29.5 30.3 31.8 33.3 35.0 36.4
33.3 34.0 35.4 37.0 38.5 39.8
33.4 34.0 35.3 36.8 38.2 39.5
31.8 32.1 33.2 34.5 36.1 37.7
30.6 31.1 32.3 33.7 35.4 36.8
34.3 34.8 36.0 37.4 38.9 40.4
37.9 38.2 39.1 40.0 41.3 42.7
33.9 34.5 35.6 36.8 38.1 39.4
25.2 25.8 26.7 27.9 29.4 31.0
32.4 32.9 33.7 34.8 36.2 37.7
29.9 30.6 31.5 32.6 34.1 35.8
32.7 33.2 34.3 35.6 37.2 38.7
33.7 34.4 35.4 36.6 38.2 39.9
38.7 39.0 39.5 40.2 41.5 43.1
30.4 31.3 32.4 33.4 34.6 36.2

30.7 31.8 33.3 34.8 36.3 37.7
34.5 35.7 37.2 38.8 40.3 41.8
25.5 26.5 27.7 29.0 30.6 32.4
30.9 32.1 33.7 35.3 36.8 38.1
25.0 26.0 27.5 29.1 30.9 32.5
32.0 33.3 34.9 36.4 37.8 39.1

25.6 26.8 28.4 30.1 31.7 33.3
34.3 35.5 37.3 38.9 40.3 41.5
31.4 32.1 33.5 34.9 36.5 37.9 2010 2025 2035
33.7 34.1 35.2 36.5 38.0 39.5
33.1 33.6 34.6 35.6 37.0 38.5

1 2

2010 2015 2020 2025 2030 2035

2030 20352010 2015 2020 2025

0 250 500125 km

0 250 500125 km

0 250 500125 km
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16.9 17.7 18.5 19.2 19.8 20.4
19.4 20.1 20.7 21.4 22.0 22.4
14.6 15.2 15.8 16.4 17.0 17.7
12.4 13.2 13.8 14.4 15.2 15.9
12.7 13.5 14.3 15.0 15.9 16.7
12.5 13.1 13.7 14.4 15.2 15.9

9.5 10.3 11.1 11.8 12.7 13.6
12.4 13.2 13.8 14.4 15.1 15.9
11.7 12.5 13.3 14.0 14.7 15.4
12.9 13.6 14.4 15.1 15.9 16.7
13.8 14.5 15.3 16.0 16.7 17.3
14.2 15.1 16.1 16.9 17.6 18.2
15.1 16.0 16.9 17.6 18.3 18.8
24.2 25.2 26.2 26.8 27.3 27.7
17.3 18.3 19.3 20.1 20.6 21.1
10.8 11.7 12.5 13.3 14.2 15.0
11.4 12.0 12.8 13.5 14.2 14.7
13.8 14.3 15.1 15.9 16.6 17.1
11.5 12.1 12.8 13.4 14.1 14.8
14.3 15.1 15.8 16.4 17.1 17.7
12.3 13.0 13.7 14.3 15.0 15.6
11.8 12.6 13.4 14.1 14.8 15.4
12.4 13.2 14.1 14.8 15.6 16.4
15.3 16.1 17.1 17.8 18.4 18.9
14.6 15.3 16.0 16.8 17.4 17.9
12.5 13.2 14.0 14.7 15.4 16.0
19.5 20.2 21.2 22.0 22.7 23.0
22.5 23.4 24.3 24.9 25.2 25.3
19.0 19.8 20.7 21.4 22.0 22.4
14.6 15.3 16.2 17.1 17.7 18.2
19.4 20.1 20.8 21.4 21.9 22.3
13.4 14.0 14.6 15.1 15.7 16.3
13.6 14.1 14.6 15.1 15.6 16.1
15.6 16.2 17.0 17.6 18.3 18.7
18.8 19.4 20.2 20.8 21.4 21.7
18.9 19.4 20.1 20.7 21.3 21.6
16.3 16.8 17.4 18.0 18.6 19.2
16.3 16.8 17.5 18.2 18.9 19.3
18.9 19.4 20.0 20.6 21.2 21.6
21.3 21.9 22.4 22.8 23.3 23.7
19.2 19.7 20.3 20.8 21.3 21.8
12.9 13.3 13.8 14.3 14.9 15.5
17.6 18.1 18.5 19.0 19.6 20.1
15.5 16.1 16.6 17.1 17.8 18.4
17.3 17.8 18.4 18.9 19.5 20.0
18.7 19.3 19.8 20.3 21.0 21.5
23.2 23.8 23.9 24.0 24.4 24.8
17.4 18.3 19.1 19.5 20.1 20.8

2030 20352010 2015 2020 2025
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2010年の国勢調査における「不詳」の発生状況：

5年前の居住地を中心に

小池司朗・山内昌和

Ⅰ．はじめに

人口センサスは，人口の規模と構造を把握するために実施される全数調査である．日本

では国勢調査がこれに相当する．国勢調査は，1920年に開始されて以来，ほぼ5年おきに

実施されてきた．国勢調査の調査事項は，年齢や国籍をはじめ多岐にわたる．多くの調査

事項は，多少の変更を含みながらも毎回の国勢調査で継続的に調査されるのに対し，5年

前の居住地や学歴など一部の調査事項は10年に1度の大規模調査年（西暦の末尾が0の年

に相当）においてのみ調査される．

国勢調査は，人口研究において頻繁に利用される統計資料の1つである．しかし，近年

の国勢調査には，調査事項にかかわらず不詳や分類不能（以下，原則として「不詳」とす

る）の数の大幅な増加がみられ１），国勢調査を利用する上で看過しがたい状況も生じてい

る．例えば，総務省統計局では，2010年国勢調査の国籍または年齢が「不詳」である人口

を国籍別年齢別に按分して含めた人口を公表し２），国立社会保障・人口問題研究所

（2013a）では，2010年国勢調査で初めて現れた家族類型が「不詳」の一般世帯数３）を既

知の家族類型に按分することで一般世帯数の将来推計を実施した（鈴木 2014）．

国勢調査に含まれる「不詳」は，国勢調査の精度を左右する問題である．国勢調査の精

度に関する研究はこれまで一定の蓄積がみられ（例えば伊藤 1985），2000年代には以下の

ような研究が行われた．菅（2007）は，国勢調査の日本人人口と住民基本台帳の人口を年

齢別に比較し，国勢調査の日本人人口の精度は年齢別にみると必ずしも十分でないことを

指摘した．石川（2005）は，国勢調査と外国人登録人口にみられる外国人人口の乖離を多

角的に検討して，国勢調査の外国人人口の過少計上を指摘した．山田（2001，2007，2008，

2010，2011，2012）は，年齢や配偶関係，労働力状態，従業上の地位，産業，職業などの

調査事項に関して，「不詳」の発生状況や既存の統計調査の結果との比較を行い，より新
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1）「不詳」はそれ自体として集計表に示されることもあれば，総数に含める形で示されることもある．

2）按分の詳細は，総務省統計局のホームページ内にある「平成22年国勢調査による基準人口」（http://www.

stat.go.jp/data/jinsui/9.htm 最終閲覧2014年7月16日）にまとめられている．国勢調査における国籍・年

齢が「不詳」の人口は以前から存在したが，総務省統計局がこれらを按分した人口を公表したのは今回が初め

てである．按分の結果は，総務省統計局が公表する「人口推計」や国立社会保障・人口問題研究所（2012，

2013b）で利用されている．

3）2005年までの国勢調査には，家族類型が不詳の一般世帯数は存在しなかったが，2010年の国勢調査では家族

類型が不詳の一般世帯が85,798現れることになった．



しい年に実施された国勢調査ほど精度に問題がみられることを指摘した．阿部

（2004，2013）は，労働力状態の「不詳」が多いために就業者の増減を把握できない地域

が存在することを指摘するとともに，「不詳」の存在を前提とした地域分析のあり方につ

いて検討した．

これらの研究は，それぞれに重要な知見を提示している．しかしながら，管見の限り，

人口移動に関する調査事項である5年前の居住地の精度に関する検討はなされていないよ

うである４）．5年前の居住地に関する情報から得られる移動人口は，国籍別・年齢別に把

握できることや，現住地ベースで転入元と転出先を把握できること等の利点があり，地域

人口の変動要因として重要な人口移動に関する貴重な情報源となってきた．このため，国

勢調査の5年前の居住地について，その利用可能性を評価しておくことは重要である．

以上を踏まえ，本稿では，2010年の国勢調査における5年前の居住地の「不詳」発生の

状況を年齢別ならびに地域別に整理することを目的とする．以下，Ⅱ章では，近年の国勢

調査の調査法の変更と回収状況を整理し，あわせて国勢調査の第2巻から第4巻に含まれ

る幾つかの集計事項，および人口移動集計に含まれる5年前の居住地に関して「不詳」の

発生状況を都道府県別に整理する．これらの作業は，Ⅲ章の分析結果を多面的に理解する

為に実施するものである．Ⅲ章では，5年前の居住地の「不詳」の発生状況を男女年齢別

に都道府県および市区町村別に整理し，さらに産業大分類別および職業大分類別にも整理

する．これらの結果を踏まえて，Ⅳ章で全体をまとめる．

なお，本稿の執筆はⅠ章とⅡ章を山内，Ⅲ章とⅣ章を小池が主に担当した．

Ⅱ．国勢調査の回収状況と主要な調査事項にみられる「不詳」の発生状況

1． 国勢調査の方法と近年の変更

国勢調査にみられる「不詳」の多寡は，直接的には調査票の回収状況ならびに被験者に

よる調査票の記入状況に左右されるが，これらはいずれも調査法の影響を受ける．以下で

は，近年の国勢調査の調査法の変更について，調査票の回収ならびに被験者による調査票

の記入に影響すると考えられる範囲で整理する．

調査票の回収については，2010年の調査法の変更が大きな影響を持つと考えられる５）．

国勢調査では，2005年までは国勢調査員が調査票の回収にあたっていたが，2010年国勢調

査では，被験者が希望すれば郵送回収が可能になった６）．この回収法の変更は，被験者の
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4）国勢調査と住民基本台帳人口移動報告では人口移動の定義が異なることや，それぞれの統計資料で把握され

た人口移動現象にどのような異同があるか検討したものに大友（1996）や伊藤（2011）などがある．

5）国勢調査では，世帯を単位として調査票の配布と回収がなされる．全数調査を旨とする国勢調査の場合，さ

まざまな事情で調査票による調査ができなかった世帯については，国勢調査令第9条第2項に基づいて「国勢

調査員が，当該世帯について「氏名」，「男女の別」及び「世帯員の数」の3項目に限って，その近隣の者に質

問することにより調査」（総務省統計局 2012，pp.459）する．したがって，回収状況が悪化，すなわち調査票

による調査ができなかった世帯が増加すると，人口と性別，世帯人員数以外の調査項目は「不詳」の数が増え

る．

6）東京都に限ってインターネットでの回収も可能になった．



利便性の向上を通じて回収状況の改善につながる可能性がある．被験者にとってみれば，

国勢調査員との間で調査票を受け渡すための日程調整が不要になり，調査票の提出方法を

状況に応じて選択できるからである．しかし，回収状況の悪化につながる可能性も否定で

きない．調査票の回収が調査員に一元化されている場合，国勢調査員が調査票の提出状況

を容易に把握でき，未提出者に対して提出を促すことで回収状況を高水準に保ちやすいと

推察される．反面，国勢調査員による回収と郵送回収のいずれも可能である場合，とりわ

け国勢調査のような大規模調査では，国勢調査員が調査票の回収状況を把握することが困

難となるため，未提出者への働きかけに支障が生じ，回収状況が悪くなる可能性がある．

他方，被験者による調査票の記入状況については，2つの調査法の変更が大きな影響を

持つと考えられる．1点目は，1995年までは調査項目の中に国勢調査員が対象世帯から聴

取して記入するものがあったが，2000年以降はそうした項目がなくなった．2点目は，

2005年以前は記入済みの調査票を提出する際に国勢調査員が調査票の記入内容を確認して

いたが７），2010年にはそうした確認作業は廃止し，封入済みの調査票を提出することになっ

た．これら調査法の変更は，プライバシーへの配慮といった点では被験者の調査への協力

を促し，記入状況の改善効果が期待される．その反面，調査票を提出する段階での確認が

なされないため，記入状況の悪い調査票をそのまま回収することで，結果として記入状況

が悪化する可能性がある８）．

このように，近年の国勢調査における調査法の変更は，「不詳」の減少と増加のいずれ

にも寄与する可能性をもつ．なお，国勢調査の調査法は，変更点を含めて一定の手続きを

経て定められている点には留意すべきであろう９）．

2． 国勢調査の回収状況

国勢調査の調査票の回収について，国勢調査令第9条第2項に基づいて調査した世帯の

割合，すなわち調査票を回収できなかった世帯の割合が公表されており，全国については

1995年に0.5％，2000年に1.7％，2005年に4.4％，2010年に8.8％と徐々に増加した10）．

この値を都道府県別にみると（表1），2010年に関しては，最大の東京都が20.1％，続

いて高知県が13.2％，福岡県が12.1％，大阪府が11.7％，愛知県が10.2％の順である．総

じて大都市圏で高い値を示す傾向にあるが，高知県や沖縄県（9.3％）のように非大都市
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7）2005年国勢調査からは封入した状態で回収することも認められるようになった．

8）東京都に限定して実施されたインターネットでの提出については，記入エラーや未記入を防ぐことは技術的

に可能であり，記入状況の悪化を防ぐ効果をもつ可能性もある．

9）国勢調査の方法に関しては総務省統計局で研究会・懇談会が開催され，議論されている．国勢調査の実施を

めぐって社会的にも注目されることになった2005年国勢調査の実施後には「国勢調査の実施に関する有識者懇

談会」が開催され，その後の改善方針が報告書（国勢調査の実施に関する有識者懇談会2006）として示された．

10）2010年の値は一般世帯のものである．2005年以前の値は，明示的な記載はないが，総世帯のものと推察され

る．これらの値は，2005年以前については「国勢調査の実施に関する有識者懇談会（第5回）（平成18年5月

30日開催）」の配布資料「平成17年国勢調査の実施状況」（http://www.stat.go.jp/info/kenkyu/kokusei/

pdf/situation.pdf 最終閲覧2014年7月16日），2010年については「平成27年国勢調査の企画に関する検討会

（第2回）（平成23年11月18日開催）」の配布資料「平成22年国勢調査の実施状況」（http://www.stat.go.jp/

info/kenkyu/kokusei/kentou27/pdf/02sy02.pdf 最終閲覧2014年7月16日）から得た．
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表１ 都道府県別にみた調査票の回収状況

都道府県

2005年 2010年

回収できた
世帯の割合

回収できな
かった世帯
の割合

回収できた世帯の割合 回収できな
かった世帯
の割合総計 調査員回収 郵送回収 被験者が

持参
全国 95.6 4.4 91.2 32.3 58.4 0.5 8.8

北海道 98.5 1.5 93.6 37.1 55.6 0.9 6.5
青森県 98.0 2.0 96.3 55.3 40.5 0.5 3.7
岩手県 98.6 1.4 96.7 51.3 44.9 0.5 3.2
宮城県 93.2 6.8 91.4 28.9 61.9 0.6 8.6
秋田県 98.3 1.7 98.3 54.5 43.3 0.5 1.7

山形県 98.4 1.6 96.3 50.0 45.6 0.7 3.7
福島県 96.4 3.6 94.5 41.7 51.8 1.0 5.4
茨城県 98.5 1.5 95.2 49.5 45.2 0.5 4.8
栃木県 96.1 3.9 92.2 40.6 51.0 0.6 7.8
群馬県 99.0 1.0 94.8 40.7 53.3 0.8 5.2

埼玉県 95.7 4.3 93.1 25.2 67.5 0.4 6.9
千葉県 96.0 4.0 93.9 27.0 66.5 0.4 6.1
東京都 86.7 13.3 79.8 12.9 66.7 0.2 20.1
神奈川県 95.9 4.1 90.2 16.4 73.5 0.3 9.8
新潟県 98.2 1.8 96.1 50.7 44.9 0.5 3.9

富山県 97.9 2.1 96.2 54.6 41.2 0.4 3.8
石川県 96.4 3.6 94.9 51.9 42.6 0.4 5.1
福井県 97.5 2.5 95.3 51.0 43.7 0.6 4.8
山梨県 98.6 1.4 95.6 51.0 43.6 1.0 4.4
長野県 98.7 1.3 97.1 57.8 38.5 0.8 2.9

岐阜県 98.8 1.2 97.4 45.5 50.9 1.0 2.7
静岡県 97.5 2.5 95.6 34.4 60.8 0.4 4.4
愛知県 95.0 5.0 89.8 22.5 66.9 0.4 10.2
三重県 97.6 2.4 97.5 49.5 47.4 0.6 2.6
滋賀県 96.5 3.5 93.8 44.9 48.4 0.5 6.2

京都府 93.9 6.1 93.5 38.6 54.5 0.4 6.5
大阪府 94.6 5.4 88.2 17.5 70.3 0.4 11.7
兵庫県 96.5 3.5 91.6 29.0 62.3 0.3 8.4
奈良県 98.2 1.8 97.0 43.7 52.5 0.8 3.1
和歌山県 98.6 1.4 98.9 56.3 42.2 0.4 1.1

鳥取県 97.1 2.9 95.3 54.3 40.5 0.5 4.7
島根県 99.0 1.0 97.5 56.3 40.8 0.4 2.4
岡山県 97.9 2.1 92.9 37.1 55.2 0.6 7.2
広島県 96.0 4.0 91.5 36.6 54.5 0.4 8.6
山口県 97.6 2.4 96.2 50.1 45.6 0.5 3.8

徳島県 97.8 2.2 96.8 46.1 49.7 1.0 3.2
香川県 97.2 2.8 93.7 40.0 52.6 1.1 6.3
愛媛県 95.8 4.2 94.8 52.7 41.6 0.5 5.2
高知県 97.9 2.1 86.8 37.8 48.1 0.9 13.2
福岡県 93.9 6.1 87.9 29.4 58.0 0.5 12.1

佐賀県 98.7 1.3 96.7 50.9 44.9 0.9 3.3
長崎県 98.6 1.4 96.8 55.0 41.3 0.5 3.3
熊本県 97.9 2.1 96.7 53.2 42.9 0.6 3.3
大分県 97.5 2.5 96.7 53.4 42.9 0.4 3.4
宮崎県 97.3 2.7 95.4 50.9 43.9 0.6 4.6

鹿児島県 97.7 2.3 96.6 54.1 41.7 0.8 3.3
沖縄県 93.4 6.6 90.7 42.4 47.5 0.8 9.3

注1）回収できなかった世帯とは，国勢調査令第9条第2項に基づいて調査された世帯のことである．
注2）2005年の回収できた世帯の割合は，100から回収できなかった世帯の割合を引いて算出した．
注3）2010年については四捨五入の関係で割合の合計が100にならない場合がある．
注4）2010年の東京都の郵送回収にはインターネット回答を含む．
注5）2010年は一般世帯の値である．
2005年は「国勢調査の実施に関する有識者懇談会（第5回）（平成18年5月30日開催）」における配布資料
「平成17年国勢調査の実施状況」（http://www.stat.go.jp/info/kenkyu/kokusei/pdf/situation.pdf
最終閲覧2014年7月16日）より
2010年は「平成27年国勢調査の企画に関する検討会（第2回）（平成23年11月18日開催）」における配布資
料「平成22年国勢調査の実施状況」（http://www.stat.go.jp/info/kenkyu/kokusei/kentou27/pdf/
02sy02.pdf 最終閲覧2014年7月16日）より



圏でも高い例はある11）．

大都市圏と非大都市圏の間にみられる回収状況の差は，2005年にも認められる．しかし，

2005年と2010年の値を比較すると，都道府県によって変化のパターンは異なる．例えば，

東京都のように2005年に既に13.3％に達し，2010年にかけても大幅に伸びた例，秋田県の

ように2005年と2010年がともに1.7％で変化していない例，高知県のように全国的にみて

も低水準だった2005年の2.1％から大幅に伸びて2010年には10％を超えた例，宮城県のよ

うに2005年には全国値を上回る6.8％であったが2010年には全国値を下回る8.6％への微増

にとどまった例などがある．

他方，2010年について，回収できた世帯の割合を回収方法別にみると（表1），2005年

までの方法である調査員回収の割合は，総じて非大都市圏で高く，大都市圏で低い傾向を

示す．ただし，調査員回収の割合がもっとも高い長野県でもその値は57.8％であり，50％

に達しない例も少なくない．調査員回収の割合が郵送回収の割合と大きな差があるとは言

い難い状況にあり，大都市圏を中心に，郵送回収の割合の方が調査員回収の割合を上回る

例も少なからずみられる．

3． 主要な調査事項にみられる「不詳」の発生状況

� 指標の定義

「不詳」の発生状況を表す指標について説明する前に，国勢調査の「不詳」に関して留

意すべき3つの点について整理する．

1点目は，年齢と他の変数との「不詳」の関係である．一般的な社会調査では，年齢と

年齢以外の変数Aがあった場合，回答状況によって，（a）年齢と変数Aのいずれも回答

あり，（b）年齢のみ「不詳」，（c）変数Aのみ「不詳」，（d）年齢と変数Aのいずれも「不

詳」，という4通りの組合せが生じる．しかし国勢調査に関しては，（b）のケース，例え

ば，年齢は「不詳」だが労働力状態には回答があるといったケースは基本的に存在しな

い12）．また，国勢調査で変数Aの「不詳」として示されるのは（c）のみで，（d）は含まれ

ない．

2点目は，主問と枝問の不詳の関係である．これについては，一般的な社会調査と同様

に，国勢調査でも主問の「不詳」は枝問の「不詳」には含めていない．図1に示した労働

力状態と従業上の地位を例にとると13），労働力状態が「不詳」のケース（④と⑤）は枝問

に当たる従業上の地位の集計には含まれないために，国勢調査で従業上の地位の「不詳」

として示されているのは図1の⑥のみとなる．本来ならば，労働力状態が「不詳」の一部

（図1の⑤）は従業上の地位も「不詳」になるはずである．
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11）本稿で用いる大都市圏や非大都市圏という用語は，大都市圏には日本の三大都市や地方中核都市とその圏域

を，非大都市圏は大都市圏以外の地域を想定して用いるが，個々の自治体がどちらに属するかを必ずしも厳密

に定めている訳ではない．

12）例外として確認できたのは，2010年の国勢調査の5年前の居住地に関するもので，年齢は「不詳」だが5年

前の居住地が判明している人口が存在する．

13）労働力状態が就業者の場合に従業上の地位が調査される関係にあるため，労働力状態が主問，従業上の地位

が枝問となる．



3点目は，年齢の「不詳」に関するものである．国勢調査では2010年には年齢の「不詳」

として集計されているが，2005年までは国籍または年齢の「不詳」として集計され，年齢

のみ「不詳」は集計されていなかった．2010年国勢調査の総人口128,057,352人に対し，

年齢のみ「不詳」が589,739人（0.5％），国籍のみ「不詳」が663,777人（0.5％），国籍と

年齢のいずれも「不詳」が386,684人（0.3％）であり，国籍または年齢の「不詳」は

1,640,200人（1.3％）である．

以上を踏まえて「不詳」の発生状況を検討するが，その指標として2種類の不詳割合を

用いる．第1に，一般に用いられる意味での不詳割合である．従業上の地位を例にとると，

就業者に占める従業上の地位が不詳の人口の割合のことであり，図1では，⑥÷（⑥＋⑨）

となる．この指標を，以下では不詳割合とする．

第2に，本稿で潜在的不詳割合と呼ぶものである．この指標は15歳以上人口が対象とな

る調査事項や枝問に相当する調査事項に用いる．従業上の地位を例にとると，年齢が「不

詳」ならびに労働力状態が「不詳」の人口を考慮して従業上の地位の不詳割合を算出した

もので，図1では，（③＋⑤＋⑥）÷（③＋⑤＋⑥＋⑨）となる．ただし，国勢調査から

直接得ることのできない③と⑤の人口は次のように推定した．すなわち，総務省統計局が

国籍または年齢が「不詳」の人口を按分した人口14）を利用して図1の②と③の人口を算

出し，就業者と非就業者の人口分布に応じて按分することで③の人口を推定する．労働力

状態が「不詳」の人口（図1の④と⑤）についても，就業者と非就業者の人口分布に応じ

て按分することで⑤の値を推定する．

なお，不詳割合については比較のために2000年と2005年の数値も示すが，先述のように
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図１ 不詳の概念図

14）総務省統計局のホームページ内にある「平成22年国勢調査による基準人口」にまとめられている値のこと

（http://www.stat.go.jp/data/jinsui/9.htm 最終閲覧2014年7月16日）．



2000年と2005年は国籍または年齢の「不詳」が2010年における年齢の「不詳」に相当する

ため，国籍または年齢の「不詳」を除き，年齢が関係する調査事項については，厳密な意

味で2010年の値を2005年以前の値と比較できない点に注意が必要である．

� 「不詳」の発生状況

8種の調査事項について全国の不詳割合を整理したのが表2である．国籍または年齢の

不詳割合については，2005年までは1％未満であったが，2010年には1％を超えた．他の

調査事項については，先述のように2005年以前との厳密な意味での比較ではないが，いず

れも不詳割合は2000年以降，一貫して増加した．配偶関係については，比較的変化は小さ

く，2000年の0.9％から2010年の1.9％へと1ポイントの変化にとどまった．それ以外の調

査事項については少なからぬ変化がみられた．とくに教育は2010年の不詳割合が10％を超

えており，2000年の不詳割合から8ポイントを超える大幅な増加となった．産業大分類や

職業大分類，労働力状態に関しては，教育ほどではないものの，2010年の不詳割合は5％

を超えた．こうした中で5年前の居住地の不詳割合は2000年の0.0％から6ポイント以上

増え，2010年は6.5％であった．

2010年の不詳割合と潜在的不詳割合を都道府県別に示したのが表3である．不詳割合の

都道府県別の分布は，その水準を別にすれば，東京都を中心として総じて大都市圏で高く，

非大都市圏で低いことはいずれの調査事項にも共通する．都道府県別にみた調査事項別の

不詳割合は，おおむね表2で示した全国値の水準を反映して各都道府県の値も変化する．

ただし，不詳割合の全国値が高いほど都道府県別の不詳割合の標準偏差も大きくなる傾向

にあり，不詳割合の全国値が高い場合には東京都をはじめとする大都市圏の不詳割合がか

なり高い値を示す反面，非大都市圏の不詳割合は数％程度にとどまる例が少なくない．例

えば，教育の場合，東京都の不詳割合は25.7％であるが，もっとも低い福井県では2.7％

であり，10県で5％未満にとどまった．

5年前の居住地の不詳割合について都道府県別の分布をみると，東京都が18.7％，大阪

府がこれに次ぐ10.3％である．大都市圏が含まれる府県では概ね5％超となっているが，

非大都市圏では3％未満の例も多くみられる．
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表２ 2000年以降の調査事項別にみた不詳割合

調査事項 2000年 2005年 2010年

国籍または年齢 0.2 0.4 1.3

配偶関係 0.9 1.3 1.9

労働力状態 1.6 3.1 5.6

従業上の地位 0.0 0.0 3.8

産業大分類 1.2 1.9 5.8

職業大分類 1.2 1.8 5.7

教育 3.5 - 12.1

5年前の居住地 0.0 - 6.5
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表３ 都道府県別にみた不詳割合と潜在的不詳割合（2010年）

都道府県

不詳割合 潜在的不詳割合

国籍
または
年齢

配偶
関係

労働力
状態

従業上
の地位

産業
大分類

職業
大分類 教育

5年前
の

居住地

配偶
関係

労働力
状態

従業上
の地位

産業
大分類

職業
大分類 教育

全国 1.3 1.9 5.6 3.8 5.8 5.7 12.1 6.5 2.7 6.4 10.0 11.9 11.8 12.9

北海道 0.2 1.0 3.7 3.7 5.5 5.4 10.4 4.7 1.2 3.9 7.5 9.1 9.1 10.6
青森県 0.5 0.4 1.2 1.6 2.7 2.7 3.4 1.9 0.8 1.6 3.2 4.3 4.2 3.8
岩手県 0.5 0.9 1.7 0.4 1.4 1.3 3.7 1.5 1.3 2.1 2.5 3.5 3.5 4.1
宮城県 0.9 2.5 4.5 0.8 2.4 2.2 7.4 4.6 3.3 5.3 6.0 7.5 7.4 8.2
秋田県 0.5 0.5 2.5 0.6 1.5 1.4 4.6 1.8 0.7 2.7 3.3 4.1 4.0 4.8

山形県 0.4 0.3 1.6 0.4 1.7 1.7 2.8 1.5 0.7 1.9 2.3 3.6 3.5 3.1
福島県 0.7 1.5 4.6 1.1 3.2 3.1 8.2 2.6 2.2 5.3 6.3 8.3 8.2 8.8
茨城県 0.5 0.7 2.8 3.0 5.1 5.1 7.8 3.2 1.2 3.3 6.3 8.3 8.2 8.3
栃木県 1.2 1.0 4.1 2.1 4.0 3.9 8.6 4.2 2.0 5.1 7.0 8.9 8.8 9.5
群馬県 0.7 0.7 2.6 1.5 3.1 3.0 6.7 2.8 1.4 3.2 4.6 6.2 6.1 7.2

埼玉県 1.0 1.7 5.1 4.9 7.3 7.2 13.4 6.0 2.1 5.5 10.1 12.4 12.3 13.8
千葉県 2.7 2.0 6.5 3.8 6.4 6.2 13.7 7.9 3.4 7.9 11.4 13.8 13.7 15.0
東京都 2.6 5.7 13.8 11.3 13.7 13.4 25.7 18.7 7.1 15.2 24.7 26.8 26.6 26.8
神奈川県 1.2 2.1 9.5 2.6 4.9 4.8 15.2 8.6 2.7 10.0 12.4 14.5 14.3 15.8
新潟県 0.6 0.5 2.3 0.8 2.5 2.4 6.5 1.4 1.0 2.8 3.6 5.2 5.2 7.0

富山県 0.6 0.7 1.7 0.8 2.0 1.9 5.4 1.9 1.1 2.1 2.9 4.1 4.0 5.8
石川県 1.0 1.2 2.5 3.1 4.7 4.7 9.6 4.0 2.1 3.4 6.4 8.0 7.9 10.4
福井県 1.1 0.4 1.6 0.3 1.7 1.7 2.7 2.4 1.5 2.7 3.0 4.4 4.3 3.7
山梨県 0.7 0.8 3.8 0.6 2.1 2.0 5.9 3.4 1.4 4.4 5.0 6.4 6.3 6.5
長野県 0.3 0.5 1.3 2.1 3.4 3.3 6.3 1.6 0.8 1.6 3.7 5.0 4.9 6.6

岐阜県 0.6 0.5 1.5 2.1 3.3 3.2 4.6 2.5 1.0 2.0 4.1 5.3 5.2 5.1
静岡県 0.7 0.7 1.4 1.7 2.6 2.6 5.1 2.5 1.3 2.0 3.6 4.6 4.5 5.8
愛知県 1.4 1.6 4.7 4.4 6.4 6.3 12.8 5.8 2.6 5.6 9.8 11.7 11.6 13.7
三重県 0.9 1.2 3.4 3.1 5.2 5.1 10.1 3.7 1.9 4.2 7.1 9.2 9.1 10.8
滋賀県 1.4 1.0 3.6 2.6 5.1 5.0 9.1 4.2 2.1 4.7 7.2 9.5 9.4 10.2

京都府 2.2 1.9 5.4 6.0 8.8 8.7 15.1 8.4 3.6 7.1 12.7 15.2 15.1 16.6
大阪府 1.9 3.1 9.3 5.1 8.0 7.9 17.8 10.3 4.1 10.2 14.8 17.5 17.3 18.7
兵庫県 1.3 1.7 5.6 3.2 5.8 5.7 12.5 5.7 2.3 6.2 9.1 11.6 11.5 13.1
奈良県 0.7 1.0 4.9 1.9 4.2 4.0 8.5 4.0 1.6 5.5 7.3 9.4 9.3 9.1
和歌山県 1.0 0.8 2.7 1.5 3.0 3.0 7.0 2.8 1.7 3.6 5.1 6.6 6.5 7.9

鳥取県 1.1 1.0 2.3 3.1 5.4 5.4 9.7 3.2 2.0 3.2 6.2 8.5 8.4 10.6
島根県 0.7 0.8 2.7 1.0 2.9 2.8 7.6 2.2 1.4 3.2 4.2 6.0 5.9 8.1
岡山県 1.2 0.6 1.5 2.7 4.9 4.9 4.2 2.8 1.6 2.5 5.2 7.3 7.2 5.1
広島県 1.6 1.1 5.1 2.6 4.8 4.7 13.5 4.5 2.4 6.3 8.7 10.8 10.7 14.6
山口県 0.4 0.7 2.3 1.0 2.1 2.0 5.5 2.3 1.1 2.7 3.7 4.7 4.6 5.9

徳島県 1.2 2.0 4.6 1.4 3.8 3.7 10.4 4.2 3.0 5.6 6.9 9.2 9.1 11.3
香川県 1.8 0.7 3.0 0.8 2.4 2.4 7.1 3.7 2.4 4.6 5.4 6.9 6.9 8.7
愛媛県 0.8 0.9 1.5 2.2 2.9 2.9 4.9 3.3 1.6 2.1 4.3 5.0 5.0 5.5
高知県 0.9 1.4 6.6 1.1 2.7 2.7 10.9 6.1 2.2 7.4 8.4 10.0 9.9 11.7
福岡県 1.4 1.9 5.5 3.4 5.5 5.4 12.6 6.0 2.7 6.3 9.5 11.5 11.4 13.3

佐賀県 0.5 0.6 0.9 1.7 3.0 3.0 4.7 2.0 1.0 1.3 3.0 4.3 4.2 5.1
長崎県 0.6 0.7 1.1 2.1 3.3 3.2 6.6 2.2 1.2 1.6 3.7 4.8 4.8 7.0
熊本県 0.9 1.1 4.1 1.1 2.7 2.6 8.5 3.4 1.8 4.7 5.8 7.3 7.2 9.1
大分県 0.8 0.7 1.3 2.1 3.3 3.2 4.0 2.7 1.3 1.9 3.9 5.1 5.1 4.6
宮崎県 0.6 0.8 2.1 2.3 3.5 3.5 7.5 2.9 1.2 2.5 4.8 6.0 5.9 8.0

鹿児島県 0.6 0.7 2.8 2.6 3.9 3.9 8.0 2.6 1.2 3.2 5.8 7.0 6.9 8.4
沖縄県 0.9 2.1 7.3 6.3 8.7 8.5 15.0 8.2 2.8 7.9 13.7 16.0 15.8 15.5

注）潜在的不詳割合の定義は図1および本文に詳しい



他方，15歳以上人口が対象となる調査事項や枝問に相当する調査事項である6種の調査

事項について潜在的不詳割合をみると，いずれの調査事項においても不詳割合より高い値

を示す．とくに従業上の地位や産業大分類，職業大分類については，労働力状態が「不詳」

の影響もあるため不詳割合との差が大きく，教育とほぼ同水準の値となった．都道府県別

の分布パターンについては，水準の差はみられるものの，不詳割合と同様の傾向を示す．

これら6種の調査事項の中では，労働力状態の潜在的不詳割合が5年前の居住地の不詳割

合と近い水準である．

これらの都道府県別の不詳割合や潜在的不詳割合は，回収状況とも関連している．5年

前の居住地の不詳割合の場合，表1に示した都道府県別の回収できなかった世帯の割合と

の相関係数は0.85であった．

Ⅲ．5年前の居住地の不詳割合

国勢調査の人口移動に関する問いは，これまで大規模調査年に限って設けられ，直近の

3回の大規模調査（1990年・2000年・2010年）においては，5年前の居住地を尋ねている．

2010年国勢調査の人口移動集計では，主に男女年齢別の結果を表象する「移動人口の男女・

年齢等集計」，主に産業大分類別・教育程度別の結果を表象する「移動人口の産業等集計」，

主に職業大分類別の結果を表象する「移動人口の職業等集計」の3種類の集計結果が存在

する．

以下では，「移動人口の男女・年齢等集計」のなかの都道府県別および市区町村別の集

計結果を主対象とし，5年前の居住地の不詳割合について，地域別・年齢別にみた分布を

中心に述べることとする15）．

1．「移動人口の男女・年齢等集計」における不詳の概要

まず，「移動人口の男女・年齢等集計」の全国集計結果から全年齢を通した不詳割合を

算出すると，男性7.5％，女性5.7％であった．ちなみに2000年国勢調査の人口移動集計に

おいて同様に不詳割合を算出すると，男性・女性とも0.0％であり16），ともに急増してい

ることがわかる．

不詳割合は，年齢別に大きく異なっている（図2）．最も不詳割合が高いのは男性で26

歳（13.7％），女性で25歳（11.0％）となる一方で，最も不詳割合が低いのは男性で81歳

（2.6％），女性で70歳（2.4％）であり，全体として移動率と不詳割合との相関が高いこと

（すなわち，移動率の高い年齢で不詳割合も高いこと）が窺える．

また，年齢別の不詳割合は都道府県別の差が大きい．全年齢での不詳割合が最も高い東

京都（18.7％）と最も低い新潟県（1.4％）について，男性の年齢別の不詳割合を示した
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15）年齢別の不詳割合を算出する際に用いる年齢別人口には，年齢が「不詳」の人口は含まない．

16）5歳以上について算出した値．2000年国勢調査においては，調査時点で5歳未満の子どもは人口移動集計の

対象となっていない．



のが図3である．新潟県の男性では最も不詳割合が高い24歳においても3.2％にとどまっ

ているのに対し，東京都の男性では26歳において34.4％に達しており，23～32歳において

はすべて30％以上となっている．これは，国勢調査時点において東京都に居住していた若

年層男性のなかで，5年前の居住地が「不詳」である人の割合が30％以上であることを意

味しており，とくに東京都を中心とする大都市圏において，他地域からの転入数を本集計

結果から精確に把握するのが非常に困難な状況となっていることがわかる．

不詳割合を市区町村別にみると，その較差はさらに拡大する（市区町村別不詳割合のヒ

ストグラムを図4に示す）．全年齢での不詳割合が1％未満の市区町村が過半数（52.9％）

を占める一方で，不詳割合が10％以上の市区町村も5.9％を占める．また，人口規模の大

きい自治体ほど不詳割合は高くなる傾向があり，不詳割合が10％以上の市区町村人口が全

国人口に占める割合は17.7％に達する．表4は，不詳割合の上位10市区町村を示したもの

であるが，不詳割合の上位には軒並み東京都の特別区や大阪市の行政区が並び，人口移動

の活発な地域ほど不詳割合の高いことが知られる．
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図２ 「移動人口の男女・年齢等集計」における年齢別不詳割合

図３ 年齢別不詳割合の分布（東京都男性と新潟県男性）



さらに，不詳割合が20％以上の市区を抽出し

て年齢別（男女計）の不詳割合を算出すると

（図5），やはり若年層での不詳割合の高さが目

立ち，とりわけ25～29歳では40％を超える．こ

うした状況により，2005年の国勢調査から推定

される転入超過数と「移動人口の男女・年齢等

集計」から得られる転入超過数に不整合が生じ

る場合がある．一例として東京都千代田区の男

性30～34歳を取り上げ，詳細をみてみることと

する．

2010年国勢調査による千代田区の男性の30～

34歳人口は2,276人（年齢不詳を除く）であり，対応するコーホートである2005年国勢調

査における同区の男性の25～29歳人口（1,983人（年齢不詳を除く））から293人の増加と

なっている．当該年齢における死亡の発生はごくわずかであるため，転入超過によって人

口が増加したと考えられるが，「移動人口の男女・年齢等集計」から，千代田区男性の30
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図４ 市区町村別不詳割合の分布

表４ 不詳割合の上位10市区町村

コード 市区町村 不詳割合
（％）

27111 大阪市浪速区 35.3

13104 東京都新宿区 34.3

13116 東京都豊島区 34.2

13103 東京都港区 33.2

27106 大阪市西区 30.0

27128 大阪市中央区 28.9

13113 東京都渋谷区 28.8

13101 東京都千代田区 25.7

13114 東京都中野区 25.6

13106 東京都台東区 23.7

図５ 不詳割合20％以上の市区の年齢別不詳割合



～34歳の転出入状況をみると，転入人口が811人（自市内他区366人，県内他市区町村60人，

他都道府県348人，国外37人），転出人口が1,012人（自市内他区525人，県内他市区町村84

人，他都道府県403人）であり，201人の転出超過となっている．国勢調査では国外に転出

した人口は調査対象外であり，国外転出も含めれば，見かけ上の転出超過数はさらに増加

することになる．しかし，上記の転入人口に5年前の居住地が現住地（487人）または自

区内（90人）の577人を加えても1,388人であり，2,276－1,388＝888人の5年前の居住地は

「不詳」となっている（不詳割合：888／2,276＝39.0％）．この888人のなかで，実際には

区外から転入してきた人が多分に含まれると考えられる．一方で，国勢調査時点で千代田

区外に居住していた人のなかで5年前の居住地が千代田区の場合は，千代田区からの転出

としてカウントされるが，転出先の自治体で5年前の居住地が「不詳」になっているケー

スもあり得るため，国勢調査で集計された転出人口も実際より少ない可能性が高い．2010

年の30～34歳人口と2005年の25～29歳人口の差をみる限り，転出人口より転入人口の集計

の方がより過小になっていると考えられるものの，それ以上の情報を本集計結果から得る

ことはできない．

このように，東京都や大阪府の都心部を中心として不詳割合が高いということは，都心

部からの転出人口と比較して，都心部への転入人口がより過小に集計されている可能性が

高いことを意味する．2010年国勢調査の「移動人口の男女・年齢等集計」の結果を利用す

る際には，その点に十分注意する必要があるだろう．

2．「移動人口の産業等集計」・「移動人口の職業等集計」における不詳の概況

最後に，「移動人口の産業等集計」および「移動人口の職業等集計」の状況についても

概観しておく．

「移動人口の産業等集計」から，男女・年齢・都道府県をすべて合計した労働力状態別

に5年前の居住地の不詳割合を算出すると，不詳割合が最も高いのは労働力状態が「不詳」

の場合の62.1％で，次いで「通学」（5.5％），「完全失業者」（2.8％）の順である．労働力

状態が「不詳」の場合の多くが5年前の居住地も「不詳」となっていることがわかる．同

様に，産業大分類別に5年前の居住地の不詳割合を算出すると，「Ｔ 分類不能の産業」で

40.0％となっている以外は，すべて0.2％～0.4％と低い値である．さらに，男女・年齢・

都道府県をすべて合計した教育分類別の不詳割合を算出すると，最終学歴が判明している

場合の不詳割合は低く，「小学校・中学校」が0.7％，「高校・旧中」が0.7％，「短大・高

専」が0.5％，「大学・大学院」が0.3％となっている．一方で，「（最終学歴）不詳」の不

詳割合は高く（41.8％），「在学者」（5.1％），「未就学者」（5.8％）も比較的高い水準となっ

ている．

また，「移動人口の職業等集計」から，男女・年齢・都道府県をすべて合計した従業上

の地位別の5年前の居住地の不詳割合を算出すると，従業上の地位が「不詳」の場合に

61.2％で最も高く，それ以外は0.2％～0.6％と低い値である．同様に，職業大分類別に5

年前の居住地の不詳割合を算出すると，「Ｔ 分類不能の職業」で40.7％のほかは，すべて
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0.1％～0.5％である．

なお，これらの集計結果について都道府県別にみると，Ⅱ章でも述べているとおり，不

詳割合の低い分類では各都道府県とも不詳割合は一様に低い反面，不詳割合の高い分類に

おいては不詳割合に大きな較差があり，全体として大都市圏で不詳割合が高い傾向がある．

こうした傾向は，大都市圏において回答状況が全面的に芳しくない票の割合が高いことを

示唆するものであると考えられる．

Ⅳ．おわりに

本稿では，国勢調査における「不詳」の発生状況について，人口移動に関する調査事項

である5年前の居住地を中心に概観してきた．Ⅱ章では，調査法の変更や回収状況を整理

し，5年前の居住地以外の調査事項も含めた「不詳」の発生状況を確認した．その結果，

「不詳」は増加傾向にあり，属性別人口の時系列での分析，とりわけ大都市圏を対象とす

る場合には多大な注意を払う必要が生じてきていることが明らかになった．Ⅲ章で触れた

人口移動集計は，現住地ベースでの移動状況が男女年齢別等に把握できる大変貴重な資料

であるが，上述のように不詳割合が大幅に増加すると同時に，不詳割合の地域別・年齢別

の差異が際立っており，地域間の人口移動を精確に捉えることは非常に困難な状況となっ

ている．国立社会保障・人口問題研究所が実施している地域別の将来人口推計に人口移動

集計を直接的に活用できず，代替として2時点における国勢調査の男女年齢別人口から推

定される純移動率を基準としているのも，こうしたことが一因となっている．しかし，男

女年齢別人口も大都市圏を中心に「不詳」が大幅に増加し，また「不詳」の年齢別分布に

大きな偏りがあると推定される状況において，地域や年齢によっては，この純移動率も実

態と乖離している可能性が否定できなくなりつつある．

2010年の国勢調査では，東京都を対象としてインターネット回答が初めて導入されるな

ど，様々な対応策を駆使して調査票回収率の向上が図られた．インターネット回答が一定

の成果を挙げた一方で，「不詳」が急増した背景としては，オートロックマンションの普

及などによる調査環境の悪化とともに，個人情報漏洩に対する危機意識の高まりが挙げら

れるだろう．確かに昨今，個人情報が悪用されるケースは多発しており，なかには国勢調

査をかたって個人情報を聞き出す事例もみられたという．しかしこうした事例は，回収率

の低下や回答状況の悪い調査票の増加をもたらし，統計の精度低下という重大な問題を引

き起こす要因となり得る．精度を欠いた統計に基づく分析は精度を欠いた考察結果を誘発

し，ひいては国や地方自治体による政策立案にも支障をきたしかねない．国勢調査は個人

情報保護法の対象外であるが，当然ながら国勢調査の回答内容は統計作成以外の目的には

利用されず，票の管理にも万全が期されており，個人情報の漏洩を防ぐための体制がとら

れている．2015年の国勢調査実施まで残り約1年となったが，上述のような危機意識が共

有されると同時に，調査が円滑に実施されることを強く願う次第である．
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書 評・紹 介

StephenCastles,HeindeHaas,andMarkJ.Miller

TheAgeofMigration:InternationalPopulationMovements

intheModernWorld,5thEdition.

Basingstoke:Palgrave-Macmillan,2014,x+410pp.

1993年にその初版が発表されて以来，S.CastlesとM.Millerによる“TheAgeofMigration”

は，ほぼ5年ごとに改版が重ねられ，多様化しながらも拡大をつづける国際人口移動の動向を捉える

うえで，多岐にわたる重要なトピックを包括的に網羅したキー・レファレンスとなっている．実際，

世界中の大学・大学院において国際人口移動や移民研究に関する標準的なテキストブックの一つとし

て活用され，初版と第4版については，『国際移民の時代』（関根政美・関根薫 訳，名古屋大学出版

会）として邦訳も出版されている．2009年以来の改版となる第5版では，近年，経済発展と国際人口

移動の関連を「人口移動転換」の概念を拡張して体系的に理論化する注目すべき研究を発表している

HeindeHaas（オックスフォード大学国際移民研究所）を新たに著者に加え，内容についても初版

以来の大幅な再編となった第4版に匹敵する改訂が施されている．

「まえがき」において著者らが述べているように，本書の一貫した特徴は，国際人口移動をめぐる

歴史および最新の状況と変化を豊富なデータソースと事例に依拠して整理したうえで，その背景なら

びに影響に関する理論的考察の基盤をわかりやすく提供している点にある．具体的には，序章につづ

く2章と3章において理論に関する整理を行っているが，今回の第5版では，近年の社会科学の諸分

野で応用が進んでいるネットワーク理論やソーシャル・キャピタル理論に依拠した研究の紹介が拡充

されている．ただし，移住・定住過程におけるネットワークの役割については，「連鎖移民」（chain

migration）の概念を提示したC.Priceによる1960年代の研究以降，その重要性が繰り返し指摘され

ており，D.Masseyを中心とする一連の実証研究によっても検証が蓄積されていることから，こう

した古典的な研究の現代的解釈として明確に位置づけられたほうが適切であったように思われる．

理論パートで追加されたその他の注目すべき内容として，W.Zelinsky以来の「人口移動転換理論」

を，経済発展段階と人口の国外流出の関連についての「逆Ｕ字仮説」などによって補強したうえで，

「国際人口移動転換理論」としての拡張可能性を提示している点が挙げられる．とくに，近年の国際

人口移動研究における実証分析の精緻化と表裏一体ともいえるミクロ要因を重視したアプローチへの

偏重，さらには上述のネットワーク理論等の援用に依拠したメソレベル・アプローチへの関心が高ま

るなかで，こうした壮大なスケールでの体系的整理には，「（国際人口移動の）マクロ理論の再生」へ

の意気込みが感じられ，知的好奇心が大いに刺激される．なお，「人口移動転換」という概念には，

「人口転換理論」との関連を想起させられるが，ここでは死亡率および出生率の低下，そしてT.

Dysonが指摘するような人口転換過程の「副産物」としての国内人口移動と国際移動の関連につい

ての言及がほとんどなく，人口研究者はやや物足りなさを感じるかもしれない．

国際人口移動の歴史と現状が整理されている4章以降では，これまで同じ章で取り扱われていた

「伝統的」な主要移民受け入れ地域が分割され，「北米」については「中南米」に関する章と統合され

たほか，「オセアニア」が「アジア・太平洋地域」に関する章に組み入れられている．加えて，「アフ

リカ・中東」に関しても新たに独立の章が設けられるなど，近年の地域内移動の拡大を反映した構成

となっている．また，いわゆる「リーマン・ショック」に端を発した世界金融危機と，その後の欧州

信用不安を背景とした景気後退の影響など，興味深い動向も紹介されているが，本書の概説書として

の高い評価は，版を重ねるごとに充実度を増す前半の理論パートに拠るところが大きいであろう．外

国人労働者や移民問題が今後ますます身近になるであろう日本においても，国際的水準での問題整理

を行うための羅針盤ともいえる本書が，より多くの読者に読まれることを願う． （中川雅貴）
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研究活動報告

経済協力開発機構地域開発政策委員会専門家会合

経済協力開発機構（OECD）地域開発政策委員会の専門家会合が，4月9日から10日にかけて同機

構の本部のあるフランス・パリで開催された．この委員会は，都市と農村の地域開発に関する重要問

題について意見交換，政策分析を行う委員会である．その活動の一環として，OECD加盟国の国内

の地域格差指標の作成も行っている．今回の専門家会合では，国内の地域区分（わが国の都道府県レ

ベルの地域を，都市的地域とその他の地域に分類）について，人口のメッシュ統計を活用したより精

緻化した方法の提案，中心地である都市と周辺地域との関係に着目した，地域の細かい分類などが提

案された．また，国内の地域別にみたWell-Beingの格差，地域別の人口などのデータ整備の例の報

告なども行われた．わが国からは国土交通省国土政策局総務課企画室の近藤共子室長が代表者として

出席し質議を行ったが，当研究所からはOECD統計局および厚生労働省からの要請により，金子能

宏政策研究連携担当参与，小島克久国際関係部第2室長が参加し，わが国の現状と課題について報告

した． （金子能宏 記）

日本老年社会科学会第56回大会

日本老年社会科学会第56回大会が，6月7日から8日にかけて下呂交流会館アクティブ（岐阜県下

呂市）で開催された（主催校は中部学院大学）．大会のテーマは，「続・生老病死の科学と教育―いか

に生きるか，いかに生ききるか―」であった．期間中は，特別講演，シンポジウム，大会企画フォー

ラム，自主企画フォーラム，一般報告等で活発な議論が行われた．今回の大会では，一般報告はポス

ター発表のみで行われた（117演題）．当研究所からは，小島克久国際関係部第2室長，泉田信行社会

保障応用分析研究部第1室長，白瀬由美香社会保障応用分析研究部第3室長が以下の演題でポスター

発表を行った．

小島克久「高齢者の健康状態の地域差に関するマルチレベル分析―「第7回人口移動調査」（2011年）

を用いた分析―」

泉田信行・白瀬由美香・大塚理加・大津唯「高齢者ふれあいサロンへの参加・非参加が低BMIに与

える影響―ふれあいサロン参加者と一般市民に対する質問紙調査に基づく分析―」

白瀬由美香・大塚理加・大津唯・泉田信行「高齢者ふれあいサロンの会食の場としての機能に関する

検討―サロン参加者へのインタビュー調査に基づく質的分析―」

（小島克久 記）

日本人口学会第66回大会

日本人口学会第66回大会は，2014年6月13日（金）～6月15日（日）に明治大学で開催された．た

だし6月13日（金）は大会前日の特別セッションとして「第4回地方行政のためのGISチュートリ
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アルセミナー」が開催されたもので，正式な大会日程は6月14日（土）～15日（日）の二日間である．

前日のチュートリアルセミナーには，次のように当研究所から二名が講師として登壇した．

●特別セッション：第4回地方行政のためのGISチュートリアルセミナー

組織者：井上 孝（青山学院大学）

座 長：阿部 隆（日本女子大学）

1）小地域人口統計の分析手法―都市・防災・福祉計画の視点から 井上 孝（青山学院大学）

2）小地域統計の活用 貴志匡博（国立社会保障・人口問題研究所）

3）GISを用いた施設の適正配置の考え方と適用例 鎌田健司（国立社会保障・人口問題研究所）

4）住民基本台帳を地理空間情報として変換・活用する有益性 長谷川普一（新 潟 市）

5）公園緑地行政とGIS 細江まゆみ（柏市みどりの基金）

正式日程である二日間に行われた学会報告は，次の通りである．第1日の会員総会に続く学会賞授

与式では，受賞者または代理人によるスピーチが行われた．

第1日 6月14日（土）

●企画セッション：少子化論のパラダイム転換―出生数増加の決め手は何か―

組織者：加藤彰彦（明 治 大 学）

座長・討論者：松田茂樹（中 京 大 学）

討論者：平井晶子（神 戸 大 学）

1）置換水準の出生力回復には何が必要か？ 原 俊彦（札幌市立大学）

2）結婚と出生―出産離れがもたらす未婚化― 岩澤美帆（国立社会保障・人口問題研究所）

3）就業と出生：JGGS2013の分析 菅 桂太（国立社会保障・人口問題研究所）

4）家族と出生：世代間連帯と世代再生産 加藤彰彦（明 治 大 学）

●企画セッション：情報技術で拓く歴史人口学の世界―台湾プロジェクトの動向―

組織者：川口 洋（帝塚山大学）

座 長：林 玲子（国立社会保障・人口問題研究所）

討論者：黒須里美（麗 澤 大 学）

鈴木 透（国立社会保障・人口問題研究所）

1）PerspectivesofGIS-basedhistoricaldemographyinTaiwan:Spatialdistribution

offertilityandlifeexpectancyduringtheJapanesecolonialperiod

范毅軍・詹大千・廖�銘・黄郁麟（中央研究院）

2）Spouses'familysocio-demographicbackgroundandtheirmarriagechoices

insixnorthernTaiwanesevillages,1906-1945 楊文山（中央研究院）

3）RegionalvariationofmarriagepatternsinTaiwan:Are-consideration

withadditionaldata 李俊豪（元 智 大 學）

4）ThecowpoxvaccinationanditsimpactincolonialTaiwan:areviewofvaccination

policeanddemographicimpacts 劉士永（中央研究院）

…

………………………………………………

……………

……

…………………………………………………

……………………………

…………………

………………………………

………………………………

…………………………………………

……………………
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●企画セッション：日本の少子化に効く経済政策を考えよう

組織者：和田光平・阿部正浩・松浦 司（中 央 大 学）

座 長：阿部正浩（中 央 大 学）

討論者：桃田 朗（筑 波 大 学）

水落正明（南 山 大 学）

1）少子化対策について 中井雅之（厚生労働省）

2）出生行動と経済成長 木村匡子（名古屋市立大学）

3）極点社会の到来―人口移動と出生率― 加藤久和（明 治 大 学）

4）子ども数が夫婦の幸福度に与える影響―WorldValueSurveyを用いた検証―

松浦 司（中 央 大 学）

影山純二（明 海 大 学）

5）子育てをする企業の特徴 阿部正浩（中 央 大 学）

児玉直美（一 橋 大 学）

齋藤隆志（明治学院大学）

朝井友紀子（東 京 大 学）

●自由論題報告A

A1東アジアⅠ EastAsiaI 座長：早瀬保子（元ジェトロアジア経済研究所）

1）韓国の母親の就業と保育サービスの利用 可部繁三郎（日本経済研究センター）

2）韓国における出生数変動の構造分析 文 浩一（大 阪 大 学）

3）初婚と家族形成のタイミング：日韓比較分析 曺 成虎（韓国保健社会研究院）

津谷典子（慶應義塾大学）

A2東アジアⅡ EastAsiaⅡ 座長：若林敬子（東京農工大学）

4）最近の中国人口政策動向 尹 豪（福岡女子大学）

5）中国の一人っ子政策による人口移動への影響―香港への越境出産・双非児童・

越境通学の実態調査に基づく 聶 海松（東京農工大学）

6）出生登録のミクロデータから見た香港の少子化 Nancy,LingSzeLEUNG（立命館大学）

●会員総会，学会賞受賞式

●公開シンポジウム：少子化対策のパラダイム転換―新しい家族政策へ―

組織者：高橋重郷（明 治 大 学）

座 長：安藏伸治（明 治 大 学）

討論者：原 俊彦（札幌市立大学）

基調講演：少子化対策，政府の取組 森まさこ（内閣府特命担当大臣（少子化対策））

1）人口統計学の視点から―少子化の構造と動向 金子隆一（国立社会保障・人口問題研究所）

2）生殖医療の視点から―産婦人科の立場からミクロの人口転換に寄与する

因子について考える― 早乙女智子（神奈川県立汐見台病院）

3）結婚・出生研究の視点から―政策のメインターゲットと結婚・出生の実態のミスマッチ―

松田茂樹（中 京 大 学）

4）家族研究の視点から―出生促進政策と家族・世代・共同体の再生産―

加藤彰彦（明 治 大 学）
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●自由論題報告B

B1歴史人口Ⅰ HistoricalDemographyI 座長：川口 洋（帝塚山大学）

1）結婚年齢と離婚の地域性―近世後期から近代移行期の西南海村の事例を通じて―

中島満大（神 戸 大 学）

2）近世近代移行期南関東における百姓潰跡の管理と再興

―村による世帯のライフサイクル管理システム― 戸石七生（東 京 大 学）

3）歴史人口学から考える女性のライフコース 高橋美由紀（立 正 大 学）

B2歴史人口Ⅱ HistoricalDemographyⅡ 座長：鬼頭 宏（上 智 大 学）

4）明治期からの助産師職の発展と乳児死亡の関連―島根県の検討―

宮本恭子（島 根 大 学）

5）地域健康指標としての乳児・新生児死亡の精度

―戦前・占領期・復帰後の沖縄の分析例― 逢見憲一（国立保健医療科学院）

6）旧神奈川縣における牛痘種痘法の普及にともなう天然痘死亡率の急減

川口 洋（帝塚山大学）

●自由論題報告C

C1地域人口Ⅰ RegionalDemographyI 座長：廣嶋清志（島 根 大 学）

1）ポスト人口転換期における地域の結婚・夫婦出生の動向と社会経済的指標との関連

鎌田健司（国立社会保障・人口問題研究所）

2）ポスト人口転換期における日本の地域人口の変化 山内昌和（国立社会保障・人口問題研究所）

3）地域別の高齢化とその人口学的要因 小池司朗（国立社会保障・人口問題研究所）

C2地域人口Ⅱ RegionalDemographyⅡ 座長：高橋眞一（新潟産業大学）

4）地方人口性比の上昇―その要因と影響 廣嶋清志（島 根 大 学）

5）成長行列を用いた地域別人口推計―ロジャース・モデルの応用として―

飯塚健太（中 央 大 学）

6）地域人口の流動性および凝集性と高齢者の健康格差：マルチレベル分析による検証

中川雅貴（国立社会保障・人口問題研究所）

●自由論題報告D

D1人口統計 PopulationStatistics 座長：川崎 茂（日 本 大 学）

1）市区町村別将来人口推計における女性子ども比の分母年齢設定 丸山洋平（新宿自治創造研究所）

2）事業所を調査客体とする統計調査が把握した就業人口データの精度について

山田 茂（国士舘大学）

3）平成27年国勢調査の実施に向けて～検討状況報告～ 保髙博之（総務省統計局）

D2死亡 Mortality 座長：稲葉 寿（東 京 大 学）

4）日本版死亡データベース（JMD）の開発と人口分析への応用

石井 太（国立社会保障・人口問題研究所）

5）拡張Lee-Carterモデルを用いた死亡率の異質性に関する考察 井川孝之（あらた監査法人）

6）ヒト老衰コホート集団における生物物理学的解析 須田 斎（東 海 大 学）
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第2日 6月15日（日）

●企画セッション：

カイロ会議から20年：第1部：人口開発問題とリプロダクティブ・ヘルス／ライツ

組織者：阿藤 誠（厚生労働統計協会）

池上清子（日 本 大 学）

座 長：池上清子（日 本 大 学）

阿藤 誠（厚生労働統計協会）

1）人口開発問題とリプロダクティブ・ヘルス／ライツ 阿藤 誠（厚生労働統計協会）

2）カイロ会議より20年―ガーナの事例より 西田良子（公益財団法人ジョイセフ）

3）イスラム圏の人口開発問題―ヨルダンの事例を踏まえて 佐藤都喜子（名古屋外国語大学）

4）ブラジルの人口・開発問題～カイロ後の20年間を振り返って～ 小貫大輔（東 海 大 学）

5）日本におけるリプロダクティブ・ヘルス／ライツ 池上清子（日 本 大 学）

＜特別討論者＞国際家族連盟（IPPF）から見た20年：成果と課題，未来へのアクション

テウォドロス・メレッセ（国際家族計画連盟）

●テーマセッション：妊孕力と人口

組織者：小西祥子（東 京 大 学）

座 長：高坂宏一（杏 林 大 学）

討論者：中澤 港（神 戸 大 学）

森木美恵（国際基督教大学）

1）妊娠企図の延期と出生力低下 仙田幸子（東北学院大学）

2）日本におけるCurrentDurationApproachの適用 小西祥子（東 京 大 学）

玉置えみ（立命館大学）

3）生活習慣と月経不順の関連：インターネット調査の予備分析から

玉置えみ（立命館大学）

小西祥子（東 京 大 学）

4）パラベン類曝露による月経周期への影響 西浜柚季子（東 京 大 学）

飯田彩花（北 里 大 学）

吉永 淳（東 京 大 学）

今井秀樹（東京医療保健大学）

小西祥子（東 京 大 学）

中島大介（国立環境研究所）

米山美幸（国立環境研究所）

白石寛明（国立環境研究所）

●テーマセッション：宗教と人口

組織者・座長：小島 宏（早稲田大学）

討論者：早瀬保子（元ジェトロアジア経済研究所）

鈴木 透（国立社会保障・人口問題研究所）

1）イスラム教徒人口の将来推計 店田廣文（早稲田大学）

2）宗教と人口分布・人口移動―日本を事例として 新田目夏実（拓 殖 大 学）
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3）国際人口移動における宗教の役割―メキシコ・中米のカトリック教会を中心に―

三澤健宏（津田塾大学）

4）東アジアにおける宗教と健康―EASS2010の比較分析― 小島 宏（早稲田大学）

●自由論題報告E

E1人口移動 Migration 座長：小池司朗（国立社会保障・人口問題研究所）

1）外国人女性の流入によるわが国のジェンダー関係の変容について

是川 夕（国立社会保障・人口問題研究所）

2）2005～2010年における新規流入移動と国内移動からみた外国人の目的地選択

石川義孝（京 都 大 学）

竹下修子（愛知学院大学）

花岡和聖（東 北 大 学）

3）東京圏をめぐる1990年代後半以降の人口移動 中川聡史（神 戸 大 学）

E2結婚 Marriage 座長：加藤彰彦（明 治 大 学）

4）女子教育と結婚行動―女子高校，短期大学，女子大学への就学による影響―

中村真理子（明 治 大 学）

5）日本の女性における学歴と離婚行動の関連の再検証 茂木 暁（東 京 大 学）

6）日本における再婚過程 岩澤美帆（国立社会保障・人口問題研究所）

ジェームズ・レイモ（ウィスコンシン大学）

●企画セッション：

カイロ会議から20年：第2部：人口開発問題の多様化とポスト2015年開発アジェンダ

組織者：林 玲子（国立社会保障・人口問題研究所）

座長：佐藤龍三郎（中 央 大 学）

討論者：佐崎淳子（国連人口基金）

山谷裕幸（外務省国際協力局）

1）国際保健の現状と課題について 山内和志（厚生労働省）

2）グローバル・エイジング―ヘルスサービスリサーチの視点から―

田宮菜奈子（筑 波 大 学）

3）発展途上国の都市化―都市化・メガシティ問題 新田目夏実（拓 殖 大 学）

4）ガバナンスと人口データ整備 西 文彦（総務省統計研修所）

5）地球規模課題としての国際人口移動 林 玲子（国立社会保障・人口問題研究所）

●自由論題報告F

F1出生Ⅰ FertilityⅠ 座長：津谷典子（慶應義塾大学）

1）生涯未婚率の上昇による出生率への影響 伊原 一（総務省統計研修所）

2）夫の家事・育児参加と第2子出生 福田節也（国立社会保障・人口問題研究所）

3）出産および女性の就業に対する次世代育成支援対策推進法の影響：

21世紀成年者縦断調査を用いた分析 水落正明（南 山 大 学）

4）夫妻の時間配分と子供 吉田千鶴（関東学院大学）

F2出生Ⅱ FertilityⅡ 座長：岩澤美帆（国立社会保障・人口問題研究所）

5）わが国の出生意欲と出生行動の関係 津谷典子（慶應義塾大学）
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6）女子学生の妊娠・出産に関する知識の有無を左右するもの

京阪神の女子学生1,113人の調査から 前田正子（甲 南 大 学）

7）子どもの人口環境の変動―国勢調査の整理から― 坂井博通（埼玉県立大学）

8）出生促進政策に至る人口問題の認識―1940年頃の日本の事例―

今井博之（国立社会保障・人口問題研究所）

●自由論題報告G

G1経済人口学Ⅰ PopulationEconomicsⅠ 座長：小川直宏（日 本 大 学）

1）日本の少子化の原因と経済対策 笠原弘義

2）少子高齢化現象の経済的帰結（簡易人口経済計量モデルの活用） 大塚友美（日 本 大 学）

3）日本の農家男子の結婚と農業経営―2010年農業センサスによる分析―

西村教子（鳥取環境大学）

仙田徹志（京 都 大 学）

G2経済人口学Ⅱ PopulationEconomicsⅡ 座長：加藤久和（明 治 大 学）

4）くらしと健康の調査（JSTAR）から見た高齢者の就業行動変化

小川直宏（日 本 大 学）

松倉力也（日 本 大 学）

5）AgentBasedModelによる潜在的購買人口の移動と分布の統計解析

井上 希（中 央 大 学）

6）教育費負担の決定要因についての分析 増田幹人（内 閣 府）

7）妻の労働供給―就業構造基本調査を用いた分析― 田中規子（お茶の水女子大学）

●自由論題報告H

H1形式人口学 FormalDemography 座長：高橋重郷（明 治 大 学）

1）医療コストと平均余命等価年齢を考慮した調整人口構造指数の提案

濱松由莉（東 京 大 学）

梅崎昌裕（東 京 大 学）

金子隆一（国立社会保障・人口問題研究所）

2）出生と死亡のモデルのパラメータ変化に時系列解析を適用した人口予測

中澤 港（神 戸 大 学）

3）日本の世帯数の将来推計（全国推計）に関わる諸問題 鈴木 透（国立社会保障・人口問題研究所）

H2高齢化 Aging 座長：金子隆一（国立社会保障・人口問題研究所）

4）疾病別にみた健康寿命の動向 別府志海（国立社会保障・人口問題研究所）

高橋重郷（明 治 大 学）

5）自殺死亡の高齢化要因・社会経済要因と余命に及ぼす影響

金子能宏（国立社会保障・人口問題研究所）

6）日本の人口転換前半過程における死亡率と出生率の変化の特徴 高橋眞一（新潟産業大学）

（鈴木 透 記）

………………………………

…………………

…………………………………………………………

……………………………………………………………

…

……………………………………………………………………

……………………………………………………………………

……………………………………………………………………

………………………………

…………………

……………………………………………………………………

……………………………………………………………………

……

…………………………………

…………………………………………………………

…

―346―



ヨーロッパ人口学会2014年大会

2014年ヨーロッパ人口学会大会（EuropeanPopulationConference2014）が2014年6月25日～28

日にかけてハンガリーの首都ブダペストで開催された．ヨーロッパ人口学会（EuropeanAssocia-

tionforPopulationStudies）は1983年に設立された学際的な国際学会であり，なかでもヨーロッパ

における人口問題について精力的に研究活動を行っているものである．ヨーロッパ人口学会は2年毎

に大会を開催しており，本大会は英国のリバプール（2006），スペインのバルセロナ（2008），オース

トリアのウィーン（2010），スウェーデンのストックホルム（2012）に続いて開催されたものである．

本大会では「転換期における機会と脅威（Transitions:OpportunitiesandThreats）」の解明が共

通の主眼とされた．

大会はオープニングセッションにおける4報告及びパネルディスカッションに始まり，会期中の3

日間で14に大別された多岐にわたる各テーマ（「特別企画転換期における機会と脅威」，「出生力」，

「リプロダクティブヘルス」，「家族と世帯」，「ライフコース」，「高齢化と世代間関係」，「国内人口移

動と都市化」，「国際人口移動と移民」，「健康と厚生」，「死亡と寿命」，「歴史人口」，「人口データ及び

手法」，「経済，人的資本と労働市場」，「人口政策」，「開発と環境」）について，合計117のセッション

（約550の口頭報告）と約250のポスター報告が行われた．また，27日にはPaulDemeny氏による

「諸国は出生率を上げることができるのか」と題された特別講演があり，いずれにおいても活発な研

究交流が行われた．

当研究所からは金子隆一（副所長），石井太（人口動向研究部長），林玲子（国際関係部長），岩澤

美帆（人口動向研究部室長），暮石渉（社会保障基礎理論研究部室長），菅桂太（人口構造研究部室長），

是川夕（人口動向研究部研究員）及び佐藤龍三郎（名誉所員）が参加し，それぞれが研究報告を行っ

た． （菅 桂太 記）

浜野潔氏追悼セミナー

2014年7月12日（土）10：00～13：00，麗澤大学東京研究センター（於：新宿）にて行われた歴史

人口学セミナー第54回研究会にて，昨年12月に急逝された浜野潔氏の追悼セミナーが行われた．浜野

氏は「ユーラシア社会の人口・家族構造比較史研究」に参加され，また，近世京都人口研究に多大な

業績を残したが，それにとどまらず，環境・疾病といった複合領域に広がる，我が国の歴史人口学研

究の要であった．セミナーでは高橋美由紀氏（大正大学）による浜野氏の研究業績取りまとめについ

ての発表，その後，斎藤修氏（一橋大学）・村越一哲氏（駿河台大学）による「近世都市の死亡構造

を読む」，浜野氏と長く共同研究を行っていたMaryLouiseNagata氏（FrancisMarionUniver-

sity）の「幕末京都における世帯内の力関係」と題する発表がそれぞれ行われ，全体討論が行われた．

浜野氏，Nagata氏らによる京都の宗門改帳研究は，刻々と対象町数が拡大されており，当セミナー

での発表時点ではその数は30町にのぼっていた．氏の遺志を継いで，今後も研究を進めていくことが，

一番の供養になるのではないだろうか．謹んでご冥福をお祈りいたします． （林 玲子 記）
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第18回世界社会学会議

2014年7月13日～19日にかけて国際社会学会（InternationalSociologicalAssociation:ISA）の

第18回世界社会学会議（XVIIIISAWorldCongressofSociology）がパシフィコ横浜で開催された．

世界社会学会議は4年毎に開催される社会学界最大の研究集会で，東アジアでの開催は今回が初めて

である．ISA創立の1949年からメンバーである日本社会学会にとって，世界社会学会議の日本開催

は1960年代後半からの懸案であり，過去にも何度となくISA側から要請を受け，日本社会学会の理

事会で可能性が探られていた．今回の日本開催に関しては2005年から小委員会を立ち上げるなどの準

備を重ね，2008年3月のISA理事会で，トロント・横浜・サラゴサ（スペイン）がプレゼンテーショ

ンを行い，満場一致で2014年の世界社会学会議の横浜開催が決定したとのことである．（開催までの

道のりについては，http://www.wcs2014.net/content/historyに詳しい．）

国際社会学会は，国別の社会学会評議会と研究領域ごとのリサーチ・コミッティ（Research

Committee:RC，2014年7月現在55グループ）から構成されている．それに加えRCの前段階と位

置づけられるワーキング・グループ（WorkingGroup:WG，現在4グループ）やテーマグループ

（ThematicGroup:TG，現在4グループ）がある．大会ではRCやWGに所属する会員数によって

部屋の大きさやセッション数が割り当てられる．横浜大会での報告者は参加費用（5万円前後）を払

うが，ISAの会員になる必要はなかった．ただし報告するセッションによっては，それを組織して

いるRCの会員になることが義務づけられる場合もあった．

本大会のテーマはFacinganUnequalWorld:ChallengesforGlobalSociologyで，プレジデンシャ

ル・セッションや連日のプレナリー・セッションで多方面から不平等の問題が取り上げられていた．

筆者は主にRC06FamilyResearch（家族研究）やRC32WomeninSociety（社会における女性）

の組織するセッションに出ていたが，全般にフレンドリーな雰囲気で意見交換が行われていた．

筆者は香港の研究者と共同で，RC32（WomeninSociety）でセッションをオーガナイズした．報

告者募集から最終的なプログラム決定に至るまでのオーガナイザーへの指示は，比較的きちんとした

もので，進めやすかった．当セッションには多くの報告申し込みがあり，うれしい悲鳴ではあったが，

110分で報告できる数は限られているため，選考を行う必要が生じた．その過程でプログラム・コー

ディネーターから適切な数の口頭報告に加え，distributedpapers（当日はセッションに出席し，ペー

パーを配布する形で報告）の枠を必ず設けるようにとの指示があった．国際学会であることや，参加

費が高額であることで，報告がアクセプトされても登録しなかったり，登録しても来なかったりする

ことが見込まれるため，口頭報告のスロットに空きがでたら，これらの人が登壇する，という仕組み

になっているとのことであった．オーガナイザーとしては，万が一来られない人が続出した場合の不

安は解消されたものの，プログラムに掲載され，実際に会場に来ている「報告者」の中に，登壇する

人としない人がいるという違和感は拭いきれなかった．筆者が参加した他のセッションでは，報告予

定の5名中3名のみが会場に来たが，各報告に時間をかけ，質問やディスカッションの時間をたっぷ

りとり，結果的に議論を深めることができていたものもあったので，本人が希望するならともかく，

distributedpapersの枠を設けることについては，疑問を持っている．

大会プログラムは500頁，アブストラクト集は1,000頁を超えるほど規模が大きいため，事前にすべ

てを確認することができず，終わってから聞きたかった報告を見つけたり，知り合いが来ていたこと

を発見したりする始末であったが，個人的には，日本にいながら国際会議の雰囲気を満喫することが

でき，その中で新しい出会いがあり，思わぬ人との再会もあり，研究を続けていく意欲を駆り立てて

くれた大会であった．

本大会には104の国・地域から6,000人を超える参加者があり盛会に終わった．100人以上の参加者
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があったのは，日本 986，アメリカ 599，ドイツ 408，イギリス 317，フランス 266，オーストラリ

ア 251，ブラジル 228，インド 189，カナダ 187，ロシア 169，メキシコ 144，スウェーデン 140，

オランダ 128，イタリア 128，韓国 127，台湾 125，中国 124，スペイン 121である．RC別の登録

参加者が200人以上であったものは，多い順から，社会における女性（RC32WomeninSociety328

人），教育社会学（RC04SociologyofEducation316人），家族研究（RC06FamilyResearch289

人），環境と社会（RC24EnvironmentandSociety264人），地域・都市開発（RC21Regionaland

UrbanDevelopment245人），健康の社会学（RC15SociologyofHealth243人），経済と社会

（RC02EconomyandSociety240人），移動の社会学（RC31SociologyofMigration237人），貧

困，社会福祉，社会政策（RC19Poverty,SocialWelfareandSocialPolicy221人），人種差別，ナ

ショナリズムと民族関係（RC05Racism,NationalismandEthnicRelations216人），若者の社会

学（RC34SociologyofYouth208人），エイジングの社会学（RC11SociologyofAging206人）

である．登録参加者が100人台のRCも20以上あり，その一つが人口の社会学（RC41Sociologyof

Population）で，127人であった．多くの制約のある中で長期に渡る綿密な計画を練り，滞りなく本

大会を閉会まで導いた関連者の方々に敬意を示したい．次回の大会は，2018年，トロントで開催予定

である．

なお，最後になったが本研究所からも5名が参加し，以下の報告を行った（括弧内は報告したセッ

ション名）．

・ YuKOREKAWA"ImmigrantOccupationalAttainmentinJapananditsDeterminants:

Isita'StructuredSettlement?'"(RC31SociologyofMigration:ImmigrantIntegrationin

theNewImmigrationDestinations)

・ SetsuyaFUKUDA"TheChangingGenderRelationsinMarriageandFertilityinJapan"

(JapaneseThematicSessions:LowFertility,RapidAgingSociety,andChangingGender

Relations)

・ KanaFUSE"ProbabilityandTimingofHavingaSecondChildinJapan:DoesGenderand

CharacteristicsoftheFirst-BornMatter?"(RC41SociologyofPopulation:Gender-Related

AspectsofFertility)

・ YoshimiCHITOSE"GeographicalDistancesBetweenAdultChildrenandParents"(RC31

SociologyofMigration:Roundtable,MigrationStudiesPartII)

・ SaoriKAMANO"ChangesinFamilyFormsinJapan:AnalysesofSubjectiveDefinitions"

(RC06FamilyResearch:EmergingNewFamilyFormsinAsiaandBeyond)

・ SaoriKAMANO,TakashiKAZAMA,KazuyaKAWAGUCHI,HitoshiISHIDA,Takashi

YOSHINAKA,andKatsuhikoSUGANUMA"AttitudestowardNon-NormativeSexualities

amongUniversityStudentsinJapan:QuantitativeAnalysis(Part2)"(RC32Womenin

Society:GenderinSexualMinoritiesResearch:FocusonAsianScholarship)

（釜野さおり 記）
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